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第１章	 序論	  
	 本研究は、日本語を使用して経済活動を営む人々のインターアクションに生じる意識か
らグローバル化1が進む日本社会に適合したビジネス日本語教育の内容を探る研究である。 
	 筆者の研究動機は、筆者自身の 23年という長期間に及ぶ海外生活と、この期間に急速
に進んだ世界経済と日本社会のグローバル化の２つが、絡まりながら醸成されてきた。 
	 筆者は 1993年から 2012年の 20年間、本研究の調査地で海外生活を送った。中国語が
できたことから 1998年から 10年間、主にマレーシア資本の国際物流企業で、世界に広が
る取引先や代理店の人々と日本語、英語、中国語でやり取りを行う日本人中間管理職とし
て勤務した経歴がある。一方、同時期に現役ビジネスパーソンであるというだけで、領事
館の文化講座で開講されていた上級学習者向けビジネス日本語クラスを任された。これを
きっかけに、次第に中上級レベルの日本語を教えるようになった。当時、筆者の中には
「非母語で仕事をする学習者」、「日本語で外国人と仕事をする日本人」「日本語教師」
という３者が共存し、それぞれが感じている問題に「ずれ」があることに気がつくにはさ
ほど時間はかからなかった。実は、日本語教師になるまでは、筆者が抱えるコミュニケー
ション上の問題は、貿易中国語を勉強すれば解決できると考えていた。同じように日本語
を話す取引先の香港人との問題も相手が日本語を勉強すれば解決すると考えていた。しか
し、いくらビジネス英語や貿易中国語を学んでも問題は解決せず、学びは常に失敗という
代償を伴った。日本語を話す香港人にしても、こちらが問題だと捉えていても当の本人は
問題だと捉えていないことも多かった。そんな時 1998年末、初めてビジネス日本語を教
えるようにとの依頼があり、先輩教師からの申し送りで、初めて、周りにあったテキスト
や教材を手にした。商社のような貿易業のオフィスワークを中心としたビジネス日本語会
話とコラムの形で企業文化を紹介していた。これが当時の典型的なビジネス日本語教育の
内容であった。しばらくそれで教えてみたが、ビジネスパーソンとしての筆者が職場で感
じる問題は、その内容では解決できないことを感じた。このままだと、日本語で仕事をす 
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!"!「グローバル化」とは『グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議	 審議まとめ）』（2012 年）
８頁において「「グローバル化」とは、今日、様々な場面で多義的に用いられるが、総じて、（主に前世紀末
以降の）情報通信・交通手段等の飛躍的な技術革新を背景として、政治・経済・社会等のあらゆる分野で「ヒ
ト」「モノ」「カネ」「情報」が国境を超えて高速移動し、金融や物流の市場のみならず人口・環境・エネル
ギー・公衆衛生等の諸課題への対応に至るまで、全地球的規模で捉えることが不可欠となった時代状況を指す
ものと理解される」とあり、本論文では、この理解をもって、「グローバル化」と呼び、「グローバル化」が
進んだ社会を「グローバル社会」と呼ぶ。!
!%!
る香港人もきっと中国語で仕事をする筆者と同じ失敗をし、痛い目に遭うまでは問題を抱 
え続けるのではないかと考えるようになった。 
	 この仕事現場と教育現場の「ずれ」を修正するには、３者の問題を同じ土俵に載せ、つ
き合わせて行く作業が必要である。「ずれ」の修正とは、仕事現場で相手に気付いてほし
い内容を明確にし、相手に伝えることである。あるいは気がつかなった点に、自ら気付く
ことができるようになることである。筆者は自分が失敗を通してしか学習することができ
なかったことを、ビジネス日本語教育で事前に学ぶことができればと考えた。「ずれ」の
内容が分かれば、それをどのような教材にすれば効果的に教えられるのかを考えることが
できる。これが筆者のビジネス日本語に対する研究動機の萌芽であった。 
	 その後、研究を進めると同時に、ビジネス日本語といわれる日本語にもいろいろとある
ことに気がついた。当時、筆者は日本の企業管理を専門に学ぶ大学生に対し、大学の要望
で、オフィスの日常的定型的業務に必要なオフィスの日本語会話を教えていた。その一方、
社会人を対象にした生涯教育部門でもビジネス日本語を教えており、そこで社会人学生が
求めるビジネス日本語は様々であることを知った。ある学生は自分の業種・職種に直結す
る「専門日本語」、ある者は取引先とうまく交渉するためのコミュニケーションスキル、
ある者は就職活動のための日本語、ある者は日系企業の企業文化等、求められるビジネス
日本語は異なっていた。当時、筆者が分かっていたのは、学生も教師も日本語母語話者の
ビジネス会話をモデルにしていたということである。日系企業で使う日本語なのでその実
態を調べる必要はある。しかし、ビジネス日本語の実態を客観的に捉えクリティカルに捉
えるという学術的な視点はまだ一般的ではなく、日本企業の要望を満たすのがビジネス日
本語の使命といった暗黙の了解があるように感じていた。しかし、筆者の学生には外資系
企業で日本企業を取引先とする学生もいた。こうした、日本国内におけるビジネス日本語
教育とは異なる環境で教えていたことから、「異なる業務に携わる複数の学習者に対し、
一律に提供しているこのビジネス日本語教育の内容は、何をもってビジネス日本語と呼べ
るのか。またビジネス日本語は、海外のニーズに対しても日本国内のコミュニケーション
スタイルを踏襲していれば、それでいいのか」という疑問が生まれた。この疑問はビジネ
ス日本語の内容をミクロ的に考え直すだけではなく、ビジネス日本語と言われるものはそ
もそも何であるのかを、整理する必要があるという研究に対する強い動機に変わっていっ
た。 
!&!
	 更に、筆者の疑問を広げたのは、2012 年 20 年ぶりの帰国であった。そこで見たものは、
多文化共生時代に入った日本社会と日本語の変容であった。例えば、ヨーロッパ出身の若
きエグゼクティブビジネスパーソンは、１年間の某プログラムでビジネス日本語と日本の
ビジネスについて学んだ後、日本の大手企業の国際部に就職した。日本人上司一人を除き
あとは全員外国人という部員構成で、そこの共通言語は日本語であるという。彼によると、
国際部の中で日本人上司の日本語が一番分かりにくく、日本語母語話者である上司は部員
の日本語を理解し、上司自身の日本語を調整しなければならない立場に置かれていたとい
う。1990年代、日本人が外国人と日本語でビジネスをする時代が到来したと言われ始めた
が、2013年当時すでに職場で日本語が外国人同士のリンガフランカ2として成立する時代
に突入していたのである。このように 2017年現在、世の中は、単独一国では継続が難し
いグローバル社会となっている。日本においても、言語政策の大きな転換が迫られている
ことを一般市民レベルでも体感する段階に達した。例えば、介護分野を外国人技能実習制
度の対象職業に入れることが検討されていた時の中間報告3には、入国時に技能実習生に求
められる日本語水準は N４レベル「指示の下であれば、決められた手順に従って、基本的
な介護を実践できるレベル」と記載されている。N4レベルが介護現場に十分であるかの
議論はここでは扱わないが、ここで我々が留意すべき点は、介護を受けたり、指示を出し
たりする日本語母語話者にも、N４レベルの日本語話者が分かる日本語で指示を出す能力
が暗黙のうちに求められていることである（あるいは中間報告を書いた日本側にまったく
思いつきがないのか）。N４レベルの日本語は、子どもの日本語と同じものではない。N
４レベルの日本語で指示を出すには、N４の教育内容を理解する必要があろう。以上から
日本語が日本語母語話者だけのものではなくなったこと、日本語学習が外国人だけのもの
ではなくなったこと、日本語母語話者が外国人の日本語を理解する必要性が身近に感じら
れる時代になっていることが窺える。社会が変容すればそこに存在する言語も変わるはず
である。 
	 本研究は、研究の対象であるビジネス日本語を定義そのものから問い直し、その内容
について具体的な提言を行うものであるが、方向性を明らかにするために、先に筆者の
定義を提示する。本論文では、筆者の定義で論を進める際、一般的に使われているビジ
ネス日本語という専門用語と区別するため、「」をつけ「ビジネス日本語」と表記する。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!%!リンガフランカ：母語が異なる者同士がコミュニケーションに用いる共通語を指す。 &!「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会中間まとめ」 
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000073035.html	 2015年２月７日参照 
!'!
 
    「ビジネス日本語」とは、「日本社会における市民生活に必要な能力（市民リテラシ
ー）のうち、その生を支える最も典型的な活動である経済活動（ビジネス）に関わる日
本語」を意味し、それをモデルとした日本語教育分野が「ビジネス日本語教育」である。 
 
	 本定義における「日本社会」とは日本語が使用される国内と海外双方の場を含み、「日
本語」とは、従来は「社会人基礎日本語4」であったが、将来は外国を背景とする市民の間
で形成されるであろう「日本語リンガフランカ」が取って代わる可能性を内包した「日本
語」である。 
	 なぜそのように定義し、そこからどのような領域が示され、教育現場と仕事現場にどの
ような影響を与えるのか。また、定義に使われている「市民」、「市民リテラシー」、
「経済活動」、「日本社会」、「日本語リンガフランカ」といった用語の意味や、「社会
人基礎日本語」という筆者の造語の概念も、本論文で解き明かし、ビジネス日本語教育の
理論的背景を整えると同時に、教育内容として具体的な内容を提示したい。 
 
	 以上の動機に基づき、本章１.１では本研究の目的、１.２では本研究の意義、１.３では
本研究の構成、１.４では本研究の枠組みについて述べる。 
	    
１.１	 本研究の目的 
	 本章冒頭で２つの研究動機を述べた。１つはマクロ的研究動機で、ビジネス日本語教育
を研究する中で抱いた「(：ビジネス日本語とは何か」という疑問である。問題の所在は
「ビジネス日本語」の定義の曖昧性、領域の不明瞭性にあると考えた。もう１つはミクロ
的研究動機で、香港における筆者の日本語教師やビジネスパーソンとしての社会生活の中
で抱いた「)：ビジネス日本語の教育内容に対する疑問」である。問題の所在は日本語母
語話者、学習者、職場、ビジネス日本語教育、研究の間にある様々なビジネス日本語の教	
育内容に対する意識の「ずれ」にあると考えた。	
	 この２つの疑問に対する回答が得られた時に、筆者は変容する日本社会におけるビジネ!
ス日本語教育の新たな役割について提言を行うことができるのではないかと考えている。	!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'!「社会人基礎日本語」とは、筆者の造語で、日本社会の一員として市民生活に必要な日本語を指す。その定義
については第４章で、内容については第５章で詳細を述べる。!
!*!
本研究においてはこれらを目的とし、目的達成のため以下４点の研究課題を設定した。!!
	 ①	 疑問 (に答えるため、「ビジネス日本語」の定義と領域の現状把握と再考を行う。!
	 ②	 疑問 )に答えるため、教材改善のため教育内容の汎用性と地域性*をデータに探る。	 	 !
	 ③	 疑問 )に答えるため、研究結果を教育現場に生かす手段として、実践研究を行う。!
	 ④	 ①〜③の結果を踏まえて、変容する日本社会におけるビジネス日本語教育の新たな
役割を述べる。!!
	 これまで「ビジネス日本語」と呼ばれる日本語教育の分野は、以上の４点において議論
がなされぬままに、社会の要請に押されて、対処療法的にビジネス日本語の教育内容を決
めてきた。本研究で２つの疑問に答えることにより、ビジネス日本語の研究分野において、
この４点についての議論が深まることも、本研究の目的の１つである。!
 
１.２	 本研究の意義 
	 本研究は、基本的にはビジネス接触場面の参加者の意識に対するエスノグラフィーであ
るが、関わり合う３つの「場」に対し意義を持つ。一つは言語教育の場である「教育現場」
に、次は目標言語の実践の場である「仕事の現場」に、最後にビジネス日本語学習者が仕
事を通じて関わる「日本社会」に対してである。以下、其々に対する意義を述べたい。 
 
1.2.1	 教育現場における本研究の意義 
	 ビジネス日本語の定義と領域を体系的に明らかにし、教育内容の汎用性、地域性を探る 
ことは、教師と学習者にとって以下のような意義が考えられる。 
①言語教育の専門家・研究者として、自分が携わるビジネス日本語コースの専門日本語
体系上の位置や領域を認識することができる。 
②日本語学習者や企業のニーズに対し、言語教育とその他の領域（例：ビジネススキル）
との区別を説明できるようになることから、教員はコーディネートや授業内容に対する
不安や疑問を軽減させることが出来る。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*!汎用性と地域性：本論文における「汎用性が高い」とは、教育内容として、日本語母語話社にも学習者にも
有益で、優先すべき内容であることを意味する。「地域性が高い」とは、ある文化圏の特徴に基づいた母語別
教育内容として重要性が高いものを意味する。第 +章の +,%「)	 パターン分析と教育内容について」に、より
具体的な説明を記述した。!
!-!
③教育機関において、設定したコースのより詳しい教育内容の説明が可能となれば、学
習者は自分のニーズに近いコースの選択が容易になる。 
④ステークホルダー6（利害関係者：ここでは教師、学生、教育機関、委託機関等）に対
し、現在彼らが関わっているビジネス日本語教育が、どのようなニーズを持った人びと
のための日本語教育であるのかといった再認識が可能となる。例えば、ビジネス日本語
教育は、就職に有利というだけで、日本企業側の要望に迎合した内容を行うのではなく、
仮に同じ内容であるにしても、日本社会に生きるものとしての自我形成に関わる言語を
その教育内容としているという認識が可能になる。 
 
1.2.2	 仕事現場における本研究の意義 
	 ビジネス接触場面の参加者の意識から、様々な「ずれ」を探り、問題発生の要因を様々
な視点から分析し、結果を教材化することは仕事現場の参加者全員に対し、以下の意義が
ある。 
①これまで苦い経験を経由しなければ気づきが得られなかった問題の認知が、学習段階で
可能となる。それにより業務に支障の出る深刻な誤解を事前に回避できる。 
②事前の問題回避が可能となれば、経済活動が円滑に進むだけではなく、参加者間で問題
の原因が人格や民族性にあるといった誤解の回避も可能となる。 
③ビジネス接触場面の参加者間の理解が進めば、自分の所属する社会のグローバル化や多
文化共生社会に適した仕事環境に変えていくことができる。 
 
1.2.3	 日本社会における本研究の意義 
	 これまで異文化間コミュニーションの問題は、２つの言語文化圏の個人的な異文化接触、 
あるいは、一企業内の本社と進出先の国の異文化接触という比較的限定された範囲で取り
上げられてきた。しかし現在は複数言語文化圏の、一群の人々の異文化接触が異文化間コ
ミュニケーションの問題の対象であり、しかも相対する言語文化の土壌である各社会もグ
ローバル化という変容の過程にある。言い換えると、異文化間コミュニケーション上の衝
突は、個人間や企業内の問題ではなく、ある言語文化圏単位、あるは社会の問題、言語政
策に関わるレベルとなっているといえる。こうした変容と異文化接触を余儀なくされてい!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-!ステークホルダー：企業の利害関係者のこと。利害関係者とは、金銭的な利害関係の発生する顧客や株主だ
けではなく企業活動を行う上で関わるすべての人のことを指す。筆者は日本語教育においても利益関係がある
と考え、あるコースに関わる全ての人びと、機関をステークホルダーと呼ぶ。!
!.!
る日本社会で、異文化接触場面として最も典型的なビジネス日本語接触場面を研究するこ
とは、日本社会における言語活動の将来の変容のメカニズムを探るものでもあり、変容の
方向性などを予測することで日本社会の言語政策に役に立つものと考えている。	  
	 本研究において、ビジネス日本語の定義と領域を再考し、日本社会で生きる人々の市民
生活とビジネス日本語の関係を明らかにすることと、ビジネス接触場面の参加者全員の意
識からビジネス日本語の教育内容を探ることは、日本社会に対し以下の意義を持つ。 
 
①日本社会の市民に対する意義 
	 市民生活を代表する経済活動に関わる日本語の変容について説明ができれば、内なる
グローバル化が進行する日本社会で、市民が変容に対応できるように日本語教育からサ
ポートすることが可能になる。 
②日本社会の言語政策に対する意義 
	 日本社会における言語活動の変容の方向性が予測できれば、「外国を背景とする市民
と共生できる日本社会」というビジョンに言語政策面から寄与できると考えられる。 
 
１.３	 本研究の枠組み	  
	 本研究で扱うのは、目的別日本語教育の下位分類に位置する「ビジネス日本語」と呼ば
れる日本語教育領域であるが、人が生存するために社会の中で行う経済活動の場で使われ
る日本語である。 
	 研究対象は一般的にはビジネス日本語と総称される「職業のための日本語」である。こ
こで使われる「職業」とは、貨幣経済社会で人々が生きるために必要な貨幣を得るために
行う基本的「社会行為」の具体的な種類を問う時の総称である。そして「社会7」とは、簡
単に言えば一定の人々の継続的な関わり合いにより成立し、一定の秩序や組織が存在する
人々の集まりである。我々はある社会に生を受けた瞬間にある社会の一員となり、社会の
変化・移動の中で様々な社会の一員として生きるために社会化8の過程を繰り返す。本研究
における基礎データは、ビジネス接触場面の記憶と意識の記述であり、香港、日本、企業、!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.社会に関する定義は非常に広く、本論文においては「人間の共同生活の総称。また、広く、人間の集団としての営みや組織
的な営みを言う」という大辞泉の解説をその定義とする。!+社会化：柴野は日本大百科全書の中で、「人間が、集団や社会の容認する行動様式を取り入れることによって、その集団や
社会に適応することを学ぶ過程」と説明している。人間のライフサイクルにおいてみるとき、幼児期社会化、青年期社会化、
成人期社会化の３段階にわかれ、筆者の提唱する社会人基礎日本語は、成人期社会化段階においてより重要な要素と言える。
柴野は成人期社会化の主要な課題として、人が社会生活において状況の要求を正確につかみ、適切に行動することができる
ような成人役割の学習と状況的適応の習得であると述べている。!
!+!
教育機関という社会との関わりのなかで生成されたものである。こうした社会、特に経済
活動の場に適合するための社会化の過程にビジネス日本語教育があると考える。 
	 本研究は日本語教育に貢献することを目的とする。しかし「ビジネス日本語」が経済活
動という典型的な社会活動と切り離せないため、「言語は社会から乖離して成立しない
（東 2009）」と考える社会言語学のエスノグラフィー的研究法を参照して、研究を進めた。
香港をフィールドとして聞き取り調査を行い、筆者の 20年に渡る香港での生活や就労か
ら培われた「日本語母語話者と非日本語母語話者の双方の意識を理解する視点」から、分
析・考察を行った。 
 
１.４	 本論文の構成 
    本論文は、序論（第 1章）、理論研究（第２章〜第５章）、質的調査研究（第６章〜第
８章）、研究結果に基づく実践研究（第９章）、結論（第１０章）の５つの部分からなる。	 	
10 頁の【図１】は、本論文の構成を図解したものである。各章の概略は以下の通りである。 
	 第１章「本研究の目的と課題」では、本研究の動機と問題の所在、研究の目的、意義、
研究の枠組みと本論文の構成について述べる。	
	 第２章「本研究を取り巻く環境」では、本研究を取り巻く環境として、調査地である香
港の基本情報、アジアのビジネス日本語教育事情について記述する。	
	 第３章「先行研究」では、本研究に関する先行研究について記述する。具体的には、ビ
ジネス日本語教育の変遷やビジネス日本語のテキスト、関連分野の先行研究として国際コ
ミュニケーション、目的別英語教育について記述した。	
	 第４章「ビジネス日本語の定義」では、ビジネス日本語の定義について述べる（研究課
題①–定義）。従来の定義をめぐる現状と問題点を挙げた上で、定義の再考を行う。	
	 第５章「ビジネス日本語の領域」では、ビジネス日本語の領域について述べる（研究課
題②–領域）。定義同様に、現状の把握と問題点を提示し、領域についての再考を行う。	
	 第６章「本研究の方法」では、本研究における質的調査研究の方法について述べる。	
	 第７章「４種の属性別調査結果」では、ビジネス日本語教育内容の「汎用性」と「地域
性」を探るため、現地スタッフと仕事をする日本語母語話者と、日本人と仕事をする現地
スタッフへの半構造化面接調査の結果・考察を４種類の属性別に記述し、それぞれの大ま
かな傾向を掴む。	
	 第８章「属性間の比較考察」では、第５章で述べた各属性別の基礎分析データをもとに	
!/!
総合的な比較を行い、共通点と相違点の視点から分析し、「ビジネス日本語教育の内容」
の汎用性と地域性を探る（研究課題②）。	
	 第９章「研究の結果に基づく実践研究」では、本研究の結果を仕事現場と教育現場に生
かすために、第８章で明らかになった汎用性の高い教育内容の教材化を試み、行った実践
研究（研究課題③）を３つ提示する。	
	 第 10 章「結論」では、まとめとして本研究の研究課題①〜③の達成の確認する。それを
踏まえて研究課題④である「ビジネス日本語教育の日本社会における新たな役割」につい
て述べ、最後に今後の課題を述べる。	
!"0!
	
 
【図１】本論文の構成 
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第 2 章	 本研究を取り巻く環境  
    本章では、本研究を取り巻く環境について記述する。２.１では、本研究の調査地である
香港の基本情報と社会の様相、そして、調査地におけるビジネス日本語教育の変遷につい
て記述する。２.２では、ビジネス日本語が使われる日本社会の様相について、２.３では、
ビジネス日本語に影響を与える日本企業の要望について述べる。 
 
２.１	 本研究の調査地（香港）の背景 
2.1.1	 香港と日本の経済関係 
	 本項では経済活動面における香港と日本との関係について述べる。香港にとって日本は、
中国本土、米国に次ぎ第３位の貿易相手先であり、重要なビジネスパートナーである。在
香港の在留邦人数は 26,642名（2017年）9で、商工会議所会員数 664社（2017年）で、
若干であるが 2010年に比較して増加傾向が見られる。 
	 主要貿易品目は、①対日輸出が衣料、雑貨、電気・電子機器、②対日輸入が電気・電子
機器、通信・音響機器、事務機器で、日本のファッション、生活雑貨、文化は香港市民の
間で高い支持を得ている。香港は日本の農林水産物にとって国別第６位の輸出先であり、
近年、日本産果物が高級品として取引されるなど、まだ開拓の余地あると言われる。また、
昨今は中国から観光客に押されているが、香港観光業への日本人観光客の貢献や、香港で
受け入れられた日本文化、そして日本商品の氾濫など、香港社会における日本の存在感は
現在でも小さくはない。ただし、近年はテレビ番組や化粧品やゲームソフトなど韓国文化
に押され気味である。 
 
2.1.2	 香港社会の様相	 －グローバル化の進んだ多言語・多文化社会－ 
	 次に、香港社会について述べる。香港は、中国でありながら、1997年までイギリスの植
民地であったという歴史的背景から、英語が中文10と並び公用語の一つとして使われてい
るグローバル化の進んだ多言語・多文化社会である。香港社会では、「人類のサラダ・ボ
ウル」と言われるように、インド人、フィリピン人、日本人の社会などが各自独立してい
るかのように存在し、地元の広東語母語話者社会と交流せずとも、それぞれの社会の中だ
けでも生活に支障は起きない。香港特別行政区政府統計処の 2016年中期人口統計による!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!/ JETRO https://www.jetro.go.jp/world/asia/hk/basic_01.html（2017年１２月 5日参照） 
10 中文とは、多民族多言語国家である中国で、公的な文章などに使用される中国語のことである。 
!"%!
と、香港の総人口 .&/万人の約８％""が外国人であるが、この数値が多言語・多文化社会
と呼ぶにふさわしいのかという議論はここでは行わない。ただし、香港の経済を動かして
いる企業に勤める外国人比率は非常に高いと思われる。また、高等教育を受けた人材だけ
ではなく、一般市民にも英語を使用できる人材が多い"%。このように英語が公用語の一つ
として使われていることや、中国の特別経済地区であることは、香港が海外競争力13の高
いグローバル化の進んだ国際都市14として発展し得た理由であろう。 !
2.1.3	 香港のビジネス日本語教育の変遷	 	 	  
	 アジアにおける日本語教育のブームは、対日経済関係に大きく左右されている。日本か
ら香港への直接投資は 1950年代に始まり、現在まで継続されている。まず、1970年代の
日本語ブームは、香港経済の成長および日本商品のイメージアップの相乗効果がその背景
となった。また、日本の経済成長に伴い香港を訪れる観光客が増加し、日本語ガイドは高
給取りだったと元ガイドを夫に持つ 70代の香港人女性が語っている。その時期にビジネ
ス日本語教育が行われていたかは、資料がなく調査ができなかったが、日本語教育そのも
のの経済的価値は高かったと思われる。次のブームは筆者の知る限り、流通業の進出を受
けた 1990年代初頭であるが、その時期から民間日本語教育機関ではビジネス日本語があ
り、当時のビジネス日本語教員経験者からは人気があった聞いている15。こうした流れは、
高等教育にも影響を及ぼした。中文大学では 1990 年代からビジネス日本語教育を実施し、
香港理工大学では 2001年に『三種言語秘書課程』が『大学院専門日本研究課程』への格
上げや（宮副 2002）、城市大学の国際管理学科日本経済専攻でのビジネス日本語教育の開
講、1998年には領事館文化部の日本語講座でビジネス日本語講座が開始されるなど、あら
ゆる教育機関のビジネス日本語コースに人気が集まった。日本語学習者数は、1997年（香
港の中国返還）以降、急速に伸びた。その背景には、香港の返還に伴う先行きの不透明さ
と日本のバブル経済崩壊を受けた帰任者の増大や日系大手企業の撤退と、中小企業の進出!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!
11フィリピン人 2.5％、インドネシア人 2.2％、英国人 0.5%、インド人 0.4％、アメリカ人 0.2％、オーストラ
リア人 0.2％、日本人は 0.1％である。http://www.bycensus2016.gov.hk/tc/bc-mt.html（2017年 12月２日参
照） "%!在香港日本国総領事館・経済班（2014）「香港・マカオ経済概観」http://www.hk.emb-japan.go.jp/2014-
06_hk-economic.pdf	 （参照 2015年 12月 3日)  
香港日本人商工会議所 webサイト	 http://www.hkjcci.com.hk/    (参照 2015年 12月 4日) "&!海外競争力とは、インフラ、教育、労働市場、金融サービス、ビジネスの洗練度などの項目で調査される。!"'香港は IMD指数で常に海外競争力上位を占める多言語多文化社会、グローバル社会の代表である。!"*教えていた人物からの口頭による情報によると、カリタス日本語学校、12345の講座などがある。!
!"&!
の結果、日本語しかわからない駐在員が１人という日系企業の事務所が増加し、言語人材
として日本語のできる現地スタッフの雇用を促したからであると言われている。 
	 その後、日本の経済が上向き、日本企業の海外進出が再び展開されると、2006年香港大
学専業進修大学（生涯学習機関）のビジネス日本語教育が開始され、2010年、従来の留学
フェアに加え、就職フェアが開催されるようになり、現地の日系企業だけではなく日本本
社の人事担当者の参加が増え、日本企業のグローバル人材としての外国人材採用が本格化
した。それを受け、高等教育におけるビジネス日本語教育の需要は再び増加した。 
	 しかし、2010年当時ビジネス日本語を学ぶ学習者の学習意欲は 70年代〜90年代とは異
なっている。国際競争力の高い香港には雇用条件の良い欧米企業が多く、高度人材はビジ
ネス日本語を学んでも、日系企業には行かなくなった。これが日本企業が香港で盛んに就
職フェアを行う背景でもある。なお、日本企業を取引先とする外資系の高度人材は、あく
までも異文化理解のツールとしてではあるが、ビジネス日本語を学ぶことの重要性を認め
ている。このようにビジネス日本語教育に対する学習者の期待が以前と異なる中、高等教
育機関のビジネス日本語教育が、これらの期待に応えているかどうかは定かではない。な
ぜなら、ビジネス日本語コースの教師の多くには、日本企業を退職した元ビジネスパーソ
ンが多く、日本企業文化への同化を求めるようなケースが多く見られるからである。 
	 また、学習する外国語の選択肢として日本語は、2009年中等教育プログラムの正式選択
科目となり、2012年には大学進学に必要な統一試験の選択科目に加わった。しかし、政府
の言語政策、あるいは大学の外国語教育課程における日本語の地位は低い。 
	 このような時代の流れに従い、香港の日本語学習者は 2009年まで増加し続けた。しか
し日本語能力試験受験者数は、2009年のピーク（20,637名）を境に減少に転じ、2016年
度には約半数の 11,720人まで減少している。学習者数も、2006年の 32,959人が、2015
年には 22,613人と 31％の減少である（国際交流基金 2016の報告16）。その原因として韓
国ブームとともに言語学習人口が韓国語に流れたと考えられている。国際交流基金の資料
によれば、香港で正規の学校教育以外で日本語教育が行なわれているのは、大学の成人向
け校外課程（５校）と民間の教育機関などで、香港の日本語教育全体の 90％以上を占めて
いる。つまり、日本語学習人口の増減はこの民間の教育機関の学生に左右されると言える。 
	 海外における外国語学習の興亡は、その国との経済関係が強く影響される。香港におけ 
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!"-!http://www.jlpt.jp/statistics/pdf/2016_2_3.pdf  (JLPT過去の試験データ 2017年 10月 10日参照)!
!"'!
る日本語教育の歴史は、東アジアにおける日本語教育の一例に過ぎないが、日本が関係を
密にして行かなければならないアセアン諸国におけるビジネス日本語教育の変遷を予測す
る際の先行研究となりうる。現在ベトナムに在住する筆者は、この地で、20年前の香港を
彷彿させる社会の流れを感じている。ここは、かつての香港がそうであったように言葉を
学ぶことが、経済的に豊かになることと直結する時期にある。しかし、それがいつまで続
くかはわからない。ビジネス日本語を教えるものは経済発展に伴う言語の経済的価値の変
遷を理解する必要があると思う。 
 
２.２	 ビジネス日本語が使われる日本社会の様相 
	 ２.１では、調査地香港について述べた。本節においてはビジネス日本語が使われる日本
社会について述べたい。2.2.1では、日本経済の国際化の変遷を概観し、2.2.2では、日本
国内の様相について、2.2.3では、ビジネス日本語教育に対する企業の要望について、
2.2.4では、国内のビジネス日本語教育事情について述べる。 
 
2.2.1	 日本経済の国際化の変遷	  
	 ２.１でも述べたように、ビジネス日本語は特に、社会活動の一つである経済活動とは切
り離せない。2.2.1では、ビジネス日本語がいかなる経済発展の中で使われてきたかを日本
企業の海外展開の変遷から概観し、現在のビジネス日本語教育に何が求められているかを
理解するための背景を記述する。 
	 社団法人中小企業研究センター（%0"%）「中小企業の海外展開〜新世代グローバル企業
の研究〜」によると、日本の海外進出は 1960年代に始まると言われる。初めは中南米や
アジアを進出先として製造業向けの投資が始まった。1960年代後半〜1970年代前半に海
外直接の自由化策の実施により海外直接投資が拡大したが、73年オイルショックで円高が
起き、国内のインフレのため高金利政策が取られた。それを受け対外直接投資は減少した。
1970年代後半から 1980年代前半では、対外直接投資の完全自由化や、国内の資金需要の
低迷を受け、余裕資金が海外投資に向かった。またアメリカの自動車産業からの圧力をき
っかけに、海外進出会社の海外における現地生産化が進んだ。1980年代後半から 1990年
代前半では、プラザ合意後の円高でコスト削減のため海外投資が盛んとなり、1989年ピー
クを迎えたが、90年前半から世界景気が停滞局面を迎え、対外直接投資も減少し始めた。
その後、1997年アジア通貨危機が発生し、投資も低迷した。2000年代に入ると日本はい
!"*!
ざなみ景気（2002〜2007年）を迎える。世界の貿易や資金の自由化が進み、企業の国際
活動が活発になる一方、世界経済の一体化が進み、世界規模の経済危機も頻発した。2008
年まで海外進出数は穏やかに増加傾向を示している17。 
	 以上の日本企業の対外直接投資の増減は、ビジネス日本語の需要の増減とその内容を示
唆する。資料によれば、1980年代に始まった典型的な中小企業の海外展開は、日本の取引
先（大企業）から迫られたコストダウンに対応するためや、取引先の海外進出に追随、安
価な原材料や人件費を求めてのものであった。しかし、近年は以前の動機に加え、海外市
場での販路の拡大、国内で確保できない人材の確保、海外の大学や企業との共同開発など
海外展開の動機の多様性が見られる。日本企業は縮小する日本市場だけでは生き残れない。
人材が確保できなければ、海外展開はできない。少子高齢化・人口減少の影響は、生き残
りをかけて、日本企業を海外展開へと向かわせているのである。 
	 一方、日本国内はどうであろうか。すべての企業が海外展開を行うわけではない。ここ
に興味深い数値18がある。2017年 10月に発表された本年度上半期の倒産のうち、人手不
足で倒産した会社の数は前年同時期比 68.8%の大幅増加となっており、深刻な人手不足に
よる倒産は今後も増加するものと予測されている。少子高齢化・人口減少の影響は、企業
を海外に押し出すだけではなく、日本国内に労働者としての外国人の増加を導くのである。 
 
2.2.2 	 国内の日本社会の様相（内なるグローバル化） 
	 総務省（2016）19の平成 %+年度版情報通信白書によると、日本の生産年齢人口は 1995
年をピークに、総人口も 2008年をピークに双方とも減少に転じ、今後も減少の一路をた
どると推定されている。総務省は 2012年当時すでに、新たな経済成長に向けた取り組み
が必要であると述べている。このように、少子高齢化による人口減少社会は、2.2.1で述べ
た日本企業が海外進出を余儀なくされている大きな背景であるように、日本国内にも様々
な影響をもたらしている。介護人材不足や労働力不足の短期的解決として、経済連携協定
（EPA）に基づく外国人の受け入れや外国人技能実習制度を利用しているのもこうした例!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!".!社団法人中小企業研究センター（%0"%）「中小企業の海外展開〜新世代グローバル企業の研究〜」では、海
外進出をしているのが中小企業である理由を大企業との関係で書かれており、海外の日系企業が海外ではなく
日本を向いていた理由がよくわかる。67789:;;<<<,=6>?#?@A,BC,D8;97>EF;C@8BC7;"%*,8EG（%0"*年 "0月参照）!"+帝国データーバンク「全国企業倒産集計 %0".年度上半期報」!6778:;;<<<,7EH,=B,D8;7B9IA;9F>?@#;".EB?IJ#,67JK（%0".年 "0月 "*日参照）!"/総務省平成 %+年度版情報通信白書「少子高齢化等我が国が抱える課題の解決と L3M」（%0".年 "0月 ""日
参照）!6778:;;<<<,9B>J>,NB,D8;DB6B79>9#A7B?@#;<6#7@8I8@C;DI;6%+;8EG;A""00000,8EG!
!"-!
の１つであろう。本項では、少子高齢化・人口減少社会の影響を受ける日本社会の様相を、
次の３つの観点から記述した。 
 
（１）日本国内の変容－外国人労働者と長期定住化と多国籍化及び多文化共生社会の形成 
（２）多文化共生社会化に伴う市民像の変容 
（３）社会と市民の変容と言語－市民リテラシーと言語 
 
（１）日本国内の変容－外国人労働者と長期定住化と多国籍化及び多文化共生社会の形成 
	 法務省の平成 28年度末現在確定値20によると、日本に滞在する外国人（在留外国人21）
は、238万 2822 人（前年比 6.7%増）、総人口の約 1.88％である。移民大国あるいは移民
先進国と言われる国の移民率は総人口の 10％を超えている22。日本の移民率 1.88％をどう
評価するかは日本政府の判断に委ねるが、現在、在留外国人 238万人のうち永住者・特別
永住者は約 45％を占め、平成 24年度比 11％増である。また、在留資格別在留外国人数を
見ると、特別永住者と日本人の配偶者等以外は増加傾向にあり、特に留学生の 53％増と技
能実習の 50％増が目立つ。これは高度人材の獲得を目指した「留学性 30万人計画」と
「技能実習制度」を利用した単純労働者の補充と無関係ではない。こうした統計数値よ 
り、日本社会では、すでに在留外国人の増加と長期定住化が始まっていると考えられる。 
また、国籍・地域別在留外国人の推移を見ると、平成 24年度在留外国人は、上位４か国
で８割を占めていたが、平成 28年度では７か国間で８割を分け合っており23、日本の在留
外国人の多国籍化が顕著にみられる。こうした在留外国人の増加と在留外国人の多国籍化
は日本社会にどのような変容をもたらすのであろうか。山脇（2002）は、15年前にすで
にこうした日本社会の変容を予測し、多文化共生社会への変容の可能性を以下のように述
べている。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!%0!法務省「平成 %+年度現在における在留外国人数について（確定値）」6778:;;<<<,JBD,NB,D8;AF>>?B?>?IAC#;?B>6B>;AF>>?B?>?IAC#0'O000-*,67JK（%0".年 "0月 ""日参照）!%"!在留外国人とは、中長期在留者数及び特別永住者数をあわせた数。国連の定義で「移民」とは、外国から入
国して１年以上住む人々を意味する。ヨーロッパでは一般的に、総人口における外国籍の把握は、以前は国籍
取得者とそれ以外という分類でなされて来たが、現在はドイツ、フランス両国において「移住を背景とする人」
と「移住を背景としない人」という把握がなされている。!%%!イギリス "0,%P、オランダ "0,*P、ドイツ "&P、スウェーデン "&,+P、カナダ %"P、スイス %%,*P。移民
の属性により、「移民問題」の内容が変わってくる。!%&平成 24年度在留外国人は、上位４か国の中国（27.5%）、韓国（29.5%）、ブラジル（15.5%）、フィリピ
ン（8.5%）で８割を占めていたが、平成 28年度では中国（29.2%）、韓国（19.0%）、フィリピン（10.2%）, 
ベトナム（8.4%）、ブラジル（7.6%）、ネパール（2.8%）、米国（2.3%）の７か国で８割を分け合っている。!
!".!
「日本経済は、すでにいくつもの分野で外国人労働者に依存している。そして、新たな外
国人労働者の受け入れ論議をよそに、多くの外国人が日本社会に生活の基盤を築いている
ことも明らかである。したがって、現在、必要なのは、出入国政策にとどまらない外国人
政策、さらには日本国籍をもつ民族的少数者に関わる領域を含め、外国人の定住化を前提
とした、総合的な社会統合政策である。社会統合とは、社会のまとまりを維持して、社会
の安定をはかることであり、外国人を住民、あるいは社会の構成員と認め、内外人平等の
観点から、外国人の社会福祉や人権保障を実現し、社会参加を推進することを指す。社会
統制政策には、社会の文化的同質性の維持を志向する同化主義的な方法と社会の文化的多
様性を認める多文化主義的な方法があるが、外国人や民族的少数者の文化的アイデンティ
ティを尊重する観点からは、できるだけ多文化主義的な方法を採用することが望ましい」 
                                                          （山脇啓造「多文化共生社会の形成に向けて」2002） 
 
	 日本語教育分野においては、日本は多文化共生社会に向かっているという認識があるよ
うに思われるが、日本政府はこの現状をどのように評価するのであろうか。こうした現状
に対し、様々な方面からの重要な議論が存在するが、特に「移民」という言葉を使うこと
に対する日本政府の態度は非常に「慎重」である。本論文では「移民」についての論議は
扱わないが、こうした在留外国人の増加と在留外国人の多国籍化が、日本社会に変容をも
たらしていることは事実であり、移民先進国の先例24のような様々な問題を回避し、理想
的な多文化共生社会を形成するために、言語教育から貢献するという立場で論を進める。 
 
（２）多文化共生社会化に伴う市民像の変容 
	 （１）ではビジネス日本語教育が使われる社会の変容を、日本社会の構造の変化と多文
化共生社会の可能性から述べた。（２）では、多文化共生社会がもたらす「市民の変容」
について、国内の日本語母語話者が抱いている「日本人像」や「市民像」から述べる。 
	 一般的に「市民」は、ある国家、社会ならびに地域社会を構成する構成員 (メンバー) を 
意味し、国家においては国民、市などの行政単位においてはその住民を指す。そのため、
一般的に「市民」は「国民」と重なる。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!%'!「諸外国における外国人受け入れ制度の概要と影響をめぐる各種議論に関する調査」（2015）（労働政策研
究・研究機構資料シリーズ No.153  http://www.jil.go.jp/institute/siryo/2015/153.html（2015年 12月５日参
照）には、移民先進国であるイギリス、ドイツ、フランス、アメリカ各国の問題について記述がある。共通し
ているのは「単純労働者の短期的な滞在には経済的な利益をもたらすが、滞在が長期に及ぶ場合、受け入れ国
の社会保障や公共サービスにとってコストとなる」点である。また、ドイツの「社会的に統合していない外国
人の方が、社会的に統合している外国人よりも社会的費用がかかる」という記述は、言語教育と関係が深い。 
!"+!
	 また、日本の国籍法は血統主義25を取るため、「市民」のイメージは日本国籍を持つ日
本人であり、日本国籍を持たないと考えられる外国人は市民から除外されがちであった。
しかし、そうした「市民」のイメージは多文化共生社会化により変化しつつある。以下、
身近な例で説明したい。 
	 筆者の自宅は、少子高齢化の典型のような 30軒からなる新潟県の農村部落にある。そ
こに住む 90歳の Kさんを担当するヘルパーの Lさんは、日本人と結婚しており、会話に
おいては全く問題を感じないが、引き継ぎのメモ書きに問題が残ると本人も K さんも言う。
「おまん（親しみを含んだ「あなた」の意）、どこの国のでもね、こうやって来てくれて、
ありがたいだすけに」と、Kさんは Lさんに対し違和感ないそうだ。このように「内なる
グローバル化」は各地で進んでいると思われるが、Kさんが Lさんを「日本人」あるいは
同じ社会で生きる「市民」として見ているかどうかは定かではない。 
	 しかし、大きな変化を表すものに、2015年度ミスユニバース日本代表に選出された宮本
エリアナ氏を取り上げた Bloombergの記事26への国内の反応が上げられる。日本の代表が
「ハーフでも良いのか」という批評が「日本人」からあがったという事実が記載されてい
る。これは、一般市民が抱く血統主義に基づく典型的な「日本人像」に対して、一石を投
じるものであった。一方、アフリカ系米国人の父親を持つ宮本氏が日本代表に選出された
という事実は、日本人が抱く「日本人像」が、すでに血統主義から新たな段階に移行して
いることを示唆する。 
	 これまで日本社会から暗黙の了解を得ていた血統主義による日本人像、市民像は、こう
した身近なところから、更に揺さぶられていくだろう。日本国内の内なるグローバル化は
確実に進んでおり、（１）の数値が示すように、日本国内で生きるために経済活動を営む
外国人は確実に増えている。彼らを共に生きる存在として尊重する多文化共生社会におい
ては、市民＝国民、国民＝国籍というイメージを払拭し、市民＝地域に住む住民という認
識を明確にしていかなければならない。本研究において、日本社会の「市民」とは、日本
国籍の有無に関係なく日本で生きるための様々な活動を行う人々を意味するものとする。 
 
（３）社会と市民の変容と言語－市民リテラシーと言語 
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!%*!血統主義：出生時の国籍取得について、父母のどちらか一方が自国民であれば子に自国国籍を付与する方式。!%-)KBBJH@CN宮本エリアナ氏インタビュー!67789:;;<<<,HKBBJH@CN,=BJ;A@<9;IC7#=K@9;%0"*Q0'Q0-;H#CI=#IKQDI8IAQH@I>7FQR>@@AQ<IA79QB8@AQJ#AE9QIAEQHBCE@C9（%0"*年 -月 .日参照）!
!"/!
	 多文化共生社会は、国籍・出生の如何にかかわらず、そこで生活を営む人々を市民と認
知する。そうであれば、多文化共生社会に変容した日本社会で市民として生きるためには、
従来の単一言語・単一民族的日本社会の市民とは違った能力が求められるのではないか。 
	 市民として生きるために必要な能力は「市民リテラシー27」と言われる。ある社会の一
員として生活を充実させるためには，その社会に適応するための市民リテラシーが必要で
ある。日本であれば日本社会の市民リテラシーが必要となる。市民リテラシーという専門
用語は、各国に移民が増加したことで大きな問題として取り上げられ始め、議論も非常に
多い28。筆者は、市民リテラシーの概念を肯定し、多文化共生社会のビジネス日本語が使
われる場の背景が市民リテラシーであると考えている。本論文はその具体的な内容につい
て論じるものではないが、それを理解しやすくするために、川口（2006）の「当たり前の
生活基盤29」という説明を拝借し、市民リテラシーはこれを得るための能力であると考え
る。そして、市民リテラシーを発揮するためには、その社会で通用する言語能力が必要で
あることは、ユネスコ（2008）や宮崎（2011）に記述されている通りである。それでは日
本社会の市民リテラシーを発揮するための言語は、何語であろうか。 
	 現在に至るまで、日本社会の市民は、主に日本語母語話者で構成されてきた。日本語母
語話者にとって、家庭と社会で使用される言語が同一であることは、長らく当然であった。
日本語母語話者が、家庭と社会の言語の分離を体感するのは海外赴任先での生活ぐらいで
あったと思われる。しかし、多言語共生社会では、家庭と社会の言語の分離のほうが、当
たり前である。例えば、香港の現地語である広東語母語話者は日常生活のほとんどを母語
で過ごすことができるが、経済活動においては日常レベルにおいても、公用語の一つであ
る英語によるコミュニケーションが可能である。日本も香港のように多言語・多文化化が!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!%.!「ある社会の市民生活に必要な能力」であり、この場合の社会とは「民主主義社会」指す。その実現を促す
ための教養とも言える。民主主義社会が実現される社会に必要な市民リテラシーは、既存、特定の規範・価値
を習得して内在化させるものではなく、個々人が自らの規範・価値観を形成していくものであるとする。「道
徳教育」との違いは、それが「価値伝達の教育」であるのに対し、市民リテラシー教育は各人の価値観の形成
を促す機会提供の教育である。市民リテラシーを支えるのは批判的思考能力であるが、その基盤には説明を能
動的に聞くこと、とくに明確化するために問いを出し、論理的に考え、価値に基づいて意思決定をする批判的
思考の能力、態度、スキルが重要だとしている。さらに、専門家には、これらの能力を土台にした専門能力と
市民への対話力を含む高次のリテラシーが必要と考える（楠見 %00+）。!%+!リテラシーに関する各国の取り組みは、ユネスコ生涯学習研究所（ST2UM5!LA97#7>7@!GBC!V#G@!V@ICA#AN:SLV）
が %00+年に発行した『V#7@CI=F!IAE!76@!WCBJB7#BA!BG!M#7#X@A96#8』に詳細を見ることができる。!%/川口（2006）では「当たり前の生活基盤」として「人が生まれて、安全な住居で保護されて育ち、教育を受
け、必要に応じて医療サービスを受け、就業年齢に達すると自分で選択した職業に就き、自由意志で結婚し、
住居を構え、参政権をもち、休日には映画を鑑賞し、スポーツやショッピングを楽しみ、老後の生活のために
年金に加盟する」と述べている。これは市民リテラシーを発揮して享受すべき市民生活と共通する点が多い。!
!%0!
進めば、社会で使われる言語は英語になっていくのであろうか。香港やシンガポールのよ
うに英語が日本の共通語になり得るのであろうか。 
	 現在、日本社会は、多文化・多言語社会化が加速しているとはいえ、香港やシンガポー
ルとの大きな違いの１つに公用語の違いが挙げられる。日本の事実上の公用語は日本語で
ある30。しかし、グローバル社会の事実上の共通語は英語であり、日本国内においても英
語を日本の第二公用語にすべきだという議論31や、社内の公用語を英語にした企業32も存在
する。しかし、グローバル社会の先頭に立つ日系企業が社員の英語教育に投資する金額の
低さに見られるように、英語公用語化の可能性は、早々高くはならないと思われる。自発
的に日本語母語話者の英語使用が浸透する場合を除き、現在の状況が継続されると仮定す
れば、日本の多言語・多文化化が進もうと、市民生活で共通語となり得るのは日本語であ
ると考えられる。 
	 では、多文化共生社会化が進んだ日本社会の共通語が日本語であった場合、その日本語
は従来のように家庭と社会で同一と言えるのであろうか。香港やシンガポールでは母語で
はなく英語という別な言語を公用語とする。しかし、その英語も英語母語話者の英語と同
一ではない。同様に、日本社会では、様々な背景の外国人定住者により、様々な背景を映
す日本語が話されるようになる。それがどの程度のボリュームを持って母語話者の日本語
に影響を与え始めるかはわからないが、確実にそれは「彼らの日本語」である。彼らにと
って日本社会で生きるための市民リテラシーに関わる日本語である。「彼らの日本語」と
日本語母語話者がコミュニケーションをとる段階では、日本語母語話者の日本語が主たる
言語モデルであろう。しかし、非日本語母語話者同士が市民生活を送るために「彼らの日
本語」でコミュニケーションを取るようになると、「彼らの日本語」がモデル言語となり
日本語リンガフランカが形成される。日本語リンガフランカとは、日本語を母語としない
外国人の間で共通語として用いられる日本語を意味する。多文化共生社会化が進めば、日
本語リンガフランカが日本社会の市民リテラシーに関わる言語に大きな影響を与えるよう !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&0公用語：広辞苑ではその定義を「国内で数種の言語が用いられている国家で、その国の公の目的、特に政府
の媒体として用いられている言語」としている。日本は法例で公用語を規定していないが、各種法例（裁判所
法第 74条「裁判所では日本語を用いる」、会計計算規則第 57条、特許法施行規則第２条等）で法令その他の
公用文は日本語を使用することが定められ、事実上の公用語となっている。!&"英語公用語論：これは 1872年の森有礼に始まるが、現時点ではその実現可能性や文化の根本問題に対する
配慮から、多くの反論を経て、現在その勢いを失っている。（尾崎 2005）!&%英語の社内公用語化は、楽天、ファーストリテイリング、シャープなどが実施している。英語能力向上を推
進している企業として、アサヒビール、三井不動産、三井住友銀行、三菱地所、三菱商事、日立製作所、ホン
ダ、日本電産、武田製薬、ソフトバンクなどがあげられる。 
!%"!
になるであろう。 
 
2.2.3	 ビジネス日本語教育に対する日本企業の要望 
	 日本企業からビジネス日本語教育に対する要望の内容は、日本企業が求める外国人材33
の養成を言語面からサポートすることである。求められる人材像から、ビジネス日本語教
育に対する企業の要望を探ることができる。以下、外国人材について、１）外国人材とグ
ローバル業務の種類、２）日本企業の求める外国人材－従来と将来－の２点から記述する。 
１）外国人材とグローバル業務の種類 
	 外国人材を表現する用語は多々見られるが、定義があるものは「グローバル人材」だけ
である。日本経済団体連合会（経団連）、経済産業省、文部科学省それぞれが定義を持つ。
小井川他（2017）は、そこに共通するものを 以下の３つの要素にまとめている。 
 
	 要素I   ：語学力・コミュニケーション能力 
	 要素II ：主体性・積極性、チャンレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 
	 要素III：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ 
 
	 グローバル人材の育成を期待される高等教育や、企業の要望を受けるビジネス日本語教
育では、言語に関する教育の要素Ⅰ以外のところでは、何を持って要素Ⅱや要素Ⅲに対応
する教育を提供することができるのであろうか。これらの記述から一般的に存在する「グ
ローバル人材」の定義も、未だ曖昧であることがわかる。そもそも、企業が求める人材は、
まず、ある業務が先にあり、それをこなす能力を有する者（人材）である。従って、人材
の種類を問う際には、業務の種類も明らかにする必要がある。本研究においては、以下に
引用する小井川他（2017）が提唱するグローバル業務の３種類と、それに適応する３種類
の人材の定義を採用する。 
 
G 人材：高度グローバル業務  
	 「グローバル、およびリージョナルの管理部門がこれに該当する。 全社のグローバル業務を
管理、監督、運営し、大局的なグローバル戦略の策定も行う。特定の国、地域の事情通であるこ
とは仕事の上で一定程度のプラスにはなるが、それより、深い専門性が前提とされる。管理職層!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&&!外国人材とは日本企業に就職する外国人を意味する。%0"*年より内閣府で実施されている「外国人材活躍
推進プログラム」に「外国人材」の定義が見られる。!
!%%!
では、その専門性をバックボーンとした経営面、マネジメントの高度な判断が要求される。狭い
専門性に凝り固まっているだけではこの領域に達しない。トッ プには、リーダーシップ、複数
の専門性、幅広い教養、さらには会社や社会、世界がどうあるべきかという哲学的な素養も要求
される。企業の出自国籍・立地にかかわらず、世界中から優 秀な人材を能力ベースで登用する
必要がある。コミュニケーションは、国籍に関係なく英語などの世界共通言語で行われる。ここ
で要求される語学力は、抽象的な議論や高度な専門的理論 を、ニュアンスも含めて的確に、し
かも説得的に伝達できるような高度なものでなければならない。仕事は常に重圧があり、高い成
果が期待されるが、それに見合うだけの高い報酬が約束される。」  
GR人材：グローカル業務   
	 「リージョナルの実働部門、およびローカルのトップ層、管理部門がこれに該当する。リージ
ョナルでは地域の実情に沿った管理・運営、ならびに戦略策定の必要があり、その場合、特定の
国、地域の事情が一定程度反映される。そのため、地域を超越した完全グローバルではなく、業
務はローカル色を加味した特徴を示す。業務に専門性が要求される点はAと同様であり、人材登
用は多国籍的なために、英語などの共通言語がコミュニケーション手段となる。語学力が卓越し
ていることに越したことはないが、業務内容を正確に意思疎通できるレベルが確保されていれば
支障は少ない。高度グローバル業務への登竜門としての位置付けと、ローカル業務で頭角を現し
た人材の目標地点としての位置付けを併せ持つポジションである。」 
L人材：ローカル業務  
	 「各国の子会社・現地法人、ならびに本社であっても所在地に特化した実務を担当しているロ
ーカルな実働部門がこれに相当する。本社と地域統括本社が策定したグローバル戦略、地域戦略
の枠組みと方針に基づき、地場企業および第三国企業との競争に打ち勝って当該国・地域での業
績の向上に専念する。それには、現地事情に通じた社員が有利であるため、現地採用の社員が圧
倒的多数を占める。外国人との接触はごく例外的であるためコミュニケーションには当該地の現
地語が用いられる。特定の専門技能を持つことは推奨されるが、必要とされる業務が比較的幅広
く、柔軟な対応が求められるためにジェネラリストが活躍できる余地が大きい。業務が定型化さ
れており、人材確保が容易なため報酬パターンは限定される。（一部省略）例えグローバル企業
に勤めていようとも、その企業のローカル業務を担う人材は基本的にL世界で生きている。ただ
しここから突き抜けて、ローカル組織のトップ層、あるいは特別に優秀な人材はグローバルチー
ムに抜擢される可能性もある。」 
 
	 本研究においては、これまで「グローバル人材」と呼ばれていた人材に対してG人材、
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「グローカル人材」あるいは「ブリッジ人材」と呼ばれていた人材に対してGR人材、ロー
カル人材と呼ばれていた人材に対してL人材という用語を使用する。なお「グローバル人
材」と記述した場合はG人材とGR人材の両方を含む総称として外国人材を指すこととする。 
 
２）日本企業が求める外国人材	 －従来と将来－	  
	 １）では、外国人材とグローバル業務の種類について述べたが、日本企業は、どの人材
を求めているのであろうか。企業が求める外国人材像を、各機関の調査から推測しよう。
留学生、あるいは海外からの人材雇用を行った日本企業を対象とした調査は、法務省を始
め、経済同友会や DISCOなどの報告がある。日本経済団体連合会（2011）の「産業界の
求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート調査」28頁によると、外国人留学生
の採用枠組みについては、約 70％が「通常の日本人新卒学生と同じ枠組みで募集・採用」
し、企業が人材育成の観点から高等教育機関に期待することのうち、上位３つは以下の通
りで、外国人材は日本人学生と同じように社会人基礎力が問われることを意味する。 
 
	 1 . 対人コミュニケーション能力の育成 
   ２. 論理的思考能力や問題解決能力の養成 
   ３. 専門的な学問能力 
 
	 一方、DISCO（2016）34では、日本国内の企業が外国人材を採用する理由として、以下
の３つをあげている。 
 
	 １.  優秀な人材を確保するため 
	 ２.  語学力が必要な業務を行うため 
	 ３.  外国人としての感性・国際感覚等の強みを発揮してもらうため 
 
	 また、企業が外国人材に求める資質として、コミュニケーション能力と言語能力をあげ
ている。そのレベルについては、日本語能力は入社後にビジネス日本語上級レベル35を求!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&'!DISCO（2016）「外国人留学生／高度外国人人材の採用に関する企業調査」6778:;;<<<,E#9=,=B,D8;>8KBIE9;%0"-;"%;%0"-?#NFB>QNI#?B?>QC@8BC7,8EG!（%0".年 "0月 %0日参照）!&*!DISCO（%0"-）では、「ビジネス日本語上級レベル」とは、「幅広いビジネス場面で日本語による適切な
コミュニケーション能力がある」ことを意味すると説明されている。!
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める日本企業が 80％である。こうした資料からは、日本企業は優秀で、外国人としての強
みを発揮でき、ネイティブなみの日本語能力を外国人材に求めていることがわかる。しか
し、この結果からは、高い日本語能力で外国人材にさせたい業務の内容がわからず、求め
ているのが G人材なのか、GR人材なのか、そもそも、やる気あって、性格がよく、日本
語能力のある人物なら誰でもいいのかがわからない。なぜこのような曖昧な状態でグロー
バル人材を欲しがるのであろうか。その理由は海外進出の目的の変化にある。2.2.1で述べ
たように日本企業は 60年代から 2000年代まで、取引相手である日本国内の大手企業のコ
スト削減の要請に対応するために、安価な人材や材料を海外に求めていた。海外で必要な
人材は日本の基準に合わせた生産と管理を日本人から現地スタッフに伝える言語能力があ
ればよかった。ビジネス日本語のテキストも日本語文化圏のコミュニケーションスタイル
を学ぶことに主眼が置かれていた。しかし現在は、市場を海外に求める時代に変わり、
様々な国で成功するためのグローバル人材が必要となっている。谷口（2008）では、日本
企業のグローバル化はまだ初期段階にあると述べ、社団法人中小企業研究センター（2012）
「中小企業の海外展開〜新世代グローバル企業の研究〜」では、日本企業が外国人材を求
める理由として、ようやく「海外市場での販路の拡大」「海外の大学・企業との共同開発」
といった G人材が必要な理由を、少数ではあるが上げ始めている。2017年現在、日本企
業は次のグローバル化段階への移行期にあり、グローバル業務や G人材登用への模索状態
にあるのではないだろうか。そのため、従来の外国人材像を引きずりながら、G人材を必
要としているのではないだろうか。 
 
2.2.4	 日本国内の高等教育におけるビジネス日本語教育の変遷 
	 2012年まで海外にいた筆者が、日本国内のビジネス日本語教育について語るのは僭越で
あるが、1998年からビジネス日本語教育に携わる者として海外からの視点で、高等教育の
ビジネス日本語教育の変遷について概観する。 
	 ビジネス日本語教育そのものについての論考は、日本国内に於いても、ある程度見られ
るが、2.2.1の企業の海外進出と、2.2.3の企業の求める外国人材像で述べたように、日本
企業の影響を強く受けているにもかかわらず、それらとの関連を理論的に考慮し、ビジネ
ス日本語教育の内容を客観的に述べているものは 2010年代後半になるまで登場しない。 
	 1980年代から 2000年代までのビジネス日本語教育は、日本市場をターゲットとした日
本企業のために生産拠点、あるいは安価な労働力や原材料を求めるための通訳が出来る人
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材育成（筆者はこれを「日本語人材」と呼ぶ）が主流で、初期のビジネス日本語のテキス
トでは、日本人同士のビジネス会話がそのままモデルとして記載され、それを真似るよう
な教育が主流であったのではないかと想像する。しかし、そうしたテキストを使用しても、
ビジネス場面で様々な問題が発生することを受け、池田（1998）は、言語形式だけではな
く文化習慣の理解の重要性を説き、同時にビジネスの専門性はその専門家との協力が必要
であると述べた。問題が学習者の言語形式的知識不足に起因するのではなく、異文化間コ
ミュニケーションによる齟齬であると言われるようになり（宮副、2003）（近藤、2006）、
以降、日本語文化圏のコミュニケーションマナーやビジネスマナーの理解を促進するため
に、対照言語行動的な研究が増え、テキストにも反映されて行った。そのため、ビジネス
日本語教育は、日本語文化圏のコミュニケーションスタイルでビジネス会話が出来る日本
語能力の養成が中心であった。こうして、2010年ごろまでは日本と学習者の母語国という
2カ国間の文化を理解し、橋渡しができる GR人材（「ブリッジ人材」あるいは「グロー
カル人材」）教育がビジネス日本語教育の主流であった。 
	 しかし、異文化間コミュニケーションにおける齟齬は、コミュニケーションに参加する
全員が対等の立場で齟齬を確認できなければ、同化に過ぎない。日本語学習者側だけに理
解、運用を課す教育実践は、ビジネス日本語教育担当者が意図せずとも、なかの（2016）
が指摘するように、結果的に同化主義的になっていたのではないかと自戒する。言い換え
れば、卒業後の就職を考慮すれば、企業の要請を受けざるをえないという「言語の権力性
36」を、高等教育のビジネス日本語教育はまともに受けてきたとも言える。実際に、2009
年にビジネス日本語研究者間では、日本企業側の異文化適応能力の必要性も議論されてい
たが、残念ながら日本企業への提言は時期尚早として、控えられた37。 
	 こうした日本企業文化を一方向的に教えるビジネス日本語教育が変わってきたのは、
2.2.1の企業の海外進出で述べたように、少子高齢化、人口減少の影響が背景にある。海外
で生き残りをかける日本企業から、日本で成功するためではなく、海外で成功するための
G人材の必要性が聞かれるようになったからである。G人材は外国人材に限らず、日本人
にも必要である。実際に、政府の言う「グローバル人材」推進策は、まず留学生を G人材!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&-川上編（%0".）『公共日本語教育学』において、舘岡は「日本語教育は「国を背負った」「固定的な」こと
ばを「一方向的に」教えるということではなく、これからの社会を創っていくための言葉の教育であるべき」
と述べているが、一方で、川上は言葉の「公共性」が「正常化、あるいは標準化の媒体」としての機能がある
ことを指摘し、「言語の権力性」について述べている。!&.!%00/ 年日本語教育学会秋季大会の前夜、パネルを行うビジネス日本語研究会のパネリストの打合せの際に、
日本企業への提言の必要性と「)4人材」から「Y人材」への転換が必要であると確認していた。!
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として育成すべく 2009 年から 2013 年まで行われた「グローバル 30」に始まる。しかし、
その後、次々に打ち出された「大学の世界展開力強化事業」（2011年〜）、「グローバル
人材育成推進事業」（2012−2013）は、共に日本人学生の G人材育成を目的とし、「スー
パーグローバル大学創生支援」（2014年〜）では、国内の大学自体のグローバル化を持っ
て、留学生と日本人学生双方の G 人材育成を目的としている。そうした社会の要請を受け、
外国人と仕事をする日本語母語話者と、日本語学習者のために、近藤・松永・品田（2010）
により、異文化間コミュニケーションの齟齬を埋めるためのテキストが発行された。この
ような言語政策の後押しを背景とした、ビジネス日本語教育に対する取り組みの実態は、
東京都の日本語学校については小菅（2014）、高等教育機関については、BJT（ビジネス
日本語能力試験）を行う日本漢字能力検定協会のレポートに見ることができる。小菅
（2014）は、東京 23 区日本語学校（日本語教育振興会のサイトに掲載のある日本語学校）
135校のうち 48校が N2以上を対象としたビジネス関連日本語のコースを持っていると述
べている。高等教育について漢検は、留学生のビジネス日本語能力における課題について
アンケートを取り、のべ 82校からの回答を得た。66校（回答大学の 75%）がビジネス日
本語の必要性について、「学生にビジネス日本語の必要性に関する意識付けを行いたい」
もしくは「大学でビジネス日本語指導を行い、就職までサポートしたい」と回答している。
しかし実際に実施しているかという質問に対し、回答は 82校中 38校のみで、そのうちの
36％が「現在実施している」、21％が「今後実施したい」、43％が「実施の予定なし」と
いう消極的な結果を呈した。また、ビジネス日本語教育のテキストの問題の指摘が 2016
年であることから、現在も従来のままのビジネス日本語教育が行なわれていることが窺え
る。 
	 企業が求める G人材の育成に対し、ビジネス日本語教育はどのような役割を負うことが
できるのであろうか。G人材の定義からわかるように、グローバル社会で必要な共通語に
よるコミュニケーション能力は G人材の必須要件であるが、十分条件ではなく、様々な能
力が求められる。2017年現在はまだ、共通語による十分なコミュニケーション能力を持た
ない日本語母語話者ビジネスパーソンのために、GR人材や通訳を育成するため従来のビ
ジネス日本語教育内容は役に立つ。しかし、「スーパーグローバル大学育成事業」の成果
が日本企業に行き渡るようになった将来、ビジネス日本語教育の役目は、海外におけるグ
ローバル経済に対してよりも、内なるグローバル化が進んだ日本国内における経済活動に
移行していく可能性が高い。具体的には日本と取引をする G人材の教養と、GR人材や L
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人材として外国人・日本人と接するビジネスパーソンに対する異文化間コミュニケーショ
ンではないかと考えている。その先駆けとして、近藤・品田は、日本語教師と日本で働く
日本語学習者と外国人材に対する異文化間コミュニケーションの講義を行っている。 
 
２.３	 第２章のまとめ 
	 第２章においては、本研究の調査地である香港と、ビジネス日本語モデルが存在する日
本の２つの場を、研究背景として理解するために、両国の経済関係とビジネス日本語教育
の変遷を概観した。香港におけるビジネス日本語は、観光客の増大や、デパートの進出な
ど日本経済が香港の経済発展に目に見える形で寄与していた 80年代から 90年代には、経
済的価値の高い言語として人気もあり、就職に有利であった。しかし、2000年代に入り香
港の国際都市化が進むと、欧米系企業と比べて、グローバル化が遅れているとされる日系
企業は、高度人材の就職先としての人気を保持できなかった。現在、国際都市の高度人材
にとって、ビジネス日本語は、就職のためのツールではなく、むしろ、多様性のあるコミ
ュニケーションを学ぶ手段、教養としての役割に変わりつつある38。 
	 一方、日本が抱える少子高齢化による人口減少の影響は、日本社会の市民の構成を変化
させ、必要な市民リテラシーも変えていく。世界のグローバル化と日本社会の変容は、ビ
ジネス日本語にも変化を迫るものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&+!参考として、本研究の《概念 .%》のバリエーション（外国語で日本人と仕事をする現地の Y人材の基礎デー
タ VZ２−７）を以下に記す。VZ２は仕事で日本語を使用しないのに、T１レベルまで勉強している。その理由を
尋ねた流れでの会話である。なお（	 ）内は、筆者の言葉である。「（外国の文化を良く知っている日本人の
お客さま。その人たちと英語で仕事をしていて、英語でも、仕事の仕方でもなにか感じたことはありますか）
＜英語＞そうですね、仕事では日本語はほとんど使いませんが、日本人が何を考えているのかは、よくわかり
ます。それは口に出して表現するものじゃないけど、日本人のやり方とか、新しいことを習う、例えば敬語、
英語には謙譲語とか尊敬語とかありませんから、日本人のビジネス上の会話のコンセプト全体は香港人や西洋
人とは違います。英語を使っていても、日本語文化圏のやり方で仕事をする部分が残るので、日本語を学ぶこ
とは大切。」	 !
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第３章	 ビジネス日本語教育に関わる先行研究  
	 国家間の様々な力関係に翻弄される海外、国内における経済活動の中で対処を迫られる
ビジネス、そこで使われ、変容して行くビジネス日本語教育を鳥瞰し、将来の変化に対応
できる研究の方向性を探るには、１.３で述べた研究の枠組（社会言語学、市民リテラシー、
リンガフランカ、経営学等）に関連する参考文献にあたり、ビジネス日本語教育に対する
マクロ的視点を養う必要があるが、本章では、ビジネス日本語教育現場に直結したミクロ
的視点の先行研究を扱う。本章３.１では、いわゆる「ビジネス日本語教育」に分類される
1990年以降39の先行研究を、ビジネス日本語教育の歴史という視点で時代別に俯瞰し、当
時の経済・政策の動きとの相関を示しながら、時代によりビジネス日本語がどのように捉
えられていたのかという視点から記述する。３.２では、既存のビジネステキストの分析を
行う。３.３では、ビジネス日本語能力テストの種類について述べる。３.４では、ビジネス
日本語教育と関連する分野の先行研究について取り上げ、３.５ではまとめとして、本研究
と先行研究の関連について述べる。 
 
３.１	 ビジネス日本語教育の研究の変遷 
	 ビジネス日本語教育の研究の変遷をたどることは、その定義や領域の再考に必要な情報
であるため、本節においては「ビジネス日本語」というキーワードで検索できる代表的な
論文を対象とし、共通性が読み取れる論文がまとまって発行された年代別に、その特徴を
挙げる。 
	 ビジネス日本語教育に関連する参考文献を俯瞰したものには、李（2002）と近藤
（2004）、粟飯原（2009）が挙げられる。李は、ビジネス日本語教育動向報告（2002）
の中で、当時の問題点、課題について、①職種による専門語彙の研究、②情報収集、伝達
手段としての聞く・話すの重視、③待遇表現を含む文化的、社会言語的敏感さの重視、④
初級学習者のニーズを考慮したコース・デザインの必要性を訴えた。 
	 近藤 （2004）のビジネス日本語研究動向報告では、それまでの日本語教育におけるビジ
ネスコミュニケーションに関する研究を①ビジネス活動の研究、②ビジネスのやり取りの
研究、③日本語学習に関する研究、④これまでの提言・助言の４つに分け概観した。また
その時点でも、10年前に指摘された実証的な研究がいまだ不足していること、今後の課題
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!&/ 1990年以降というのは、国際的な経済活動が日本語で行われる機会が出現してきたという大きな変化がある。次の大きな
波が押し寄せたのは 2015 年である。それは外国人定住者の急増による日本語使用に関連する。 
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として、個々の研究の発展と多分野との連携した新しい視点の研究があげられており、そ
れまでのビジネス日本語研究の軌跡を記述し、その後の研究の軌道を示した。 
	 粟飯原（2009）は、ビジネス日本語教育の歴史を意識し、年代別にまとめている。そこ
では、近藤が指摘した「個々の研究の発展」と「他分野との連携」に引き続き、新たな課
題として、①教育現場と職場の問題意識の「ずれ」の実態調査、②海外における調査や研
究、③対照言語行動研究に基づいた具体的な指導法の開発が必要であると述べている。 
	 ビジネス日本語教育の研究は、1980年代の日本経済の発展、日本型経営に対する関心の
高まり、来日する外国人ビジネス関係者の増加に伴い、特に 1990年代から増えてきた。
上述の３名に報告された動向調査に見られる課題が、その後の研究動向にどのように反映
されてきたかという視点から第 1期を 1990年から 2000年、第 2期を 2001年から 2005
年まで、第 3期を 2006年から 2010年、第 4期を 2011年以降現在までの 4つに分けて概
観する。 
第 1期：1990年～2000年	  
異文化間コミュニケーション教育の視点を取り入れたビジネス日本語教育研究の発展期 
	 日本経済のグローバル化に伴い、日系企業は生産拠点と生産技術を海外に移転し始めた。
それに伴い、90年代より海外の日系法人駐在員と現地社員との間に生じる問題を取り扱っ
た調査が増えた。 
	 職業に関わる日本語教育、特にビジネス接触場面の当事者の要望や問題意識に関する日
本国内の先行研究として、清（1998）は、上級外国人ビジネスピープルは「意見述べ」や
「断り」における産出・受容でのスピーチレベルの設定に支障点があると述べている。近
藤（1998）の量的研究では、関東近辺で仕事をする外国人社員の問題点を「不当な待遇」
「仕事の非効率性」「仕事にまつわる慣行の相違」「文化習慣の相違」の四因子に分類し
ている。双方ともにビジネス日本語教育の指導方法案にまで言及している。 
	 海外のビジネス日本語関連研究には、香港を含んだアジア５都市の日本企業における
「日本語が求められる場面と実態」を調査した島田・渋川（1999）があげられる。そこで
は、企業側の社内における会話に対する高い期待度と学習者の日本語使用実態が報告され
ている。本研究の調査地である香港では、1990年代後半から増え、板井（1998）は、香
港の日系企業が求める人材について、業種別に調査報告した。多言語・多文化社会である
香港にある日系企業では日本語が業務上で使用されることが求められない分野（主に金融
や大手企業等）と、比較的強く求められる分野（主に貿易や中小企業等）に大きく分かれ
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ると述べている。この時代の先行研究を見ると、これまで母語話者の視点のみから見た
「正しい日本語」を教えるという同化的な態度から、双方の目線で言語教育を考えるとい
う異文化間コミュニケーションという視点を取り入れ、ビジネス日本語教育にそうした相
違を盛り込もうという姿勢が現れ始めた時期である。 
 
第２期：2001年～2005年 
国別の教育現場の問題解決を目指した研究や、大学や成人教育における実践報告の増加 
	 世界のグローバル化は 1990年代、IT革命とともに始まるが、日本経済は 1991年バブ
ル崩壊を受け、日本経済のグローバル化は他国に遅れをとった。また、中国、韓国、アセ
アン諸国の経済発展勃興と陰りを見せ始める先進国に伴い、海外における日本企業の地位
にも変化が見られ始める。国内や先進国への輸出に頼っていた日本経済は、2000年以降中
国、韓国、アセアンなどを市場とするために、そこから学ばなければならない立場となっ
た。李（2002）はビジネス日本語教育動向報告の中で、上述４つの課題の他に、国別、教
育現場の問題解決を目指した研究は非常に少ないと述べているが、海外、特にアジアにお
けるビジネス日本語研究、職種によるビジネス・コミュニケーションの研究は、こうした
時代背景を映すように、2000年以降、如実に増えた。宮副（2003）は、香港の多言語職
場における接触場面の参加者にみられる問題点についての事例研究を行い、そこでは意図
しないメッセージの伝達や、上級日本語話者と話す日本語話者の陥りやすい罠や葛藤を処
理するストラテジーの必要性などが述べられている。他にも、タイにおける田中（2002）
の研究、Tjandra・末延（2003）のインドネシアにおけるビジネス日本語教育、AJALTの
特集（2005）、松嶋（2003）の中国のビジネス日本語テキストにおける敬語の研究、窪田
（2004）のハワイにおけるサービス日本語、小野寺（2005）の日韓テキストの比較分析な
どがあげられる。 
	 また、野元（2004、2005）は、大学および上級・超級日本語話者を対象とした成人大学
院レベルの教育に関しての研究、国内の大学におけるビジネス日本語教育の報告を行った。
そこには、従来海外の日系企業に努める日本人を「主」、外国人材を「従」としたコミュ
ニケーションをビジネス日本語とする傾向から、海外や日本で主体的に活躍できる G人材
の養成に主眼を置いた日本語教育が、高等教育で求められる時代を予見した。 
	 しかし教育現場の改善のためには、日本語接触場面の参加者全員、つまり学習者や日本
語母語ビジネスパーソンが実際に抱える問題の研究も不可欠である。池田（2003）には
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「聞き返しのストラテジー」という具体的な言語行動を、談話分析ではなく、ビジネス・
コミュニケーションのツールとしての基礎研究として詳細に取り扱った研究が見られ、こ
れも、日本語母語話者を日本語教育の対象として引き入れるためのビジネス日本語研究の
方向を示唆するものであると考えられる。 
 
第３期：2006年～2010年 
「ビジネス日本語とは何か」といった「ビジネス日本語」の理論研究の萌芽と実証研究 
	 2006年頃、香港経済はすでに中国経済の動向を見ながら舵を取るようになっていた。当
時現地企業で中間管理職であった筆者は、香港人社員の中国に対する態度が 180度転換し
たことを肌で感じたものである。それは日系企業にとっても同じであったのではないだろ
うか。遅れをとった日本経済のグローバル化においても、巻き返しを図るためアジア人材
資金構想などが出され、ビジネス日本語教育が政策との関わりを強めたのもこの時期であ
る。 
    本章冒頭で述べたように、近藤（2004）のビジネス日本語研究動向報告では、10年前
に指摘された実証的な研究がいまだ不足していること、それと同時に今後の課題として、
個々の研究の発展と多分野との連携した新しい視点の研究が待たれるとある。2006年以降
の研究論文を概観すると、実証的な研究はいまだ萌芽的な様相を示してはいるが、それで
も野元（2007）の日系企業が現地スタッフに求める日本語、服部（2008）の電話・クレー
ム終結部における学習者の問題、山本他（2008）や堀井（2009）に見られる企業が求める
日本語能力、粟飯原（2009）の接触場面における日本語母語話者と学習者間の問題、趙
（2010）の依頼の言語行動の日中対象研究など地道に増えている。また他分野との協働を
実践する研究と報告は、2010年以降顕著に増え、堀井（2010）は現場との連携、要望に
即したプロジェクト型ビジネス日本語の意義と課題について詳しく述べている。 
	 ここで、特記すべきは 2006年以降、ビジネス日本語とは何かといった「ビジネス日本
語」自体の定義に関する論考が出てくることである。一つ目は、言語教育におけるビジネ
ス日本語教育の立ち位置、二つ目は、ビジネス日本語教育の対象についての議論である。 
	 まず、一つ目であるが、それまでビジネス日本語教育に関する研究は、研究者各自の定
義のもとに行われた実践報告、あるいはビジネス日本語教育という総称の元に行われた日
本語教育の報告、ビジネス接触場面の参加者の意識調査などが主流であったように思われ
る。しかし、春原（2006）では、グローバル化に伴う人の移動という視点を早い段階で多
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文化社会における専門日本語教育の役割に当てはめ、巨視的視点から述べている。佐野
（2009）では、目的別英語教育（English for Specific Purposes）の分野の文献を援用し
ながら、「目的別日本語教育」（Japanese for Specific Perposes）の定義と枠組みを「一
般目的のための日本語」（Japanese for General Purposes）と比較しながら、様々な角度
から再考している。仁科は『専門日本語研究第 12号』（2010）の巻頭で専門日本語教育
が目指すものを、「学際」というキーワードを使いながら述べている。 
	 二つ目は、ビジネス日本語教育の対象についてである。この次期、学習者のみならず接
触場面のもう一方の参加者である日本語母語話者も含まれるという明示的な視点の萌芽が
みられる。堀井（2007）は、ビジネス日本語教育における日本人ビジターの学びを取りあ
げ、粟飯原（2008）は接触場面の参加者間の「意識のずれ」の修正には双方に対する教育
的補助が必要であると述べ、2009年の日本語教育学会における品田、近藤の発表では、日
本人ビジネスパーソンへのビジネスコミュニケーション教育が提言されている。それ以前
のビジネス日本語教育は、日系企業に対する提言に遠慮がちであったが、日本経済のグロ
ーバル化への自覚とともに、グローバル社会においては英語が共通語の役割を果たしてお
り、海外市場での成功を迫られた日本企業は、「日本語を使っていただく」立場に変わっ
たことが、こうした提言の背景ともなっている。 
 
第４期：2011年~現在（2017年） 
日本語母語話者もビジネス日本語教育の対象とする視点の転換と他分野との恊働 
	 日本経済のグローバル化は、国内の少子高齢化に伴う労働人口減少への短期的解決策や
EPAなどの経済協定のもと、外国人定住者を増加させて来た。そうした環境化、外国人と
コミュニケーションを取らなければならない日本語母語話者は、海外に行く一部の人たち
だけではなく、ごく一般的な日本社会の市民が当てはまる時代に突入していることを実感
するようになった。そうした中で、日本語母語話者に対する日本語教育は、かけ声だけで
はなく実践レベルでの報告が見られるようになった。 
	 2012年ビジネス日本語研究会第６回研究会では梅村が中国の日系企業における日本人と
中国人に対する同時学習について報告を行い、現場におけるビジネス日本語教育の対象が
企業の現場レベルでは接触場面の参加者全員に拡大していることを印象づけた。粟飯原
（2012）では、接触場面の参加者全員に対する教育内容として汎用性の高いものを探るた
めに、英語や日本語で仕事をする現地スタッフと日本語母語話者の意識の相違を調査した。
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2013年に出版されたテキスト『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習	 職場の
ダイバーシティで学び合う』（近藤・金・ヤルディー・福永・池田）は、日本語学習者の
みならず、外国人と仕事をする日本語母語話者の社員研修でも活用できることを前提に編
集された。また、2014年７月の学習院大学によるシンポジウムのパネルにおいて奥田は、
制限コード、精緻コード、民族日本語、日本語リンガフランカといった社会言語学の概念
を用いて、ビジネス日本語クラスの具体的内容を説明し、国際社会における日本語のあり
方についての提言を行った。Kosuge（2014）では、日本が移民国家へと変貌しているこ
とが述べられているが、これは日本国内における日本語リンガフランカの必要性の背景と
なっている。2015年 11月、シンガポールにて、アセアン初のビジネス日本語研究会が実
施され、日本、シンガポール、フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア、マレーシア
の高等教育機関でビジネス日本語教育に携わる教育者と、シンガポールの第一線で活躍す
るビジネスパーソンによるパネルディスカッションが行われた。そこでの大きな成果は、
これまでビジネス日本語研究者が個々の先行研究が提唱して来た内容が、企業の日本人自
身が自分に必要であると意識され始めていることが確認できた事にある。それは２つの課
題を示唆する。１つは、これまでの先行研究の成果を、日本語母語話者への日本語教育内
容として整理しなおすこと、２つ目は、ビジネス日本語教育の多様性がより進むことによ
り、それを補うために他分野との恊働が必要になる事である。奥田（前掲）の提言のよう
に、ビジネス日本語研究においては、今後更なる学際的要素、すなわち、異文化間コミュ
ニケーション、待遇表現、対照言語行動、社会言語、経済、商業、政策等の視点を取り入
れて行かなければならない。特に言語行動の比較研究や、言語および経済学における異文
化コミュニケーション分野の研究成果をビジネス日本語教育に積極的に反映させることが、
肝要であろう。例えば、飯田（2007）は「海外現地企業の日本人スタッフと現地人従業員
の考え方や行動の差異」を 8つの要因に分け、双方の視点から詳細な考察を加えている。
飯田の調査は言語により生じる問題に焦点を当てたものはないが、海外の日本語ビジネス
接触場面で生じる問題の背景を窺うことができる。こうした他分野における文献は、CiNii
で「日系企業」と言うキーワードだけでも「××における日系企業の現地大学卒業人材獲
得の分析」と言った興味引かれる論文に当るので、是非参照していきたい。 
	 	  
	 以上、ビジネス日本語教育の研究は、1990年代初期に始まり、2000年代に理論研究の
萌芽の段階から実証研究へと向かう青年期を迎え、2010年以降の日本社会の激動への対応
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を模索し始めた。2010年代後期である現在、ビジネス日本語教育は、日本社会と日本語母
語話者をその対象とする成熟期への課題を確認している段階にあると筆者は考えている。 
 
３.２	 ビジネス日本語教材の分析 
	 ビジネス日本語教育は、中上級の学習者を対象とする場合、既存のテキストが使われる
ことが多い。テキストの内容は、本研究の課題①のビジネス日本語教育の内容に関わる部
分であり、それを論じるには、これまで発行されてきたテキストの傾向の把握が必要であ
る。ビジネス日本語教材の分析は、３.１の先行研究の同様、ビジネス日本語がどのような
ものであるとイメージされてきたものか、その変遷が理解できる。本節 3.2.1では、テキ
ストの内容の変遷について、3.2.2ではビジネス日本語教材と総合日本語教材との関係つい
て述べる。 
 
3.2.1	  ビジネス日本語のテキストの変遷 
	 ビジネス日本語教育の研究と同様に、ビジネス日本語のテキスト40の変遷を知ることは、
教育現場が何を内容として扱ってきたかを知ることになる。テキストの内容は 2010年を
境に大きく変わっている。 
	 特定の業種で日本語が使われ始めた 1980年頃、ビジネス日本語という一般的なビジネ
ス日本語のテキストは市販されておらず、例えば、「キャビンアテンダントの日本語」や、
「ホテル業の日本語」や「デパート接客の日本語」といった教材が航空会社や有名ホテル
や日系デパートで社員教育の教材として存在していた41。筆者自身が現地の大手商社の秘
書室に勤めていた 2002年、取引先である日本の大手総合家電会社には、随分前から社内
の日本語教育部門で作成したビジネス日本語教材を持ち、世界に広がる現地社員のビジネ
ス日本語教育を提供していたことを目の当たりにしている。このようにビジネス日本語教
育のテキストは、筆者の管見の限り、1989 年まで一般向けに出版されていなかった。本来、
専門日本語のテキストは、専門別に作成される必要がある。しかし大学などの職業未定の
学生や、様々な職業を持つ学生を対象とした教室で使用するには、限定された専門的な内
容よりも、一般的な内容がテキストとしてふさわしい。こうした要望に応え、1989年『日
本でビジネス：日本語表現とビジネスマナー』（堀内・足高著）、1991年『オフィスの日!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'0!ビジネス日本語テキストのリストは、巻末の参考テキストをご参照いただきたい。 '"!筆者は某航空会社の機内乗務員用の日本語テキストを元社員から入手している。!
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本語』（高見沢著）、1991年『Talking businesss in Japanese』（The Japan Times）
などが、一般向けビジネス日本語教育のテキストとして出版された。1990年代に出版され
たテキストは筆者の知る限り 14冊であるが、ビジネス日本語のテキストの全体的な傾向
として、日本語母語話者のビジネス場面における会話をモデルとして提示したものが多い
ことがあげられる。 
	 2000年前後からよく使われているテキストは、専門的な内容ではなく、ホワイトカラー 
がオフィスで交わす可能性が高い場面42を選び、そこで使用する言語形式、関連語彙、電
話の掛け方等のロールプレイ、マナー教育、メールの書き方等で編集され、異文化間コミ
ュニケーションに関わる内容は主に読み物として紹介されているものが多い。こうした市
販のテキストに扱われている内容を「ビジネス日本語」と捉える向きも多く、そうした既
存テキストの場面設定が、ビジネス日本語教育＝営業職や事務職の日本語といったイメー
ジを作り上げていった可能性が高い。また 2009年前後に見られる特徴として、初級向け
ビジネス日本語テキストが４冊出版されたことがあげられる。また、2000年から 2010年
の間に 30数冊のビジネス日本語テキストが矢継ぎ早に出版された。 
	 しかし、2010年アジア人材資金構想の高等教育機関などの受託教育機関が実践した教育
内容の事例報告では、既存テキストに縛られない多様なビジネス日本語教育の内容が報告
されており、これは日本語学習者が実際に就労する業種、職種、職責が多岐に渡るビジネ
ス日本語教育には、市販のテキストだけでは対応できないということの裏付けとなった。 
	 2010年以降のビジネス日本語テキストの特徴として、２つあげることができる。まず。
従来の日本語母語話者間のビジネス会話をモデルとした内容に加え、「課題達成」「タス
クで学ぶ」といった仕事現場のタスクを日本語でどのように達成できるかという視点から
書かれたテキストが増えたことである。もう 1つは、ビジネス日本語教育の対象に日本語
母語話者が加わったことである。前述した近藤・金・ヤルディー・福永・池田（2013）に
よる『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習	 職場のダイバーシティで学び合
う』は、外国人と仕事をする日本語母語話者の社員研修にも活用できることを前提に編集
されている。これ以前のテキストは日本語学習者のみを対象に書かれ、使い方によっては
日本語文化圏の言語行動の強制と誤解され兼ねないこともあった。しかし、近藤他のテキ
ストは、日本語母語話者と外国人が異文化のダイバーシティを享受できるようになる学習、 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'%例えば、問い合わせ、謝罪、報告、断り、確認、プレゼンテーション、依頼、催促等の日本語文化圏のコミ
ュニケーションスタイルを取り上げるテキストが多い。!
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言い換えると、来たる多文化共生社会の日本語教育へとビジネス日本語教育の方向を示唆
するものであると筆者は評価している。 
 
3.2.2	 ビジネス日本語教材と総合日本語教育教材の関連性 
	 ビジネス日本語のテキストを見ると、初級、中級、上級とレベルが記載されている場合
が多い。これは仕事の熟達度やグローバル度などをレベル化したものでも、仕事上のタス
クの難易度を示したものでもなく、何の説明もなく当然のように日本語の能力レベルのこ
とを意味する。このようにビジネス日本語テキストが一般的日本語教育の既習事項を前提
に編集されている限り、ビジネス日本語の教材の作成には、特に初級や中級においては総
合日本語教育の内容とのすり合わせ（アーティキュレーション）が必要となる。特に高等
教育や日本語学校のビジネス日本語担当者がカリキュラムを作成するときに「総合日本語
とビジネス日本語」の基本的位置関係を認識しておく必要がある。 
 
＜コースデザインにおける「総合日本語」と「ビジネス日本語」の位置関係＞ 
	 英語教育では、「現在の国際的な社会環境に即応し、学習効果を高めるには、まず「一
般的目的のための英語」（English for General Purpose:EGP）と「特定の目的のための
英語」（English for Specific Purpose:ESP）の一貫性のあるカリキュラムが必要である。
これは国レベルの改革となろう（『応用言語学事典』6頁）」と、EGPと ESPのアーテ
ィキュレーション問題が指摘されている43。これは日本語教育とビジネス日本語教育にも
当てはまり、総合日本語教育とビジネス日本語教育のアーティキュレーション及び補完関
係が必要であることを意味する。ビジネス日本語テキストでは 2000年代のテキストから
「構造」「場面」「働き」の３項目に力点を置き、実践されてはいた。しかし 2010年ぐ
らいまでは、英語教育と同様に、ビジネス日本語は総合日本語教育が終わってからという
考えが根強く存在した。その背景には、大学における日本語教育が前提であるため、ゼロ !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'&具体的には、平成 15 年（2009）文部科学省が発表した「『英語が使える日本人』の育成のための育成計画」
では、「大学の英語教育の在り方に関する研究高等教育における人材育成の多様性を踏まえつつ、「大学を卒
業したら仕事で英語が使える」人材を育成する観点から、教科内容の改善や大学間の協力体制の構築、大学教
員養成の在り方等について、具体的なモデル事例を策定する。」とあるが、それ以前に中邑（2003）は、「英
語学習者がビジネス英語に触れるのは、高校卒業後であり、それまでに受けた一般英語教育の成果や課題の影
響を受ける。高校まで英語教育にもっとも影響を与える「学習指導要領」を見ると、「構造」「場面」「働き」
の３項目に力点が置かれてはいるが、実際の所は現行の「構造」に偏った傾向を「場面」「働き」を加えたバ
ランスのいいものにできるだけ近づける配慮を行うようにというだけで、ゆとり教育の影響もあり、減った学
習時間内で、３つのことを行うことは不可能である。むしろ中学から大学までの流れを一つのまとまりとして
捉え、３つのことを全体にバランス良く配備する必要がある（筆者要約）」と述べている。!
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初級から「すぐ仕事で使いたい」というニーズをまったく考慮しない教育理念であった。 
	 以下、ビジネス日本語が、総合日本語教育に対する目的別日本語教育の下位分類に位置 
する日本語教育であると再確認した上で、ビジネス英語教育同様に一般目的の日本語教育 
と目的別日本語教育のアーティクレーションの在り方について述べる。 
	 上掲の佐野（2009）では、目的別日本語教育のコースデザインについても JGPと比較
してどのような違いや共通点があるのかが詳細に述べられているが、JGPと JSPが教育
現場でどのような位置関係で実施されているかについては触れていない。大学のビジネス
日本語教育など具体的な「特定の目的（Specific Purpose）」を持たない学習者を対象に
コーディネートされたビジネス日本語教育では、JGPに当たる「総合日本語」と JOPに
当たる「ビジネス日本語」という科目名を使いカリキュラムが組み立てられている場合が
多い。筆者は日本語教育学会ビジネス日本語研究会第 11回研究会（2013年神戸）で初級
からのビジネス日本語教育実践について発表した際、「総合日本語」と「ビジネス日本語」
の位置関係には、次の３つの基本型、１）追加型、２）取り込み型Ⅰ（文法積み上げ型）、
３）取り込み型Ⅱ（場面対応型）があると述べた。【図２】は３つの基本形の図解である。 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 追加型	 	 	 	 	 	 	 	 	 取り込み型Ⅰ	 	 	 	 	 	 	 取り込み型Ⅱ 
	 	  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
 
 
 
 
	 	 【図 2】	 総合日本語とビジネス日本語の位置関係（出所	 粟飯原 2015） 
 
１）追加型 
	 「追加型」とは総合日本語を必須科目として設定し、その他に特徴のある様々な選択科
目の一つとしてビジネス日本語を配置したものを意味する。言語形式的には体系的な日本
語教育を受けながら、学習者の必要に応じてビジネス日本語会話やビジネスメールの書き
方やビジネスマナー、あるいは日本企業に関する講義等がサプリメント的に用意されてい
る。これは大学など学習期間が比較的長く、日本語学習の目的が仕事であると確定してい
ない学習者を対象とする場合に多く採用されている。筆者はこれを「追加型」と呼ぶ。既
!
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存のテキストの多くでは、依頼や許可求め等の場面で使用される文法項目は学習済みとい
う前提のもとに、言語行動の目的を達成するための文脈が会話文で提示されている。こう
したテキストは、総合日本語である程度の文法項目を学習した後に、ビジネス日本語が応
用科目の一つとして扱われる追加型での使用に適している。「追加型」では、N４レベル
以上からのレベル別コースが主流であったが、2009年前後からゼロ初級から使用できるテ
キストも開発され、総合日本語のどのレベルからも、ビジネス日本語教育の追加が容易と
なった。 
 
２）取り込み型Ⅰ 
	 総合日本語のテキストにビジネス的要素を取り込んだビジネス日本語教育である。例え
ば、総合日本語の会話や練習問題、登場人物の人間関係をビジネス寄りに改編したり、文
法の導入順など総合日本語と同じ順にして、その範囲内でビジネス日本語を教えようとい
うものである。使い慣れた総合日本語のテキストがベースとなっているため、ビジネス日
本語担当の経験がなくて担当を躊躇する教員にも、取り組みやすい型である。しかし、問
題点は、総合日本語に使われてるテキストの多くが文法積み上げ型であることである。能
力試験を念頭に置いた文法構造の積み上げが目的となっており、ビジネス場面における言
語行動のスムーズな達成を目指したものではない。そのため、より自然な文脈でのビジネ
ス場面提示はもとより、ビジネス場面に必要な表現の重要度とのずれが生じる。大学生で
あれば職業に就くまでに時間があるため、ある程度時間をかけ、就職までにビジネス場面
で有用な日本語を習得して行けばいいが、仕事場で日本語がすぐに必要な成人学習者には、
学習効果の実感を得られにくいため、コースの運営に一工夫が必要となる。大学などがビ
ジネス日本語関連のプロジェクトを受託し、比較的まとまった時間を教育に充てられる場
合などは、この型にさらに追加的なクラスを準備すれば、ビジネス日本語コースとしての
専門性は高まるだろうし、教員確保や準備時間の短縮等の面でメリットが多い。問題点は、
この型で学習時間に見合った能力試験の合格をも達成目標の一つとした場合には、作り直
したテキストで導入されることばと能力試験の語彙を擦り合わせ、補充する負担が学習者
と教員に生じる点にある。 
 
３）取り込み型Ⅱ 
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	 「取り込み型Ⅰ」とは逆に、ビジネス場面における優先順位の高い言語行動の学習をメ
インとし、そこで必要となる文法項目や表現を取り込んでいくというコンセプトである。
ここでいうビジネス場面における優先順位の高い言語行動とは、「依頼」「謝罪」「許可
求め」「報告」「意見」「反対」等で、既存のビジネス日本語テキストはこれらを各課の
テーマとして扱っているものが多い。こうしたテキストを「取り込み型Ⅱ」で使用する場
合には、使用されている文法をそのテキストに沿って導入して行かなければいけないので、
教育担当者は文法説明のための教材を別途用意しなければならない。コースのコーディネ
ートには、学習期間を通し、対象者に対する十分な理解を要し、個別に対応して行かなけ
ればならないので、十分な準備と臨機応変でスピーディーな対応が求められる。すぐに日
本語を使わなければならない学習者を対象とする場合や、介護・看護の日本語やホテル日
本語など専門性がはっきりした専門日本語教育では、この型が最も有効ではないかと思わ
れる。 
	 以上３つの型を紹介したが、ビジネス日本語のコースをコーディネートする場合は、学
習者、担当者、教育目的等の属性を見極め、どの型が一番効果的かを判断する必要がある。 
既存のビジネス日本語のテキストは、この３つの型のうち、「追加型」を想定して編集さ
れていると思われる。初級用、中級用とレベル付けは、総合日本語教育における既習事項
を前提に編集されていることからも分かる。今後、「取り込み型」のビジネス日本語教育
が増えると想定すれば、特に初級文法と言われるものが確立し、海外、特にアジア.で主流
である文法構造積み上げ型の教育からの移行をスムーズにするには、既存ビジネステキス
トと一般的テキストの擦り合わせができれば、教育現場の不安を取り除くことが出来るの
ではないかと考えている。これはもう少し大きく言えば、一般的日本語教育から専門日本
語教育へのアーティキュレーションである。筆者は、「追加型」や「取り込み型Ⅰ」が一
番適当と考えているわけではない。しかし現実的には大学や日本語学校等では、今後しば
らく、「追加型」が主流であると予測されるからである。「ビジネス日本語」ということ
ばの代わりに「専門日本語」ということばを入れても同じである。藤岡（2013）の「学習
者の専門分野を合わせた日本語教育」でも、専門語彙の導入とスピーチを取り入れた「追
加型」である。早稲田大学が受託した ETP プログラム44で開発された「みんなの日本語Ⅱ」
のビジネス日本語版は、「取り込み型Ⅰ」であり、それなりの効果はあるが、授業の仕方!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!''!2[@=7#$@!3CI#A#AN!WCBNCIJ：比較的若い 2S加盟国のビジネスパーソンに対し、日本経済と日本語及びビジネ
ス文化に対する教育を１年間で行うプログラム。2Sにより入札方式で実施機関が決まる。!
!'0!
によっては、文法積み上げで終わってしまう。いずれにしてもビジネス日本語教育で肝心
なのはビジネス日本語を教えられる、あるいは教材を作成できる教師の能力にかかってい
るとも言える。「生活日本語」や「介護・看護の日本語」に「取り込み型Ⅱ」の教材を探 
し、参照するのも有効であると考えられる。 
 
３.３	 ビジネス日本語能力テスト 
	 ビジネス日本語能力テストの内容は、テキストと同様にビジネス日本語教育内容に影響
を与える。現行のビジネス日本語能力試験には、日本漢字能力検定協会の実施する「BJT
（ビジネス日本語能力試験）」、中国を中心とした応用日本語教育協会の「標準ビジネス
日本語テスト（STBJ）」、株式会社サーティファイが行っている実践日本語コミュニケー
ション検定（PJC）、現在開発中のものに BJ-CATがある。そのうち 1996年から始めら
れている BJTの実施歴が最も長く、日本漢字能力検定協会独自の調査報告等や、葦原・小
野塚（2014）による BJTの測定対象能力を参照したビジネス日本語 Can-do statementの
研究等の関連論文がある。また、BJTの結果は、日本語能力試験と同様に「在留資格認定
証明書交付申請」の審査の参考として活用されるようになった。本節においては、このよ
うに最も定評のある BJTの内容について記述する。 
	 BJTの試験案内によると、ビジネスで求められるコミュニケーション能力とは、「日本
語を使い、専門やバックグラウンドが違う相手にわかりやすく説明したり、相手に不明点
を確かめたりしながらプロジェクトを推進していく力のことで、言葉によるコミュニケー
ションだけでなく、メール、ファックスなどの文章や図表、写真など、与えられたすべて
の情報を用いて、日本語を理解、運用し、ビジネス上の課題に対して適切に対応する力」
と説明されている。それを測定する為のテストの内容の特徴は、ビジネスに関わる専門知
識を問うものではなく、日本企業で日本語文化圏の言語行動に基づいて行われる一般的な
コミュニケーションが理解でき、適当に対処できる日本語能力を測定するものである。筆
者はBJTの試験対策コースに15年ほど関わっているが、その範囲で言えば、読解と聴読解
に関しては専門用語がわからなくても基本的な読解力と推測力があれば、聴解力と文法と
語彙力の程度に応じた分量の問題を解けるようになっている。しかし、社会で使われる定
型表現なども多く、学習したことがなければわからない問題も多いため、N１を取ってい
ても高得点を取れるとは限らず、N３でも日系企業で働いている受験者には有利な問題も
見られる。PJCの試験案内には、日本語能力のみならず、接待能力やビジネスマナーの習 
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得度も想定範囲とするとある。 
	 ビジネス日本語能力試験の知名度は、学習者と日本企業の間で徐々に広がっている。し
かし試験の種類によっては、社会文化行動の理解を問うのではなく、言語行動の正誤を問
う同化性の高いものと誤解される可能性も高く、実施側は問題文や問題形式に、教育側は
あくまでも言語行動の選択肢としての教育を扱わなければ、多文化共生社会における日本 
語使用の推進に反する可能性がある。 
 
３.４	 ビジネス日本語教育の関連分野の先行研究 
	 本節では、ビジネス日本語教育に関連のある５つの分野について、本研究との関連を念
頭に記述する。まず、ビジネス日本語の定義と領域を論じる際の先行研究として、2.4.1で
は「目的別英語教育（English for Special Purposes, 以下 ESPと略す）」、2.4.2では
「国際コミュニケーション」、2.4.3では「多文化共生社会」、2.4.4では、本研究の分析
や考察において必要な視点を提供する先行研究として「異文化コミュニケ−ション」を取り
上げ、2.4.5では、「ビジネス」という用語を定義するために「経済学」を参照する。 
 
3.4.1	 目的別英語教育（ESP理論） 
	 ESPとは、Dudley-Evans and Maggie Jo St John（1998）によるビジネス英語教育の上位概
念である「特定目的のための英語（ESP）」あるいは「目的別英語」と訳される英語教育
の研究理論である。本研究は「ビジネス日本語」をテーマとするが、「特定目的のための
英語教育（ESP）」を先行研究として上げる理由は３つある。１）日本語教育の分類を考
える時、本論文のテーマである「ビジネス日本語」の上位概念である「専門日本語」の論
文を参照すると、2000年以降 JSPや JOP、JAPといった略称が散見され、それらは
ESPを参照している。２）ESPの変遷を辿ると、「専門日本語」の変遷との類似点が見ら
れる。３）ESPの分類概念を援用して、目的別日本語の種類を図として可視化させると、
目的別日本語におけるビジネス日本語の位置を、分かりやすく説明できる。以上の３つの
ポイントのうち、本項では１）と２）について述べる。３）については第５章の「ビジネ
ス日本語の領域」で、詳しく記述する。 
 
１）「専門日本語教育」に対する「目的別英語教育」の影響 
	 村岡他（2001）によるパネルディスカッション「専門日本語教育の現状と将来の報告」 
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の資料によると、「1983年の『日本語教育』51号には「専門別の日本語教育」として技
術系の留学生に対する日本語教育に特集が組まれている」という報告がある。1983年当時
「専門日本語」という用語があったかどうかはわからないが、CiNiiで調べると「専門日
本語」というキーワードでヒットする論文が多くなるのは 1994年以降である。しかし
「専門日本語」を定義した論考は少なく、著者により様々な定義が存在した。筆者の管見
の限り、筒井（1999）では「専門日本語教育」を“Japanese Education for Spesific 
Purposes\と翻訳している。「専門日本語」を JSPと読み替え、「目的別英語（English for 
Specific Purposes）」として説明した Tony Dudley-Evans and Maggie Jo St John.（1998）を参
考文献にあげているのは、村岡（2003）が最初である。そこから、おそらく前述の村岡他
（2001）資料には JSPについての説明はないが、パネルでは「専門日本語」と「JSP
（Japanese for Specific Persoses）」の説明があったと考えられる。 
	 以上から考えると、日本語教育における「専門日本語」は Evansらが ESPを提唱する
15年前から独自に発展して来たと言える。とすれば、「専門日本語」を表すために ESP
を日本語に読み替えた JSPという用語は、ESP という英語教育の概念と詳細が同じであ
るとは限らない。ただし、現在に至るまでそれについての論考は見られない。そのため
「専門日本語」＝「JSP」という解釈が一般的であるように思えるが、ESPは本来「特定
目的のための英語」であり、「専門英語」とは訳されていない。この点については、第５
章の「ビジネス日本語教育の領域」で述べる。 
	 2003 年に編纂された応用言語学事典では第８章「ESP」について５頁に渡る記述があり、
そこに EOP（English for Occupation Purposes）の説明が見られる。2005年になり、野
口は「ESPからの提言」という論文の中で EOP（English for Occupation Purposes）と
いう用語を使っているが、当時は英語教育で使われていた EOP (English for Occupation 
Purposes) に相当する JOP（Japanese for Occupation Purposes）という用語は、日本語
教育界ではまだ定着していない。粟飯原（2008）の修士論文、粟飯原（2009）では、「本
稿では目的別英語教育の概念を援用し「職業上の目的のための日本語」を Japanese for 
Occupational Purposes（JOP） と呼ぶ」として使用した。一方、佐野（2009）では、説
明なしに「JOP」という用語を使用している。そこから、専門日本語の研究者間では、す
でに JOPという用語が専門用語として定着しつつあったと考えられる。この時期から
JOPという用語が JSPの下位分類、ビジネス日本語の上位概念として認知が広まる。 
	 2000年以降、世界のグローバル化とそれに伴う日本社会の変容により、「生活日本語」 
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や「看護・介護の日本語」等の専門日本語が注目されるようになり、専門日本語の下位分
類も細分化している。しかしながら、2015年１月、筆者が学籍を置く大学院の演習におい
て、この目的別英語教育の分類概念を参照に試案した目的別日本語教育の分類図を話題に
した際、「そういう分類は知らなかった」という反応が同席の数名から上がり、英文文献
を紹介したことから、目的別日本語教育という概念がいまだ日本語教育では一般的ではな
い、あるいは認識されていないことを再確認した。当時筆者は、ビジネス日本語教育につ
いて、その上位概念である目的別日本語教育について一度整理が必要であると感じた。 
 
２）ESPの変遷と専門日本語教育の類似点	  
	 2UWの概念は "/-0年代に始まったとされる（寺内 %0"0）。一方ビジネス日本語教育研
究の萌芽は "/.0年代と言われ（西尾 "//'）、"0年の差があるが、共に世界経済のグロー
バル化と世界における日本経済の台頭が関わっている。 
	 ESPは 1960年代に当時の英語教育が文学中心である事に対する反動に始まり、「学習
者自身の目標や現実に即したコースを立案し、教授法を考える」という、より実用的な観
点から始まったとされる。当時、ESP研究の中心は、理工系の英語（EST: English for 
Science and Technology）研究であったため、ESTと ESPは同義語と捉えられており、
専門分野の英語の文法やレトリックなどの言語的特徴を記述する事に専念されたという。
「専門日本語教育」も 1983年すでに理工系の留学生に対する日本語教育から始まってお
り（村岡他 2001）、ESPとの類似性が見られる。 
	 ESPが理工系の英語と言うイメージから「職業目的のための英語（EOP）」に移行した
のは 1980年代のニーズ分析に始まる。1980年前半まではコミュニカティブ・アプローチ
45を中心にした応用言語学の考え方に連動して発展し、科学論文や学術論文の定義、分類、
描写、仮説の立て方等の機能に着目したとあり、現在でいう EAP（English for Academic 
Purposes）の論文執筆におけるスキル研究が中心であったと思われるが、同時期「ニーズ
分析」の必要性が問われるようになり、学習者が将来どのような目的や状況で外国語を使
うようになるのかを予測し、それをもとにどのような言語能力を伸ばす必要があるのかを
分析することが注目された。その背景として、当時、イギリスでは旧植民地からの移民労
働者が多く、いかに早く英語に慣れ、仕事ができるようになるかという背景から、コミュ!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'*!コミュニカティブ・アプローチとは、文法シラバスや場面シラバスへの反省から、言葉の概念や機能を中心
としたシラバスを作成し、コミュニケーション能力を養成しようとした考え方である。!
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ニカティブ・アプローチの発展とともに、移民労働者だけではなく、彼らを取り巻く環境
のニーズを分析することが求められたからと言われる。ニーズ分析は以前からあったもの
の、それまではアンケート等による学習者対象のニーズ分析であり、社会のニーズを反映
させたものではなかった。この時代から、ニーズ分析の対象となる領域は①ディスコー
ス・コミュニティーのニーズ、②教師および大学等の機関のニーズ、③学習者のニーズと
拡大した。このニーズ分析により、言語構造の特徴の教授から、国際社会ニーズに見合っ
た ESP教育が目指されるようになったと言われる（『応用言語学事典』2006、pp.105〜
109）。"//0!年以降、ある専門領域において職業上の目的を達成するために形成された集
団（ディスコース・コミュニティー）内にある「伝達の出来事の類型（ジャンル）」によ
って、専門英語教育の内容を分析する方法（ジャンル分析）が重要視された（寺内 %0"0）。
その後、コンピューター技術の飛躍的な発展により「ジャンル分析」がより発展し、コー
パス言語学、修辞学、エスノグラフィーの考え方を取り入れた研究が行われるようになり、
ジャンル分析は 2UW研究の要となった。ビジネス日本語教育においても、%000年以降に
発行されたテキストの多くは、ジャンルに当たる「会議」「プレゼンテーション」「接待」
といった場面でのまとまった会話を提示するものが多くなった。 
	 !
	 以上のように ESP研究の発展を概観すると、ESPという分野の研究はスムーズに展開
したように読めるが、けっして順調であったわけではない。寺内他（%0"0）は「現在、日
本の英語教育において 2UWということばがひとり歩きしてしまい、あたかも 2UWが十人十
色で存在するかのように見えて、なにをもって 2UWというのかがはっきりしないのは、個
人のレベルだけではなく大学などの組織のレベルにおいても 2UWの捉え方にあまりにも差
があることが原因である」と述べ、筆者がビジネス日本語に対して抱いていた疑問と共通
するものがあった。!
	 以上、2UW研究の発展を概観することは、「目的別日本語教育」におけるビジネス日本
語教育の研究を整理し、今後の課題を先取りする際に役に立つと思われる。!
 
3.4.2	 国際コミュニケーション教育 
	 国際コミュニケーションとは、グローバル経済活動の主要言語である英語によるビジネ
スコミュニケーションの研究である。国際コミュニケーションに英語が使用される限り、
その内容は 3.4.1で述べた ESP理論によって研究された内容であると思われ、国際コミュ
ニケーションを考える際の基礎になろう。ESP理論で研究された英語のモデルが母語話者
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同士の会話であるかということについての言及は見られないが、おそらく母語話者間であ
ろうという前提で論を進める。 
	 亀田（2006）は「日本人による国際ビジネス英語の経営文化的特性とその分析」におい
て、異文化理解の重要性を述べたうえで、日本的ビジネス英語になる理由を、（１）歴史
からみた日本文化と言語の特質、（２）集団重視型社会から生まれた会社システムと習慣
（３）文化の違いがもたらす言葉の意味の３点から説明している。これらは、ビジネス日
本語の学習の過程で、学習者に分かりにくいコミュニケーションスタイルの背景として取
り上げられる内容と一致している。亀田は英語による国際コミュニケーションにおける日
本人の英語の特徴について述べているが、それは一例であり、たとえいかなる言語が国際
コミュニケーションに使用されようと、そこで重要な事は「自分や自分の帰属する社会や
文化における価値基準や尺度を忘れ、発信者の価値基準や尺度に思いを致すといった心構
え」であると述べている。ビジネス日本語も異文化間で使用される場合は同じであろう。!
	 また、道本・中村（2013）は、英語リンガフランカでは、①規則の単純化や一様化、②
屈折形態素の衰退が見られ、社会的権威やステータスを示すための言語的要素の使用が減
少すると述べている。また、道本・中村の論文の注釈には、ヨーロッパのさまざまな場所
で収集された、VOICE(VIENNA- Oxford International Corpus of English)という英語リ
ンガフランカによる対話のコーパスについて書かれている。これは広範な第一言語を持つ
話者で、英語リンガフランカを個人的使用、ビジネスでの使用、アカデミック使用などで、
うまく使用する話者のデータが収められている。その詳細は、母語話者の日本語から日本
語リンガフランカへの変容を予測する際の参考になるので、今後、積極的に参照したい。 
	 教育内容としてのビジネス日本語モデルは、日本語母語話者間のビジネス会話が基礎と
なっている。しかし、海外の職場で話されているビジネス日本語は、モデルをそのまま再
現し続けることは難しく、次第に、現地スタッフの母語文化圏の言語行動や考え方に影響
を受けたビジネス日本語に変化して行くと考えられる。その変容は、国際コミュニケーシ
ョン上で、英語が「母語話者の英語」から「国際英語」あるいは「英語リンガフランカ」
に変化する姿に類似性を見出すことができるのではないかと考えている。現在見える大き
な違いは、国際コミュニケーションが、文化的により中立性を保ち、専門性を追求してい
くのに対し、目的別日本語教育では、専門性だけではなく、日本語文化圏の言語行動に対
する理解と運用が求められていることである。多文化共生社会化に対応できる日本語とは、
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どのようなものなのか、我々日本人が、穏やかに対応できるように、ビジネス日本語を含
めた専門日本語教育は、国際コミュニケーションと、海外の日本語教育の変容から、学ぶ
姿勢が求められよう。 
 
3.4.3	 多文化共生社会における日本語 
	 山脇（2002）は「多文化共生社会の形成に向けて」という論文の中で、1998年まで穏
やかな推移を示していた新規永住許可数は、1997年から 2001年の３年で、11,600人から
41,889人の４倍弱に急増したことを指摘し、今後、外国人を一時滞在者ではなく、日本社
会の対等な構成員として捉える視点がますます必要であると述べている。山脇の指摘から
既に 15年が過ぎた 2017年現在、ビジネス日本語が使用される国内の日本社会のグローバ
ル化は更に進み、総務省による 2017 年６月確定値の外国人在留者数は 238 万 2822 人で、
日本の総人口の約 1.8%を占める46。多文化共生社会における日本語教育はどうあるべきな
のか、ビジネス日本語教育にも重要な視点である。 
	 日本語教育的視点からは、尾崎（2006）が、多文化共生社会で求められる日本語を「共
生日本語」と呼んだ。また宮崎（2009）は、市民リテラシーに関わる言語であると述べた。
川上他（2017）は「公共日本語」と呼んでいる。これらの共通点は、日本語は母語話者だ
けのものではなく、外国を背景とする人々が使う言語でもあるという認識である。尾崎は
学ぶべきは共生日本語であると言ったのに対し、宮崎は、それでは日本市民に日本語のダ
ブルスタンダードを設けることになり、二流日本語母語話者を作る危険性があると指摘し
た。 
	 本研究では、共生日本語は、現時点においては概念的なものであると理解する。日本語
リンガフランカが非日本語母語話者間で形成され、言語形式においてもある程度安定し、
日本語母語話者が母語としての日本語と対等であると認め、岡崎が主張するように日本語
母語話者側が日本語リンガフランカを学ばざるを得えないものになるまでは、学ぶモデル
として提供できる「共生日本語」は概念のままである。それまでは、日本語母語話者の日
本語が学習モデルとならざるを得ない。しかし、それは、多文化共生社会において使用さ
れる日本語が１つでなければならないという意味ではない。英語の例をあげれば、アメリ
カやイギリスのような母語話者の英語と、シンガポールやインド、香港のような独自の発!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'-!「平成 %/年 ""月報（平成 %/年６月確定値、平成 %/年 ""月概算値）」総務省統計局（%0".年 ""月 %&
日参照）	 	 6778:;;<<<,97I7,NB,D8;EI7I;D#A9>#;%,67J]JBA76KF!
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展を経た英語47が世界で共存するように、日本社会に母語話者の日本語と、市民リテラシ
ーのための共通語としての日本語リンガフランカが共存しても問題はなかろう。 
 
3.4.4	 異文化間コミュニケーション教育 
	 ビジネス日本語は、日本語文化圏と現地語文化圏あるいは学習者の母語文化圏という異
文化間におけるコミュニケーションであり、外国人とのビジネス接触場面は異文化間コミ
ュニケーションの典型的な場面である。ビジネス日本語研究の多くは、この分野に属する
と考えられる。異文化間コミュニケーションの分野においては、「文化スキーマ」の理解
の重要性が問われており、ビジネス日本語教育のテキストにおいて異文化に関わる内容は、
よくコラムなどの読み物として取り上げられるている。例えば、「本音と建前」は、日本
社会のビジネス文化から切り離せないものとして扱われることが多いが、日本語文化圏に
限られた社会文化行動ではない。北山（2010）は、職場における同一人物に対する呼称の
変化を欧米と日本で比較し、そこに現れる「本音と建前」の相違を具体的に述べている。
本研究においても第９章９.３の実践において、日本語母語話者と学習者のメールの件名に
見る「本音と建前」を扱った。 
	 西田（2002）は、中国、マレーシア、フィリピンなどのアジア諸国や米国の日系企業に
勤務する日本人と現地従業員 2,555名を対象に、異文化間コミュニケーション摩擦につい
て研究を行い、その分析で文化スキーマという概念が非常に重要であると述べている。 
	 李（2002）は日本と中国の間にある文化スキーマの具体的な内容を研究した。日本語と
中国語のコミュニケーションの相違を両国間の文化的背景の相違に求め、共通点として否
定表現の多さと、相違点としてシステマティックな敬語システムの有無、中国語の明確性
と日本語の曖昧性、中国の主観的表現と日本の客観的表現をあげている。異文化間コミュ
ニケーション摩擦の解消を目指す際には、このような文化的背景からの理解が不可欠であ
る。本研究においても、問題点の考察には必ず文化的背景を考えることを念頭に置いた。 
 
3.4.5「経営学」における「ビジネス」の定義 
	 まず、「ビジネス」という用語を本家本元である経営学では、どのような理解がなされ!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'.!Kachur（1985）は、世界で使用される Englishesを３つに分類している。まず、Inner Circle countryes	
（US,UK, Canada等）で使用される英語母語話者の英語である。次に、Outer Circle countryes（シンガポー
ル、インド、マレーシア等）で話される公用語的な地位を保つ英語で、英語母語話者によってもたらされた英
語が土着の言語の影響を受け独自に発展したという特徴が見られる。最後に、Expanding Circle（日本、中国、
韓国等）で外国語として学習者が国際コミュニケーションで使用する英語である。 
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ているのか述べたい。経営学では、「ビジネス」という言葉の定義にはあまり重きが置か
れてこなかったようだ。それは、経営学が「企業を中心とした経営（体）の構造と運営に
関する学問」（大橋1992）であり、企業の実践的要請に応えて生じた学問であるため、用
語の規定よりも現実の企業経営の実態を分析することに重きが置かれてきたからだという。
したがって、経営学においても「ビジネス」の定義は概念的で、専門家ではない企業のビ
ジネスパーソンを含めた一般人が思い描く「ビジネス」の解釈も多岐に渡ると推測できる'+。以下、経営学における「ビジネス」の扱いについて概略を記すが、本論は経営学にお
ける「ビジネス」について論じるのが目的ではないので、経営学においても「ビジネス」
の定義は概念的であるという点に焦点を当てる。まず、「経営」については『経営学事典』
（平井編1952）と山本（1975）に、以下のような記述が見られる。!!
	 「経営とは、profit を得んがための、生産および交換における労働、天然資源および資本の
管理（administration）に関係のあるところの経済活動を意味する」 
（平井編『経営学事典』（1952）8,84） 
 
	 「『経営』という言葉は、何よりも『事業経営（business management）』『産業経営
（industrial management）』『経済経営（Wirtschaftsbetrieb）』などの省略と考えなけれ
ばならない。−中略−!!経営学が真に経営学となるためには、その対象を単に『経営』と抽象的に
規定するのではなく、先ず『事業経営』としてより具体的、より内容的に規定する必要がある」	 !
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （山本1975）!!
	 上記から、「ビジネス」は「事業」の「経営」であると理解できるが、では「事業」と
は何か。片岡（1994）は「事業」を以下のように定義している。!!
「一定の目的（利潤目的、公共目的など）と計画によって、人間の社会生活に必要な商品やサ
ービスを、一定の主体（個人、法人）が継続的に提供する経済的活動を事業（business）とい
う」	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （片岡1994）!!
	 以上のように「ビジネス」という用語は、「経営学」上では片岡の定義に落ち着くので
あろうが、それをビジネス日本語教育に当てはめるとどうなるか。つまり「ビジネス」の!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'+!「ビジネス」という用語に関する理解の混乱については、*,",%の「職場における混乱」と *,%,%の「25W」
と「2)W」と「ビジネス日本語」の違いで述べた。!
!'/!
定義は全ての経済的活動を指すので、概念的には2UW理論で言うところの25Wを意味するこ
とになり、その下位分類を全て包括することになる。「経営学」の“business” の意味は
「Occupation」^「経営学の定義上のbusiness」ということになる。筆者に取っては、25W
が「仕事」でも「ビジネス」でもかまわないところなのだが、2UW理論においても
“occupation”!と“H>9#A@99\!は区別されている。日本社会においても、例えば、看護や介
護は「仕事」ではあるが「ビジネス」と呼ぶには、いささか抵抗があろう。実際には、経
営側にとっては利益を追求するビジネスである「経営学」におけるビジネスと、一般人の
ビジネスの理解の間には、すでにかなりの開きがあるのだ。!
	 これまで、ビジネス日本語教育に携わるものは、一般的な「ビジネス」という言葉で
「ビジネス日本語」を捉えてきたが、学術的な研究として扱うのであれば、一度、理論的
に分類しなおす必要がある。本研究においては「ビジネス」を「一定の目的（利潤目的、
公共目的など）と計画によって、人間の社会生活に必要な商品やサービスを、一定の主体
（個人、法人）が継続的に提供する経済的活動」と定義する。 
 
３.５	 第３章のまとめ	 （先行研究から見えるビジネス日本語教育の今後の課題） 
	 ビジネス日本語研究の変遷を時系列的に４つの時期に分け、先行研究が何をビジネス日
本語として扱ってきたのかを概観した。そこからビジネス日本語の定義はその時々で変わ
ってきたことがわかった。また、テキストやビジネス日本語能力試験の内容や ESP理論、
国際コミュニケーションの先行研究から、ビジネス日本語教育では、経営学のような専門
性の高い内容よりも、日本語文化圏社会のビジネス場面におけるコミュニケーションスタ
イルを学ぶことが大切な部分として扱われるようになったことが窺える。しかし、それを
教育現場や企業では、異文化間理解のツールではなく、学習者に日本語使用における規範
のように強要するような傾向も見られ、その反省からビジネス場面における問題を日本人
も共に考えることを促す傾向も、最新のテキストからわかった。最後に、ビジネス日本語
の研究が、単独では成り立たない研究であることを、ESP理論や異文化間コミュニケーシ
ョン、多文化共生社会、国際コミュニケーションと経営学の５つの分野との関わりから述
べた。これらの分野を常に網羅しながら研究することは理想的である。しかし、それをビ
ジネス日本語教育に関わる全ての教員や研究者に求めるのは、時間的な制限から現実的で
はない。研究する際に、各研究者の関心に沿ったビジネス日本語の研究に欠かせない分野
を特定するためにも、ビジネス日本語は、定義と領域を再考する必要がある。 
!*0!
第４章	 ビジネス日本語の定義  
	 本研究は、日本語を使用して経済活動を営む人々のインターアクションに生じる意識か
らグローバル化が進む日本社会に適合したビジネス日本語教育の内容を探る研究である。
しかし、従来、探るべきビジネス日本語の定義は曖昧で、広範囲に渡るビジネス日本語の
領域のどこに焦点をあてているのか、その座標を示すことなく研究が進められてきた。そ
れゆえビジネス日本語を教育現場で教える日本語教師の多くは、現在でも「ビジネス日本
語とは何か」、「自分の作ったカリキュラムがビジネス日本語のどこをどれだけカバーし
ているのか」といった不安を抱えながら教壇に立っている。こうした不安の原因は、定義
だけではなく、「ビジネス日本語接触場面」の当事者である日本語母語話者と現地スタッ
フの現場のニーズと、日本語教師の考えるビジネス日本語との間にある「ずれ」にも起因
する。教師は「ずれ」の存在を自覚しているにも関わらず、「ずれ」の実態が分からない
から不安を感じるのである。 
	 第１章の序論で、本研究における「ビジネス日本語」の定義を、下記のように提示した。 
 
    「ビジネス日本語」とは、「日本社会における市民生活に必要な能力（市民リテラシ
ー）のうち、その生を支える最も典型的な活動である経済活動（ビジネス）に関わる日
本語」を意味し、それをモデルとした日本語教育分野が「ビジネス日本語教育」である。 
 
	 第２章では、この定義を必要とするビジネス日本語を取り巻く環境について述べた。本
章においては、上記の定義が、グローバル化が進む日本社会に適合した「ビジネス日本語
教育」の定義として対応できるものであるかを論じる。 
	 本定義における「日本社会」とは日本語が使用される国内と海外双方の場を含み、「日
本語」とは、従来は「社会人基礎日本語」であったが、将来は外国を背景とする市民の間
で形成されるであろう「日本語リンガフランカ」が取って代わる可能性を内包した「日本
語」である。なぜそのように定義し、そこからどのような領域が示され、教育現場と仕事
現場にどのような影響を与えるのか。本章 4.１では従来の定義の問題点を明らかにし、4.
２では定義の再考を行い、定義に使われている「日本社会」、「市民」、「市民リテラシ
ー」、「経済活動」等の用語の意味を解き明かす。4.３では、再度定義を述べることで、
ビジネス日本語教育の理論的背景を整え、第６章以降に続く、具体的な教育内容の質的調
査研究と教育実践の基礎としたい。 
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４.１	 従来のビジネス日本語の定義の問題点 
	 ビジネス日本語という用語は 1960年代にすでに登場しているが、『応用言語学事典
（第２版）』（2006）には、まだ日本語教育の分野で定着されていないとある。しかし、
1993〜1994年の論文や著書には、すでにビジネス日本語という用語が散見される（松井
1993、高見沢 1994、水谷 1994等）。第 2章の先行研究でも述べたように、香港の大学で
は 1990年代からビジネス日本語が存在した。筆者自身も 1998年から在香港領事館の文化
講座でビジネス日本語のクラスを担当しており、ビジネス日本語という用語は海外の方で
の定着のほうが早かった可能性も考えられる。 
	 2017年現在、ビジネス日本語は用語として定着した感がある。しかし、その定義に関し
ては、未だ、研究者間でも共通認識があるとは言い難い。ビジネス日本語の定義として、
『応用言語学事典』の「ビジネス・ジャパニーズ」の項目における記述は、以下の通りで
ある。 !
「日本のビジネスの場で日本人とのビジネスを達成するために、日本のビジネス・コミュニケ
ーションの在り方を踏まえて使用される日本語の理解とその運用」!
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『応用言語学事典』p.836）!!
	 ここから、事典が編纂された 2003年当時、ビジネス日本語は、「日本国内のビジネス
接触場面で、日本語母語話者間で使用されている日本語」というイメージであったことが
窺える。しかし、ビジネス日本語が実際に使用されている場は、本研究の調査地のように
海外にも存在し、この定義では網羅しきれないビジネス日本語が存在することになる。そ
こで、筆者は、『応用言語学事典』の定義を、「実際に使用されているビジネス日本語」
ではなく、教育内容としての「ビジネス日本語のモデル」として捉え直すことにした。海
外で使用されているビジネス日本語も、日本で使用されている日本語も、定義にあるよう
な「日本のビジネスの場で、日本のビジネス・コミュニケーションの在り方を踏まえた日
本語」が原型（モデル）になっているという意味に捉えれば、現状に合う。 
	 また、この定義は、あらゆるビジネス日本語研究に適用することができ、定義としての
利便性は高い。この利便性は、「ビジネスの場」、「日本人」、「ビジネス・コミュニケ
ーション」といった概念を表すことばが多数使われているため、解釈が自由にできるから
である。それゆえ「外国人に対する日本語教育」と同じぐらい漠然としており、どのよう
!*%!
な教育的補助が必要なのかが不明瞭であり、ビジネス日本語担当者の不安と疑問を生み出
す。また、最近では、ビジネス日本語という用語の定着に甘え、ビジネス日本語の定義に
ついて触れずに論を進める傾向も見られ、ビジネス日本語教育理論の脆弱さが露呈されて
いる。 !	 さらに、第３章の本研究を取り巻く環境で述べたように、世界のグローバル化と日本国
内の変容に伴い、ビジネス日本語の使用が期待される場自体も、国内中心から海外へと拡
大し、さらに変化している。それにもかかわらず、%0".年現在も、従来の定義に従ったビ
ジネス日本語モデルが、国内のみならず海外においても無批判に使用され続けている49。
現実的なビジネス接触場面においては、経済力の強い国の言葉が優位であるが、それでも、
少なくとも研究者は、従来型のビジネス日本語を海外でもモデルとすることには問題があ
ると指摘する必要があった。しかし、声が上がらなかったのは、学生の就職活動を考慮し、
企業の要請などに押され、ビジネス日本語の定義について十分な議論を行う時間と勇気が
なかったからであろうと自戒する。 
	 このようにビジネス日本語の定義は、再考が必要な時期にあると思われるが、それに関
する論考は、筆者の管見の限りでは、ESP理論をもとに JGPと JSPの違いについて述べ
た佐野50（2009）と、ビジネス日本語教育内容の多様性を踏まえ、ビジネス日本語という
用語に対する再考の必要性に触れた春原（2010）が代表的である。春原は「「ビジネス日
本語」には、かなり現実的、実際的な就職支援に関するものから、日本社会・文化等への
理解、更にその適応に関するものまで、幅広い内容が含まれ、「ビジネス日本語」という
名称では不自然さを感じるほどであり、今後、この用語の見直しが、必要かもしれない」
と述べている。定義については述べていないが、近藤・金・ムグダ・福永・池田（2013）
が作成した教材では、グローバル社会に必要な文化的中立性の理解を目的としており、こ
れまでの同化的傾向から脱却したビジネス日本語教育の方向性を強く示唆している。	
	 ４.２では、これらの先行研究を発展させるべく、本研究のビジネス日本語の定義につい
て論じる。	
	
	
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!'/!ビジネス日本語の新たな定義、海外用の新たなテキストは筆者の管見の限り存在しない。!*0佐野は ESP理論の EGPと ESPを援用し、JGP（Japanese for General Purposes）という「一般日本語」
と、JSP(Japanese for Specific Purposes)という「目的別日本語」の２つに大別している。 
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４.２	 定義の再考 
	 第１章の序論において、筆者は「ビジネス日本語」を社会言語学的視座から、社会の一 
員、特に生きるために不可欠な経済活動が行われる社会に適合するために発生する社会化
の過程にビジネス日本語教育があると述べた。それでは、社会化の過程に存在する「ビジ
ネス日本語教育」とは何か。「誰が」（4.2.1）、「どこで」（4.2.2と 4.2.3）、「何のた	
めに」（4.2.3）、「何がモデルとなっているのか」（4.2.4）、従来の定義と比較しながら	
本研究における定義の詳細について検討する。	
	
4.2.1	 ビジネス日本語のアクターと場の変容	 	  
	 まず、ビジネス日本語
を「誰がどこで」使うの
かについて述べたい。
【図３】は、従来のモデ
ルと現実社会での相違を
示している。従来、ビジ
ネス日本語が使用される
場は、「勤務先」や「取
引先」といった職場に限 
	 【図３】ビジネス日本語のアクターと場の解釈の違い	 	   	 定され、ビジネス日本語を
使用する人（アクター）は、そこに勤める「社員」や「労働者」といった就労活動にある
者であるという考えが暗黙の了解として存在した（【図３】の左側のⅠ）。例えば、銀行
員同士あるいは、行員と法人顧客の会話は、ともに就労活動にあるため、ビジネス日本語
として容易に認識される。一方、行員が個人顧客と話す場合、行員の言語行動は、容易に
ビジネス日本語と見なされるが、場面を共有する個人顧客の言語行動は、私的な経済的行
為なので、「生活日本語」や「地域の日本語」といった分野で扱われてきた。同じ場面で
あるにもかかわらず、片方はビジネス日本語、片方は生活日本語として、それぞれ個々に
開発されてきた。それ自体は、目的別日本語の分類概念が「内容別」ではなく「目的別」
であるかぎり問題ないだろう。同じ場面でも、銀行員にとっては「ビジネス」、個人顧客
にとっては「生活」であり、目的は確実に異なっている。しかし、再認識が必要な点は、
ビジネス日本語というのは、職場における言語活動、仕事をしている人だけが関わる言語
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活動ではないという事実である。つまり、社会における経済活動とそこに関わるすべての
人がビジネス日本語に関わっているという事実である。そこで、筆者はビジネス接触場面
のアクターを、勤務中のビジネスパーソンだけではなく、生きるために経済活動を行う市
民51にまで拡大した。これにより、ビジネス日本語が使用される場は、オフィスや商店と
いった職場だけではなく、コンビニで買い物（消費という経済活動）をする子供も含む社
会そのものに拡張する（【図３】の右側のⅡ）。!
	 以上の捉え方から、従来、ビジネス日本語は、会社等の場で、そこで就労活動に携わる
社員等が使う日本語とされてきたが、本研究においては、ビジネス日本語教育は、企業に
おけるコミュニケーションのみならず、個人的な消費という経済的な行為を行う市民すべ
てが関わる日本語であると捉える。そうすると、これまで共通しているにもかかわらずビ
ジネス日本語と、「生活日本語」や「地域の日本語」等に分かれていた教育内容は、理論
上、共通部分として統合されることになる52。 
 
4.2.2	 ビジネス日本語が使用される社会（グローバル化の影響	 二つの日本社会） 
	 次に、ビジネス日本語が
「どんな場で」使われるか
について、社会のグローバ
ル化の影響を踏まえて述べ
る必要がある。【図４】は、
ビジネス日本語が使われる
日本社会が、従来の日本社
会のように１つではなく、
２つであることを示してい	
	 	 【図４】	 ビジネス日本語が使用される日本社会の変容	   る。従来は、【図４】の左
側のⅢの日本社会のように、日本語母語話者だけが住む日本社会を想定してビジネス日本
語のモデルが作られた。しかし、現実は、多言語・多文化化が進む日本国内と、海外にあ	!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*"!本研究における「市民」とは、第２章の %,%,%（２）の「多文化共生社会化に伴う市民像の変容」で述べたよ
うに、母語や国籍や人種にかかわらず、ある地域に定住する者すべてを意味する。!*%!「理論上、共通部分として統合される」の意味は「ビジネス日本語」と他の目的別日本語教育の内容がすべ
て統合されるという意味ではない。第５章の「ビジネス日本語の領域」で詳細を述べるが、筆者は「職業のた
めの日本語」とは、それが社会的行為である限り、共通する部分と職種によって専門的な部分の２つの部分か
ら成り立っているという解釈している。 
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る日本社会の２種類であり（【図４】右側Ⅳの日本社会と香港社会）、ビジネス日本語モ	
デルは２つの日本社会を考慮する必要がある。	
	 こうした、従来ビジネス日本語モデルの対象として扱われることがなかったアクターや	
場、国内外の日本社会を合わせて再考すると、ビジネス日本語とは、職場や仕事の働く
人々だけではなく、日本社会の市民、すなわち、日本国内においては日本語母語話者と日
本語を使う非日本語母語話者に、海外のグローバル社会においても日本語母語話者と当地
の日本社会に関わる非日本語母語話者に使われる日本語ということになる。グローバル化
のインパクトを考慮すると、ビジネス日本語が使われる場は国内外の２つの日本社会であ
り、２つの日本社会に住む市民の経済活動全体からも影響を受けることを示唆する。	
 
4.2.3	 ビジネス日本語の目的と市民リテラシーの関係 
	 次に、ビジネス日本語を使う目的について考えたい。答えは、4.2.1で述べたように、そ
れを使う人々が働く人だけではなく、社会の市民全員であり、社会で生きること、すなわ
ち、市民生活の中に見出せる。市民生活の代表的なものである経済活動には、市民なら誰
もが行う消費活動や就労活動などの様々な行為が含まれる。この様々な経済活動で使われ
る日本語の総称がビジネス日本語と呼ばれてきた。第２章の 2.2.2の（３）で市民生活に
必要な能力を「市民リテラシー」という用語で説明したが、この言葉を用いて説明すれば、
ビジネス日本語を使う目的とは、日本社会で市民の一人として「当たり前の生活基盤」を
得るために市民リテラシーを発揮するためであると考えられる。	
	
4.2.4	 ビジネス日本語モデルとしての「社会人基礎日本語」と「日本語リンガフランカ」 
	 4.2.3で、市民が様々な経済活動で使う日本語の総称がビジネス日本語であると述べた。
様々なビジネス日本語の様相や領域については、第５章のビジネス日本語の領域で述べる
が、本項では定義に関わるビジネス日本語モデルの概念について述べたい。	
	 社会で生きるため市民リテラシーを発揮するには、言語が必要である。従来、日本社会
は国内の日本語母語話者が主な構成員であったため、日本語文化圏の市民リテラシーを発
揮するための言語とは、日本語母語話者の日本語であった（【図４】左側のⅢの日本社
会）。筆者はこれを伝統的な日本社会の一員として市民生活に必要な日本語能力として，
「社会人基礎日本語（仮称）」と呼ぶことにする。これが【図４】左側Ⅲの下にある「社
会人基礎日本語」である。日本語文化圏が単独で国内に存在すると想定していた時には、
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「社会人基礎日本語」が様々な経済活動に共通するため、ビジネス日本語のモデルとして
大きな影響を与える要素であったと考えられる。実は、これが第３章の 3.4.3で述べた
「目的別日本語教育では、専門性だけではなく、日本語文化圏の言語行動に対する理解と
運用が求められている」という記述であり、すなわち、ビジネス日本語を含めた「職業に
関わる日本語教育（JOP）」の内容のうちの、専門分野以外の部分である。	
	 しかし，日本社会がグローバル化の影響を受け、多言語・多文化化すると、市民リテラ
シーの様相も変容する。日本社会の多言語・多文化化には段階があると思われるが、その
段階によって、日本語がどのように変容するか、筆者の考えを述べたい。	
	 4.2.2で述べたように、現在、日本社会は２種類ある。【図４】右側のⅣにある日本社会
とグローバル社会の例である香港社会がそれを表す。	
	 まず、国内のグローバル化が進むと、様々な文化背景の市民、日本語が母語ではない市
民の存在が身近になる。2017年現在、外国人は日本の総人口の 1.8％に過ぎないが、都会
だけではなく地方で外国人に会うことも珍しくない。この段階では外国人は日本語母語話
者と話す機会が多いので、彼らの日本語は、日本人の社会人基礎日本語をモデルとする。	
	 更に多言語・多文化化が進むと、日本語を母語としない複数の市民のコミュニティーが
でき、コミュニティー間では、日本語を共通語として使い始めるようになるだろう。これ
が「日本語リンガフランカ」である（【図４】右側のⅣ−１の日本社会の下を参照）。具体
例を挙げれば、筆者の夫はオランダ人であるが、新潟県上越市の小さな部落に住んでおり、
セブンイレブンでよく会うタイ人や、近所に通う中国人介護士さんと話すときは日本語で
あるが、母語話者の日本語ではない。このように今後、在留外国人の増加に伴い、日本で
生活をする外国人市民は「共通語としての日本語」でコミュニケーションを取るようにな
ると思われる。	
	 この「日本語リンガフランカ」は「母語話者の日本語」が介在しない所で醸成される日
本語である。日本語リンガフランカの基礎は、当面、社会人基礎日本語であろうが、その
形成過程における取捨選択は、決して日本語母語話者には委ねられない。多言語・多文化
社会において、言語は母語話者の物ではなく、そこに住む人びとの物であることが、この
例から窺える。	
	 このように、日本語を母語としない市民も日本社会の市民である限り、皆等しく「当た
り前の生活基盤」を得る権利がある。そのため市民リテラシーを発揮するための言語のモ
デル像が問われることになる。従来の日本社会では、「日本語母語話者の市民の社会人基
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礎日本語」が市民リテラシーを発揮するための言語であったが、グローバル化が進んだ将
来の日本社会では、日本語母語話者の社会人基礎日本語と「外国を背景とする市民の日本
語リンガフランカ」という２つの日本語が、お互いに影響を与えながら、その役割を担う	
ことになると思われる。それが「公共日本語」の概念ではないだろうか。	 	
	 更に、外国人のコミュニティーが増加し、日本語リンガフランカが言語形式的にも確立
すると、日本語母語話者の社会人基礎日本語の地位は、日本語リンガフランカに影響を与
える一要素という地位になる可能性もあり得る。	
	 更に、多言語・多文化化が進み、外国を背景とする市民が増えた日本社会では、日本語
リンガフランカが市民リテラシーを発揮する言語として認識されるようになり、次の段階
として、日本語母語話者の社会人基礎日本語のほうが、日本語リンガフランカに影響を受
けるようになることが考えられる。外国語のような日本語、例えば、「これは、美味しく
ないですね。」「はい、美味しくないです。」ではなくて、「これは、美味しくないです
ね。」「いいえ、美味しくないです。」が普通になるといった変化も考えられる。	
	 次に、もう一つの日本社会、海外の日本社会からの影響について述べる。日本国内の日
本語の変容は、国内のみで完結するわけではなく、海外の日本社会の影響も受けるからで
ある。海外の「グローバル社会」の具体例として筆者が 20 年滞在した「香港社会」を取り
上げる。		
	 香港社会は、第２章の 2.1の本研究の調査地の背景で述べたように、様々な文化背景を
持つコミュニティーが多数存在する多言語・多文化社会である。主たる経済活動は広東語
文化圏の言語行動の影響を強く受けた英語リンガフランカを基礎にしている。香港は広東
語文化圏であるが、広東語ですら、母語話者間の口語のための言語という地位にある。ま
してや、香港で、日本語使用が期待される場は、ほんの一部に過ぎない。それでも、日本
人は英語が苦手で、日系企業は経済的に優位にあったため、筆者のような教育現場の教員
は、ビジネス日本語教育にある同化傾向を気にしながらも、従来のビジネス日本語モデル
や日系企業の要望に沿った教材を使用していた。	 	
	 しかし、実際のビジネス接触場面では、まず、日本語母語話者が社会人基礎日本語を香
港の職場に持ち込み、学習者はその影響を受ける。しかし、駐在員や現地採用の日本語母
語話者自身も英語リンガフランカを使用したり、海外文化の影響を受け、香港社会とのか
かわりの中で、日本語母語話者が日本語を変容させていく。例えば、建前より本音の表現
が上手になったり（第９章の実践３に記述）、敬語に対する厳格さが薄れたり（第７章の
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基礎データに見られる）など、本研究の調査データにも現れている。日本語母語話者は、
香港の英語リンガフランカの中で、文化的な中立性を学び、彼らの帰国とともに、香港の
日本語は日本国内に逆輸入される。筆者も香港 20年の滞在期間中１年間だけ日本に帰国
したことがあるが、1997年当時、海外の日本語は、その言語行動とともに「外国かぶれ」
と一蹴され、「リハビリが必要」と国内の日本人に言われた。しかし、これからは、社会
人基礎日本語にも影響を及ぼす要素として研究対象に変わっていくと思われる。	
	 将来、日本語母語話者は、市民リテラシーとして日本語リンガフランカによるコミュニ
ケーションスタイルを学ぶ、あるいは、日本語リンガフランカを使用する市民との経済活
動を経て、自然にそれを身につける時代が来るのではないだろうか。	
	 また、日本語母語話者が海外で取捨選択した日本語は、非日本語母語話者が作り上げる
日本語リンガフランカにも、採用されるのではないかと考えられる。言い換えれば、海外
の、特にグローバル社会の日本社会に見られる日本語の変容は、将来の日本国内の日本語
リンガフランカの姿を先取りしているという仮説につながる。	
	
	 以上、グローバル化に伴い、国内では、社会人基礎日本語が基礎であった日本社会から、
日本語リンガフランカが基礎となる日本社会へと変容し、これまで軽視されてきた海外の
アクターたちが、ビジネス日本語モデルに影響を及ぼす存在として、その価値を再認識さ
れる時代がくるだろうという筆者の考えを述べた。つまり、海外の日本語研究の価値は、
現地の学習者への便宜だけではなく、日本語母語話者の日本語にも影響を及ぼす存在とし
て、再認識されていくと考えられる。	
	
４.３	 本研究におけるビジネス日本語の定義 
    ビジネス日本語とは、「日本社会における市民生活に必要な能力（市民リテラシー）の
うち、その生を支える最も典型的な活動である経済活動（ビジネス）に関わる日本語」を
意味し、それをモデルとした日本語教育の分野がビジネス日本語教育である。 
	 本定義における「日本社会」とは、日本語が使用される国内と海外の両方の場を含み、
「日本語」とは、従来は「社会人基礎日本語」であったが、将来は外国を背景とする市民
の間で形成されるであろう「日本語リンガフランカ」が取って代わる可能性を内包する
「日本語」のことである。ビジネス日本語とは市民が行う多種多様な経済活動に関わる日 
本語であるため、幅広いものを含んだ総称に過ぎない。 
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第５章	 ビジネス日本語の領域  
	 第４章では、ビジネス日本語の定義の再考を行い、ビジネス日本語とは、市民の経済活
動に必要な日本語であると定義とした。しかし、経済活動の多様性から、ビジネス日本語
の具体的な内容については明らかにされていない。そこで、本章では、本研究におけるビ
ジネス日本語の領域を、「専門日本語教育」や「目的別日本語教育」という上位概念から、
分類の概念とともに明示し、第１章の序論であげた研究課題①「「ビジネス日本語」の領
域に関する現状と問題点」に答える。まず、5.1では領域に関わる現状と問題点の把握を
行う。次に、5.2では、ESP理論や「専門日本語教育」といった先行研究との比較から、
ビジネス日本語教育の領域の再考を行う。最後に、5.3では本研究におけるビジネス日本
語の領域を提示する。 
 
５.１ ビジネス日本語の領域に関する現状と問題点 
	 ビジネス日本語教育に直接関わる者は、基本的に教員、学習者であるが、ビジネス日本
語に関わる者は、それを社会で使用する市民である。市民がビジネス日本語を使用する時
の立場はさまざまである。就労活動にある者だけに限定しても業種、職種、職責等の環境
は多種多様である。教育現場で期待されるビジネス日本語教育の内容は、その多様性に、
大きく影響される。ビジネス日本語教育の内容として期待される内容は、学習者、教育者、
ビジネス関係者等の間で、明示的に確認されない限り「ずれ」が生じ、混乱を招く。本節
では、混乱するビジネス日本語の領域の状況を 11項目にまとめ、それぞれが発生する場
ごとに分けて説明する。5.1.1では、教育現場における混乱 7項目、5.1.2では職場におけ
る混乱 2項目、5.1.3では、研究者間における混乱 2項目という３つの場ごとに、整理す
べき現状を明らかにする。３つの項に分かれるが、便宜上 11項目は通し番号をつける。 
 
5.1.1	 教育現場における混乱 
	 本項では、ビジネス日本語の教育現場における混乱について具体的に述べる。教育現場
の主な当事者である、１）教師側と、２）学習者側の混乱をまとめた。 
１）教師側の混乱要素 
	 教師側の混乱要素は以下の５つにまとめられる。 
	 ①	 ビジネス経験は、ビジネス日本語教師の要件であるという誤解 
	 ②	 就職活動のための日本語が、ビジネス日本語教育であるという誤解 
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	 ③	 ビジネス日本語教育は、企業側の要請に従うべきという誤解 
	 ④	 ビジネス日本語教育は、上級レベルの学習者に対する教育であるという誤解 
	 ⑤	 ビジネス日本語では、日本語文化圏の言語行動やマナーが正解であるという誤解 
 
①ビジネス経験は、ビジネス日本語教師の要件であるという誤解 
	 ビジネス日本語教育において、ビジネス経験者の活用ということがよく言われるが、
それはビジネス経験者がそのままビジネス日本語教師になれるという意味ではない。粟
飯原（2009）は、ビジネス経験者個人の特定の業種・職務・職責に限定されたビジネス
経験知が、ビジネス日本語教育の内容として有益なのではなく、海外でのビジネス経験
を経て、身についた異文化適応能力が役に立っているという結果を報告している。日本
人だから日本語が教えられると言えないように、ある業界のビジネス経験者というだけ
で、多岐にわたるビジネス日本語の教員にふさわしいとは言えない。 
②	 就職活動のための日本語は、ビジネス日本語教育であるという誤解 
	 大学において「ビジネス日本語教育」が「就職のための日本語」として扱われことが
多い。アジア人材資金構想の報告書（2010）においても、「就職活動の支援は、本来日
本語教師の範囲ではないかもしれない。だが就職活動に入った学生が、日本語教師にさ
まざまな質問や支援を求めて来るのは、自然のことであり、（-中略-）むしろ、就職活動
を最初のビジネス日本語と考えて、積極的に指導に取り入れる事例も多い。就職に関す
る事柄は、準備活動はプログラムに入ったばかりの学生にも、リアリティーを感じるこ
とができるものである。これを前提とすれば、基本的なマナーを身につけることや、言
葉遣いの問題を修正することなどにも、十分な動機付けを行うことができる。これらの
内容は、当然就職後のマナー、スキルにもつながるものだ。」（『日本ビジネス・ビジ
ネス日本語研修事例集』（2010）から抜粋）とある。筆者は上記の考え方に異論を唱え
る意図はない。しかし、就職活動とビジネス日本語はイコールではない。そこを混乱し
ないように、教員は「就職のための日本語教育」と「ビジネス日本語」の関係を確認で
きていなければならない。	  
③	 ビジネス日本語教育は、企業側の要請に従うべきという誤解 
「企業によって文化が違うから、各企業にあったコースでないと意味は無い」という声
を耳にすることがある。ビジネス日本語教育に対する産業界の期待は、職業実践的な日
本語能力にある。職業に必要な知識、技能を持ち、必要に応じて日本語で表現する力を
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持った高度職業人材の育成、輩出を求めている。企業や社会を見据えない教育はあり得
ない。特にビジネス日本語教育は、企業のニーズを意識せざるを得ない。しかし、日本
語教育の役割が、その時代における社会の有様をことばの側面から検証し、言語教育の
立場からよりよい社会に向けたイニシアティブを発揮することであるならば、ビジネス
日本語教育も例外ではない。そうならば、企業の要請に無批判に応えればよいというも
のでない。産業界の要請に翻弄されるのではなく、その時代の社会に必要なビジネス日
本語教育とはなにかを検証するのもビジネス日本語研究者の仕事であろう。 
④	 ビジネス日本語教育は、上級レベルの学習者に対する教育であるという誤解 
	 従来、日本語能力が期待される外国人材は、国内外の日本語母語話者を相手にするこ
とが想定されていたため、母語話者なみの日本語能力が求められてきた。DISCOの
2017年度の報告によると、その傾向は現在においても継続していることがわかる。その
ため、アカデミック・ジャパニーズなど幅広い教育を受けた上級レベルの学生に対し、
日本のビジネスマナーを教えれば、取り立てて、ビジネス日本語教育を行う必要はない、
あるいは、選択科目で十分であるといった意見を聞く機会も多かった。しかし、第５章
で定義したように、社会の経済活動に関わる市民の日本語がビジネス日本語であるのな
らば、ビジネス日本語の対象は、上級レベルの学習者に限定できない。第３章 3.2.1のビ
ジネス日本語テキストの変遷で述べたように、2009年前後には４冊の初級者向けビジネ
ス日本語テキストも出版されている。筆者も香港の大学の要請53で 2006年から入門レベ
ルの学生に対するビジネス日本語会話の授業を開講し、2013年『専門日本語教育研究』
では、初級レベルの学習者に対する専門日本語教育が特集として組まれており、ビジネ
ス日本語教育を含めた専門日本語領域は、すべてのレベルの学生に開かれつつある。 
⑤	 ビジネス日本語では、日本語文化圏の言語行動やマナーが正解であるという誤解 
	 異文化間コミュニケーションにおいて、複数の言語文化圏における言語行動の相違は、
等しく扱うことが前提である。等しく扱うには、両方を客観的に提示する必要がある。
しかし、対照言語行動に関わる内容は、現時点では研究段階にあり、教材化の過程にあ
る。一方、③で述べたように、企業は母語話者並みの日本語能力、すなわち、日本語文!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*&!当時、筆者は日本経済専攻の初級後期の学生にビジネス会話の授業を開講していたが、大学が入学において
日本語能力よりも英語能力を優先するようになった。そこには英語が優秀な学生の就職率が高いことが背景に
ある。それまで日本経済専攻は、日本語能力試験４級以上が受講の条件であったが、%00-年から入門レベルの
学生が増えた。初め、入門レベルの学生はビジネス日本語クラスは免除となった。しかし学生の要請で、入門
レベルからのビジネス日本語コースを追加することになった。香港社会と大学側の言語教育からの後退が、奇
しくも、入門からのビジネス日本語教育を後押しするという、興味深い現象を生み出した。!
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化圏の言語行動や企業文化に対する理解と運用が可能な日本語能力を求めている。こう
した企業の要請に対し、ビジネス日本語教育では、対照言語行動の面から日本語と他言
語との相違について客観的な説明ができる教材がないために、日本語文化圏の言語行動
を提示するに留まっている。なかの（2016）は、ビジネス日本語マナー教材における同
化主義的傾向からビジネス日本語モデルの不適切性を指摘したように、日本語文化圏の
言語行動が、あたかもビジネス接触場面の正解であるかのような誤解を受けている。日
本企業が日本市場だけを見ていた時代には、それでも成り立ってきた。しかし、日本企
業が海外市場での成否に企業の存続を左右される現在、日本的な言語行動やマナーが、
海外でいかに受け入れられるかといった「グローバル社会における適合性」を検証する
という視点から、ビジネス日本語教育の内容を検討する必要がある。 
 
２）学生側の混乱 
	 学習者側の混乱は、以下の２点にまとめられる。 
	 ⑥	 ビジネス日本語とビジネススキルの誤解 
	 ⑦	 ビジネス日本語と専門日本語の誤解  
⑥	 ビジネス日本語とビジネススキルの誤解 
	 筆者は、ビジネススキルとは「ビジネスパーソンが、自分の職務でより高い目標を達成
するために身につける技術」と定義し、ビジネススキルの理解と発揮に必要な言語能力は
ビジネス日本語教育の内容であるが、ビジネススキルの習得自体はビジネス日本語教育の
目的ではないと考えている。ビジネス日本語の受講者の中には、ビジネス日本語とビジネ
ススキルを混同している者も少なくない。それはビジネス日本語コースの説明に「日本企
業での就労に必要なビジネスマナーを身につけ、業務の遂行に必要なコミュニケーション
能力を身につける」と言った文言が多く、学習者をスキル教育と混乱させているからであ
る。一般的にビジネススキルとして、ビジネスマナーや、文書作成能力や、そのために必
要な PC操作スキルや、コミュニケーションスキル、問題解決思考スキルなどがあげられ
る。ビジネススキルが、ビジネス日本語であるならば、学習者は社員研修として各社から
提供されているビジネススキル講座等を利用したほうが良いだろう。しかし、こうした社
員研修的内容は、初中級レベルの学習者には難しい。そこで、学習者と日本企業の要望を
踏まえ、現実的には日本語教育の方で、ビジネススキル教育の肩代わりをしていると言っ
たほうが適当かもしれない。とはいえ、ビジネス日本語は、市民生活の典型的な活動の一
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つである経済活動で使われる日本語であるため、上述のようなビジネススキルを学ぶ際、
そして、その能力を発揮する際に必要な言語形式や言語行動などの内容は、ビジネス日本
語教育の対象である。しかし、ビジネススキルの習得度や、スキルの運用度は、教育目標
にできない。例えば、交渉術の指南本を読解教材として使うことはできるが、交渉がうま
くできるかどうかは、言語行動の面からは評価できるかもしれないが、実務レベルで効果
的かどうかは、評価できないからである。 
⑦	 「ビジネス日本語」と仕事に関わる専門的な日本語の混乱	  
	 まだ職業についていない大学生や、様々な職業についている社会人学習者向けのビジネ
ス日本語コースでは、汎用性が高い内容としてオフィスにおける上司や同僚とのコミュニ
ケーションをモデルとしたビジネス日本語会話を教育内容とすることが多い。しかし、実
社会では多種多様な経済活動が存在するため、「ビジネス日本語」に期待される内容は多
岐にわたる。金融関連、貿易関連、メディア関連、医療関連など、各自が携わる仕事の専
門的内容を期待する学生も少なくない。これは「ビジネス」という用語自体が、「経営」
や「仕事」といった多様な解釈が可能で、ビジネス日本語という用語が職業全体の総称に
として使用されていることに起因する。ビジネス日本語という総称が抱える様々な日本語
教育を分類し、コース内容の説明に明示できるようにする必要がある。 
 
5.1.2	 職場における混乱 
	 教育現場の教員と学生に混乱があるように、日本語を話す外国人と接する職場の日本語
母語話者にも、ビジネス日本語に対する混乱が見られる。この混乱は、職場の日本語母語
話者が抱いているビジネス日本語に対するイメージと、言語教育としてのビジネス日本語
の間にあるずれが、主な原因であると考えられる。本項では、⑧「日本語教育」と「ビジ
ネス日本語教育」に対する理解のずれと、⑨「グローバル」という用語の理解のずれの２
点から述べたい。 
 
⑧「日本語教育」と「ビジネス日本語教育」に対する誤解 
	 粟飯原（2012）では、職場の日本語母語話者は、日本語教育とビジネス日本語教育に対
し、以下の２つの誤解をしていると述べている。 
	 まず、職場の日本語母語話者は、挨拶、報告、謝罪といった言語行動にまつわる内容や 
コミュニケーション能力に関わる内容を、日本語教育の領域外にあると誤解している。そ 
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の背景には、日本人が長らく受けてきた英語教育が、文法や表現といった言語形式中心で
あったため、日本語教育も「日本語教育」＝「言語形式の教育」と誤解されたのであろう。 
	 つぎに、職場の日本語母語話者は、ビジネス日本語教育を「日本企業で通用するビジネ
ススキル教育」、すなわち、「できるビジネスマン教育」であると誤解している。誤解の
原因は、5.1.1の２）の「学生の混乱」の①ビジネス日本語とビジネススキルの誤解と同源
である。 
	 こうした、「日本語教育とビジネス日本語教育は、全く別な教育である」という職場の
誤解が、言語教育の領域を超えるビジネスマナー自体や、ミラーリング、読心術の様なコ
ミュニケーションスキルも、ビジネス日本語教育の教育内容であるといった混乱を生む要
因である。ビジネス日本語教育も日本語教育の下位分類に入り、ビジネススキルに関わる
内容のどこまでが日本語教育の領域であるかを、職場の日本語母語話者に説明できるよう
な機会が必要であると同時に、言語行動にまつわる言語教育が教えられていると理解して
もらえるような教育成果を示していかなければならない。 
⑨「グローバル」という用語の揺れ 
	 ビジネス日本語教育が企業から受ける要請の中に、「グローバル人材の育成」がある。
グローバル人材には、第２章の 2.2.3の「ビジネス日本語教育の要望」で述べたように GR
人材と G人材という２種類がある。日本企業が求める「グローバル人材」は主にどちらな
のかが分かれば、企業の要請する「グローバル人材」の解釈がわかる。DISCO（2016）の
資料によると、企業は「日本語能力」を一番に求めている。つまり、企業はその学生の母
国と日本との 2カ国間で仕事ができる GR人材をグローバル人材として求めているのであ
る。それは従来、日本企業の市場は日本国内であり、海外の製品あるいは海外で作ったも
のを日本の市場に合わせるために、企業は日本を向いていれば良かったからである。また、
英語なりの共通言語がある場合は、現地社員に日本語能力を求める必要はない。しかし、
外国語ができない国内の日本人、あるいは現地語が出来ない日本人駐在員が、日本語を理
解できる外国人を必要としてきたように見える。それは日本企業のグローバル化が初期段
階にあることを示唆し、市場が外国に移行しつつある現在でも、ビジネス日本語を理解す
る外国人材の採用が社内のグローバル化につながるという誤解の元となっている。一方的
に日本語能力のみを重要視する企業の言語政策は、2カ国間に共通語がないデメリットを 
生みだす。それは、本研究の調査結果（第８章 8.4.2《概念 72》）にも表れている。 
	 一方、日本語教育では、日本が多文化共生社会に移行していくことを踏まえ、グローバ 
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ル人材を「複数の文化間の調整が可能な人材」という G人材を念頭に置き始めている。日
本企業の市場が国外に移行しつつある現在、企業も徐々に G人材の必要性を認知しつつあ
る。では、日本語教育における G人材の教育とはどのようなものであろうか。G人材の必
須要件に国際語に通じていることがあげられる。それは日本語ではない。厳密にいえば、
英語能力は G人材の必須条件ではない。しかし、現実的には全く英語がわからないグロー
バル人材だけで成り立つ国際企業は存在しえず、一般的には、英語による国際コミュニケ
ーションが可能であり、複数の異文化間における調整ができる人材をグローバル人材と呼
ぶことが多い。では、日本語教育は G 人材の育成に寄与することができないのであろうか。 
	 実際のビジネス日本語教育現場では、5.1.1の②、③、⑤に見られるように、日本を向い
た GR人材をグローバル人材として捉える企業の要望に無批判に応えようとする教員が未
だ存在する。すると、ビジネス日本語教育は G人材教育に貢献できないと誤解される。し
かし、筆者は、ビジネス日本語教育における G人材教育も GR人材教育も同じであると考
えている。ただし、日本を向いた GR人材ではなく、現地スタッフの国を見据えた GR人
材である。日本に従うための日本語教育ではなく、自国との違いを客観的に捉えることの
できる GR 人材であれば、将来 G 人材に移行する可能性が高いからである。その場合には、
GR人材には世界で通じる共通語、すなわち英語力が求められるが、日本語によるコミュ
ニケーション能力を備えた「グローバル人材」の付加価値は高い。それについては、第８
章 8.4.1の《概念 71グローバル人材》と《概念 74グローバル社会と言語》で述べる。 
	 世界経済が、G人材を求める中で、日本企業は現在もなぜ、外国人材に母語話者なみの
日本語能力を求めるのだろうか。ビジネス日本語教育が必要なのは誰なのであろうか。日
本の優れた技術を学びたい学生であろうか、日本市場向け商品を安価で提供することをビ
ジネスチャンスとして捉え、日本にビジネスパートナーを求める外国人であろうか。学習
者が批判的思考をもってビジネス日本語教育を受ければ、自国や国際社会と日本の相違を
学び、グローバル人材に育つ。しかし、日本企業側が外国人材の日本語能力のみに目を向
け、外国人材の国際性に目を向けなければ、日本企業のグローバル化には繋がらないばか
りか、ビジネス日本語教育に期待されたグローバル人材の育成は語義矛盾を引き起こす。 
 
5.1.3	 ビジネス日本語教育の研究現場における混乱 
	 ビジネス日本語教育は 1990年代に始まり、すでに 20年以上の歴史があるにもかかわら 
ず、ビジネス日本語担当者の不安が長年解消しない原因は、研究者が曖昧な定義に甘んじ、 
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「ビジネス日本語とは何か」という疑問に対する理論研究が進まぬうちに、ビジネス日本
語教育の需要に追われてきたからであると、筆者は考えている。そこで本項では、ビジネ
ス日本語研究分野における「ビジネス日本語」の内容や領域の混乱を示す例を２つ紹介す
る。一つは、⑩アカデミック・ジャパニーズとビジネス・ジャパニーズの混乱で、もう一
つは、○11ビジネス日本語教員の Can-doの混乱である。 
 
⑩	 アカデミック・ジャパニーズとビジネス・ジャパニーズの混乱 
	 アカデミック・ジャパニーズとは、一般的に「高等教育機関で学習・研究する際に必要
な日本語力」を意味する。日本語教育においてはアカデミック・ジャパニーズ・グループ
研究会が 2004年に設立された。それ自体は目的別日本語教育の発展において、喜ばしい
ことである。しかし、2010年に行われたパネル「留学生にとってのアカデミック・ジャパ
ニーズとビジネス日本語教育の課題」において２つの討議が行われた。１つは、社会にお
けるアカデミック・ジャパニーズ（以下、AJと略す）とビジネスジャパニーズ（以下、
BJと略す）の立ち位置についてで、もう１つは、目的別日本語教育（JSP）における AJ
と BJの関連性についてである。パネルでは、後者において、「AJは BJの基礎である」
という結論が導き出されている。筆者は限定的には同意できるが、その結論では解釈次第
で「BJが使えるということは、AJはカバーできている」、あるいは「AJだけでは仕事
はできない」といったそもそも目的が違うものを一緒くたにしてしまう乱暴な解釈もでき
てしまうのではないかという危惧を覚えた。 
	 混乱の詳細を述べるには、基本となる分類概念が必要である。後先となるが、筆者が試
案した分類概念を図解した 74頁の【図５】の用語を用いて説明を行う。まず、AJと呼ん
でいるものはおそらく JGAP（一般学術のための日本語）にあたると思われるが、そこを
明確にしていないため、JSAP（特定学術のための日本語）も AJに含まれているかのよう
な誤解が生まれる。次に BJが指すものが何なのか分からない。アカデミック・ジャパニ
ーズ・グループ研究会での発言なので、おそらく大学生が社会人になったときのホワイト
カラー系職業に必要な日本語教育であり、JAP（学術のための日本語）の対立概念として
の JOP（職業のための日本語）全体を指すわけではなく、下位概念である JPP（専門職の
ための日本語）ではないかと思われる。JOPには特に大学生でなくても一般的な職業につ
くための JVP（一般職のための日本語）も下位分類に存在し、JVPに JAPの要素、例え
ば論文の書き方などは必須項目とは言い難い。よって、アカデミック・ジャパニーズ・グ
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ループが称する BJの意味するものは J(P)BPあるいは J(A)BP（仮称：経営に関わる専門
職のための日本語）ではないかと思われる。しかし、用語を定義せずに使用しているので、
JOP全体なのか、JVPなのか JPPなのか、あるいは J(P)BP か J(A)BPなのか分からない。 
	 加え、概念上だけでも明確に分類しておかなければならないのは「JAPにおける JBP」 
と「JOPにおける JBP」である。Dudley-Evans & StJohn(1998)では、明確に分類されて 
いる。余白の関係上、本章末 81頁の注釈 1の【図６】には記載しなかったが、ESAP
（English for Specific Academic Purposes）と EPP（English for Professional Purposes）
それぞれの下位分類には同じ名称の科目が存在する。例えば、大学で学ぶ医学・ESAP 
Medical は仕事に直結しており、就職後の EPP Medial に直線的につながる。同様な科目
としては ESAPと EPPの Legal Purposes、ESAPと EPPの Management Finance and 
Economics、ESAPと EPP の English for Science and Technologyなどが挙げられよう。
本研究においても、同様に JSAPと JPPのそれぞれの下位分類に同じ名称を入れたが、区
別ができるように大学で学ぶ JSAPには J(A)--、専門職に必要な JPPには J(P)--と表記し
た。 
	 パネルにおける上述の主張は大学における日本語教育を高度人材教育の一環としてとら
え、JGAPを JPPの基礎と捉えていると考えられ、上述のように、とても限定的なことに
ついて述べているにも関わらず、その点についての明記がないため誤解を招く。例えば、
早稲田が EU から受託した ETP プログラムではビジネス日本語を教えなければならない。
いろいろな職業の研修員がいるので、J(A)BPではなく J(P)BPとなる。しかし、大学生で
はないので JGAPに含まれる学術論文の読み方、書き方等は必須とは言えず、それよりも
メールの書き方が優先される。このように、アカデミック・ジャパニーズがビジネス・ジ
ャパニーズの基礎となるといった発言は誤解を招く。 
	 また、パネルの中でこれまでのビジネス日本語教育には「企業の求める BJ力」が足り
ないという言及があるが、そもそも企業の求めるものには、5.1.2の職場における混乱で述
べたように言語教育の領域でないもの、例えば、ビジネススキルに当たるものも含まれる
が、それについてはあまり検討されたことがない。パネリストの奥田氏の言葉を借りれば、
「日本の社会における仕事のやり方や、ものの言い方等」が、足りない BJ 力に当てはま
る。言い換えると社会人基礎力そのものという事になるが、それは言語教育の問題ではな
く、日本語母語話者大学生も対象とした社会人教育という社会化にあたり、留学生を対象
とした言語教育に特化されるべき内容ではない。 
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○11 	 ビジネス日本語教員の Can-doの混乱 
	 もう一つ混乱の例として、ビジネス日本語を研究するグループが案として保留している
ビジネス日本語教育担当者の Can-doを挙げたい。これはビジネス日本語教育担当者には
どのような能力が必要であるかを項目立てしたものである。筆者が初めて目にしてから５
年以上経つが、まだ作成過程にある。この Can-doの作成目的に、ビジネス日本語教員養
成に伴う評価基準の作成があった。教員研修をこの Can-doに従いテーマ別にコースを作
り、どの Can-doをこなせるようになったかという質の保証に使う目論みであった。しか
し、これまで述べてきたように、まず、ビジネス日本語の定義が曖昧で、領域が混乱して
いる状態では、適当な Can-doの作成は不可能である。例えば、「ビジネススキルに特化
したコース・デザインができる」という項目の Can-doに「交渉プロセスの準備・実行・
評価の指導ができる」、「一般的な接客指導ができる」「イベントの準備・実行・評価の
指導ができる」等があるが、これらがビジネス日本語教員の資質であるというのは、⑥で
述べた「ビジネス日本語とビジネススキルの誤解」と通底する。ビジネス日本語教師があ
くまでも日本語教師であることを大前提とすれば、ビジネススキルがビジネス日本語教員
の資質として必須項目なのか疑問が残る。見方を変えると、ビジネスで使われる日本語を
扱うからといって、スキルそのものが語学の教員に指導できると考えるのは危険である。
他の JOP、例えば看護の領域では、専門的なスキルの準備、実行、評価は介護関係の日本
語を教える教員ではなく、施設の看護師や職員である。もしも、イベントの準備・実行・
評価を指導できるのであれば、プロのイベント業は必要ないことになる。 
	 また、本研究の「ビジネス日本語」の定義に従えば、将来 Can-doには、企業の要望ば
かりではなく、日本社会の変容を踏まえた、例えば、日本語母語話者を対象とした「日本
語リンガフランカで仕事をするコツ教育」などが必要となってくるのではないだろうか。 
 
	 以上、ビジネス日本語教育の領域に関わる誤解や混乱 11項目を、教育現場、職場、研
究の現場に分けて書き出した。それに対し筆者の回答を加えた項目もあるが、回答がない
ものに対しては、こうした様々な混乱を整理できる領域についての考え方が求められる。 
 
５.２	 ビジネス日本語の領域に関する用語の再考 
	 ビジネス日本語の領域について述べる際には、5.1で述べたビジネス日本語教育に関わ
る人々の間にある混乱だけではなく、ビジネス日本語の上位概念である目的別日本語の定
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義や領域について述べる必要がある。第２章の先行研究で、目的別日本教育では JGP、
JSP、JAP、JOPといった目的別英語教育の理論（ESP理論）を援用した分類が浸透しつ
つあると述べた。そのため、目的別日本語教育におけるビジネス日本語教育の位置を考え
る際には、目的別英語教育（ESP理論）の分類を知っておく必要がある。しかし、専門日
本語教育の分類では、ESP 理論との違いについて、これまで大きな議論がなされていない。
にもかかわらず、上述の JGPや JSPのように、一般的に認知されるようになった ESP理
論に由来する専門用語も多い。それらをそのまま目的別日本語の分野に適用しても良いの
であろうか。	  
	 筆者は、そうした用語の使用を否定するものではない。総称であるビジネス日本語の領
域、言い換えると具体的な姿を説明できるように、これらの用語を整理し、分類の共通概
念として提示したい。そのため、本節においては ESP理論と目的別日本語の違いにつ	 	
いて以下の３つの視点から述べる。5.2.1では、ESP理論の‘ESP’と、「専門日本語」
の違いについて、5.2.2では、ESP理論の‘EOP’と‘EBP’及び「ビジネス日本語」の
違いについて、5.2.3では、職業に関わる様々な日本語教育と「ビジネス日本語」の違いに
ついて述べる。なお、本研究は ESP理論の研究ではないので、ESP理論そのものについ
ての説明は、本論文の本文内では扱わないが、第５章末に注釈として記載した。 
 
5.2.1    ESP理論の‘ESP’と「専門日本語」の違い 
	 「ビジネス日本語」の上位概念である「専門日本語」という分野は日本語教育史におい
ては、ESP理論が 1998年に出版される以前から工学系の大学で使われており、「専門
的」、「学術的」な教育内容に分類の視点を置いて、日本語教育の中で独自に発展してき
たと思われる。一方、ESP理論では、英語を学習する際の目的を分類の基準として、EGP
（English for General Purposes、日本語訳は「一般的な目的のための英語」）と区別す
るために、ESP（English for Specific Purposes、日本語訳は「特定の目的のための英語」）
という分類名称が作られた。それを受け、『応用言語学事典』においても、日本語教育で
は JSP（Jpanese for Specific Purposes）が「目的別日本語教育」と呼ばれ、 JGP
（Japanese for General Purpose）、つまり、「総合日本語教育」に対応して使われると
ある。 
 
 
!.0!
	 しかし、ESP理論についての紹介が、学会誌『専門日本語教育研究54』に掲載されるこ
とが多かったため、幾つかの論文の中で‘Specific Purposes’が「目的別」と「専門」の二
通りに訳されており、分類に混乱をきたす原因となったと考えられる。 
	 筆者はESP理論を参照して使われだした「目的別日本語（JSP）」と、「専門日本語」
は、別な分類概念であると考えている。例えば、「地域の日本語」は、「地域の生活者の
ため」という明確な目的を持っているので、「目的別日本語」の下位分類としては適当で
ある。しかし、教育内容という視点から見れば、市民一般に求められる日本語能力は汎用
性が高いため、限定された技術や能力といった専門性を求められる「専門日本語」の下位
分類とすることは難しい。こうした理由からも、JSPの訳は「専門日本語」ではなく「目
的別日本語」のほうが、適当であると考え、本研究においてはJSPを「目的別日本語」と
訳している。 
	 「専門日本語」にも、専門分野の何者かになろうという目的が当然存在する。しかし、
専門日本語は、日本社会の市民が生活の中で使う日本語のように汎用性の高いものではな
い。専門分野の何者かになるためには、限定された専門分野に必要な日本語を教育内容と
!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*'!「専門日本語」の定義や領域については、専門日本語教育学会の学会誌に一定の期間ごとに言及されており、
少しずつ変化が見られる。まず、創刊号の巻頭言において大坪は「「専門日本語教育」研究の目的は、「現実
の社会に中で日本語を使ってある目的を達成しようとしている人々を支援する効果的な方法の開発」である。
初・中等教育での教科の学習に励む児童、営業成績を上げようと頑張っている会社員、良い論文を書こうと懸
命に努力する学生を日本語の面から支えるのが我々のの目的である」と述べており、本論文の「目的別日本語」
と同じように、「目的」が定義の要であると解釈できる。そこには、日本で当たり前とされる市民生活を送る
ため、言い換えれば日本社会の成員になろうという目的で日本語を学ぶ生活者も含まれるはずである。しかし、
創刊号以降、専門日本語を「アカデミックにおける日本語使用」と定義した掲載論文が多く、専門日本語はア
カデミック色が強いという印象を与えた。その後、大学における専門日本語教育ではなく、翻訳機を作るとい
った「内容そのものが専門的な論文」が %00" 年に２本見られ、アカデミック以外に論文が広がった。そして、%00-年の巻頭言では古城が「専門日本語教育学会は、大学に学ぶ留学生のみならず、その他、特定の目的を持
った日本語学習者を対象とした専門日本語教育にも高い関心を持っている」と述べ、「専門日本語」をアカデ
ミックだけではなく様々な目的をもったコミュニティーの集まり＝社会にあることを再び明示した。それを顕
著に言い表したのが春原（%00-）で、「専門日本語を学ぶ人はすでに個別固有で具体的な世界の成員である」
また「専門日本語は、何かをなすための、何者かになるための言語行動である」と述べている。しかし、%0"0
年の仁科の巻頭言では、「本学会の独自の役割もあります。それは、名前の通り、「専門の分野での活動を可
能にするレベルまでの教育」の方法を模索することです」とあり、専門分野が領域であることを強調した。３
つの巻頭言と対比させると、「日本語である目的を達成しようとしている人々の支援」が「特定の目的を持っ
た日本語学習者を対象とした専門日本語」に変わり、定義において要となるのは「専門」であることが明示さ
れた。最新では「専門の分野で活躍できるレベルまでの教育」となっており、特定の目的であることよりも、
専門分野であることにその領域を定めたと思われる。「特定の目的別日本語」と「専門日本語」は分離したよ
うに見える。春原は、汎用性が高く、一般的な内容の日本語を、「非専門／特定日本語」と呼んだ。それに従
うと日本社会の市民が日常使う日本語は汎用性が高いので、専門日本語教育の領域ではない。しかし、多文化
共生社会においては、外国を背景とする市民が、自分の背景にある文化と異なる特定の文化に根ざした社会の
一員になるための日本語教育は、日本語母語話者にとっては一般的かもしれないが、行動規範や言語行動など、
学習者にとっては特別な学習であろう。筆者はこうした考えのもと、「生活日本語」なども、「専門日本語」
とは言い難いが、「目的別日本語」として扱われるべきであると考えている。	 	 	 	 !
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する。限定された専門性の高い内容が分類の基準となっている。つまり、「専門日本語」
は内容による分類なのである。よって、それらを何のために学ぶのかという目的を問うた
場合、学術であったり、職業であったり、極論を言えばオタクレベルの趣味であっても構
わない。「目的日本語」という言葉を使用することで、よくいただくコメントが「目的の
ない日本語教育はない。あえて「目的別日本語教育」という言葉を使って分類するのは意
味ないのではないか」というものである。いかなる日本語学習／教育にも目的がある。
JGP（一般目的のための日本語）にすら、目的があることについては、全く異論はない。
しかし、JGPという用語は、応用言語学事典には「JSPはJGPに対応する概念である」と
あるが、それを肯定した上で、JSPを「専門日本語」と訳してしまうと、「生活日本語」
は名もなき一般目的のための日本語の中で控えていなければならない。例えば、「生活者
の日本語」は日本社会で生きるとためという点で汎用性の高い日本語である。春原（2006）
は、「より汎用性や流通性、代替性、交換性をもったものが非専門／特定日本語（一般／
general日本語）という用語法だろうか」と、汎用性がJGPの要素であるとは言い切れない
歯切れの悪さを残している。筆者は、春原は汎用性を理由に「一般日本語」という総称に
落とし込んでいいのだろうかという課題を残したと解釈している。仮に、汎用性というく
くりで、「一般日本語」でいいのであれば、政府は「「生活者としての外国人」のための
日本語教育事業」という名称でサイト55を作り上げる必要があったのであろうか。これは
明らかに、「生活者としての日本語」が、特定の目的を持って、「一般日本語」から取り
立てられ名称が与えられた日本語教育であることを示している。このように、汎用性、専
門性にかかわらず、すべての学習と教育には目的がある。しかし、それが目的別日本語の
下位分類として人々に注目され、取り立てられるまでは、JGPという総称の中で、控えて
いるにすぎないだけなのではないか。現時点ではJGPの中に取り残されている様々な「目
的別日本語」は、多くの人々に取り上げられる目的になるのを待っているのではないだろ
うか。 
 
5.2.2    ESP理論の‘EOP’と‘EBP’及び「ビジネス日本語」の違い 
	 ESP「特定の目的のための英語」の下位分類として、EAP（English for Academic 
Purposes）「学術目的のための英語」と EOP（English for Occupational Purposes ）!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!**!文化庁「生活者としての外国人」のための日本語教育事業」
http://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/seikatsusha/（2018年 5月 11日参照）!
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「職業上の目的のための英語」、さらに EOPの下位分類として EPP（English for 
Professional Purposes）「専門職のための英語」と、EVP（English for Vocational 
Purposes）「一般職のための英語」がある。日本語教育では、JSP「目的別日本語」の下
位分類に当たるものとして、JAP（Japanese Academic Purpose）「学術のための日本語」
はあるが、JOP「職業のための日本語」という用語は、最近では使われるようになったが、
2003年に編纂された『応用言語学事典』には見当たらない。それに近いものとして、「ビ
ジネス・ジャパニーズ」ということばが事典にあり、その研究は 1960年からあるが、用
語としては定着していないと記載されている。この「ビジネス・ジャパニーズ」の説明に
は、「ビジネス」で使われる日本語とある。しかし「ビジネス」という用語は、3.4.5の
「「経営学」における「ビジネス」の定義」で述べたように、経営学においても曖昧であ
る。一般的には、「取引（例：A社とのビジネスがまとまる）」、「仕事（例：ビジネス
経験の有無）」、「経済活動全般（例：ビジネス界の重鎮）」の３種類に解釈ができる。
そのため、「ビジネス日本語」という用語が、ESP理論でいう EOP「職業上の目的」な
のか、EVP「仕事実務上」なのか、EPP「専門職」の下位分類にある EBP（English for 
Business Perposes）「経営」なのか、解釈によって３種の可能性があり、混乱を招いたと
思われる。ESP理論に登場する EBPは経営学を基礎とした専門的内容を取り扱う教育分
野であり、「医学英語」のように極めて専門性の高い内容を含んだ英語教育である。しか
しビジネス日本語は、経営者のための専門性の高い「経営学」から、経営にまつわる些末
なアドミニストレーション、現場での受け答えに必要なスキルに関わる日本的言語行動の
全てを包括している。これらが曖昧な定義を生み出し、それらを容認する温床となってき
た。日本語教育において、JOPという用語は散見されるようになったが、JVP（Japanese 
for Vocational Purposes）「一般職のための日本語（筆者翻訳）」や、JPP （Japanese 
for Professional Purposes）「専門職の日本語（筆者翻訳）」や、その下位分類である
JBP（Japanese for Business Perposes）「経営のための専門日本語（筆者翻訳）」とい
う用語は、筆者の管見の限りまだ見当たらない。ビジネス日本語という用語は総称である。
それは「ビジネス」という言葉が３種類に訳すことができるからである。総称である限り、
それを構成する下位分類を概念的であっても ESP理論を参考にして、ビジネス日本語を含
む目的別日本語教育の体系的な理論を構築する必要がある。それが、5.1で述べた領域に
関する問題点に回答する術であると、筆者は考えている。 
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5.2.3	 職業に関わる様々な日本語教育と「ビジネス日本語」の違い  
	 日本国内の外国人定住者が増加し、特定の職業に対する日本語教育の需要が高まり、１
つの分野として認識されるようになると、JOPの下位分類を形成する「特定の職業のため
の日本語」として細分化される。例えば、まず脳裏に浮かぶのが、従来、専門日本語とし
て扱われてきた「観光日本語」や「介護・看護の日本語」、「IT日本語」や「技能実習生
の日本語」56などである。しかし、現実的には、職業に関わる日本語は職業の数だけある
はずである。こうした、JOPの下位分類を形成するまで注目されていない職業分野の日本
語が、便宜上「ビジネス日本語」という総称に取り込まれていく。そのため、どの業種で
も有用なビジネス日本語教育として、オフィスのビジネス接触場面で使用される日本語が、
提供されてきたように思われる。筆者は 2012 年頃からこれを「狭義のビジネス日本語」、
総称としてのビジネス日本語を「広義のビジネス日本語」と称していたが、この認識の仕
方はビジネス日本語研究者の間では、かなり以前より存在していた。しかし「広義」と呼
んでいたものが「JOP」のうち「JVP（一般職のための日本語）」と「JSBP（経営の日本
語）」の総称で、「狭義」が専門性を除いた「JVP（一般職のための日本語）」に当たる 
といった議論には進まなかった。 
 
５.３	 本研究におけるビジネス日本語教育の領域 
	 本節においては、5.1	で明らかにした領域に関わる誤解を解き、5.2で述べた領域に関す
る再考の結論として、本研究におけるビジネス日本語教育の領域について述べる。	
	 本研究は「目的別日本語（以下、JSPと略する）」自体を扱うものではない。しかし、	
ビジネス日本語は総称に過ぎないにもかかわらず、JSPの下位分類であると言われ、それ
だけで終わっている。総称の中に混在する他のものはどこに行ったのか。しかも、JSPと
いう略語自体も、「特定な目的別日本語」であったり、「専門日本語」であったり曖昧で
あることは、前項で述べてきた。それらを整理し、それぞれの位置を体系的に理解するた
めに、ESP理論を参照した JSPの分類を、【図５】に図解化した。この図に基づいて、
本研究におけるビジネス日本語の領域とその分類概念について、上位概念から下位概念へ
と、順に説明したい。まず、5.3.1では、「目的別日本語」の大分類について、次に、!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*-「技能実習」というカテゴリーで、現実的には就労している外国人も多く、これも JSPの下位分類に入ると
思われる。しかし来日から３年間のカリキュラムがあるにも関わらず、技術実習に関する研究は AJALT 、
HIDAなどの報告のほか、論文が少ない。技能実習に関わる日本語教育が人派遣会社など営利目的機関に任さ
れていることが、研究を遅らせている一因であると考えられる。!
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5.3.2では、「社会人基礎日本語」について、5.3.3では、JOPの下位分類における「一般
職」と「専門職」について、最後に、5.3.4で本節のまとめを行う。なお、【図５】の分類
名称についての説明は、ESP 理論の説明に準ずるものとして、本章末の注釈 3 に記述した。 
  
	 	 	 	 	 	 	 【図５】	 JSP「目的別日本語」の分類（ESP理論を参考にした試案） 
 
5.3.1	 「目的別日本語（JSP）」の大分類 －「学術」と「職業」と「生活」 
	 5.2.1の「ESP理論における‘ESP’と「専門日本語の違い」」において、これまで
‘Specific Purposes’が「目的別日本語」と「専門日本語」の二通りに訳されており、分
類に混乱を来たしていたと記述したが、本研究においてはJSPの訳を「目的別日本語」と
する。 
	 ESP理論では、ESPの下位分類として、まず「職業のための英語（EOP）」と「学術目
的のための英語（EAP）」の２つに大別する。しかし、本研究における「目的別日本語
（JSP）」の領域の特徴は２つある。一つは、JOPとJAPと同階層の下位分類に、外国人
生活者のための「生活日本語57」や「地域の日本語」を配置して、３本柱とした点である。!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!
57生活日本語は経済活動の場である社会と密着した日本語であり、社会人基礎日本語と切り離せない概念であ
る。筆者の解釈であるが ESP理論において、「EGPとビジネス英語は密接な繋がりがある」という説明がある
が、「EGP」を「生活日本語」と解釈可能ならば納得できる。では、日本語教育における総合日本語、一般的
日本語の定義はどうであろうか。言語を学ぶ際、明確な目的を持たず学習することはあり得る。JLPTを作成
する国際交流基金の提唱する「社会型日本語教育」を考慮すれば一般的日本語教育というのはすでに「社会」
を包括した言語教育であるはずである。実は、JGPという日本語の定義もまた、曖昧である。 
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なぜなら、現在、日本語教育において注目度が高い目的は、高等教育における「学術」、
就職や技能実習を含めた多種多様な「職業」、そして現在、多文化共生社会が進行する日
本社会で生きるための「生活」の３つであり、しかも「職業」と「生活」は関連性が高い
からである。もう一つは「社会人基礎日本語」という新概念を、「生活日本語」や「地域
の日本語」と「職業のための日本語」に共通する項目として配置した点である。それは以
下の理由による。「社会人基礎日本語」はビジネスを含んだ社会生活全般に関わる日本語
なので、JOPだけではなく，生活日本語にも関わる。よって、JOPと「生活日本語」には
必ず「社会人基礎日本語」が含まれることになると考えた。第４章４.２の「ビジネス日本
語の定義の再考」において、銀行員と顧客のコミュニケーションを例に取り上げ、片方は
「ビジネス日本語」、片方は「生活日本語」で同じ場面が扱われていると述べたが、銀行
員と顧客が「社会人基礎日本語」を共有することで「ビジネス日本語」と「生活日本語」
が繋がることができる。このように、「社会人基礎日本語」は、JOPと「生活日本語」の
下位分類全てに含まれているのである。	
	 従来、ビジネス日本語が市民の多種多様な経済活動で使われる総称として使われてきた
理由は、社会人基礎日本語が共通していたからである。とすれば、総称としてのビジネス
日本語は「社会人基礎日本語＋α」を基本構成とした多種多様な目的を持った日本語教育
の総称であると説明ができる。	
	
5.3.2	 社会人基礎日本語の概要 
	 第４章において、本研究における「ビジネス日本語」の定義を提示した。その際に、筆
者は「社会人基礎日本語」とは、日本社会が主に日本語母語話者で構成されていた従来の
「日本社会の一員として市民生活に必要な日本語」と定義した。市民生活、すなわち市民
リテラシーに関わる日本語であるため、従来のビジネス日本語という総称の中に放り込ま
れていたJOPの全下位分類、つまり【図５】の「生活」と「職業」の全下位分類に共通す
るものである。目的別日本語の下位概念の内容を明示するには必要な概念である。しかし、
現時点では「共生日本語」と同じように概念に過ぎない。教育内容として提示できなけれ
ば、教育現場では無用の長物である。社会人基礎日本語の定義で述べたように、その内容
は市民リテラシーと密接に関係がある。しかし、その説明をここに記載することにより、5.
３の焦点であるビジネス日本語の領域についての説明から焦点がずれることにもなりかね
ないため、第５章の最後に、注釈4として記述した。社会人基礎日本語の教育内容としての 
!.-!
具体的な内容の検討は今後の重要な課題でもあるため、是非、ご参照いただきたい。 
	 ビジネス日本語教育の領域を考えるとき、「日本社会で生活するものとして期待される
能力（市民リテラシー）に関わる日本語能力」の概念は、ビジネス英語教育においても述
べられている。中邑（2003）は、「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」で
広義におけるビジネス英語力を学習者に身につけさせることを英語教育の最終到達目標に
したという点で注目に値する」と述べている。中邑の主旨は、「一般英語とビジネス英語
の補完関係は必須であり、この２つの接続において有利なのは、一般的に英語教育にも携
わる機会が多いビジネス英語教員の方であり、一般英語教育に近づきもっと貢献するよう
に」というものであるが、筆者が注目するのは、「広義におけるビジネス英語」という用
語の使用にある。ESP理論には「広義のビジネス英語」という表現は出てこない。まさに、
これが本研究における「広義のビジネス日本語教育」＝「総称としてのビジネス日本語」
であり、現時点では、社会人基礎日本語はその要となる要素であると考えている58。 
 
5.3.3	  JOPの下位分類における「一般職59」と「専門職」 
	 本節では、JOPの下位分類が「社会人基礎日本語＋α」という基本構造からなり、α部
分が、各下位分類を特徴づける要素であることを示す。【図５】で、まず、JOPは「一般
職のための日本語（JVP）」と「専門職のための日本語（JPP）」の２つの下位分類に分
かれる。この分類は、ある職業で、専門的で高度な知識に関する日本語が必要とされるか
どうかで分類した。	
１）「一般職のための日本語（JVP）」	
	 まず、「一般職のための日本語（JVP）」は、更に「事務職のための日本語」と「技能
職のための日本語」に分類した。「事務職のための日本語」には、店員や営業などの一般
的な職業人に必要な日本語である。次に、「技能職のための日本語」の説明をする。昨今、
東南アジアからの技能実習生がN５レベルの日本語を学んでから来日することが多くなった。
技能実習候補生はN５合格対策的な日本語学習の他に、工場や建設現場や作業場などの職場
で使われる多少専門的な語彙や表現を学んでいる。これらは「事務職のための日本語」と!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!*+!ここで筆者が「現時点で」と限定しているのは、「社会人基礎日本語」＝「市民リテラシーに関わる日本語」
ではないからである。第４章で記述したように、従来の日本語母語話者を中心とした日本社会の市民リテラシ
ーは社会人基礎日本語であったが、将来、日本の多文化共生化が進めば、市民リテラシーに関わる日本語は、
日本語リンガフランカに取って代わられると予測される。そのため、誤解を避けるために「現時点では」と限
定する必要がある。!*/一般職というのはその職に就く時点で特別な高度な専門的な知識や技術が必要とされない職を意味する。!
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は異なるが、建築士や工場の機械の設計のような専門職でもない一般工員が必要とする日
本語なので「技能職のための日本語」として「事務職のための日本語」と同じ階層の下位
分類として独立させた。「社会人基礎日本語＋α」のα部分は、双方とも一般的な内容で	
ある。	
２）「専門職のための日本語（JPP）」	
	 「専門職のための日本語（JPP）」は、専門的で高度な知識が必要とされる職業で必要
な日本語である。JPPの下位分類は、専門職の数だけ存在することになる。紙副の都合上、
【図５】に全ての下位分類を網羅できないが、例として‘Japanese for (P) Business 
Purposes’（J(P)BP：経営関連教務のための専門日本語）と‘Japanese for (P)Medical 
Purposes’（J(P)MP：医療関連業務のための専門日本語）と‘Japanese for (P)Legal 
Purposes’（J(P)LP：法律関連業務のための専門日本語）を記載した。更に、J(P)BP の
下位分類として経営、金融、管理、人事等の専門日本語があり、J(P)MPの下位分類として
看護士、介護、医師等の専門日本語があると考えられる。JPPにおける「社会人基礎日本
語＋α」の「α部分」は、学習内容としての特殊性が高く、高度で専門的な知識そのもの
であるとも言える。いわゆる「専門日本語」と言われる領域がここに分類されると思われ
る。ESP理論でも言われているように、JSAPとJPPの内容は直結するものが多い。例えば、
大学で学ぶ六法全書の内容は、日本語教師側から見れば、JSAPの下位分類としての
J(A)LPであるが、弁護士や判事になろうという目的を持っている学生にとっては、大学で
学んでいたとしても、気持ちはJPPの下位分類としてのJ(P)LPなのかもしれない。専門性
の高いJPPとJSAPは、それぞれが独立して存在するわけでも、どちらかが先にあるわけで
もないのである。	
 
５.４	 第５章のまとめ 
	 第５章では、まず、これまで取り上げられてこなかったビジネス日本語の領域に関する
問題点を、教育現場、職場、研究現場という３つの場に分けて、列挙した。次にビジネス
日本語の領域に関する用語の再考を行い、それを踏まえ、従来、ビジネス日本語という総
称で一括りにされてきた多種多様な職業に関する日本語教育にはどのようなものがあるの
かを確認できるように、ビジネス日本語の上位概念である目的別日本語の分類を図解化し
た樹形図【図５】を試案した。この【図５】は、あくまでも「何を目的に日本語を学ぶの
か」と言う視点からの分類の試案である。担当しているコースが、このどれか一つの分類
!.+!
に当てはまるというような見方はしない。例えば、技能実習生なら、理想的には「生活日
本語」＋「社会人基礎日本語」＋「技能実習生用の就活日本語」＋「技能職のための日本
語」の組み合わせが理想的な教育内容であるというように見ていただきたい。大学生の就
活であれば、「社会人基礎日本語」とエントリーシートの書き方のような「就職活動に必
要な日本語」と、学生の専門によっては「専門職のための日本語」も必要となるかもしれ
ない。EPA介護士候補なら、日本で生活をするために必要な「生活日本語」と「社会人基
礎日本語」と国家試験に合格するための「専門職の日本語」が必要となる。 
	 これまでビジネス日本語と言う総称で括られていた日本語は、「社会人基礎日本語」と
α部分に当たる「就職に関する日本語（Pre-vocational Japanese)」と「一般職のための
日本語（JVP）」のうちの「事務職のための日本語」、そして「専門職のための日本語
（JPP）」のうちの貿易や金融等の「ホワイトカラー」をイメージさせる J(P)BPであっ
たと考えられる。 
	 ビジネス日本語という総称は、かなり便利であるため、今後も使われていくであろうが、
混乱を避けるため、JOPを語る際には、名称について配慮する必要があろう。そのために
も、専門日本語の概念的な分類を【図５】のような見える形にしておくことは、研究のみ
ならず、教員が担当することになったビジネス日本語教育の領域の把握、教育内容の設定
において有益であると思う。筆者は【図５】が完全なものであるとは全く考えていない。
むしろ、批判を受けることを承知で、たたき台として敢えて提示するものである。 
	 さて、筆者が本章にて行ってきた用語の再考や分類は、果たして、５.３で述べた領域に
関する11の問題を、解決し得たのであろうか。もう一度、問題と解答を列挙する事で第５
章のまとめとしたい。 
 
１）教育現場における混乱	  
教師側の混乱要素	  
①	 ビジネス経験は、ビジネス日本語教師の要件であるという誤解	  
	 総称のビジネス日本語には様々な目的別日本語が含まれている。ビジネス経験は特に社
会人基礎日本語の教育には寄与するが、限られた範囲のビジネス経験だけでは、各目的別
日本語の特徴を形作る「＋α」の部分をカバーすることは難しい。	  
②	 就職活動のための日本語が、ビジネス日本語教育であるという誤解	  
	 就職活動を利用してビジネス日本語教育を行うことは、可能であるが、それ自体がビジ 
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ネス日本語であるとは言えない。図１にも明記したように、就職活動はある業務を行うた
めの日本語ではないが、市民が職を得るための目的別日本語の一つである。	  
③	 ビジネス日本語教育は、企業側の要請に従うべきという誤解 
	 ビジネス日本語は市民生活の最も典型的な活動である経済活動に直結する日本語である。 
企業も市民なしには成立しない。いかなる目的の日本語教育であろうとも、特定のコミュ
ニティーのみの要請ではなく、社会の要請を見据えた内容を心がける必要がある。 
④	 ビジネス日本語教育は、上級レベルの学習者に対する教育であるという誤解 
	 市民の経済生活に関わる日本語は、全レベルの学習者にも必要な日本語であり、生活日
本語ではJ(P)BPを身につけた銀行員と話す必要がある。すべての目的別日本語において、
学習要件としてのレベル設定は正当化されない。 
⑤	 ビジネス日本語では、日本語文化圏の言語行動やマナーが正解であるという誤解 
	 日本社会の市民リテラシーの行動規範が社会人基礎日本語と共にあるうちは、日本語文
化圏の言語行動やマナー等をモデルとして知る価値は高い。しかし、将来、日本語リンガ
フランカが社会人基礎日本語に取って代わる時、行動規範も変わる。多文化共生社会にお
いて、ある言語文化圏の行動規範は正解ではなく、選択肢に過ぎない。 
 
学生側の混乱要素 
⑥	 ビジネス日本語とビジネススキルの誤解 
	 言語は様々なスキルを発揮する時に必要なコミュニケーションツールである。ツールと
して学ぶことは可能であるが、スキルそのものの習得度は、言語教育では測れないため、
スキル教育自体を言語教育の内容することは難しい。職場においても同じ誤解がある。 
⑦	 ビジネス日本語と、仕事に関わる専門的な日本語の混乱	  
	 総称としてのビジネス日本語の分類を試みた。試みの結果が【図5】である。これまで一
般的な「ビジネス日本語コース」として取り上げられていた内容、「ビジネス」を「経営」
と理解した場合の経営に関する専門的な内容、そして「ビジネス」を「職業」という意味
で理解した場合の様々な専門的な職業の日本語を樹形図に入れ込んでみた。この分類を参
考に、教員は学習者が求めるビジネス日本語、自分が担当するビジネス日本語が何である
のかを確認することができるであろう。 
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２）職場における混乱 
⑧	 「グローバル」という用語の揺れ 
	 日本企業の多くが、日本と母国の調整ができる「ブリッジ人材（GR人材）」を「グロー
バル人材（G人材）」と呼んでいる。日本が多文化共生社会を目指すなら、ビジネス日本
語教育が養成すべきは、複数国の中で調整ができる「グローバル人材」すなわちG人材で
ある。将来、日本社会の市民生活に必要な社会人基礎日本語には、異文化間調整能力が必
要となる。日本母語話者も学習者も同等の立場で、これを習得する必要が出てこよう。 
⑨	 「日本語教育」と「ビジネス日本語教育」に対する誤解 
	 日本語母語話者は言語教育全般を言語形式のみの学習と誤解した上で、ビジネス日本語
教育を⑥と同じように日本型ビジネススキルの養成と誤解しがちだが、ビジネス日本語の
領域は日本社会における経済活動に関わる言語行動全般（社会人基礎日本語）を扱い、ビ
ジネススキルだけに限ったものではない。 
	 	 	 	 	  
３）ビジネス日本語教育の研究現場における混乱 
⑩	 アカデミック・ジャパニーズ（JAP）とビジネス・ジャパニーズ（JBP）の混乱 
	 JAPがJBPの基礎であると言われることがある。それは、大学でJAPの下位分類にある
JGAPを学び、それがJSAPの基礎となり、大学生が職についた時に、JOPの下位分類の
JPPに直結する場合には当てはまる。しかし、JGAPだけで、総称としての「ビジネス日
本語」を網羅することは難しい。 
○11 	 ビジネス日本語教員のCan-doの混乱 
	 企業が求めるビジネススキルの教育をビジネス日本語教育の範疇として肯定すれば、ビ
ジネス日本語教員のCan-doには、ビジネススキル教育が入ることになる。しかし、③の
「ビジネス日本語は企業からの要請に従うべき」で述べたように、「ビジネス日本語」は
企業という特定の営利集団のみならず、経済活動を行う社会全体の要請に配慮すべきであ
る。また、⑥の「ビジネススキルとビジネス日本語の混乱」で述べたように、ビジネスス
キルの指導や評価は、その道のプロに任せるべきであり、我々のCan-doは、プロとともに
スキルを発揮する際に必要な言語形式や言語行動を教えられることにある。	 	  
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第５章の注釈 
 
注１：ESPプロフェッションの種類 
	 _>EK@FQ2$IA9!`!U7!1B6A（"//+）では、2UWの下位分類が記述されている。2UWの全体像を文言からイメージ
すると、下記の【図６】のように整理され、現在でもこの分類が一般的である。2UW、2(W、25Wという上位概
念の名称は、本章でも述べたように日本語教育でも、1UW、!1(W、!15Wという用語で使用されており、目的別日
本語研究の分類に大きな影響を与えている。!!
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!
図６	 ESPプロフェッションの専門分野の種類（Dudley-Evans & St John1998参照、筆者試作） 
 
注２：ESP理論における EGPと ESPの関係について	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
  【図６】には、EGPと ESPの関係については述べられていない。筆者は経験上、日常的社会生活上のインタ
ーアクションには、自分にとっては単なる個人的な活動であるが、相手にとってはビジネス会話である場合が
多いと考えていた。であるから、ビジネス日本語は、会社やオフィスだけのものではなくごく一般的な生活に
も関わっていると考えていた。しかし、それを論じたものがなく、生活日本語といわれる地域の日本語教育の
中で、時にはビジネス日本語も行うというところを手がかりに、ビジネス日本語と市民生活をつなげようと考
えていた。しかし、Dudley & St Johns（1998）には、「Business English（BE） は ESPと同様に General 
English（GE）とも強い関連があるため、しばしば EOPから独立した概念で語られる事があるが、職業で使
うことは明らかであるので EOPの下位分類に分類されることに疑問はない（筆者日本語訳）」と BEと GE
の関係が述べられていることに気がつき、筆者の経験知から生まれた市民生活と密接な「社会人基礎日本語」
という概念は、ESP理論を援用できる概念である判断した。以下は、ESP理論にある Business English と
General English の関係を示したものである。 
General English 
⇅ 
Communication with public 
⇅ 
Business English 
⇅ 
Communication among businesses 
⇅ 
Specialised language of particular businesses (such asinsurance, phamaceuticals) 
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	 上記の概念を援用し、さらに深く考えると、英語教育にしても日本語教育にしても分類時に考慮に入れてい
ない事が一つあることに気がつく。それはいずれの科目もある同一の言語環境における中で実現する事である。
国際コミュニケーションにおいては、言語の異なるもの同士が BEを駆使してコミュニケーション行う。つま
り、分類図の外枠は、単なる外枠ではなく、「社会」というカテゴリーを示すと筆者は考えている。人は社会
なのかで行きている。筆者の仮説「社会人基礎日本語」という発想は、そこに存在する。とすれば、BEと GE
の接点にある Communication with publicは、多かれ少なかれそれ、以外に分類された所にも関わっているは
ずである。これまで BEだけに盛込まれていた Communication with publicにかかわる言語教育内容は、その
言語社会に存在する限り、言語教育の内容として認知されるべきであると思う。 
	
注３：ESP理論の用語の説明  
	 下記 ESP理論で使用される英語の用語は、Dudley-Evans & St John（1998）からの引用であるが、EOP
に関わる日本語訳は筆者が行った。EAPに関わる日本語訳は田地野・水光（2005）から引用した。 
 
English for Specific Purposes：「特定目的のための英語（に関する研究および実践）」、「専門英語教育」 
English for Occupational Purposes：「職業目的のための英語」 
English for Professional Purposes： 医者、弁護士、エンジニア等の職業専門家の英語 
English for Business Purposes：is an umbrella term（総称） 
English for General Business Purposes：usually for pre-experience learner or those at very early stages of 
their career. They are similar to general EFL courses with the materials set in business contexts. Many 
learners attend these courses at a language school and groups will usually be formed on the basis of 
language level rather than job. There is a range of good published material. The published course books 
are mainy designed for use on the extensive courses. Most units contain work on the traditional four 
skills plus specific grammar and vocabulary development. The settings include fmeeting 
peopleg,gmaking arrangementsg,gtalking about yourself and your companyg, and f Travellingg. Such 
courses teach a broad range of English through business settings rather than English for specific 
business purposes.  （ビジネス日本語テキストにもこれと類似した構成が見られる） 
English for Specific Business Purposes：ESBP course are run for job-experienced learners who bring 
businessknowledge and skills to the language-learning situation. These courses are carefully tailored 
and likely to focus on one or two language skills and specific business communicative events. In these 
courses, a focus on presentation and practice in accuracy and fluency is uncommon.（介護の日本語やホ
テル日本語などのように、限定された職業内で必要とされる日本語教育内容。） 
English for Vocational Purposes：店員や電話のオペレーターなどの一般の職業人のための英語 
Pre-vocational English：which is concerned with the language finding a job and interview skills. It also 
deals with succeeding in a job through an understanding of employer expectations and policies. 
就活のための英語。JOPにおいては、JVPを「一般職」としたため、就活自体は、JVPでも JPPでもあ
り得るので、JVPの下位分類ではなく、同階層の PVJとして独立させた。 
Vocational English：which is concerned with the language of training for specific trades or occupations   
                                            
English for Academic Purposes：大学や研究機関で行われる「学術目的のための英語」 
English for General Academic Purposes：一般学術目的のための英語（全学共通科目英語） 
English for Specific Academic Purposes：特定学術目的のための英語（学部・大学院専門英語） 
                                                                                                                                 	 田地野・水光（2005） 
注４：社会人基礎日本語について 
「社会人基礎日本語」という用語は筆者の造語である。	
社会人基礎日本語とは、ビジネス日本語の基底部ばかりではなく、社会生活を送るすべての言語活動の基底部
である。社会人基礎日本語について、１）社会人基礎日本語の概念、２）社会人基礎日本語のレベルについて、
３）社会人基礎日本語を必要とするのは誰かという３点から、説明を加える。 
 
１）社会人基礎日本語という概念の誕生 
	 社会人基礎日本語という概念はどのように生まれたのであろうか。筆者は香港で多様な職に就く成人に同じ
クラスでビジネス日本語を教えなければならなかったことから、日本社会の社会人なら職場で求められる常識
といわれる行動規範が元になっている言語行動が、日系に勤めるどんな職の人にもビジネス日本語教育内容と
して役に立つと考えた。また既存のテキストもそのようにデザインされているように思えた。 
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筆者は専門日本語を考える時に、上記の図ようなヒエラルキーを想定している。 
 
	 ①まず、どのような言語にも人間が使用するものであるという点から共通である部分がある。例えば、快／
不快の表現、身体的な反射を基礎とするので、どのような言語でも共通部分は多いと思われる。（もっとも基
礎をなすものはプロト言語といわれる意味を持った１ユニットの音楽のようなもの） 
 
	 ②次に、ある言語文化圏で通用する規則。例えば日本語であれば、日本語そのものの規則、親疎や場のあら
たまり度により表現を変えることで相手に対する自分の立場を明確にする待遇表現、また、よく「日本人なら
こうするのが普通」といわれる行動規範や常識などで、対照言語行動の対照となる部分である。これは異文化
間コミュニケーションの中で、よく問題となる部分でもある。汎用性が高く、どの職業にも共通すると思われ
る。ここが、筆者の考える「社会人基礎日本語」の発想のもとになっている。 
 
	 ③そして最後に、業種／職種別言語的特徴を反映した日本語などで、業界用語の頻度が高まるレベルである。
図の△で表されたものは、ある業種／職種を表し、その底辺の長さはいろいろな業種で見られる職種であるか
どうかの程度を表す。例えば、底辺の広いものは営業とか秘書とか会計とする。これらの職種はさまざまな業
種でも見られる。三角（△）の高さは専門性の高さを表す。例えば会計、弁護士、教師、看護士などで、業種
そのものが職種に近い。つまり、受付などは底辺の広い低い三角（△）、営業などはどの企業にもあるが、商
品により専門知識が異なるので、一定の専門性が必要な中ぐらいの三角（△）が想定される。会計などはどの
会社にも必要なので三角の底辺は広くなるが、出納のような職種から公認会計士といった高い専門性が求めら
れるものまであり、高さが増すので、大きな三角（△）になる。一方、弁護士や看護士などは限られた業種に
しか見られないので底辺が狭くなり、しかも専門性が高いので細長い尖った三角が想定される。工場の技術者
などは、底辺は広いが、製品によっては専門性が高いものもあり、様々な高さの三角（△）が想定される。 
 
	 ①〜③と三層の境界に便宜上境界線があるが、実際の言語活動の中でははっきりと分かれているわけではな 
く、穏やかに混じっている。我々が扱う目的別日本語教育は、例えば図右側（②−２）の言語で培った文化スキ
ーマを持つ学習者に、左側（②−１）の上に成り立つ③−１の内容を教えることである。 
	 筆者は、このような構造の上にビジネス日本語教育もあるとイメージしているが、これまでの既存のビジネ
ス日本語テキストは、主に②と③に共通する社会規範60（広義のビジネス日本語61）や、底辺の広い△で表され!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!
60社会規範：注：社会規範：社会規範は、コミュニティーが時間をかけて生成（哲学でいうWerden – 発生、
変化、他のものになること）する。客観的に理解するというのは、社会規範を「その規範が存在するコミュニ
ティ（社会）の中では従うべきルールであると認識しつつも、社会が変ればルールではない可能性もあるもの」
と認識することである。社会人基礎日本語は、日本における行動規範に基づいた言語行動を基礎とした日本語
であり、有標性を排除するものではない。この有標性のうち、あまりに国際的規範から外れる場合や、日本人
にとっても無意味なものは淘汰されていくと思われるが、日本文化の根幹をなすような有標性は持続されるべ
きであり、それは他の文化においても同様で、これがダイバーシティの要素となる。日本人は社会人基礎日本
語を学んだ外国人が自分の母語と違うと感じる点を学ぶことで、自らの有標性を認知することが可能となる。 
言語の種類に関わらず人間に共通する言語的特徴（①） 
ある言語に共通する 
言語的特徴（②−１） 
!!! !
ある業種／職責に共通する 
言語的特徴（③−１） 
ある言語に共通する 
言語的特徴（②−２） 
!!! ! !
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る職種、職責、とくに商業の場面集約的な表現学習（狭義のビジネス日本語）を中心としてきた。そして専門
日本語と言われるものは個別の三角形であり、かなり前から存在しているのは、ホテルの日本語やキャビンア
テンダントの日本語などであったが、EPA外国籍看護士・介護士の導入を機に、この分野が注目されるように
なった。 
	 さて、いわゆるビジネス日本語に関する事として述べてきたが、この②と③にまたがる部分（黒楕円部分）
は企業といった形の場でしか使われない特殊な日本語ではなく、序論でも述べたように、社会生活全般に関わ
る日本語である。日本人の配偶者として日々の生活の中で、スーパーマーケット買い物をする場でのインター
アクションの中にも使われる日本語である。なぜならスーパーマーケットのスタッフにとって、お客である非
母語話者と話す事も、スタッフにとってはビジネス日本語だからである。もし筆者がスーパーの非日本語母語
話者スタッフに日本語を教えるとしたらそれはビジネス日本語である。地方に嫁いだ外国人妻がスーパーで買
い物をするための日本語は、生活日本語の範疇に納められ、ビジネス日本語と切り離されて来た。このような
誰に教えるのかという縦割りの分類からなにを教えるのかという内容で分類すれば、筆者の教えてきた内容は、
看護や地域の日本語と共有できるのではないかと考えるようになった。これまで専門日本語が縦割りで進んで
きたのは、おそらくビジネス日本語と言うイメージにビジネス英語教育の分類のような金融とかビジネススタ
ディーのアカデミック・ジャパニーズとの混乱や、企業側の要望であるビジネススキルとの混乱も原因の一つ
であると思われる。日本語教育において（広義の）ビジネス日本語が扱ってきた内容の多くは、こうした混乱
要因を除けば、社会生活に必要な行動に必要な言語であると考えられる。広義のビジネス日本語から、社会人
基礎日本語の発想が出てきたのはこうした経緯がある。 
 
２）社会人基礎日本語の水準と内容について 
	 社会人に求められる社会人基礎日本語の水準とは、日本語学習における初級、中級、上級といった難易度で
はなく、期待される「市民リテラシーの水準」62であるが、それはどのようなものか。 
	 日本に住む日本語母語話者であれば、常識に乗っ取って、社会人基礎日本語についてある程度のイメージが
つかめる。それは同一言語話者で成立した社会で最低限期待される社会人力、江戸時代で言えば「読み書きそ
ろばん」と当時の「常識」といった所であろうが、それが外国語としての日本語教育の場で語る場合には、な
にかスタンダードと比較してどのようなレベルであるのか客観的に述べなければならない。日本の識字レベル
は、江戸時代から寺子屋などで一般大衆であっても教育を受ける事ができ、世界でも驚かれるほど高いと言わ
れてきた。それは現代でも続いているのであろうか。あるいは世界数学試験等で上位を他の国に譲ったように、
言語リテラシーの分野でも下がってきているのであろうか。日本の言語リテラシーがある国と比べて高い場合
は、ある国の人が母語では十分とされる以上の事が日本社会では求められる事になる。低い場合には、もしも
その母国並みに日本語ができるとしたら、日本語をつかった社会生活は容易になる。その基準を考慮せずに、
日本語母語話者教育が、自分の社会人基礎力レベルをもとに日本語教育内容を組み立てると、学習者との間に
溝が生じる。学習者が達したいレベルが日本社会で実現できる社会生活のどのレベルに相当するのかを、学習
者の想像とのギャップを含めて説明できなければならない。それを具体的に表した先行研究は筆者の管見では
見当たらないが、2015年度第一回目に公開された OECD成人力報告は、日本で社会人として持ち合わせるべ
き「成人力」が、世界的にはどのようなレベルにあるのかが比較できる。そこでは、「成人力」の調査項目と
して採用されているのが、①読解力、②数的思考能力、③ITを活用した問題解決能力、④背景調査である。６
段階の習熟度レベルにどのくらいの人が分類されるかで比較を行う。日本は①②共に、突出した優秀なレベル
では他の国に比べ、少し多いぐらいで、中間レベルが圧倒的に多く、日本の国民の全体の教育的レベルが揃っ
ており、社会生活における読解、数的能力は中間以上のものが期待されていることを表す。社会もそれを基準
に営まれていると考えられ、社会人基礎日本語のレベルは学習者の母語に求められるレベルよりも高い可能性
がある。一方、ITに関しては日本では経験者そのものの数が他の加盟国より低く、その分野のリテラシーは他
国より平均的に低い。ITリテラシーに関しては、年代にもよるが、憂慮は不要という判断も可能である。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-"広義／狭義のビジネス日本語：こうした用語は正式に定義され、論文等で扱われて来たものではないが、
2010年あたりから研究者の間では、よく耳にするようになった用語である。!-%多くの社会において、個人が能力のある成人と見なされる時、読み書き能力は非常に重要な役割を果たす。
読み書きのスキルを要求されるのは、特定の社会的役割や仕事に関連する役割だけでなく、政治的問題のため
にも、このスキルは求められる。リテラシーを持っていることは、多くの場面で日常生活の一部となっている。
言うまでもなく明らかなことだが、市民としての義務を果たすために求められるリテラシーの水準は、国によ
って異なっている。例えば難民は、故国にいた時は読み書き能力があると思っていても、新しい国に移り住ん
だ時に能力がないと感じる場合がある。『V#7@CI=F!IAE!76@!WCBJB7#BA!BG!M#7#X@A96#8』UNESCO Institute for 
Lifelong Learning:UIL(2008)和訳!!
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	 次に社会人基礎日本語の内容について述べたい。筆者は２つの要素があると考えている。まず、①言語：社
会人基礎力を発揮する手段の一つである言語形式と、②文化行動：日本語文化圏でどのような場で、どのよう
な行動規範が働いて、どのような言語行動になるのかという内容である。 
	 日本の道徳教育も②と重なるが、「お年寄りには親切にしましょう」といった「あるべき姿のメタ表現」で
はなく、「席を譲る」「切符の買い方を教える（ITリテラシー）」のように、どんな時にはどのように行動す
るといった具体的な情報提示を行う必要がある。これまでビジネス日本語教育でも、「依頼」や「謝罪」の在
り方をその教育内容としてあげてきた。ビジネス日本語教育に包括されてきたビジネス接触場面という場の文
化行動を、具体例で提示していくことで、社会人基礎日本語の内容を部分的であっても提示することができる
と考えている。誤解を避けるために先に明記するが、これらの内容を「社会人基礎日本語」の内容として扱う
目的は日本人もどきを作るためではなく、日本語リンガフランカ形成過程期のプロトタイプ、材料、選択肢と
して必要だからである。日本人と外国人の双方に必要な情報となる。 
 
３）社会人基礎日本語を必要とするのは誰か 
	 現在、日本文化が作り上げた社会人基礎日本語を必要とする人とは、日本語文化圏で日本語を使い、その一
員として生存しようとする者であり、母語の如何は問わない。一方、日本語文化圏においても、日本語以外で
生活ができるコミュニティーがあり、日本語以外で生存できる者は社会人基礎日本語を必要としないと言うこ
ともできる。 
	 この発想は、香港の永久住民資格を持つ筆者の香港での 20年に渡る滞在経験に基づく。筆者は当初は「あ
る国に住むにはその国の言語を習得すること 
 
が、実利と敬意の面から欠かせない」という一般論から現地の文化を担う広東語を学習した。しかし、香港は
サラダボール的な多言語多文化社会であり、独立した複数の言語コミュニティーが存在する。香港社会を形成
するそれらのコミュニティーメンバーと交流する際に、もっとも実利があるのは英語である。また、香港を含
め中国の公用語は「中文」といわれる普通語であることから、筆者は理解と発話においては広東語の使用レベ
ルを「サバイバル程度＋α」で十分と判断した。そのため、筆者は滞在中、現地の広東語母語話者たちとの深
い文化的交流を行えたとは言い切れない。しかし、公用語の中文と英語がある程度理解できたため、生活に必
要な情報収集には事欠かなかった。そこから、「その国に住むにはその国の言語修得が欠かせない」という一
般的な考えが、すべての国とそこの外国人定住者に当てはまるわけではなく、「その外国人が生存する社会
（環境）に用意されている言語による」のだと考えるようになった。 
 
	 日本国内ではどうだろうか。日本社会では、法で規定されてはいないものの日本語が事実上の唯一の公用語
である。実際、東京、千葉、長野の入国管理局では、基本的には日本語で対応される。番号の呼び出しも日本
語である。入管の職員は英語ができないというわけではない。日本の公用語が日本語であるということを暗に
示すためではないかと憶測する。地方行政では様々な言語による外国人向けサービスが増えているが、それで
も、国内では日本語ができなければ職場を含め、様々な所で支障が生じる。日本は、香港やヨーロッパと違い、
英語がある程度通用する言語として用意された社会ではない。今後そのようになるかどうかは別として、生活
や、経済活動（仕事）環境に、外国人の母語や英語が用意されているごく少数の高度人材やその家族を除き、
技能実習生や看護・介護に携わる外国人や、子女の学校とのコミュニケーションが必要となる外国籍の両親、
日本人に嫁いだ外国人妻などは、日本語しか用意されていない環境で生きていかなければならない。こうした
環境の中で生存して行く外国人にとっては、社会人基礎日本語の修得が死活問題となる。 
 
	 日本社会におけるよりスムーズな生存には、日本語母語話者であろうとも、文化行動的要素を多分に含んだ
社会人基礎日本語を、言語行動の選択肢として理解していなければならない。しかし、言語ができさえすれば
生存しやすくなるのかと言えば、そうではない。社会の様々な要素がその時々に影響するからである。しかし
少なくとも言語ができない事による不利益や、日本的言語行動に対する誤解や無知から生じる問題を減少させ
ることはできる。母語や在留資格の種類に関わらず、人が日本社会の成員として生存のための経済活動を行い、
税金を収め、より良い生活を得るためには、社会人基礎日本語の理解が必要である。 
 
	 以上、これまでの日本社会には、日本語以外は用意されておらず、そこで生きるには社会人基礎日本語を知
る必要がある。しかし、将来ある程度同じ母語話者が集まる社会が形成され、生計を立てるための情報も母語
だけで済むコミュニティーや手段が増えて行けば、伝統的な日本語社会から離れ、限られたコミュニティー内
で生きて行く事も可能であろう。実際に香港はその傾向が見られた。日本がそうした多言語多文化社会へ変化
する可能性はゼロではない。しかし、多言語多文化コミュニティーが並立する社会になろうとも、日本語が公
用語である限りは、コミュニティーにおける誰かが日本語でコミュニケーションを取る必要がある。 
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第６章	 本研究の方法  
	 第５章までは、「ビジネス日本語とは何か」という問いに答えるための理論研究であっ
た。第６章からは、もう１つの問いである「ビジネス日本語教育の内容への疑問」に答え
るための質的調査研究を行う。本研究は、接触場面の参加者全員の意識から、ビジネス日
本語教育の内容の改善に貢献できる内容を探る。第６章では、本研究方法を以下の３つに
分けて説明する。６.１では、本研究の調査協力者について、６.２では、調査方法と結果の
分析方法について、６.３では、期待される９つのデータについて述べる。 
	 	 	  
６.１	 本研究の調査協力者   
	 調査地である香港におけるビジネス接触場面で、以下の属性に分類される日本語母語話
者（１と２）と、非日本語母語話者（３と４）、計 71名から調査への協力を得た。	 	  
１．JJ（Japanese in Japanese）：16名 
現地社員とのビジネス接触場面で、主に日本語を使用する日本語母語話者 
  ２．JF（Japanese in Foreign Language）：15名 
現地社員とのビジネス接触場面で、主に日本語以外を使用する日本語母語話者 
３．LJ（Local Staff in Japanese）：30名注１（日系企業以外に勤める者を含む） 
日本語母語話者とのビジネス接触場面で、主に日本語を使用する現地社員 
４．LF（Locale	Staff  in Foreign Language）：10名（日系企業以外に勤める者を 
	 	 含む）日本語母語話者とのビジネス接触場面で、主に日本語以外を使用する現地 
	 	 社員 
 
	 71名のプロファイルは別冊資料１に記載した。協力者のうち、日本語母語話者はすべて
調査地に在住しており、教え子や調査協力者からの紹介や、大学の OB会等で知り合った
方たちである。いずれも筆者の個人的なつながりから得た協力である。これはインタビュ
ーにおいて、本音が多く語られる可能性が高いことを意味する。筆者は 2006年修士論文
のための調査で、何件か日系企業の人事部を通してインタビューを行ったが、人事部の手
前なのか、「当社の日本語を話す現地スタッフには何も問題がない」と答える内容が多く、
問題点が浮び上らなかった経験から、全て知り合ってから１年以上で、ある程度信頼関係
ができた日本人のみに調査協力を依頼した。非日本語母語話者の 25％は、筆者のビジネス
日本語クラスの学生であるが、残りの 75％は学生の紹介で集まった方達である。 
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	 本研究の調査データは、比較対象として、便宜上、接触場面の使用言語と母語から上記
の４つの属性で分類している。しかし、別冊資料１に記載した 71名のプロファイルの通
り、協力者一人一人の背景は、業種、職種、職責、年齢、海外経験も多岐にわたり、使用
言語においても、実際には単独言語だけではなく、必要に応じ、英語、日本語、中国語と
切り替えられる協力者もおり、単純に４つの属性だけで比較が可能であるとは考えていな
い。４つの属性ではなく 71 名全員の個別の質的研究として論文を書く事も、それ自体には、
大きな価値があるが、筆者は研究の視点を、個人ではなく人びとの意識の向う先とその傾
向に置いている。もちろん、意識は個人の背景から切り離す事はできない。協力者の意識
を分析・考察する際には発言者の背景や文脈を十分に考慮し、丁寧に記述することに配慮
した。	
	 また、JJ と JF においては、海外駐在期間や個人の性格により多少の相違はあるものの、
異文化適応能力が高く、公私ともに海外での生活に適応している。本論文には、調査協力
者が問題意識を語った生の声を資料として掲載しているが、一度に読むと、調査協力者が
常に現地スタッフや香港や会社に対する「文句」を言っているような誤解をされるかもし
れない。実際にある勉強会でこうした資料を見せたところ、元商社マンだったビジネス日
本語担当者から、「私はそうじゃなかった。調査協力者はあまり優秀ではないビジネスマ
ンに偏っているのではないか」という質問を受けたことがある。そうした印象は全くの誤
解である。調査協力者は異文化接触としてのビジネス接触場面で、自文化の行動規範や常
識といった「前提」を揺すぶられ、対処を求められてきた。これを放置したり、自分の
「前提」に固執したりすれば、この元商社マンの言う通りかもしれない。しかし本稿の各
基礎データは、インタビューの流れの中で、彼らを揺さぶり、これまでに対処してきた、
あるいは対処すべきだと気づいたことについて語ってもらったものである。データは、そ
うしたものであることを念頭において読み進められたい。	
 
６.２	 調査方法と結果の分析方法 
	 調査は 2010年２月から 2015年１月にかけて実施した。平均２時間の半構造化面接調査
を行った。JJと JFには日本語で、LJには２名を除き、基本的には日本語で、LFには基
本的に英語で行った。インタビューは協力者の同意を得て録音し、文字化した。英語によ
る音声データは、全て筆者が日本語に訳したものを文字化データとして採用した。文字化
データは更に、まとまった内容で切片化し、基礎データを作成した。調査協力者の属性が 
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４種類あるため、調査結果の分析と考察の方法には２つの段階がある。【図７】は調査と 
分析の方法のイメージを図解したものである。	  
	 まず、分析方法であるが、分類においては KJ法、概念生成においては、木下（2003）
の修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（Modified Grounded Theory Approach、
以下M-GTAと略する）注２を参考に分析を行った。具体的には、例えば、協力者１から
「現地スタッフは遅刻しても平気だ」、協力者２からも「現地スタッフはよく遅れてくる」
という基礎データがあれば、この２つは類似した内容と判断し、KJ法を参考に、同じグ
ループに分類される。次に、グルーピングによってできた基礎データの塊に共通する内容
をM-GTAを参考に概念化する。「概念化」とは、先ほどの例で言えば、２つの基礎デー
タから「現地スタッフは時間厳守に対する意識が薄い」という共通した概念を取り出し、
「概念１.時間厳守」と概念名をつけることである。基礎データは全て、グルーピングされ、
グループごとに概念化する。そして概念ごとに分析シートを作成する。次ページの【表１】
は分析シートのサンプルである。 
 
 
【図 7】	 調査および分析方法の概要図 
音声ファイル	 →	 文字化ファイル	 →	 まとまった内容で切片化（基礎データ）→	 類似内容でまとめる
（グルーピング）→概念化（分析シート）→	 大概念（カテゴリー）	 →	 考察／比較分析 
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【表１】分析シートのサンプル 
 
	 分析シートが出来上がったら、さらに、それが何に対する意識であるかにより、カテゴ
リー化し、大概念を作成し、属性別の特徴を見出す考察を行った。各概念や各バリエーシ
ョンの詳細な解説を中心に、教育内容の考察などは第７章に記す。次に比較可能と判断し
た属性間のみで比較分析を行い、教育内容としての汎用性と地域性に視点を置いて考察す
る比較に際しては、各概念に分類されたバリエーションの数と内容、および、筆者の 20
年におよぶ現地生活から得た経験知も判断基準として考察を加えた63。 
 
６.３	 期待される９つの分析データ 
	 本調査は、調査地である香港および隣接の広東語文化圏でのビジネス接触場面における
意識を収集している。期待される分析データの種類は９種類である。次頁の【図 8】は、
調査協力者の属性と期待される分析データの関係を表したものである。 
	 まず、接触場面の参加者、および使用言語の種類により分類した基本的な分析データは
４種類（①〜④）で、第７章で扱う。次に、基本データを自文化間、異文化間で比較分析
した比較データ（⑤〜⑧）の４種類と、①〜④の総合的な比較分析（⑨）の１種類は、第
８章で扱う。それぞれから期待される内容の詳細は以下の通りである。 
 
①JJが LJとの接触場面を通して意識した内容（7.2.1） 
    現地にいても日本語を使用するため、異文化圏内でも JJが期待する日本語文化圏の行
動規範や考え方が収集されると期待される。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-&!筆者自身が経験知を得た 20年の現地生活は、社会言語学でいう参与観察にあたる。本研究に置いて、基礎
データの解釈の際、経験知は有益である。例えば、筆者は現在ベトナムに３年滞在しているが、ベトナムの現
地スタッフが、直前にならないと真剣に取り組まないという全く日本と異なる仕事の取り組み方の背景に、直
前まで「何度でも変更できる権力」の存在に、気づくまでに１年以上の現地での就労経験が必要であった。 
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②LJが JJとの接触場面を通して意識した内容（7.2.2） 
	 LJは日本語を使用しても、接触場面が母語である広東語文化圏であるため、広東語文
化圏の行動規範が適用される。日本語を使用しても、日本語母語話者の行動規範違反と
映る内容から、LJの行動規範や考え方が収集されると期待する。 
③JFが LFとの接触場面を通して意識した内容（7.2.3） 
	 LFと JFの英語による接触場面では、双方、母語である広東語や日本語を使用する場
合より、各文化圏の行動規範の影響が少ないと考えられる。そうした接触場面において
も、JFにとって、LFの行動規範違反として映る言語行動や考えが収集されると予測さ
れる。 
④LFが JFに感じる問題（7.2.4） 
	 ③と同じ判断基準により、広東語母語話者にとって、JFの行動規範違反として映る言
語行動が得られると予測する。 
   
  【図８】	 調査協力者の属性と期待される分析データ 
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異文化間コミュニケーションにおける意識のずれ 
	 以下の⑤と⑥は、日本語母語話者と非日本語母語話者間の異文化間コミュニケーション
で、接触場面の参加者全員に「気づき」が必要な部分を考察する。	  
⑤JJと LJの共通点と相違点（赤サークル：①と②の比較）8.1.1 
	 海外の職場で、日本語を使用する日本語母語話者と非日本語母語話者の意識の間に、
どのような共通点、相違等が存在するかを異文化間の比較分析から探る。 
⑥JFと LFの共通点と相違点（青サークル：③と④の比較）8.1.2 
	 海外の職場で、母語以外（主に英語）を使用する日本語母語話者と非日本語母語話者
の意識の間に、どのような共通点、相違点が存在するかを異文化間の比較分析から探る。 
 
使用言語による規範意識の変容 
	 以下の⑦と⑧は、同一の母語話者間の使用言語による問題意識の差であるが、使用言語
による違いから、教育内容としての調査地における汎用性の高い内容を探る。 
⑦JJと JFの共通点と相違点（黄色サークル：①と③の比較）8.1.3 
	 使用言語で異なる日本語母語話者の意識の収集が期待される。JJの問題意識には、香
港での接触場面であっても日本語を使用するため日本語文化圏の行動規範に沿ったもの
が多くなる。その中にはグローバル的基準の規範も含まれるが、そこと日本語文化圏の
有標性の高いものとを分けるための手がかりとして、JFの問題意識との比較を試みる。
JFの規範意識も母語文化圏の規範であろうが、英語を使用するという点から、日本語と
いう変数要因が省かれる分、より汎用性が高い内容が得られると期待している。 
⑧LJと LFの共通点と相違点（緑サークル：②と④の比較より）8.1.4 
	 使用言語で異なる現地スタッフの意識の収集が期待される。考え方は⑦と同じである
が、⑧の場合は、LJ、LFともに第一言語の広東語を使用しない接触場面における意識の
比較なので、汎用性という点で⑦以上に精緻化されたデータが得られると期待している。
香港という多文化・多言語社会に於いて、母語を使用しない現地スタッフにとって、日
本語文化圏の行動規範がどのように捉えられているのかが窺える。 
 
総合的な比較分析データ（８.２〜８.５） 
⑨全属性データ（①〜④の総合的な比較）   
	 ここでは①〜④までの総合比較から、より汎用性の高い内容の抽出を期待している。J 
!/%!
と Fの問題点から共通点が見い出せれば、それはグローバル標準的規範のいくつかであ
る可能性が高い。その他の部分は、Jと Fが使用言語、接触場面発生地といった変数要
因が除かれた場合においても在留し続ける自文化圏における規範であり、Jと Lの問題
意識のずれである。それは、その地域におけるコミュニケーションの円滑化を望む時に、
まず先に知っておくべき相手の規範なので、地域性の高い、言い換えると地域において
は汎用性の高い内容であると期待している。 
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第６章の注釈 
注１：本研究のサンプル数について 
	 調査協力者 LJの人数は、他の協力者の２倍に当たる 30名である。これは故意に増やしたわけではなく、協
力者を募った時に、LJだけが短期間で 30人集まり、事前に協力者を選択するのか面接を実施するまでは分か
らないため、全員に協力を要請した。その結果、意識の内容は個別に様々な様相を呈し、他の属性に人数を合
わせるために、誰を対象から外すかという問題が生じ、意図的な基礎データの収集にバイアスが掛かることに
なりかねないため、全員のデータを採用することにした。LJの母数が多い事は、概念の種類にも多様性をもた
らし、筆者は分析内容の多層化に貢献したと考えている。 
	 ある母集団の定量的、統計的に有意差を出そうとする時、サンプルの適正数は母集団のサイズによって変わ
る。母集団内の属性（母集団分布）別の傾向を定量的に知ろうとするときには、比較するときのサンプルは、
母集団分布に等しくするというのが通例で、例えば、ある母集団における男女比が 2：1である場合、適正サ
ンプル数は、やはり 2：1になる。本論文で調べようとする香港という母集団において、４つの属性の母集団
分布の正確な数は調べようがなかったが、例えば、香港で働く LJの母集団の数は、JJより圧倒的に多く、イ
ンタビューでの情報によれば、JJ（上司）１人には LJ（部下）が２〜３人いる場合が多く、それを背景に本研
究のサンプル数は１対３でも適正であると考えた。また本研究は統計的な数値で有意差を出したいわけではな
く、各属性の大まかな傾向を掴み、その上で質的研究を行いたいという主旨でのサンプル数と捉えている。 
	 また統計的に属性間の違いを知りたいという場合には基礎データに当たる部分の数は、商業目的により調査
の場合、各属性で最低５０〜１００サンプルと言われている。本研究では、香港だけではなく国際都市と言わ
れる地域数箇所の調査を行い、比較をするという計画であった。そこで、１地域のサンプル数は１００を考え
ており、それぞれの属性の母数分布に沿ったサンプル数を抽出し、質的研究には基礎データが１０００件あれ
ば適当ではないかと考えていた。しかし、本論文の執筆期間中には、数カ国の母集団を調査することが叶わず、
香港だけの母集団となった。 
１母集団における４つの属性を割合にて比較するのが不適当である場合には、全体の平均値を比較の基準とし、
そこと各属性の違いを質的に比べることは可能であると考えている。この手法は人口の異なる都道府県の統計
的な比較に使われる手法である。あるいは、JJと LJの比較、LFと JFの比較だけで考察を行うことも可能で
ある。何れにしても、分析内容の書き換えが必要となり、現時点では従来の考えに従って分析と考察を行う。 
 
注２：M-GTA 
	 M-GTAは、データの解釈からに独自の説明概念を生成し、そうした概念間の関係から人間行動についての
ひとつのまとまりのある説明図を理論として提示するものである（木下 2003：100-101）。M-GTAは社会的
相互作用に関係し、人間の行動の説明と予測に有効な方法である。ビジネス接触場面も、日本語母語話者、現
地スタッフ、取引先、上司、部下、同僚など様々な人びとの相互作用により形づくられている。そのようなビ
ジネス接触場面における問題意識の生成プロセスの分析に有効であると考えた。データの分析にあたり、具体
例から概念を生成し、概念ごとに分析ワークシート（資料 9）を作成した。そして、分析ワークシートごとに
概念名、定義、具体例、及び理論的メモ記入し、概念の類似性、関係性からカテゴリーを生成し、全体におけ
る位置づけを考察した。 
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第 7章	 本研究の調査結果と調査協力者の属性別の考察  
	 本章には、職場のビジネス接触場面からデータとして収集した意識を分析し、ビジネス
日本語教育の改善に向けた教育内容の「汎用性」と「地域性」を探るための基礎研究を記
述する。４種類（JJ、JF、LJ、LF）のビジネスパーソンの質的研究を、それぞれ比較研
究するために、まず、４種類の属性別のデータを基礎分析として記述する。 
	 まず、７.１では、４種類の属性別の分析と詳細な考察の前に、調査結果をマクロ的に概
観するため、調査結果の全体像を数値で示した。次に、７.２では、調査協力者の属性別に、
データの分析と考察を行う。各データをM—GTAで概念化し、その結果を調査協力者の属
性別に表にまとめ、特徴的なバリエーションを掲載し、属性別の特徴を詳細に考察して、
記述した。 
 
７.１	 調査結果と分析結果の概要 
	 香港におけるビジネス接触場面で、非日本語母語話者である LJと LFと、日本語母語
話者である JJと JFへの半構造化面接調査から得られた基礎データは、JJ195件、LJ526
件、JF201件、LF116件、総合計 1038件であった。KJ法を参考にして、それらを分類
し、M-GTAにより質的分析をした結果、81の《概念》が生成された。さらに、何につい
ての内容であるかによって《概念》を分類した結果、６種のカテゴリーが生成された。	 	 	 	 	 	 	  
	 本節の 7.1.1では、６種のカテゴリーと、各カテゴリーに分類された基礎データ数につ
いて説明する。7.1.2では 81の《概念》と、そこに分類された基礎データ数について記載
する。なお、カテゴリー名は【	 】、概念名は《	 》で表す。 
 
7.1.1	 ６種のカテゴリーと基礎データ数 
	 【表２】は、６種のカテゴリーの名称と内容を示したものである。カテゴリーには、大
まかに、個々の接触場面や個人の経験と密着した意識が集められた概念と、個々の接触場
面をきっかけとしてはいるが、そこから発展して日本企業や社会や異文化といった、より
高次なものを対象とする意識が集められた概念の２つに分けることができる。前者は【Ⅰ．
言語形式・言語能力】【Ⅱ．実務上の問題】【Ⅲ．対照言語行動】で、後者は、【Ⅳ．接
触場面の背景】【Ⅴ．異文化適応】【Ⅵ．多言語・多文化社会】である。 
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【表２】	 ６種のカテゴリーの名称と内容 
カテゴリー名	 内容	
【Ⅰ.言語形式・言語能力】	 主に使用言語の言語形式、運用、学習に関する《概念》	
【Ⅱ.実務上の問題】	 現場で起こる実務上の問題や対処、スキル等に関する《概念》	
【Ⅲ.対照言語行動】	 インターアクションに具現化した共文化の相違に関する《概念》	
【Ⅳ.接触場面の背景】	 接触場面から企業文化へ拡大した意識に関する《概念》	
【Ⅴ.異文化適応】	 接触場面から自文化や異文化に拡大した意識に関する《概念》	
【Ⅵ.多言語・多文化社会】	 接触場面から国際社会等へ拡大した意識に関する《概念》	
 
	 【Ⅰ.言語形式・言語能力・言語学習】には、ある接触場面で意識した自分や相手の言語
形式、言語能力と、それらに関連した言語学習についての《概念》が収集されている。 
	 【Ⅱ.実務上の問題】には、ある接触場面に必要な実務スキルや、実務上で発生した個々
の問題や原因、それに対する対処についての意識が収集されている。 
	 【Ⅲ.対照言語行動】言語行動とは「依頼」「謝罪」「断り」「褒め」など「ある目的を
達成するために言語を用いて相手に働きかける様々な行動」である。どのような言語行動
が目的を達成させるためもっとも効果的であるかは、使用する言語の文化圏により異なる。
言語行動で大切なのは、まず目的を効率的に達成させること、次に人間関係への配慮では
ないだろうか。そのために我々は言語形式を選んだり、働きかけるときの順序などに工夫
を凝らしたりする。このカテゴリーには、インターアクションにおいて具現化した共文化
64の差異に起因する言語行動上の問題を分類した。 
【Ⅳ.接触場面の背景】には、ある接触場面の背景にあると思われる企業文化ついて語られ
ている意識を収集した。自国の企業文化は、それと異なる企業文化に遭遇しなければ、当
然の事として気がつかない。気がついた自国と他国の企業文化は、第三の企業文化形成に
取捨されていく要素として重要な内容である。 
【V．異文化適応】には、ある接触場面を機に、自文化や他文化について新たな認識、ま
たは再認識、または比較などに拡大した意識を収集した。 
【Ⅵ．多言語・多文化社会】には、ある接触場面を機に、自分を取り巻くグローバル社会
や多言語・多文化社会という実態が掴みにくい人間集団の在り方についてまで拡大した意
識を収集した。本来このカテゴリーに分類された《概念》は、【V．異文化適応】に分類!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-'!共文化とは、石井（%00-）『応用言語学事典』&+-頁によると、多文化社会において互いに異なることを認
めながら共存する各文化のことを意味する。!
!/-!
されるものであったが、【V．異文化適応】に残った《概念》が、接触場面の参加者の問
題や疑問に対する対処という過去と現在に対する作用を目指すものであるのに対し、本カ
テゴリーは、香港社会から将来の日本社会へのメッセージが示唆されている意識、つまり
未来への作用を含んだものである点が異なるので、【V．異文化適応】から別なカテゴリ
ー【Ⅵ．多言語・多文化社会】として独立させた。人口減少に伴い、将来日本が移民を受
け入れる国家へと移行すると仮定すれば、我々はそれに向けて準備をしなければならない。
香港という 100年間イギリスの植民地であった多言語・多文化社会に生きる現地スタッフ
の意識や、彼らとのやり取りの中に我々は何がしのメッセージを受け取れるはずであると
いう作業仮説のもと、このカテゴリーをまとめた。 
 
【表３】	 ６種のカテゴリーに分類された基礎データ数とその割合（属性別） 
 
 
	 【表３】は、６種のカテゴリーに分類された基礎データ数とその割合を示している。本
調査の結果、得られた基礎データ 1038件は、カテゴリー【Ⅰ】に 137件（11.1%）、
【Ⅱ】に 154件（14.1%）、【Ⅲ】に 199件（17.9%）、【Ⅳ】に 299件（30.5%）、
【Ⅴ】に 157件（16.3%）、Ⅵに 92件（10.0%）であった。これは、日本語母語話者と香
港人現地スタッフが、ビジネス接触場面において意識する内容の、大まかな傾向を示す。
最も多く意識されるカテゴリーは、属性に関係なく【Ⅳ．接触場面の背景】であった。次
は、母語により異なり、非日本語母語話者では【Ⅲ．対照言語行動】で、日本語母語話者
では【Ⅴ．異文化適応】であることがわかる。 
 
7.1.2	 81の《概念》とバリエーション数 
	 次ページの【表４】は、6つのカテゴリーに分類された 81の《概念》の名称と、それぞ
れの《概念》に分類されたバリエーションの件数と構成比を属性別に表したものである。
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1038件の基礎データを 81の概念に分類したが、調査協力者の属性別にみると、JJには
51の《概念》、LJには 69の《概念》、JFには 54の《概念》、LFには 47の《概念》
となった。本研究においては、各《概念》に分類された基礎データを、同一概念が様々な
形で具現化したものとして「《概念 X》のバリエーション」と呼ぶ。 
	 なお、各《概念》の定義の内容は、別冊資料５として一覧表にした。また、【表４】の
もととなっている全ての統計を一つのグラフにしたものを別冊資料６として掲載した。81
の概念別にバリエーションをまとめた「分析シート」（６.２「調査方法と結果の分析方法」
で説明）は別冊資料 9として掲載した。そこには、本論文の本文で紹介できなかった個々
のバリエーションおよび分析の際のメモを記載した。第７章、第８章では、この数値とバ
リエーションの内容を根拠に質的研究の分析や考察を行った。 
 
【表４】	 ６つのカテゴリーに分類された 81の《概念》とバリエーション数 
Ⅰ.言語形式・言語能力・言語学習	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
1	 言語形式・言語能力(様々な内容）	 11	 5.6%	 22	 4.2%	 5	 2.5%	 3	 2.6%	 41	 3.7%	
2	 専門用語	 1	 0.5%	 13	 2.5%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 15	 1.0%	
3	 敬語（言語形式）	 10	 5.1%	 12	 2.3%	 3	 1.5%	 0	 0.0%	 25	 2.2%	
4	 日本語の難解さ	 1	 0.5%	 11	 2.1%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 12	 0.7%	
5	 メールの書き方（形式・マナー）	 3	 1.5%	 9	 1.7%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 13	 1.0%	
6	 パラ言語	 0	 0.0%	 7	 1.3%	 4	 2.0%	 0	 0.0%	 11	 0.8%	
7	 意味不明文	 0	 0.0%	 4	 0.8%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 4	 0.2%	
8	 学習者のビリーフ	 0	 0.0%	 4	 0.8%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 4	 0.2%	
9	 学習者が望む学習内容	 0	 0.0%	 4	 0.8%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 5	 0.4%	
10	 日本語母語話者が望む学習内容	 7	 3.6%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 7	 0.9%	
合計 【Ⅰ】の 10の《概念》 33 16.9 86 16.3 12 6.0 6 5.2 137 11.1 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
Ⅱ.実務上の問題	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
11	 理想的日本人上司像	 0		 0.0%	 7		 1.3%	 0	 0.0%	 2		 1.7%	 9	 0.8%	
12	 好ましくない上司	 0		 0.0%	 12		 2.3%	 1	 0.5%	 0		 0.0%	 13	 0.7%	
13	 指示・指導の方法	 1		 0.5%	 8		 1.5%	 1	 0.5%	 2		 1.7%	 12	 1.1%	
14	 確認	 1		 0.5%	 7		 1.3%	 0	 0.0%	 3		 2.6%	 11	 1.1%	
15	 電話とメールの補完機能	 3		 1.5%	 10		 1.9%	 1	 0.5%	 1		 0.9%	 15	 1.2%	
16	 不快感を与える言動	 4		 2.1%	 11		 2.1%	 0	 0.0%	 3		 2.6%	 18	 1.7%	
17	 ビジネスマナー	 17		 8.7%	 9		 1.7%	 6	 3.0%	 0		 0.0%	 32	 3.4%	
18	 言語人材の担当業務の量や種類	 0		 0.0%	 7		 1.3%	 3	 1.5%	 0		 0.0%	 10	 0.7%	
19	 コミュニケーションスキル	 1		 0.5%	 6		 1.1%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 9	 0.7%	
20	 上級日本語話者の悩み	 3		 1.5%	 5		 1.0%	 0	 0.0%	 1		 0.9%	 9	 0.8%	
21	 日本語能力の評価基準（内・外）	 13		 6.7%	 0		 0.0%	 3	 1.5%	 0		 0.0%	 16	 2.0%	
合計 【Ⅱ】の 11の《概念》 43 22.1 82 15.0 17 8.5 12 10.3 154 14.1 
!/+!
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
Ⅲ.対照言語行動	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
22	 曖昧表現・婉曲表現	 1	 0.5%	 21	 4.0%	 0	 0.0%	 3	 2.6%	 25	 1.8%	
23	 意志の伝達・交渉	 2	 1.0%	 9	 1.7%	 1	 0.5%	 3	 2.6%	 15	 1.5%	
24	 指示・催促	 4	 2.1%	 2	 0.4%	 1	 0.5%	 1	 0.9%	 8	 0.9%	
25	 断り	 1	 0.5%	 6	 1.1%	 0	 0.0%	 2	 1.7%	 9	 0.8%	
26	 謝罪	 8	 4.1%	 17	 3.2%	 11	 5.5%	 1	 0.9%	 37	 3.4%	
27	 助言・忠告・叱咤	 2	 1.0%	 15	 2.9%	 4	 2.0%	 0	 0.0%	 21	 1.5%	
28	 失敗	 2	 1.0%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 2	 0.3%	
29	 報告	 7	 3.6%	 13	 2.5%	 1	 0.5%	 1	 0.9%	 22	 1.9%	
30	 挨拶	 3	 1.5%	 12	 2.3%	 2	 1.0%	 4	 3.4%	 21	 2.1%	
31	 香港人のスピード嗜好	 2	 1.0%	 7	 1.3%	 3	 1.5%	 2	 1.7%	 14	 1.4%	
32	 発話中の配慮	 2	 1.0%	 1	 0.2%	 1	 0.5%	 0	 0.0%	 4	 0.4%	
33	 依頼	 3	 1.5%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 3	 0.4%	
34	 待遇表現	 8	 4.1%	 8	 1.5%	 2	 1.0%	 0	 0.0%	 18	 1.7%	
合計	 【Ⅲ】の 13の《概念》	 45 23.1 111 21.1 26 12.9 17 14.7 199 17.9 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
Ⅳ.接触場面の背景	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
35	 経営・人事管理	 2		 1.0%	 2		 0.4%	 8	 4.0%	 6		 5.2%	 18	 2.6%	
36	 企業内人材育成	 1		 0.5%	 0		 0.0%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 3	 0.4%	
37	 日系企業の魅力	 0		 0.0%	 4		 0.8%	 1	 0.5%	 1		 0.9%	 6	 0.5%	
38	 採用条件としての言語能力	 3		 1.5%	 0		 0.0%	 5	 2.5%	 0		 0.0%	 8	 1.0%	
39	 チームワーク	 1		 0.5%	 6		 1.1%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 9	 0.7%	
40	 ロイヤルティー（忠誠心）	 0		 0.0%	 0		 0.0%	 3	 1.5%	 0		 0.0%	 3	 0.4%	
41	 職務範囲の捉え方	 3		 1.5%	 8		 1.5%	 7	 3.5%	 1		 0.9%	 19	 1.9%	
42	 日系企業のグローバル化の現実	 2		 1.0%	 0		 0.0%	 5	 2.5%	 1		 0.9%	 8	 1.1%	
43	 駐在員システムの功罪と現地化	 0		 0.0%	 2		 0.4%	 7	 3.5%	 1		 0.9%	 10	 1.2%	
44	 現地スタッフのキャリア形成	 3		 1.5%	 11		 2.1%	 1	 0.5%	 0		 0.0%	 15	 1.0%	
45	 高度人材が働きにくい日本本社	 0		 0.0%	 5		 1.0%	 0	 0.0%	 0		 0.0%	 5	 0.2%	
46	 安定志向者が残る日系企業	 1		 0.5%	 6		 1.1%	 3	 1.5%	 1		 0.9%	 11	 1.0%	
47	 権限委譲の低さ	 1		 0.5%	 3		 0.6%	 1	 0.5%	 1		 0.9%	 6	 0.6%	
48	 規則	 0		 0.0%	 5		 1.0%	 0	 0.0%	 0		 0.0%	 5	 0.2%	
49	 時間感覚	 0		 0.0%	 13		 2.5%	 5	 2.5%	 2		 1.7%	 20	 1.7%	
50	 納期について	 0		 0.0%	 5		 1.0%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 7	 0.5%	
51	 第三の企業文化の形成過程	 4		 2.1%	 4		 0.8%	 2	 1.0%	 8		 6.9%	 18	 2.7%	
52	 残業	 1		 0.5%	 6		 1.1%	 1	 0.5%	 2		 1.7%	 10	 1.0%	
53	 勤務時間外の付き合い・接待	 0		 0.0%	 5		 1.0%	 2	 1.0%	 4		 3.4%	 11	 1.3%	
54	 勤務中の公私の区別	 1		 0.5%	 4		 0.8%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 7	 0.6%	
55	 女性のお茶汲み	 0		 0.0%	 3		 0.6%	 0	 0.0%	 0		 0.0%	 3	 0.1%	
56	 朝礼	 0		 0.0%	 2		 0.4%	 0	 0.0%	 1		 0.9%	 3	 0.3%	
57	 オフィスで朝食	 0		 0.0%	 9		 1.7%	 2	 1.0%	 3		 2.6%	 14	 1.3%	
58	 高い完成度	 1		 0.5%	 13		 2.5%	 9	 4.5%	 2		 1.7%	 25	 2.3%	
59	 計画性と危機管理	 0		 0.0%	 6		 1.1%	 0	 0.0%	 1		 0.9%	 7	 0.5%	
60	 整理整頓	 0		 0.0%	 2		 0.4%	 0	 0.0%	 0		 0.0%	 2	 0.1%	
61	 社会と個人の変容	 0		 0.0%	 3		 0.6%	 2	 1.0%	 0		 0.0%	 5	 0.4%	
62	 企業における配慮の諸相	 1		 0.5%	 7		 1.3%	 1	 0.5%	 1		 0.9%	 10	 0.8%	
63	 人間関係の在り方の相違	 2		 1.0%	 2		 0.4%	 4	 2.0%	 4		 3.4%	 12	 1.7%	
!//!
64	 企業の要望	 6		 3.1%	 0		 0.0%	 3	 1.5%	 0		 0.0%	 9	 1.1%	
65	 就職活動	 10		 5.1%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	 0		 0.0%	 10	 1.3%	
合計 【Ⅳ】の 31の《概念》 43 22.1 136 25.9 80 39.8 40 34.5 299 30.5 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
Ⅴ.異文化適応	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
66	 ブリッジ人材の責務と悩み	 0	 0.0%	 21	 4.0%	 10	 5.0%	 3	 2.6%	 34	 2.9%	
67	 現地スタッフの変容	 0	 0.0%	 14	 2.7%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 15	 0.9%	
68	 日本人の変容	 7	 3.6%	 6	 1.1%	 7	 3.5%	 0	 0.0%	 20	 2.1%	
69	 日本語母語話者への要望・協力	 6	 3.1%	 16	 3.0%	 2	 1.0%	 2	 1.7%	 26	 2.2%	
70	 異文化適応能力の低さ	 5	 2.6%	 9	 1.7%	 6	 3.0%	 3	 2.6%	 23	 2.5%	
71	 グローバル人材	 2	 1.0%	 5	 1.0%	 6	 3.0%	 7	 6.0%	 20	 2.7%	
72	 相手の言語ができるメリット	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 6	 3.0%	 4	 3.4%	 10	 1.6%	
73	 日本語教育の範疇	 2	 1.0%	 0	 0.0%	 3	 1.5%	 4	 3.4%	 9	 1.5%	
合計 【Ⅴ】の８の《概念》 22 11.3 71 13.5 40 19.9 24 20.7 157 16.3 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
Ⅵ.多言語・多文化社会	
調査協力者の属性	 JJ	 LJ	 JF	 LF	 合計１	
↓概念番号・概念名称/基礎データ１→	 	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	 実数	 ％	
74	 グローバル社会と言語	 7	 3.6%	 13	 2.5%	 22	 10.9	 8	 6.9%	 50	 6.0%	
75	 多言語・多文化社会の諸相	 0	 0.0%	 5	 1.0%	 1	 0.5%	 3	 2.6%	 9	 1.0%	
76	 多言語・多文化社会の日常の様相	 2	 1.0%	 4	 0.8%	 1	 0.5%	 0	 0.0%	 7	 0.6%	
77	 社会人基礎日本語の形成	 0	 0.0%	 10	 1.9%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 11	 0.7%	
78	 帰化・国籍	 0	 0.0%	 3	 0.6%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 3	 0.1%	
79	 「母語話者の日本語」への挑戦	 0	 0.0%	 2	 0.4%	 0	 0.0%	 0	 0.0%	 2	 0.1%	
80	 使用言語の選択上のマナー	 0	 0.0%	 2	 0.4%	 2	 1.0%	 4	 3.4%	 8	 1.2%	
81	 高度人材に対する言語教育	 0	 0.0%	 1	 0.2%	 0	 0.0%	 1	 0.9%	 2	 0.3%	
合計 【Ⅵ】の８の《概念》 9 4.6 40 7.6 26 12.9 17 14.7 92 10.0 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
 調査協力者の属性  JJ LJ JF LF 合計１ 
合計  81 の《概念》  195 100 526 100 201 100 116 100 1038 100 
１：基礎データの％は、４種の属性においては、調査協力者の属性別の合計に対する割合である。合計欄の％は、概念別に
各属性の割合の合計を４で除して算出した。基礎データ１件の比重が属性ごとに異なり、合計の割合として、基礎データの
実件数の合計を全体の割合として使用するのは不適当であるためである。 
  
７.２	 調査結果とデータ分析と考察 
	 ７,１では、調査結果を６つのカテゴリーと、+"の《概念》と、それらに分類された基礎
データの実数と割合を、調査協力者の属性別に、数値のみで【表４】に示し、大まかな説
明だけを記載した。本節では、第６章の６.３の「期待される９つの分析データ」であげた
①〜④のデータ、すなわち調査協力者の属性別に、バリエーションの割合と発言者数が多
い概念を取り上げて、考察する。!
	 調査協力者の属性（年齢、留学経験の有無、日本語レベル、職責、職業等）は、多種多
様であり、分析や考察の際に、すべての属性を考慮するのが理想的である。LJ に関しては、
バリエーション数も 526件と多く、バリエーションの割合と発言者数の他に日本語レベル
!"00!
と日本滞在経験の有無による考察が可能なため、それも加えて考察を行った。JJ、JF、
LFに関しては、調査人数も 10人〜15人と少ないため、基本的にはバリエーションの割
合と発言者数を頼りに、可能な場合は、職責（上司・部下）や、雇用形態（駐在員・現地
採用）なども考慮した。 
 
7.2.1	  JJ（Japanese in Japanese）のデータ分析と考察（データ①） 
	 JJ、すなわち、業務で主に日本語を使用する日本語母語話者 16名へのインタビューか
ら 195件のバリエーションが得られた。これらを類似した内容でグルーピングした結果、
51の《概念》が生成された。【図９】は、カテゴリー名とそれぞれのカテゴリーに振り分
けられたバリエーションの実数と全体に占める割合を表している。 
	 JJの特徴として、カテゴリー【Ⅰ】〜【Ⅳ】のような、具体的な事例に対する意識が多
いことがあげられる。【Ⅰ】〜【Ⅳ】は、いずれも全体の 20％前後で、合計すると全体の
84％を占める。そこから、JJには、日本語文化圏における行動規範やビジネススキルを現
地スタッフに求める傾向が見られる。【Ⅴ．異文化適応】と【Ⅵ．多言語・多文化社会】
の合計 15.9％から、JJはグローバル人材やグローバル社会についての関心が薄いことを示
唆する。一方、【Ⅴ】と【Ⅵ】の発言者の多くは、日本語以外で業務経験があり、日系企
業や日本国内の日本語母語話者が大切だとする習慣やマナー等が、グローバル社会と共通
ではないと意識してと考えられる。 
 
 【図９】	 JJの基礎データ 195件の分類（６つのカテゴリーと 51の《概念》） 
 
  	 次頁の【表５】は、51の概念名と各《概念》に分類されたバリエーション数とその割 
合である。バリエーション数の多い上位 5つの《概念 1、3、17、21、65》で合計 51件あ 
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り、全バリエーションの 26％になる。次に多い 8つの《概念 10、26、29、34、64、68、
69、74》で合計 56件あり、全バリエーションの 33.8％である。この上位２つのグループ
を加えると、過半数となる。この 13の《概念》を中心にカテゴリー別の分析結果と考察
を行う。 
 
【表５】	 JJ の基礎データ 195 件の分類（６カテゴリー、51 概念、バラエティー195 件） 
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【Ⅰ．言語形式・言語能力・言語学習】（6概念	 バリエーション件数 33件	 16.9％） 
	 接触場面に於ける JJの意識のうち、直接的に言語形式、言語能力、言語学習面に関わ
る 33件の意識が 5つの言語形式に関わる《概念》と１つの教育内容に関する《概念》に
分類されている。バリエーションが多いのは《概念 1、3、10》であった。バリエーション
数が多いのは、《概念 1．言語形式》11件とその下位分類に当たる《概念 3．敬語》10件
で、それぞれ本カテゴリーの三分の一を占めている。JJには、待遇表現を含む言語形式に
対する意識が多いことを示している。 
 
《概念 1．言語形式（様々な内容）》11件 
	 《概念 1》では、助詞、カナ、否定疑問文、漢語を使った表現等、様々な誤用や気にな
る点があげられている。 
 
 
《概念 3．敬語（言語形式）》10件 
	 《概念 3》では、現地スタッフの敬語の不使用や不正確さについての意識が 6件（JJ11-
4他）、過剰敬語については 2件見られた（JJ16-12他）。 
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	 また、日本語母語話者の日本語の乱れ（助数詞や敬語、特に業種により使用される待遇
表現に差がある事）に対する意識も、上掲《概念１》の JJ2−18、JJ16−10や、《概念 3》
の JJ16−12に見られ、JJが現地スタッフだけではなく日本語母語話者の敬語使用にも意
識を向けている事が窺える。 
 
《概念 10．日本語母語話者が望む学習内容》７件 
	 《概念 10》には、こうした言語形式に対する意識を抱えた JJが、日本語教育に求める
内容が分類されている。具体的には待遇に関連する表現としての常套句（JJ5-45）、確認
や報告など分かりやすい情報の伝達に必要な要約力や漢語（JJ5-44）と、スキルとしての
プレゼンテーション能力等（JJ5-64）があげられている。 
 
	 その他に企業での行動規範的な内容として２件ほど見られる。１つはポジティブシンキ
ングを実現するために「でも」の使用に気をつけること（JJ5−40）、もう１つは、反論は
代替案の提示を伴うべきという内容である（JJ5−65）。２項目とも否定的な内容の表現に
関わる内容である。日本語教育の内容として何を取捨するかは別の議論であるが、発言者
の JJ5が人材派遣会社の実務家である事から、現地スタッフと日系企業の双方の言い分や
現実を見据えての内容なので、留意する必要があろう。 
 
 
【Ⅱ．実務上の問題】（8概念	 バリエーション件数 43件	 22.1％） 
	 接触場面の参加者各個人の実務能力（スキル）や考え方などに関わる意識 43件が 8つ
の《概念》に分類されている。バリエーション数、発言者が多かったのが《概念 17．ビジ
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ネスマナー》、《概念 21．日本語能力の判断基準》で、この２つの概念のみで 30件、本
カテゴリーの 70％弱を占め、ビジネスマナーに対する JJの関心の高さが窺われる。 
 
《概念 17．ビジネスマナー》17件 
	 《概念 17》では、JJにとってのビジネスマナーの意味や価値、マナー違反と映る現地
スタッフの言動があげられている。JJは、現地スタッフの態度（上席や顧客を前にしたと
きの座り方や、公共の場における頬杖）、電話の出方や切り方、声の音量、名刺の扱い方、
枠番の押し方等、詳細なマナー違反をあげている。マナーは知っていたほうが有利なので
学習者に教えて欲しいと要望する一方で、そうした日本のマナーは、実はくだらないもの
かもしれないという意識を持ち合わせており（詳細は第８章 8.4.1）、日本のビジネスマナ
ーを全て押し付けようしているわけではないことが窺われる。 
 
 
《概念 21．日本語能力の判断基準》13件 
	 《概念 21》では、日系企業が日本語人材を雇用する際の基準が窺える。現地オフィスの
サポート的業務であるか、高度人材であるかに関わらず、日本語で社外のコミュニケ−ショ
ンを任せられるかどうかが、日本語能力の判断基準になっている（JJ9-1）。 
 
	 サポート業務担当には、社内や取引先との定型的なタスクの達成に必要な最低限の日本
語能力が求められ、高度人材にはそれに加え、適当な待遇表現を操る日本語能力が求めら
れている。人材バンクに勤める JJ５によると、日系企業が持っている日本語能力に対する
一般的な理解は、N１は外に出せる、N２は出せないというイメージに過ぎないという。
しかし、JLPTによる日本語能力基準は、取引先とのコミュニケーションの際に求められ
る日本語運用能力を保証するものではない。海外の人材バンクの役割の一つとして、現地
スタッフの日本語能力を見極め、日系企業の要望との調整が欠かせないという（JJ5-27）。 
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【Ⅲ．対照言語行動】（13概念	 バリエーション件数 45件	 23.1％） 
	 言語行動の対照比較に関わる意識が 13の《概念》に分類されている。バリエーション
が多かった《概念 26．謝罪》、《概念 29．報告》、《概念 34．待遇表現》について記す。 
 
《概念 26．謝罪》８件 
	 《概念 26》の 8件のうち 6件が、謝罪が期待される場面で、謝罪ではなく言い訳から始
まるという指摘（JJ7−4）と、謝罪の手段としてのメール使用は避けてほしいという内容
であった。その他に、中国人上司に謝ると長期にわたりその点についてつけ込まれる等、
現地スタッフに対する意識が多い中、日本人は謝罪を求めるのが好きだという同胞を内省
する内容もあった（JJ2−3）。 
 
 
《概念 29．報告》７件 
	 《概念 29》では、中間報告など期待されるところで報告がない、あっても報告の仕方
（内容提示の順番の悪さや、事実と推測の無分別、要約力不足等）に問題があり、いつ何
をどのような目的で報告するのか、JJと現地スタッフの間で異なる等について述べられて
いる。これらは教育内容に取り込む必要がある。 
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《概念 34．待遇表現》８件 
	 《概念 34》では、日本語母語話者、LJを問わず、その待遇表現についての違和感が分
類されている。《概念 34》の 8件のうち、日本人の待遇表現については 4件で、JJは母
語話者の待遇表現について疑問があることが窺える。ビジネス場面で使用される「小生」
「小職」等の改まった自称を例に、使用される待遇表現のレベルは業界や人間関係によっ
て調整が必要であると示唆されている（JJ16−12）。それが社内のコミュニケーションで
使われると違和感があるというバリエーション（JJ4−15）はその具体例である。 
 
	 現地スタッフの待遇表現についてのバリエーションは 4件あるが、現地スタッフの待遇
表現に不快感を覚えるという内容が 3件で、他部署との社内会話において、部下を呼び捨
てにする（JJ3−4）、取引先である日本人よりも自分の待遇を上げるように代筆メールを
書かせる（JJ6−1）、日本人部下に対し「あんた」という呼称をあえて使用する（JJ6−3）
等である。JJの不快感は、待遇表現が香港人上司自身の上位性を表現するために使われた
ことに起因すると考えられる。 
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	 学習者から「広東語には敬語がなく、待遇表現の概念がない」とよく耳にするが、使用
の意図が根本的に異なる待遇が存在するように思われる。こうした現地スタッフの態度か
ら日本語母語話者が受ける不快感は、香港人が思うより大きい。日系企業がグローバル人
材の採用を進めている背景下、待遇の在り方が異なる文化背景の上司や取引先の担当者も
増えていくと考えられる。待遇表現において何が問題となるか、双方が知る必要があろう。 
 
【Ⅳ．接触場面の背景】（17概念	 バリエーション件数 43件	 22.1％） 
	 本カテゴリーは、日本社会、特に日本企業の特色に関する意識が分類されている。バリ
エーション数は、《概念 64．企業の要望》の６件と《概念 65．就職活動》の 10 件を除き、
他の 15概念に１〜３件ずつ分散されている65。 
 
《概念 64．企業の要望》６件 
	 《概念 64》では、高度人材に求める能力について述べている。コミュニケーションスキ
ル、情報収集能力、視野の広さ、問題解決能力は、日本語母語話者にも求められるビジネ
ススキルであるが、特にコミュニケーションスキルでは「グローバル社会における」では
なく「日本語文化圏における」という前提が見え隠れする（JJ5−8)。こうしたスキル教育
にはコストがかかるため、企業は大学等教育機関での習得を望んでいる。また、ここに並
ぶ香港の日系企業の要望は、日本国内で日本語母語話者が就職に求められる能力と何ら変
わらない。就職活動と企業人として求められることは、いわゆる日本人にも求められる
「社会人基礎力」である。ここにグローバル人材としての要望は見られない。 
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-*!【Ⅳ】には 31の《概念》が分類されている。第７章の分析・考察においては、基本的には関連のある概念
をまとめた下記の７つのグループごとに分析・考察を行う。JJにおいては Gグループの２つの《概念》だけ
が多く、非常に特徴的である。そのため、グループ別ではなく、２つの《概念》だけを扱った。 
 
A．《概念 35．経営・人事管理》＋６つの下位概念（概念 36〜41） 
B．《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》＋５つの下位概念（概念 43〜47） 
C．《概念 48．規則》＋２つの下位概念（概念 49、50） 
D．《概念 51．第三の企業文化の形成過程》＋６つの下位概念（概念 52〜57） 
E．《概念 58．高い完成度》＋２つの下位概念（概念 59、60）	  
F．《概念 61．社会と個人》＋２つの下位概念（概念 62、63） 
G．《概念 64．企業の要望》＋１つの下位概念（概念 65） 
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《概念 65．就職活動》10件 
	 《概念 65》では、就職面接を行う側の視点が記述されている。実務経験のない大学生に 
対しては、《概念 64》で述べられていたスキルの他に、「やる気」や「人となり」や「み 
だしなみ」に重点が置かれることが分かる。面接で「やる気」を確かめる企業が多い。 
「やる気（積極性）」をどのように表現するかは答えにくい。事前にいかに企業情報や業
種別動向などに興味を持って調べ、何をしたいのか、就職とは何かなど、内省しておくと
いいのではないだろうか。 
 
 
【Ⅴ．異文化適応】（5概念	 バリエーション件数 22件	 11.3％） 
	 JJや接触場面の相手が異文化間の問題に個人レベルでどのように対峙しているのかにつ
いて述べている意識が 5つの《概念》に分類されている。特にバリエーション数が多いの
は《概念 68．日本人の変容》、《概念 69．日本語母語話者への要望・協力》《概念 70．
異文化対応能力の低さ》であった。カテゴリー【Ⅴ】の JJには、英語や現地語も話せる
者が多いことを、特記事項としてあげておく。 
 
《概念 68．日本人の変容》７件 
	 《概念 68》では、海外勤務の経験による自己の変容について語っている。変容には２種
類ある。一つは、自分がよしとする考え方や習慣を、別な社会で生き残るために変容せざ
るを得ない場合（JJ16−5等）で、JJは自分の変容に一抹の寂しさを感じている。 
 
	 もう一つは、価値観や方法など新しいものが既存のものよりも優れており、自分や社会
に利益をもたらすと判断し、積極的に採用し変容する場合である。JJ16-6では、限界まで
の努力を美徳とする日本社会に疲弊し、いい意味で少しいい加減なところで満足する香港 
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的なやり方を受け入れようとする意識が見られる。 
	 上述は JJ自身の変容であるが、国内の日本人の変容についても言及されている（JJ16−
20）。経済発展の牽引役が先進国からアジア諸国へ移行し、それに伴いアジアに対する日
本国内の見方も大きく肯定的に変化した。外から学ぶ必要性の高まりは、アジア諸国駐在
者への見方を変化させたと語っている。日本語以外も分かる本概念の JJは、従来多かっ
た日本語しか使えない駐在員に代わり、グローバル社会の新しい日系企業を形成していく
人材であると思われる。 
 
 
《概念 69．日本語母語話者への要望・協力》６件 
	 《概念 69》では、JJの現地スタッフに対する日本語サポートについて語られている。
具体的には、現地スタッフの表現、助詞、カタカナの修正などの言語形式面のサポートの
他に、JJ側の努力としては、関西弁などの方言を控える、やさしい表現への言い換え等を
心がける等が挙げられている（JJ4−9）。また、人材派遣に勤める JJからは、質問しやす
い雰囲気作りや、双方向の異文化理解、就職先として日系企業はあまり人気がない現状注１、
その改善への要望等も日本語教育側から企業に伝えて欲しいとの意見も語られている。
（JJ5−56） 
 
 
《概念 70．異文化適応能力の低さ》５件 
	 《概念 70》では、人がいかに社会的な動物であることが、異文化に接してもなかなか自
文化から離れられない日本人や現地スタッフの諸相から窺える。日本語を話すなら、日本
語文化圏の言語行動や考え方を身に付けているだろうと勘違いする日本人は多く、学習者
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を判断するときのマイナス要素になる可能性がある（JJ1−11）。非常識と気づかず要望を
通そうとする顧客はどこの国にもいるが、それを適えようとする日本の過剰なサービス精
神に困惑する現地の日本人スタッフ（JJ2−20）や、長期に滞在していても現地の生活習慣
を見下げる態度を吐露してしまう日本人（JJ3−6）の姿が窺える。 
 
 
【Ⅵ．多言語・多文化社会】（ 2概念	 バリエーション件数 9件	 4.6％） 
	 多言語・多文化社会に関わる内容を述べているバリエーション９件が２つの《概念》に
分類されている。そのうちの７件が《概念 74．グローバル社会と言語》に分類されている。 
 
《概念 74．グローバル社会と言語》７件 
	 《概念 74》では、グローバル社会で使用される言語について述べられている。７件中１
件（JJ1−6）は、日本語のような特定の言語能力よりも、共通語がしっかりできる人材だ
けでいいという意見が述べられている。日本人対応は日本人が行えばよく、半端な日本語
能力の人材を雇う必要はないという考えである。しかし、これにはグローバル社会にいる
日本語母語話者の英語力や現地語力が大前提となっている。 
 
	 他 6件は、異文化コミュニケーションに慣れた JJの意識である。全体からは、グロー
バル化の進んだ社会においても、現地語や英語だけでは不十分であり、必要に応じ様々な
言語・文化を理解した人材が必要であることが示唆されている（JJ4−3）。 
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	 それに反する現実として、異文化間における共通言語の不在が経営とコストにおいてリ 
スクの原因となりえること（JJ3−5）、異文化間ビジネスコミュニケーションにおける国
際英語の明解さに比べると日本語は非効率であること（JJ4−16）、グローバル社会におけ
る日本語の経済的価値の低さ等が語られている。 
 
 
	 以上、JJ16名に対するインタビューから得た 154件のバリエーションを 49の《概念》 
に分類し、6つのカテゴリーごとにボリュームの多い概念を中心に、大まかな特徴を述べ 
てきた。ここで一度、JJの大まかなイメージをまとめておきたい。 
	 JJ16名の意識は、カテゴリー【Ⅰ．言語形式・言語能力】【Ⅱ．実務上の問題】【Ⅲ．
対照言語行動】【Ⅳ．接触場面の背景】といった接触場面で使われる言語、接触場面を行
う目的である実務、接触場面における言語行動に発生する文化差、接触場面が実際に発生
する現実的な場の様相等、比較的に具体的な内容が各 20％前後で分散している。JJは、
業務上余り支障のない些末な言語形式の間違いを意識している。また、日本のビジネスマ
ナーをわきまえているかどうかを、社員として「外」とのコミュニケーションを許可でき
るかどうかの線引きにしている。気になる言語行動として「謝罪」と「報告」をあげてい
る。このように多くの JJは、日本語文化圏における行動規範やビジネススキルを現地ス
タッフに求める傾向が見られ、G人材についての関心は薄いように思われる。それは、
【Ⅴ．異文化適応】と【Ⅵ．多言語・多文化社会】に分類されたバリエーションが 15.9％
と少ないことにも窺える。しかし、少ないながらも【Ⅴ】と【Ⅵ】の発言者の多くは、日
系企業や日本国内の日本語母語話者が大切だとする習慣やマナーなどが、グローバル社会
と共通ではないと意識している。発言者のサンプルが少ないので断言できないが、このカ
テゴリーの発言者は英語や現地語ができるにも関わらず日本語で業務を遂行する JJが多
く、過去に国外で外国語を使用して仕事や生活を行った経験がある。こうした特性を持つ
JJはまだ少ないながらも、日本語母語話者、引いては日系企業の在り方をグローバル化社
会にふさわしいものへと牽引していく存在ではないだろうか。 
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7.2.2	  LJ（Local Staff in Japanese）のデータ分類と考察（データ②）	  
	 LJ、すなわち、業務で主に日本語を使用する現地スタッフ 30名（上・超級 11名、中級
19名）へのインタビューから 526件の基礎データが得られた。これらを類似した内容でグ
ルーピングした結果、69の《概念》が生成された。 
	 次頁の【図 10】は、６種のカテゴリーに分類した基礎データ数と全体を占める割合を表
している。ここから、LJの基礎データの多くは、接触場面における言語行動に発生する文
化差に対する意識を収集した【Ⅲ．対照言語行動】と、接触場面で実際に発生する現実的
な場の様相を収集した【Ⅳ．接触場面の背景】に多い事が窺える。 
 
 
【図 10】	 LJの基礎データ 526件の分類（６つのカテゴリーと 69の概念） 
 
	 以下の【表６−1】は、69の概念名と①各《概念》に分類された基礎データ数とその割合
を日本語レベル別に分けたものと、①’各概念の基礎データ数を留学や仕事などで中長期滞
在の経験の有無で分けたものである。【表６−２】は、②各《概念》には何人の LJの基礎
データがグルーピングされているかを、日本語能力により超上級と中級に分けたものと、
②’各《概念》の人数を、①’と同様に日本滞在経験の有無で分けたものである。【表６−１】
と【表６−２】は、本来一つの表（別冊資料７）であるが、紙幅の都合上、本節では２分割
して掲載した。LJの分析・考察においては、バリエーションの実数だけではなく、「各
《概念》に LJ何人の意識がグルーピングされているか」という発言者の数も加味した。
発言者の数は、《概念》の汎用性を述べる時の裏付けとなる。例えばバリエーションが 10
件ある時、４人の意識である場合と、２人の意識である場合とでは、４人の意識のほうが、
大勢の人が意識するということから汎用性が高いと判断する事ができるからである。故に、
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バリエーションの件数が多くても、極端に人数が少ないものは、汎用性が低いと解釈する。
【表６−２】に記載された各《概念》のうち、網掛けがある 32の《概念》は、JL30名の
30％以上、つまり９名からバラエティーを提供されていることを表す。本節では、この 32
の《概念》を中心に考察を進める。 
 
【表６−１】	 LJの基礎データ 526件の分類（69の《概念》と日本語レベル／日本滞在経験） 
	 	   合計   ①日本語レベルとバリエーション数 
 
①’滞在経験の有無とバリエ数 
カテゴリー名称 / 概念番号 / 概念名称 件	 ％	   上級（件）	 中級（件）	
 
有（件）	 無（件）	
Ⅰ.言語形式・言語能力・言語学習	 86		 16.3%	   44		 17.8%	 42	 15.1%	
 
52		 16.6%	 34	 16.0%	
1	 言語形式・能力（様々な内容）	 22		 4.2%	 	 	12		 4.9%	 10	 3.6%	
 
13		 4.2%	 9	 4.2%	
2	 専門用語	 13		 2.5%	 	 	 6		 2.4%	 7	 2.5%	
 
6		 1.9%	 7	 3.3%	
3	 敬語（言語形式）	 12		 2.3%	 	 	 6		 2.4%	 6	 2.2%	
 
8		 2.6%	 4	 1.9%	
4	 日本語の難解さ	 11		 2.1%	 	 	 4		 1.6%	 7	 2.5%	
 
6		 1.9%	 5	 2.3%	
5	 メールの書き方（形式・マナー）	 9		 1.7%	 	 	 6		 2.4%	 3	 1.1%	
 
6		 1.9%	 3	 1.4%	
6	 パラ言語	 7		 1.3%	 	 	 4		 1.6%	 3	 1.1%	
 
5		 1.6%	 2	 0.9%	
7	 意味不明文	 4		 0.8%	 	 	 1		 0.4%	 3	 1.1%	
 
2		 0.6%	 2	 0.9%	
8	 学習者のビリーフ	 4		 0.8%	 	 	 2		 0.8%	 2	 0.7%	
 
3		 1.0%	 1	 0.5%	
9	 学習者が望む学習内容	 4		 0.8%	 	 	 3		 1.2%	 1	 0.4%	
 
3		 1.0%	 1	 0.5%	
10	 日本語母語話者が望む学習内容	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅱ.実務上の問題（オフィス、仕事等）	 82		 15.6%	   35		 14.2%	 47	 16.8%	
 
50		 16.0%	 32	 15.0%	
11	 理想的日本人上司像	 7		 1.3%	 	 	 3		 1.2%	 4	 1.4%	
 
2		 0.6%	 5	 2.3%	
12	 好ましくない上司	 12		 2.3%	 	 	 1		 0.4%	 11	 3.9%	
 
9		 2.9%	 3	 1.4%	
13	 指示・指導の方法	 8		 1.5%	 	 	 4		 1.6%	 4	 1.4%	
 
8		 2.6%	 0	 0.0%	
14	 確認	 7		 1.3%	 	 	 5		 2.0%	 2	 0.7%	
 
5		 1.6%	 2	 0.9%	
15	 電話とメールの補完機能	 10		 1.9%	 	 	 3		 1.2%	 7	 2.5%	
 
5		 1.6%	 5	 2.3%	
16	 不快感を与える言動	 11		 2.1%	 	 	 7		 2.8%	 4	 1.4%	
 
7		 2.2%	 4	 1.9%	
17	 ビジネスマナー	 9		 1.7%	 	 	 2		 0.8%	 7	 2.5%	
 
3		 1.0%	 6	 2.8%	
18	 言語人材の担当業務の量や種類	 7		 1.3%	 	 	 3		 1.2%	 4	 1.4%	
 
3		 1.0%	 4	 1.9%	
19	 コミュニケーションスキル	 6		 1.1%	 	 	 3		 1.2%	 3	 1.1%	  3		 1.0%	 3	 1.4%	
20	 上級日本語話者の悩み	 5		 1.0%	 	 	 4		 1.6%	 1	 0.4%	
 
5		 1.6%	 0	 0.0%	
21	 日本語能力の評価基準（社内/社外）	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅲ.対照言語行動	 111		 21.1%	 	 	54		 21.9%	 57	 20.4%	
 
58		 18.5%	 53	 24.9%	
22	 曖昧表現・婉曲表現	 21		 4.0%	 	 	10		 4.0%	 11	 3.9%	
 
10		 3.2%	 11	 5.2%	
23	 意志の伝達・交渉	 9		 1.7%	 	 	 5		 2.0%	 4	 1.4%	
 
8		 2.6%	 1	 0.5%	
24	 指示・催促	 2		 0.4%	 	 	 1		 0.4%	 1	 0.4%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
25	 断り	 6		 1.1%	 	 	 2		 0.8%	 4	 1.4%	
 
1		 0.3%	 5	 2.3%	
26	 謝罪	 17		 3.2%	 	 	12		 4.9%	 5	 1.8%	
 
10		 3.2%	 7	 3.3%	
27	 助言・忠告・叱咤	 15		 2.9%	 	 	 5		 2.0%	 10	 3.6%	
 
4		 1.3%	 11	 5.2%	
28	 失敗	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
29	 報告	 13		 2.5%	 	 	 6		 2.4%	 7	 2.5%	
 
9		 2.9%	 4	 1.9%	
30	 挨拶	 12		 2.3%	 	 	 3		 1.2%	 9	 3.2%	
 
4		 1.3%	 8	 3.8%	
31	 香港人のスピード嗜好	 7		 1.3%	 	 	 3		 1.2%	 4	 1.4%	
 
4		 1.3%	 3	 1.4%	
32	 発話中の配慮	 1		 0.2%	 	 	 1		 0.4%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 1	 0.5%	
33	 依頼	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
34	 待遇表現	 8		 1.5%	 	 	 6		 2.4%	 2	 0.7%	
 
7		 2.2%	 1	 0.5%	
Ⅳ.接触場面の背景（企業、社会等）	 136		 25.9%	   58		 23.5%	 78	 28.0%	
 
80		 25.6%	 56	 26.3%	
35	 経営・人事管理	 2		 0.4%	 	 	 2		 0.8%	 0	 0.0%	
 
2		 0.6%	 0	 0.0%	
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36	 企業内人材育成	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
37	 日系企業の魅力	 4		 0.8%	 	 	 0		 0.0%	 4	 1.4%	  0		 0.0%	 4	 1.9%	
38	 採用条件としての言語能力	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
39	 チームワーク	 6		 1.1%	 	 	 4		 1.6%	 2	 0.7%	
 
6		 1.9%	 0	 0.0%	
40	 ロイヤルティー（忠誠心）	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
41	 職務範囲の捉え方	 8		 1.5%	 	 	 3		 1.2%	 5	 1.8%	
 
6		 1.9%	 2	 0.9%	
42	 日系企業のグローバル化の現実	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
43	 駐在員システムの功罪と現地化	 2		 0.4%	 	 	 0		 0.0%	 2	 0.7%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
44	 現地スタッフのキャリア形成	 11		 2.1%	 	 	 7		 2.8%	 4	 1.4%	
 
6		 1.9%	 5	 2.3%	
45	 高度人材が働きにくい日本本社	 5		 1.0%	 	 	 5		 2.0%	 0	 0.0%	
 
5		 1.6%	 0	 0.0%	
46	 安定志向者が残る日系企業	 6		 1.1%	 	 	 0		 0.0%	 6	 2.2%	
 
3		 1.0%	 3	 1.4%	
47	 権限委譲の低さ	 3		 0.6%	 	 	 1		 0.4%	 2	 0.7%	
 
3		 1.0%	 0	 0.0%	
48	 規則	 5		 1.0%	 	 	 3		 1.2%	 2	 0.7%	
 
4		 1.3%	 1	 0.5%	
49	 時間感覚	 13		 2.5%	 	 	 6		 2.4%	 7	 2.5%	
 
5		 1.6%	 8	 3.8%	
50	 納期	 5		 1.0%	 	 	 3		 1.2%	 2	 0.7%	
 
3		 1.0%	 2	 0.9%	
51	 第三の企業文化の形成過程	 4		 0.8%	 	 	 3		 1.2%	 1	 0.4%	
 
4		 1.3%	 0	 0.0%	
52	 残業	 6		 1.1%	 	 	 1		 0.4%	 5	 1.8%	
 
1		 0.3%	 5	 2.3%	
53	 勤務時間外の付き合い・接待	 5		 1.0%	 	 	 1		 0.4%	 4	 1.4%	
 
1		 0.3%	 4	 1.9%	
54	 勤務中の公私の区別	 4		 0.8%	 	 	 0		 0.0%	 4	 1.4%	
 
3		 1.0%	 1	 0.5%	
55	 女性のお茶汲み	 3		 0.6%	 	 	 0		 0.0%	 3	 1.1%	
 
2		 0.6%	 1	 0.5%	
56	 朝礼	 2		 0.4%	 	 	 1		 0.4%	 1	 0.4%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
57	 オフィスで朝食	 9		 1.7%	 	 	 3		 1.2%	 6	 2.2%	
 
3		 1.0%	 6	 2.8%	
58	 高い完成度	 13		 2.5%	 	 	 6		 2.4%	 7	 2.5%	
 
7		 2.2%	 6	 2.8%	
59	 計画性と危機管理	 6		 1.1%	 	 	 2		 0.8%	 4	 1.4%	
 
5		 1.6%	 1	 0.5%	
60	 整理整頓	 2		 0.4%	 	 	 0		 0.0%	 2	 0.7%	
 
0		 0.0%	 2	 0.9%	
61	 変容における社会と個人の関係	 3		 0.6%	 	 	 1		 0.4%	 2	 0.7%	
 
2		 0.6%	 1	 0.5%	
62	 企業における配慮の諸相	 7		 1.3%	 	 	 5		 2.0%	 2	 0.7%	
 
6		 1.9%	 1	 0.5%	
63	 人間関係の在り方	 2		 0.4%	 	 	 1		 0.4%	 1	 0.4%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
64	 企業の要望	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
65	 就職活動	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅴ.異文化適応	 	 	 71		 13.5%	 	 	30		 12.1%	 41		 14.7%	
 
44		 14.1%	 27		 12.7%	
66	 ブリッジ人材の責務と悩み	 21		 4.0%	 	 	 2		 0.8%	 19	 6.8%	
 
14		 4.5%	 7	 3.3%	
67	 現地スタッフの変容	 14		 2.7%	 	 	10		 4.0%	 4	 1.4%	
 
6		 1.9%	 8	 3.8%	
68	 日本人の変容	 6		 1.1%	 	 	 6		 2.4%	 0	 0.0%	
 
6		 1.9%	 0	 0.0%	
69	 日本語母語話者への要望・協力	 16		 3.0%	 	 	 8		 3.2%	 8	 2.9%	
 
10		 3.2%	 6	 2.8%	
70	 異文化適応能力の低さ	 9		 1.7%	 	 	 2		 0.8%	 7	 2.5%	
 
5		 1.6%	 4	 1.9%	
71	 グローバル人材	 5		 1.0%	 	 	 2		 0.8%	 3	 1.1%	
 
3		 1.0%	 2	 0.9%	
72	 相手の言語ができるメリット	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
73	 日本語教育の範疇	 0		 0.0%	 	 	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅵ.多言語・多文化社会	 40		 7.6%	   26		 10.5%	 14	 5.0%	
 
29		 9.3%	 11	 5.2%	
74	 グローバル社会と言語	 13		 2.5%	 	 	 6		 2.4%	 7	 2.5%	
 
11		 3.5%	 2	 0.9%	
75	 多言語・多文化社会の諸相	 5		 1.0%	 	 	 4		 1.6%	 1	 0.4%	
 
4		 1.3%	 1	 0.5%	
76	 グローバル社会の日常の様相	 4		 0.8%	 	 	 3		 1.2%	 1	 0.4%	
 
1		 0.3%	 3	 1.4%	
77	 社会人基礎日本語の形成	 10		 1.9%	 	 	 8		 3.2%	 2	 0.7%	
 
8		 2.6%	 2	 0.9%	
78	 帰化・国籍	 3		 0.6%	 	 	 3		 1.2%	 0	 0.0%	
 
3		 1.0%	 0	 0.0%	
79	 「母語話者の日本語」への挑戦	 2		 0.4%	 	 	 2		 0.8%	 0	 0.0%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
80	 使用言語の選択上のマナー	 2		 0.4%	 	 	 0		 0.0%	 2	 0.7%	
 
1		 0.3%	 1	 0.5%	
81	 高度人材に対する言語教育	 1		 0.2%	 	 	 0		 0.0%	 1	 0.4%	
 
0		 0.0%	 1	 0.5%	
総合計	 526		 100.0%	 	 	247		 100.0%	 279		 100.0%	
 
313		 100.0%	 213		 100.0%	
①バリエーション数と日本語レベル：各《概念》にグルーピングされたバリエーションの件数、および全体を占める割合。 
①’バリエーション数と滞在経験：各《概念》にグルーピングされたバリエーションの件数を、留学や仕事などによる中長
期日本滞在経験の有無で分け、それぞれの割合を示した。	
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【表６−２】	 各《概念》のバリエーションを形成する LJの人数（日本語レベル／日本滞在経験） 
	 	 合計 ②日本語レベルと人数 
 
②’日本滞在経験の有無と人数 
カテゴリー名称 / 概念番号 / 概念名称 人	 ％	 上級	 中級	
 
有	 無	
Ⅰ.言語形式・言語能力・言語学習	 11 人中 19 人中 
 
17 人中 13 人中 
1	 言語形式・能力（様々な内容）	 12		 40%	 7		 63.6%	 5	 26.3%	
 
7		 41.2%	 5	 38.5%	
2	 専門用語	 11		 37%	 5		 45.5%	 6	 31.6%	
 
6		 35.3%	 5	 38.5%	
3	 敬語（言語形式）	 10		 33%	 5		 45.5%	 5	 26.3%	
 
7		 41.2%	 3	 23.1%	
4	 日本語の難解さ	 9		 30%	 3		 27.3%	 6	 31.6%	
 
5		 29.4%	 4	 30.8%	
5	 メールの書き方（形式・マナー）	 6		 20%	 3		 27.3%	 3	 15.8%	
 
3		 17.6%	 3	 23.1%	
6	 パラ言語	 6		 20%	 3		 27.3%	 3	 15.8%	
 
4		 23.5%	 2	 15.4%	
7	 意味不明文	 3		 10%	 1		 9.1%	 2	 10.5%	
 
1		 5.9%	 2	 15.4%	
8	 学習者のビリーフ	 4		 13%	 2		 18.2%	 2	 10.5%	
 
3		 17.6%	 1	 7.7%	
9	 学習者が望む学習内容	 3		 10%	 2		 18.2%	 1	 5.3%	
 
2		 11.8%	 1	 7.7%	
10	 日本語母語話者が望む学習内容	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅱ.実務上の問題（オフィス、仕事、LJ、FF）	 	 	 	 	 	 	 	 	
 
	 	 	 	 	 	 	 	
11	 理想的日本人上司像	 7		 23%	 3		 27.3%	 4	 21.1%	
 
2		 11.8%	 5	 38.5%	
12	 好ましくない上司	 8		 27%	 1		 9.1%	 7	 36.8%	
 
5		 29.4%	 3	 23.1%	
13	 指示・指導の方法	 6		 20%	 3		 27.3%	 3	 15.8%	
 
6		 35.3%	 0	 0.0%	
14	 確認	 4		 13%	 3		 27.3%	 1	 5.3%	
 
3		 17.6%	 1	 7.7%	
15	 電話とメールの補完機能	 9		 30%	 3		 27.3%	 6	 31.6%	
 
5		 29.4%	 4	 30.8%	
16	 不快感を与える言動	 6		 20%	 2		 18.2%	 4	 21.1%	
 
4		 23.5%	 2	 15.4%	
17	 ビジネスマナー	 7		 23%	 2		 18.2%	 5	 26.3%	
 
3		 17.6%	 4	 30.8%	
18	 言語人材の担当業務の量や種類	 7		 23%	 3		 27.3%	 4	 21.1%	
 
3		 17.6%	 4	 30.8%	
19	 コミュニケーションスキル	 6		 20%	 3		 27.3%	 3	 15.8%	
 
3		 17.6%	 3	 23.1%	
20	 上級日本語話者の悩み	 3		 10%	 2		 18.2%	 1	 5.3%	
 
3		 17.6%	 0	 0.0%	
21	 日本語能力の評価基準（社内／社外）	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅲ.対照言語行動	 	 	 	 	 	 	 	 	
 
	 	 	 	 	 	 	 	
22	 曖昧表現・婉曲表現	 12		 40%	 7		 63.6%	 5	 26.3%	
 
6		 35.3%	 6	 46.2%	
23	 意志の伝達・交渉	 8		 27%	 4		 36.4%	 4	 21.1%	
 
7		 41.2%	 1	 7.7%	
24	 指示・催促	 2		 7%	 1		 9.1%	 1	 5.3%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
25	 断り	 5		 17%	 2		 18.2%	 3	 15.8%	
 
1		 5.9%	 4	 30.8%	
26	 謝罪	 11		 37%	 7		 63.6%	 4	 21.1%	
 
5		 29.4%	 6	 46.2%	
27	 助言・忠告・叱咤	 10		 33%	 3		 27.3%	 7	 36.8%	
 
3		 17.6%	 7	 53.8%	
28	 失敗	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
29	 報告	 7		 23%	 4		 36.4%	 3	 15.8%	
 
6		 35.3%	 1	 7.7%	
30	 挨拶	 6		 20%	 2		 18.2%	 4	 21.1%	
 
3		 17.6%	 3	 23.1%	
31	 香港人のスピード嗜好	 6		 20%	 2		 18.2%	 4	 21.1%	
 
3		 17.6%	 3	 23.1%	
32	 発話中の配慮	 1		 3%	 1		 9.1%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 1	 7.7%	
33	 依頼	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
34	 待遇表現	 5		 17%	 3		 27.3%	 2	 10.5%	
 
4		 23.5%	 1	 7.7%	
Ⅳ.接触場面の背景（企業、社会、日本人、香港人）	 	 	 	 	 	 	 	 	
 
	 	 	 	 	 	 	 	
35	 経営・人事管理	 2		 7%	 2		 18.2%	 0	 0.0%	
 
2		 11.8%	 0	 0.0%	
36	 企業内人材育成	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
37	 日系企業の魅力	 4		 13%	 0		 0.0%	 4	 21.1%	
 
0		 0.0%	 4	 30.8%	
38	 採用条件としての言語能力	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
39	 チームワーク	 4		 13%	 2		 18.2%	 2	 10.5%	
 
4		 23.5%	 0	 0.0%	
40	 ロイヤルティー（忠誠心）	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
41	 職務範囲の捉え方	 7		 23%	 2		 18.2%	 5	 26.3%	
 
6		 35.3%	 1	 7.7%	
42	 日系企業のグローバル化の現実	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
43	 駐在員システムの功罪と現地化	 2		 7%	 0		 0.0%	 2	 10.5%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
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44	 現地スタッフのキャリア形成	 7		 23%	 4		 36.4%	 3	 15.8%	
 
4		 23.5%	 3	 23.1%	
45	 高度人材が働きにくい日本本社	 4		 13%	 4		 36.4%	 0	 0.0%	
 
4		 23.5%	 0	 0.0%	
46	 安定志向者が残る日系企業	 6		 20%	 0		 0.0%	 6	 31.6%	
 
3		 17.6%	 3	 23.1%	
47	 権限委譲の低さ	 3		 10%	 1		 9.1%	 2	 10.5%	
 
3		 17.6%	 0	 0.0%	
48	 規則	 4		 13%	 3		 27.3%	 1	 5.3%	
 
3		 17.6%	 1	 7.7%	
49	 時間感覚	 10		 33%	 4		 36.4%	 6	 31.6%	
 
4		 23.5%	 6	 46.2%	
50	 納期	 3		 10%	 1		 9.1%	 2	 10.5%	
 
1		 5.9%	 2	 15.4%	
51	 第三の企業文化の形成過程	 4		 13%	 3		 27.3%	 1	 5.3%	
 
4		 23.5%	 0	 0.0%	
52	 残業	 6		 20%	 1		 9.1%	 5	 26.3%	
 
1		 5.9%	 5	 38.5%	
53	 勤務時間外の付き合い・接待	 5		 17%	 1		 9.1%	 4	 21.1%	
 
1		 5.9%	 4	 30.8%	
54	 勤務中の公私の区別	 3		 10%	 0		 0.0%	 3	 15.8%	
 
2		 11.8%	 1	 7.7%	
55	 女性のお茶汲み	 3		 10%	 0		 0.0%	 3	 15.8%	
 
2		 11.8%	 1	 7.7%	
56	 朝礼	 2		 7%	 1		 9.1%	 1	 5.3%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
57	 オフィスで朝食	 9		 30%	 3		 27.3%	 6	 31.6%	
 
3		 17.6%	 6	 46.2%	
58	 高い完成度	 9		 30%	 4		 36.4%	 5	 26.3%	
 
5		 29.4%	 4	 30.8%	
59	 計画性と危機管理	 4		 13%	 1		 9.1%	 3	 15.8%	
 
3		 17.6%	 1	 7.7%	
60	 整理整頓	 2		 7%	 0		 0.0%	 2	 10.5%	
 
0		 0.0%	 2	 15.4%	
61	 変容における社会と個人の関係	 3		 10%	 1		 9.1%	 2	 10.5%	
 
2		 11.8%	 1	 7.7%	
62	 企業における配慮の諸相	 5		 17%	 3		 27.3%	 2	 10.5%	
 
4		 23.5%	 1	 7.7%	
63	 人間関係の在り方	 2		 7%	 1		 9.1%	 1	 5.3%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
64	 企業の要望	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
65	 就職活動	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅴ.異文化適応	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
 
	 	 	 	 	 	 	 	
66	 ブリッジ人材の責務と悩み	 11		 37%	 2		 18.2%	 9	 47.4%	
 
7		 41.2%	 4	 30.8%	
67	 現地スタッフの変容	 10		 33%	 6		 54.5%	 4	 21.1%	
 
4		 23.5%	 6	 46.2%	
68	 日本人の変容	 3		 10%	 3		 27.3%	 0	 0.0%	
 
3		 17.6%	 0	 0.0%	
69	 日本語母語話者への要望・協力	 11		 37%	 5		 45.5%	 6	 31.6%	
 
6		 35.3%	 5	 38.5%	
70	 異文化適応能力の低さ	 5		 17%	 2		 18.2%	 3	 15.8%	
 
3		 17.6%	 2	 15.4%	
71	 グローバル人材	 3		 10%	 1		 9.1%	 2	 10.5%	
 
2		 11.8%	 1	 7.7%	
72	 相手の言語ができるメリット	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
73	 日本語教育の範疇	 0		 0%	 0		 0.0%	 0	 0.0%	
 
0		 0.0%	 0	 0.0%	
Ⅵ.多言語・多文化社会	 	 	 	 	 	 	 	 	
 
	 	 	 	 	 	 	 	
74	 グローバル社会と言語	 10		 33%	 4		 36.4%	 6	 31.6%	
 
8		 47.1%	 2	 15.4%	
75	 多言語・多文化社会の諸相	 5		 17%	 4		 36.4%	 1	 5.3%	
 
4		 23.5%	 1	 7.7%	
76	 多言語・多文化社会の日常の様相	 3		 10%	 2		 18.2%	 1	 5.3%	
 
1		 5.9%	 2	 15.4%	
77	 社会人基礎日本語の形成	 6		 20%	 4		 36.4%	 2	 10.5%	
 
4		 23.5%	 2	 15.4%	
78	 帰化・国籍	 2		 7%	 2		 18.2%	 0	 0.0%	
 
2		 11.8%	 0	 0.0%	
79	 「母語話者の日本語」への挑戦	 2		 7%	 2		 18.2%	 0	 0.0%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
80	 使用言語の選択上のマナー	 2		 7%	 0		 0.0%	 2	 10.5%	
 
1		 5.9%	 1	 7.7%	
81	 高度人材の言語教育	 1		 3%	 0		 0.0%	 1	 5.3%	
 
0		 0.0%	 1	 7.7%	
②バリエーションの人数と日本語レベル：各概念にグルーピングされたバリエーションを意識した LJの人数と全体を占める 
割合を日本語レベル別に分析した。例えば、概念１の全体の件数は 22件であるが、人数は 13名である。ある LJ一人の複 
数バリエ−ションが一つの概念にグルーピングされたことを示す。 
②’バリエーションの人数と滞在経験：各概念にグルーピングされたバリエーションを意識した LJの数を、留学や仕事など
による中長期日本滞在経験の有無で分け、それぞれの割合を示した。 
 
【Ⅰ．言語形式・言語能力】（ 9概念	 バリエーション件数 86件	 16.3％） 
	 接触場面に於ける LJの意識のうち、直接的に言語形式、言語学習面に関わるバリエー 
ションが分類されている。本カテゴリーは９つの《概念》で構成されている。 
!"".!
	 言語形式に関わる《概念 1〜7》で、言語形式に対する意識は、日本語レベルに関わらず
個別の様相を呈しているが、特にバリエーション数、発言者ともに多かったのが、《概念
１〜4 》であった。特徴として、純粋に日本語学習者として苦手な部分に対する意識と、
LJとして実務遂行に不可欠な「日本語の知識と理解」に直接関わる言語知識に対する内容
が多い事があげられる。前者が《概念 1．言語形式・言語能力》で、後者が《概念 2．専
門用語》《概念 3．敬語》《概念 4．日本語の難解さ》である。 
 
《概念１．言語形式・能力（様々な内容）》22件 
	 《概念１》は、日本語レベルに関わらず個別の様相を呈し、上級レベルからの意識が多
い。この結果は、このカテゴリーには中級レベルの意識のほうが多いのではないかという
筆者の当初の予測に反し、おそらく上級レベルの LJは、自分が分からない文法形式をは
っきりと認識し、言語化できたからではないかと考えられる（LJ7−19）。上級学習者の苦
手とする内容は中級学習者（LJ8-7）のものより具体的で明確である。上級学習者向け自
律学習の手段としてWEB 等を利用し、個別に対応できる教育的補助が有効ではないか。
《概念１》には、学習者が苦手とする言語形式・言語能力が具体的に書かれているので、
第８章８.４の総合考察と巻末資料で他のバリエーションもご参照いただきたい。 
 
 
《概念２．専門用語》13件 
	 《概念２》は《概念 1》の下位分類である。専門用語に対する不安は日本語レベルにか
かわらず多く、競合他社のサイトの紹介など、各自に必要な専門用語を自律的に学習でき
る能力を養成しなければならない。 
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《概念 3．敬語（言語形式）》12件 
	 《概念３》も《概念１》の下位分類である。《概念１》同様、上級レベルと日本滞在経
験がある LJからの意識が多く、バリエーションの多さから LJは待遇表現を重要であると
考えている事が窺える。内容としては、敬語の難しさから使用に対する不安や不使用に言
及したバリエーションが 7件で（JJ25−7他）、LJが難しいと自覚するものは社会文化行
動レベルではなく、初級後半で習う基本的敬語文法レベルである（粟飯原 2009）。また日
本語母語話者の過剰敬語に対する言及も１件見られる（LJ4-14）。 
	  
 
《概念 4．日本語の難解さ》11件 
	 他に留意すべき《概念》としてあげられるのは《概念４》である。滞在経験の有無によ
る有意差は見られない。内容としては、日本語母語話者の方言、ジェンダー、加齢による
声質の変化等が意識され（LJ15−7）、日本語学習者と話す日本人に対する日本語教育の参
照となろう。 
 
 
《概念５．メールの書き方》９件 
	 発言者は多くないが、バリエーションが《概念４》についで多いのが《概念５》である。
文字によるビジネスコミュニケーションに多用される常套句等の表現形式に対する評価は、
中級レベルと上級レベルでは異なる。中級レベルでは、そうした表現を使用する社会言語
行動自体を否定的とらえる傾向が見られるが、上級レベルでは行動規範違反に起因する現
実的な問題（取引先との関係悪化等）の発生回避を重視し、常套句等の形式をコストパフ
ォーマンスの高い言語形式であると評価している（LJ1-36、LJ23-10）。常套句の未習は、
ビジネス日本語教育の落ち度であり、ビジネス日本語教育内容の改善が必要な項目である。 
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【Ⅱ．実務上の問題】（ 10概念	 バリエーション件数 82件	 15.6％） 
	 接触場面の参加者各個人の実務能力（スキル）や考え方などに関わる基礎データ 82件
が 10の《概念》に分類されている。業務能力についても【Ⅰ．言語形式・言語能力】と
同様日本語レベルに関わらず個別の様相を呈しているが、バリエーション数と発言者が多
かったのが《概念 11、12》、《概念 13、14》、《概念 15、17、18》の３グループである。 
 
《概念 11．理想的日本人上司像》７件、《概念 12．好ましくない上司》12件 
	 《概念 11》と《概念 12》では、ビジネス接触場面の主な相方である直属の上司に対す
る意識で、上司に対する評価基準は、上司の責任感（LJ1−33）と、現地スタッフとのコミ
ュニケーションを重視する姿勢（LJ21−14）に置かれており、LJの日本語能力向上に対す
るサポートや、上司自身が現地語や英語を学ぶ姿勢（LJ24−6）等も大きく評価されている。 
 
	 上記の逆、つまり、コミュニケーションを取らない、部下の意見を無視する（LJ8−6、 
LJ21−1）のが好ましくない上司であるが、その他に社内と社外では態度が異なる上司も好
ましく思われていないようだ（LJ14−11）。上司が良くないと現地スタッフは容易に転職
をすることが複数のバリエーションに見られた。 
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	 日本語を介さない現地スタッフと上司の橋渡しを担う日本語人材との関係は、更に重要
で、関連する内容は《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》にも見られる。人間関係構築
の成否が経営に与える影響は大きい。中級レベルから意識が多いが日本滞在経験の有無に
よる有意差はあまり見られなかった。 
 
《概念 13．指示・指導の方法》８件と《概念 14．確認の方法》７件 
	 《概念 13》と《概念 14》では、上司の指示のスキルの低さとそれに関わる確認につい
ての意識が集められている。上級レベル、滞在経験者の意識が多く見られる。それはおそ
らく、上級レベルの LJに対する指示の内容が、中級レベルの LJに対するよりも複雑にな
っているからではないか。LJ16−13には、上司の下手な指示により、何度もやり直しが生
じ、困惑する部下の姿が浮かぶ。部下の能力を知らない、あるいは低いと判断する上司は、
間違いを防ぐために段階的に指示を出す。しかし、初めから最終目的が分かっていれば、
それにあったものを初めから作れる能力がある者には、時間の無駄、あるいは馬鹿にされ
た気にもなる。 
 
	 また、業務の効率と支障を及ぼす危険性を低くするに、部下は不明解な指示を確認する
必要がある。その際に、確認を嫌う上司の気分を害さないようにと苦労する LJ側の姿も
語られている（LJ18−8、LJ18−10）。 
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《概念 15．電話とメールの補完機能》10件 
	 《概念 15》には、コミュニケーションツールとしての電話とメールの代替性についての
意識が分類されているが、属性に関わらず、発言者もバリエーション数も多く、教育内容
としての汎用性の高さが窺われる。LJ、特に中級レベルの多くは、電話よりもメールを好
む傾向があり、その理由として情報の理解と伝達に時間を掛ける事ができ、正確性が高ま
り、ビジネスの証拠も残るためである（LJ14−8）。実際、電話によるコミュニケーション
の内容をメールで確認する作業が頻繁に行われている。教育現場では、メールと電話は個
別に提示される事が多く、応用練習として電話会話を確認メールに変換する練習が有効で
ある。一方で、日本語母語話者同様にコミュニケーションツールとしての電話とメールの
それぞれのメリットとデメリットを認識している上級レベルの LJもいる（LJ17−10）。
コミュニケーションの内容により、どちらがより効果的か学ぶ機会があってもいいだろう。 
 
 
《概念 17．ビジネスマナー》11件 
	 《概念 17》には、滞在経験のない中級レベルの意識が多い。ビジネス日本語学習者によ
れば、一般的に香港にはビジネスマナーは存在しないと言われてきた（粟飯原 2009）。し
かし、2015年現在香港では 1993年時よりも、国際的なマナー（挨拶や電話における丁寧
さなど）が実践されるようになった。それは、2000年以降、中国大陸からの旅行者が香港
に押し寄せるようになり、彼らのマナーに眉をしかめる機会が増えるにつけ（LJ28−11）、
香港人、特に豊かな 90年代生まれの若い世代を中心に、より国際的なマナーが意識され
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るようになったからであると筆者は考えている。このような背景のもと、日本のビジネス
マナーは煩雑であるが、特に日本国内の日本語母語話者と接する機会の多い LJには、必
要な知識であると捉えている（LJ7−14）。 
 
 
《概念 18．言語人材の担当業務の量や種類》７件 
	 《概念 18》では、言語人材と語学力がある L人材に対する理解が曖昧である事を示唆し
ている。特定職種の日本語ができるスタッフをどこでも使える通訳と勘違いし、正規の職
務範囲外の翻訳・通訳を課すことで、負担が増す（LJ13−5、LJ11−7）。会社は社内で外
国語ができるものを、本来の業務以外でも無料の通訳として使用するきらいがある。通常
なら通訳を雇って対価を払うべきである。日本語ができるというだけで、自分の業務外の
人々の間に入るように言われても、母語でもできないことは、外国語ではなおさらできな
い。日本語ができる現地社員は通訳ではない。専門的な内容は、共通語あるいは専門の翻
訳に任せるべきであろう。筆者も大型設備の故障の原因解明に日本の製造メーカーの日本
人技術者と倉庫責任者の間で、専門用語がわからなかった経験がある。報告書を英語で当
社の担当者に提出するようにと依頼したが、送られてきたのは筆者宛ての日本語の報告書
で、専門外の筆者が翻訳するにはかなりの長時間が必要であった。言語人材の採用に際し、
言語関連業務の采配について明らかに、採用条件として説明する必要があろう。 
 
	 一方で、日本人より日本語ができる現地スタッフのほうが仕事の分量、種類が多いとい
う意識が、下記 LJ15-1や LJ24-7にも見られた。実際に現地スタッフの方が仕事が多いの
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かはわからないが、その様に意識される原因があるはずである。日本はグループで仕事を
行うため職務範囲が広く、日本語ができると日本的なグループワークに取り込まれている
可能性もある。職務範囲がはっきりと分かれている香港の働き方を基準にすれば、グルー
プワークが仕事が追加されたと感じられる要因になっているのではないだろうか。 
 
 
【Ⅲ．対照言語行動】（11概念	 バリエーション件数 111件	 21.1％） 
	 接触場面に於ける LJの意識のうち、対照言語行動に関わる意識が 11の《概念》に分類
されている。６つのカテゴリーのうち、バリエーションが２番目に多く、どの《概念》に
も比較的まとまった数のバリエーションが認められる。バリエーションと発言者が多かっ
たのは、まず《概念 22、26、27》で、次に《概念 23、25、29》である。 
 
《概念 22．曖昧・婉曲表現》21件 
	 《概念 22》は、【Ⅲ】の中で最もバリエーションが多い《概念》である。香港でははっ
きり言うことに抵抗がないため、日本語の曖昧表現はわかりにくいという（LJ9-6）。ま
た、相手の気持ちを慮るところから発生した曖昧・婉曲表現を「心配しすぎ」「考えすぎ」
と感じる一方、他人に対する「優しさ」であるとも表現している（LJ11-14）。
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	 日本語の曖昧な表現は、学習者がよく口にする苦手項目であるが、この《概念》に分類
された意識を見ると、全てが日本語の曖昧・婉曲表現が原因ではないことが窺われる。現
地スタッフがコミュニケーションにおいて曖昧、婉曲と感じる場合の原因として、①日本
語能力不足、②省略の影響、③言語行動の違い、④情報提示方法の違いなどが考えられる。
①や②に対しては言語学習面からの、③に対しては比較言語行動面から、④は指示のタイ
プを双方が把握し、対処方法を考える必要がある。 
	 ビジネスコミュニケーション上の意思表示で優先されるべき点は、明確に意図を伝えら
れることであり、誤解は回避されるべきである。筆者は日本語の曖昧・婉曲表現を否定す
るものではない。しかし、今後日本国内の多言語多文化化が進むのであれば、日本語母語
話者には「はっきりと言う／言われる」ことに対する抵抗感を下げる教育が必要であろう。
「はっきり言う」を習得するためには、「ためらい」の基準を文化別に研究する必要があ
る。これを欠くと、英語では何でも言えるとばかりに、失礼なきつい英文を書いてしまう
という副作用を生むからである。今後、対照言語行動の研究が待たれる項目である。 
	  
《概念 26．謝罪》17件 
	 《概念 26》からは、謝罪の意味の相違に起因する様々な問題例が多い。例えば、LJ1−8
では、謝罪の効果が「出来事」ではなく「人格」に及ぶため、謝罪は簡単にできない言語
行動であることを示唆している。LJ4−15では、「バイヤーとサプライヤーは同等」とい
う考えのもと取引先に謝罪を渋る上司のことが述べられている。他に、必要以上に謝罪を
する日本人という印象と、日系企業文化に適応するため謝罪の行動規範を変容させて行く
LJの姿が読み取れる。香港では、謝罪には個人的な責任（保証するなどの代償行為）が伴
うが、日本ではそれを伴わない謝罪（カスタマーサービスなどがクレームを受けた時にす
る謝罪など）も存在するため、謝罪の実行の条件が異なる。教育内容には、表現に加え、
特に日本人に対しては、謝罪が行われる場面の相違を加えなければならない。 
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《概念 27．評価・助言・忠告》15件 
	 《概念 27》には、中級レベル、滞在経験がある LJの意識が多い。本来「叱る」と「助
言」は異なるものであるが、現地スタッフにとっては同じである。人材育成の概念が薄い
香港社会では、ある仕事ができる能力を雇うため、アドバイスという行為はその雇用水準
に達していない事の指摘となる。したがって、日本的な人材育成の視点からのアドバイス
は、厚意ではなく叱咤と理解されてしまう。《概念 27》に含まれる内容は、人間関係構築
に大きな影響があるものが多く、双方に対する教育内容として優先すべき内容であろう。 
 
 
《概念 23．意志の伝達・交渉》９件 
	 《概念 23》は、広東語母語話者の意思表示のマナーについての意識が分類されており、
日本人の曖昧な意思表示への意識《22．曖昧・婉曲表現》と対になる。他者との関わりの
中で事を遂行する場合、自分の意見を相手に早く直接的に開示することが、次の行為に関
わる相手の出方を引き出す事になるので、LJは積極的に意見を言う。こうした行動規範か
らすれば、日本人の「相手からの引き出し要請を待つ」意思伝達法は、理解されにくく、
香港人は自主的な開示がない日本人を「本音を言わない」と誤解する。 
 
	  
《概念 25．断り》６件 
	 《概念 25》には、依頼や要望に対する「断り」についての意識を分類した。「断り」は
ビジネス日本語のテキストにも、論文に多い言語行動であるにもかかわらず、実は、LJ以
外からのバリエーションは少ない。JJは現地ではっきりと断られることに慣れているのか
もしれない。一方、LJ24−10では、日本語母語話者の「断り」が LJには曖昧であると感
じられ、意思疎通に齟齬が生じることや、LJ25−5では日本人が「断り」自体を避けるた
めに、道を聞いてもまずは無視されるときの不快感について述べられている。滞在経験の
ない LJの意識が比較的に多いことから、特に海外での日本語教育に必要な教育内容であ
る。 
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《概念 29．報告》13件	  
	 《概念 29》では、上級レベルと、滞在経験者の意識が多く、報告が期待されているのが
日本語能力の高い LJであることが分かる。たかが報告であるが、日本企業と現地企業の
間には大きな相違がある。まず、報告で期待される内容が異なる。日本では、結果だけで
はなく、そこに至る過程や、ある程度まとまった対策案が含まれる。そのため、報告のタ
イミングも、最後の結果報告だけでいい香港とは異なり、中間報告が必須となる（LJ17−
9）。また会議のあり方に対する考え方も異なる。日本では、ある程度まとまった内容の報
告が会議で行われるのに対し、香港では報告内容の収集を会議中に行ってしまう（LJ21−
17）。報告にまつわる相互不理解から、LJは日本企業が求める報告は面倒だという印象
を抱いている（LJ17−8）。報告の相違は、日系企業におけるグループワーク、危機管理方
法、会議のあり方、職責の範囲といった違いに起因することを現地スタッフに説明する必
要がある。 
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	 以上、【Ⅲ．対照言語行動】の６つの《概念》のみを紹介したが、【Ⅲ】を構成するす
べての概念とそのバリエーションは、第三の文化形成の際、取捨選択されていく選択肢を
示唆する内容である。他の属性のバリエーションと比較しながら、各バリエーションを丁
寧に考察する必要がある。 
 
【Ⅳ．接触場面の背景】（25概念	 バリエーション件数 136件	 25.9％） 
	 【Ⅳ】には接触場面に於ける日本社会、特に日本企業の特色に関する意識が分類されて
いる。7.2.1の JJの分析でも説明したが、【Ⅳ】には《概念》の数が多いので、基本的に
は関連の深い《概念》ごとに、下記 A〜Gの７つのグループに分けて分析・考察を行う。 
	 	 	 A．《概念 35．経営・人事管理》＋６つの下位概念（概念 36〜41） 
	 	 	 B．《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》＋５つの下位概念（概念 43〜47） 
	 	 	 C．《概念 48．規則》＋２つの下位概念（概念 49、50） 
	 	 	 D．《概念 51．第三の企業文化の形成過程》＋６つの下位概念（概念 52〜57） 
	 	 	 E．《概念 58．高い完成度》＋２つの下位概念（概念 59、60）	  
	 	 	 F．《概念 61．社会と個人》＋２つの下位概念（概念 62、63） 
	 	 	 G．《概念 64．企業の要望》＋１つの下位概念（概念 65） 
 
	 LJの【Ⅳ】には、25の《概念》に 136件のバリエーションが分類されており、この数
は 6つのカテゴリーのうち最も多く、上記７つのグループのうち６つのグループにバリエ
ーションが見られた。本カテゴリーの考察は、この６つのグループを説明した上で、その
中でも、件数や発言者数が多かった以下の 10の《概念》の考察を中心に行う。Aの《概
念 37・41》、Bの《概念 44・46》、Cの《概念 49》、Dの《概念 52》6件と《概念
57》9件、Eの《概念 58》13件と《概念 59》6件、Fの《概念 62》である。 
 
A．《概念 35．経営・人事管理》＋６つの下位概念（概念 36〜41） 
	 このグループは、日系企業の経営方法や人事管理に関する LJ の意識が分類されている。
日本語が出来る高度人材は重宝がられるが、最終的には日本人と同じキャリアトラックに
は乗れないという失望や、日本的なチームワークの良し悪しについての意識が見られる。
発言者、件数が多かったのは《概念 39．チームワーク》６件と《概念 41．職務範囲の捉
え方》８件であった。 
!"%+!
《概念 39．チームワーク》 
	 一つの業務を成し遂げる時、個人戦で取り組むか、団体戦で取り組むか、企業によって
様々である。日本ではチームワークで行うことが、日本企業の特徴として、よく取り上げ
られる。本調査における《概念 39》が全体を占める割合は少ないが、これらは、人材育成
《概念 36》、職務範囲《概念 41》や研修《概念 36》、報告《概念 29》、謝罪《概念
26》、危機管理《概念 59》や人間関係の在り方《概念 63》等の背景であり、その影響は
大きい。例えば、LJ16−12では、ホウレンソウの意義を、責任範囲から説明している。こ
のような理解ができる LJは少ないので、ビジネス日本語教育の内容として重要な内容で
ある。 
 
	 現地スタッフのチームワークに対する評価であるが、積極的に肯定しているバリエーシ
ョンも、否定しているバリエーションもない。しかし、チームワークだからこそ、他人に
迷惑をかけたくないという考え方から個人の責任感が強くなり、個人プレーだと、責任取
るときは辞めれば良いことから、逆に責任感が弱くなるという意見がある（LJ14−3）。こ
れは間接的にはチームワークを肯定していることにもなり、それを裏付けるように他の属
性 JF7−6からは、香港の中堅規模企業には、グループワークの良さを取り入れようとして
いるところも有るという例が挙げられている。 
 
《概念 41．職務範囲の捉え方》8件 
	 職務や責務の範囲は、グループワークであるか否かなどにより異なってくる。部下の時
間管理、申し送りや引き継ぎ、報告、オフィスの整理整頓、責任など日系企業では職務範
囲として自明の事も、香港では日本と異なることが窺える。しかし、いったん理解すると
日本的な職務範囲はプロフェッショナルな面では受け入れられやすいようであるが（LJ14
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−6）、整理整頓の部分では清掃という職責の人にして欲しいとの意識が見える（LJ27-
14）。職務範囲の捉え方の相違を知らずにいると、現地スタッフも日本語母語話者の双方
に様々な誤解、実務上の齟齬をきたすので（LJ-10）、留意すべき事柄である。 
 
 
《概念 37．日系企業の魅力》５件 
	 補足であるが、他の属性では取り上げられないので、《概念 37》についても記述する。
日系企業は、現地企業より福利厚生、初任給、定期昇給、労働法の面で優位であるため、
安定志向の現地スタッフにとっては望ましい職場となる（LJ29−1）。 
 
	 この概念のバリエーションは中級レベルのみで、高度人材が含まれる上級レベルからは
見られない。上述の日系企業の魅力は、上級レベルの LJには魅力的ではないことを示唆
する。こうした日系企業の魅力が、企業に与える影響は、Bグループの《概念 46．安定志
向者が残る日系企業》や《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》で述べる。 
 
B．《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》＋５つの下位概念（概念 43〜47） 
 	 B には、日系企業のグローバル化の現実について述べているバリエーションを分類した。
《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》、《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》、
《概念 45．高度人材が働きにくい日本本社》の３つの概念にバリエーションが多かった。	  
 
《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》11件 
	 《概念 44》は、Aグループでバリエーションが多かった《概念 37	 日系企業の魅力》
がもたらす影響と関連が深い。香港社会では、キャリアの初期段階における１年未満の転
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職はマイナス評価にならない。また、社内の人材育成がほとんど行われず、給料は一定の
職務に対する対価として支払われるため、昇給は、スタッフ自身のスキルアップと昇給願
いがない限り行われない。こうした背景下、比較的若い現地スタッフは職種が合わなけれ
ば早々に転職する。しかし、中堅社員の転職は、日系企業がグローバル化初期段階にある
ことに起因する。日本本社から海外支店への権限委譲が進んでいないため（《概念 47．権
限移譲の低さ》参照）、有能な現地スタッフのポジションが制限されており、キャリア形
成が阻まれるためである。《概念 44》には高度人材を含む日本語上級レベルの LJの意識
が多く、《概念 37．日系企業の魅力》とは対照的である。 
 
 
《概念 45．高度人材が働きにくい日本本社》５件 
	 《概念 45》からは、日本勤務や昇進を断り、仕事の速度と自由さを制限する日本本社の
縛りを避けようとする高度人材の姿勢が窺われる。本社勤務あるいは本社との煩雑なやり
取りは、昇進で得られる対価に見合わないという判断がなされている。 
 
 
《概念 46．安定志向者が残る日系企業》６件 
	 《概念 46》に分類されたバリエーションの内容は、Aグループの《概念 37．日系企業
の魅力》で示されている日系企業の魅力がもたらす結果である。ここでは、《概念 37》同
様、一般事務職に就く中級レベルの LJの意識のみが見られる。上司は嫌だけど、会社は
暇で、給料がよく、福利厚生も良いといった理由で、日系企業を辞めない（LJ2–6、LJ30-
12）。企業、国の別を問わず安定志向の社員は存在する。そうした存在は社会の構成員と
して欠かせない性質でもある。発展はもたらさないかもしれないが経営の基盤には優秀な
安定志向のスタッフも欠かせない。また、スタッフが残りたい企業の就労条件、それ自体
にも問題はない。しかし、そうした福利厚生面でのメリットだけでは、高度人材をつなぎ
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止めるだけの魅力にならないようである。高度人材が求める魅力は、安定だけではなく、
やりがいではないだろうか。やりがいのない企業からは、優秀な人びとが流れて出て行く。
残るのは、キャリア志向が低く、成長を望まない現地スタッフという傾向が見られる。こ
うした傾向が、マネージメントレベルにまで浸透しては、企業に進展はあり得ない。 
 
 
C．《概念 48．規則》＋２つの下位概念（概念 49、50）合計 23件 
	 日系企業の規則とその下位分類である時間感覚と納期についての意識が分類されている。
規則の遵守は日本社会では欠かせないと認識したうえで、香港人にはきついとは思いつつ
も、全般的にはプラス面が多いと感じている LJも見られる。Cグループでは《概念 49．
時間感覚》13件が最も多かったが、他の２つの《概念》もそれぞれ５件あるので合わせ考
察する。 
 
《概念 49．時間感覚》13件 
	 《概念 49》は、【Ⅳ】の《概念》では最も多く、滞在経験のない LJの意識が多い。LJ
は、業務上、日本的な時間感覚の有益性を認めつつも（LJ26−2）、個人的な生活において
は、香港的な緩さを好ましいとし、日本的な時間感覚は柔軟性に欠けるという意識が多く
見られる。時間厳守は公私で基準を変えられる柔軟性を持たせ、異文化間では早めに妥協
点を探る事が求められる。始業時間よりも早い出社を強要する上司に対しては、不快感を
表している（LJ23−5）。 
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《概念 50．納期》５件と《概念 48．規則》 
	 《概念 50》は、納期という期限を守るかどうかという《概念 49．時間感覚》の下位分
類である。５件と数がまとまっているので、《概念 49》から独立した。LJ8−2では中国と
日本の期限遵守に対する感覚が異なることが述べられている。これは《概念 49・50》双方
の上位概念である《概念 48．規則》５件の LJ17−13に、ルールは意味がないものである
という言及があり、日本と中国とでは「規則」や「契約」や「約束」の理解に大きな相違
があることを示唆する。日本はそれらを遂行するものであると考え、中国では変化するも
のであると考えている。ホフステッドによると、業務遂行の前提には「環境の変化への対
応」と、「変化を避けた計画遂行」があり、どちらかなのかによって、規則に対する捉え
方が変わるとある。 
 
 
D．《概念 51．第三の企業文化の形成過程》＋６つの下位概念（概念 52〜57）合計 33件 
	 国際都市香港にある日系企業に勤める LJたちは、日本人と仕事をする上で、日本の企
業文化やそれぞれの社会習慣との相違を克服するために、妥協点として、どのような第三
の企業文化を形成しているのだろうか。ここでは残業、接待、勤務時間中の公私、お茶汲
み、朝礼、朝食などを具体例として、LJたちの取り組みを分類した。ここで発言者が多か
ったのは、《概念 52．残業》6件、《概念 53．勤務時間外の付き合い・接待》5件、《概
念 57．オフィスでとる朝食》9件であり、LJにとっては日系企業で意識する大きな相違
であると思われる。 
 
《概念 52．残業》６件 
	 《概念 52》では、残業の多さは日本国内でも悪しき企業文化の代表として紹介されてい
るが、残業は日系企業だけに見られるわけではなく、どの国にも見られる注２。本調査の
LJは、残業は多いと言いつつも、必要な残業に対し、特に否定的な意識は持っておらず、
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できるだけ対応する努力を払っている（LJ26–11）。特異な事例（LJ23−14）を除き、日
系企業も現地スタッフが納得できる残業の範囲を見いだしていると考えられる。集団責任
や滅私奉公を肯定する文化背景では、評価時に残業時間を加えたり、私事が理由の残業拒
否や同僚より早い退勤を否定的に捉える傾向が見られる。日本の残業時間は、2007年度に
比べ 2014年度で３％強減少している。また、オフィス内での残業時間だけではなく家に
仕事を持ち帰る回数・時間などとも合わせて判断する必要がある。「日系企業＝残業」と
いう固定されたイメージをコラムなどで散見するが、その妥当性を確認する必要がある時
期にきているのではないか。 
 
 
《概念 53．勤務時間外の付き合い・接待》５件 
	 《概念 53》では、取引先の接待に対しての異論は示されていない。上司との仲が良けれ
ば、付き合い嫌いと言われる現地スタッフも喜んで参加するという意識も見られた。しか
し、上司との付き合いで、勤務時間以外の個人の時間を奪われるのは嫌だが、無下には出
来ないという男性の LJの本音も窺える。 
 
	  
《概念 57．オフィスで朝食》９件 
	 《概念 57》は、香港の現地スタッフにとって欠かせない生活習慣である。外国人からよ
く思われない社会習慣のうち、過去 20年間に見られなくなったものもあるが、この「オ
フィスで朝食」と「無言で退勤（《概念 30》）」は 2017年現在も未だ健在である注３。日
本の社会習慣と大きな違いがあるこの朝食の習慣であるが、９時までに済ませる、パント
リーで食べる等の条件下で、この生活習慣を認めていることが窺える。 
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E．《概念 58．高い完成度》＋２つの下位概念（概念 59、60）合計 21件 
	 Eでは、仕事の完成度がとても高いこと、その実現を可能とする計画性や危機管理、整
理整頓に関するバリエーションが分類されている。バリエーションが多かったのは《概念
58．高い完成度》13件と《概念 59．計画性・危機管理》６件である。 
 
《概念 58．高い完成度》13件 
	 《概念 58》では、日本人の仕事に対する態度や達成度に関する意識があげられている。
LJ の概念のうち最もバリエーションが多い。日本人の仕事振りは「まじめ、丁寧、細かい、
正確、計画性、完成度」といったキーワードで表されている（LJ16−3）。恩恵を受ける側
としては肯定的な意識が多い。一方、同様な完成度を求められる場合、個人的にやりがい
を感じられないときは、「面倒だ」という否定的な意識がみられる。例えば、品質管理に
おいて不良品率は１％以下、問題が起きた場合は書面に残すなど製品の安定と信頼をもた
らすので良いと評価しつつ、中国では 10％でも大丈夫だし、検査の結果などもこと細かく、
決まった方式で報告しなければならないのはとても面倒だと語っている（LJ20–1）。 
 
 
《概念 59．計画性と危機管理》6件 
	 日系企業で求められる事前準備や計画性の高さは、《概念 58．完成度の高さ》が具現化
される項目の一つである。これらは現地スタッフによく意識される項目である。現地スタ
ッフは、始めは計画を綿密に立てることも（LJ17−6）、危機管理の徹底のために事前に
様々なことに配慮することも面倒だと思うが、最終的には有益な方法であるという考えに
変っている（LJ11−12）。 
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F．《概念 61．変容における社会と個人の関係》＋２つの下位概念（概念 62、63） 
	 社会は、時とともに変化する。それが同じ文化圏内の世代間の相違を生み出す。本概念
には、言語行動の基礎である母語文化圏の変化に起因する人々全体の変容について述べて
いるバリエーションを分類した。グループ Fを構成する《概念 61》３件と《概念 63》２
件も参照しつつ、比較的に多かった《概念 62．企業における配慮の諸相》７件を考察する。 
 
《概念 62．企業における配慮の諸相》７件 
	 配慮とは、相対する人や事柄の都合に合わせ、便宜を図ることである。配慮が良い方向
に働けば、「かゆいところに手が届く」サービスや商品が生まれる。しかし、悪い方向に
働けば、過剰サービスや、配慮のありがたみを忘れたり、配慮不足と思われることを恐れ
る人に大きなストレスを与える。また、国際性という視点からいえば、香港に比べ日本国
内はまだまだ十分に配慮されていない点が多く、今後、国際都市から学んで行かなければ
ならない点である。本概念には、企業や社会が人々に対し、どのような配慮をしたり、何
を期待しているのかに関する意識を分類した。ある LJは、同じ香港人であっても、若い
世代（90年代生まれ）は日本人に近く、チームワークを好むが、挨拶などの礼儀がないと
語る（LJ25−31、LJ30−18）。また、日本本社からの訪問者（主に幹部）に対して駐在員
が示す配慮は、LJの視点からは過剰な対応だと映っている（LJ18−7）。また、そうした
配慮を当然とする訪問側の態度などについても不快感を述べている。LJは、こうした過剰
な配慮を日本の企業文化の一つと捉えている。また、日本人とのビジネス接触場面では、
香港人との接触場面に比較して、人の暖かみがより感じられたという意識も見られた
（LJ16−7）。	  
	 これらすべてが日本社会の特徴であるかどうかは別の問題である。人びとの在り方とい
うのは、同国の人びとでも世代や立場によって異なる。また個人的な言語行動の傾向を、
多数に当てはめてステレオタイプを作り出してしまう危険もある。過剰配慮と言われる行
為は、特に役員の海外視察などを迎える駐在員に見られることが多い。現地スタッフには
その様相が過剰配慮のように捉えられている。しかし、筆者自身の経験から、現地の企業
においても同様の過剰配慮が横行している事は分かっている。こうした LJに意識される
「過剰配慮」の是非は、本論文では問わないとするが、配慮過剰は日系企業に特有なので
はなく、それが日常的に行われる地位に関わっているかどうかで意識への現れ方も異なる
と思われる。バリエーションの解釈で気をつけなければならない点である。 
!"&-!
 
 
	 LJ が示す個別の意識は、それだけでは理解できるものではなく、日系企業の経営モデル、
人事管理モデル、企業モデル、本社と海外支社の関係など複数の要素が影響し合い、形成
されていることがこのカテゴリーから窺える。ここで紹介できなかった他の《概念》は、
少数ではあっても、日本語文化圏外の人びとにとって説明を必要とする日系企業文化に具
現化された異文化である。日本人にとっては当然の事かもしれないが、【Ⅲ．対照言語行
動】同様に、グローバル社会の中で第三の文化形成に取捨されていく要素として重要な内
容なので、個別に考察する必要があると思われる。是非、別冊資料 9の《概念 35〜65》を 
ご参照いただきたい。 
 
【Ⅴ．異文化適応】（ 6概念	 バリエーション件数 71 件	 13.5％） 
	 接触場面に於ける LJの意識のうち、LJや接触場面の相手が異文化間の問題に個人レベ 
ルでどのように対峙しているのかについて述べている意識が 6つの《概念》に分類されて 
いる。特にバリエーション数、発言者数が多いのは《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩
み》、《概念 67．現地スタッフの変容》、《概念 69．日本語母語話者への要望・協力》、
《概念 70．異文化適応能力の低さ》である。 
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《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》21件 
	 《概念 66》では、滞在経験のある中級レベルの LJの意識が多い。ブリッジ人材＝GR
人材とは、異文化間を言語で取り持つ通訳である以外に、双方のことを異文化理解のレベ
ルで理解できるが故に、双方の誤解や不快感を直接受ける緩衝材である。GR人材の業務
は、その言語能力と実務能力のレベルにより、以下のような段階があると考えられる。 
	 	 	 第一段階：言語人材に近い言語だけの翻訳を行う 
	 	 	 第二段階：異文化間の相違を考慮して、双方が理解を深めるように説明を加える 
	 	 	 第三段階：双方が納得のできる妥協点に達するように、実務知識も加え、コーディ
ネートすることができる（上司レベル） 
 
	 第一段階では、表面的な伝達だけなので問題も少ないが、第二段階では、通訳される側
に異文化を理解しようとする気持ちがなければ、LJの説明は、「一方の立場に偏った理解
に導こうする言動」と誤解される。《概念 66》のバリエーションは第二段階の LJ が多く、
現地スタッフと日本語母語話者の間で、様々な精神的な苦労が語られている。LJ15−8で
は、取引先とのコミュニケーションがうまくいくように現地のビジネス習慣について説明
を加えようとするのを否定的に取られてしまったことが述べられている。LJ30–15では、
日本人上司の感情的な言葉を和らげて通訳する姿や、LJ21−13では、アドバイス等を GR
人材に言わせる日本人上司の存在も語られている。おそらく日本人にとって何気ないアド
バイスや忠告なのであろうが、《概念 27．助言・忠告・叱咤》で述べたように、同僚のマ
イナス評価を伝える LJの精神的負担のみならず、伝えられる現地スタッフにとってはマ
イナス評価を他人に知られるという面子を失わせる行為なので、配慮が必要となろう。 
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《概念 67．現地スタッフの変容》14件 
	 《概念 67》は、上級レベルの意識がバリエーション数でも発言者数でも中級の倍以上あ
り、日本語レベルとの関連が窺える。現地スタッフの変容は、自国文化にありながらも多
言語文化の要素を取り入れて行く過程であるが、受け入れられている日本的な言語行動は
「謝罪」「報告」「挨拶」「完成度の高さ」「時間管理」「ミス発生後の処理方法」等で
ある。その取捨選択を垣間見ることは、日本語リンガフランカに留まる社会文化行動の予
見に寄与できるのではないかと考えている。この点についての詳細は第８章で詳細に取り
上げられているので、そこもご参照いただきたい。 
	 本項では、第８章で取り上げられなかった点について記述する。それは変容が LJのア
イデンティティー（以下、IDと略す）に及ぼす影響についてである。LJ13−8では、敬語
を実務上の必要性や有効性からではなく、敬語を使用した高いスピーチレベルを自然にこ
なせるエレガントな自分になりたいという IDの形成のために取り入れたことを語ってい
る。また、LJ25−22では、香港人としての元々の IDと、日本在住中に身につけた新しい
IDの葛藤が語られている。日本で出社・退勤時の挨拶を身につけた LJ25は、香港に帰国
後、挨拶しないを現地の習慣（《概念 30》参照）に従うことに、抵抗を感じている。
 
 
《概念 69．職場の母語話者への言語学習を中心とした要望・協力》16件 
	 《概念 69》では、職場の日本語母語話者に期待する言語的サポートや協力について述べ
られている。上級レベルの割合が比較的多く、滞在経験者のバリエーションも多い。LJは
上司や同僚からの言語面のサポートを強く望んでいる事が窺える（LJ24–13、LJ25−14）。 
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	 粟飯原（2009）によれば、日本語母語話者は、現地スタッフに訂正を明示的に頼まれた
場合か、業務に支障がある場合に間違いの指摘と訂正を行う。言い換えれば、LJに対する
日本語教育には積極的ではないことが背景となっている。そうした中でも親しい日本語母
語話者から受けて有益であった代表的なサポートは、メール（送信前の内容チェック）、
待遇表現、専門用語、カナ、漢字、翻訳、確認（受けた指示をリピートさせる／やさしい
日本語で言い換える）などである。また、質問しても嫌な顔をしないでほしいという要望
も見られた（LJ30−11）。日本語サポート以外では、日本語母語話者が広東語を使う場合
には、積極的に言語的サポートを行っていることも語られている（LJ30−9）。 
	  
 
《概念 70．異文化適応能力の低さ》９件 
	 数はさほど多くないが、《概念 70》では、異文化を受け入れられない人々の諸相が語ら
れている。LJの「日本人は日本のやり方に固執し、現地に合わせない」という主張は、そ
の通りであろうが、同時に LJ自身の自文化への固執も示している。ここで特記すべきこ
とは、内訳では滞在経験者の意識が若干多いことである。LJ27−6は「文化の違い」は変
えられないと主張し、留学時代にゴミの分別ができなかったことを正当化している。「留
学生は、日本の文化を理解しているため、就職に有利」とよく言われるプラス面を支える
根拠は、ここでは若干であるものの覆されており、興味深い。データ数が少ないため、留
学している LJのほうが、異文化適応能力が低いという結論を導くことはできない。異文
化間の狭間で、人々が自文化をよしとする傾向は強いのだと《概念 70》は語っている。 
 
 
【Ⅵ．多言語・多文化社会】（ 8概念 	 バリエーション件数 40件	 7.6％） 
	 接触場面に於ける LJの意識のうち、多言語・多文化社会に関わる内容が、８つの《概
念》に分類されている。各《概念》のバリエーションは、総じて上級レベル、滞在経験者
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の意識が多いのは、異文化体験が意識を多文化・多言語に向けさせていると考えられる。
このカテゴリーで発言者が多かったのは《概念 74．グローバル社会と言語》、《概念 75．
多言語・多文化社会の諸相》、《概念 77．社会人基礎日本語の形成》である。 
	 カテゴリーの説明の繰り返しになるが、カテゴリー【Ⅰ】〜【Ⅴ】が、接触場面におけ
る LJの問題や疑問に対する対処という過去と現在に対する作用を目指すものであるのに
対し、本カテゴリー【Ⅵ】は、香港社会から将来の日本社会へのメッセージが示唆されて
いる意識、つまり未来への作用を包括するものである点が異なる。人口減少に伴い、将来
日本が移民を受け入れる国家へと移行すると仮定するならば、我々はそれに向けて準備を
しなければならない。香港という 100年間イギリスの植民地であった多言語・多文化社会
に生きる LJたちの意識から、我々は何がしのメッセージを受け取れるはずであるという
仮説のもとで、この【Ⅵ．多言語・多文化社会】というカテゴリーをまとめた。 
 
《概念 74．グローバル社会と言語》13件 
	 《概念 74》では、グローバル社会で使用される言語について述べられている。LJは、
香港では実務上、現地語、英語だけでは十分ではない（LJ18–13）という理解の上で、日
本語母語話者の英語レベルに対する低い評価や、香港におけるリンガフランカとしての国
際英語の様相が語られている。十代前半からアメリカで教育を受けた準英語母語話者 LJ
は、現地スタッフも日本語母語話者も、その英語から丁寧さが欠けていると指摘する
（LJ25−26）。それは限られた言語能力で目的達成だけで精一杯である事と、とくに現地
スタッフについては、広東語にかなりの英単語が、まるで日本語における外来語のように
入り込み、広東語文法に単語レベルで入れ替える程度で「英語ができる」と勘違いしてい
るという指摘が見られる（LJ16−5）。 
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《概念 75．多言語・多文化社会の諸相》５件 
	 《概念 75》では、現地スタッフの意識から、多言語を使用する社会におけるコミュニケ
ーションに必要な心構えが窺える。相手が母語以外で話している場合は、その表現から受
ける印象で相手の性格など判断しないことや、平易な表現に変える能力、相手に応じて言
語を切り替える柔軟性などが求められる。 
 
 
《概念 77．社会人基礎日本語の形成》10件 
	 《概念 77》では、「社会人基礎日本語（筆者の造語）」に関連する意識が分類されてい
る。社会人基礎日本語とは、日本語が使用される社会で生きるために必要な能力（市民リ
テラシー）を発揮するための日本語を意味し、日本社会で期待される言語行動が多く含ま 
れる。その習得には、日本での生活や、日本人とのやり取りの中で体得し行ていくしかな
いと述べられ、これまでの日本語教育ではカバーできていないことが示唆される（LJ25−
12）。 
	 一方、LJ18−１では、典型的な日系しか知らない LJが、現地化した日系企業で働いた時
に受けたカルチャーショックの大きさを語るバリエーションは、会社で働く社会人として
の言語行動の基礎が、始めに勤めた会社の企業文化から刷り込まれるように大きく影響を
受ける事を示唆している。 
 
	 これらの事例から、社会人経験が浅い現地スタッフや留学生などが、JOP学習の一環と
してして、社会人基礎日本語を同化ではなく選択肢や比較対象として学ぶことで、日本社
会をより効果的に理解することができるのではないかと考えている。 
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	 以上、LJ30名に対するインタビューから得た 526件の基礎データを 69の《概念》、6 
種のカテゴリーに分類し、日本語レベルと滞在経験の有無という視点を手がかりに、各カ
テゴリー別に大まかな特徴を述べてきた。また、《概念》の分析においてはバリエーショ
ン数だけではなく、それが何名からのバリエーションであるかも明記することで、その概
念の汎用性を述べる時に裏付けとした。 
 
	 本節のまとめとして、LJの意識の傾向を「二面性」というキーワードで記述したい。
LJは、日本語と母語が使用される２つの社会の橋渡しを行う。そのため LJには、「香港
の一市民としての個人」と、「日系企業で働く GR人材（ブリッジ人材）」という二面性
がある。LJ は、二つの言語圏文化間だけではなく、２つの自己アイデンティティー間でも、
調整を図っている。 
	 香港の一市民であり、一日本語学習者としての LJは、苦手な日本語文法に対する不安
を抱え、身近にいる社内の日本語母語話者に日本語サポート・アドバイスを望んでいる。 
	 日系企業に働くブリッジ人材としては、一般的事務職と高度人材としての二種類がある
が、程度の差はあれど、共に２つの文化が分かるが故に実務上の苦労している。実務に直
結する言語形式（専門用語や敬語表現など）や、上司の指示スキルの低さ、確認を嫌がる
日本語母語話者上司とのやり取りや、専門外の業務での通訳や翻訳を安易に任されて負担
が増す等の悩みを抱えている。 
	 中国大陸から来た一部の旅行客を反面教師とし、マナーの重要性を意識した香港の若い
世代では、日本的な「ビジネスマナー」に対する肯定的な意識が生まれている。また日本
語文化圏の特徴として LJがあげる「謝罪」、「意思表示の方法」、「断り」、「報告」
等の対照言語行動や、「完成度の高さ」がある。LJは、それらがもたらす利益を享受側と
しては一定の評価をしているが、日系企業の社員として、その実行を求められる側になる
と、面倒だ、そこまで時間や労力をかける必要はないのではないかという評価に変わる。
LJは、こうした２つの意識の間で葛藤を感じながらも、適応しようと努力している。 
	 一つの《概念》の中で、多数の LJ からバリエーションがあったものは《概念 1、2、3、
46、50、58、62》で、《概念 2》は日本語レベルに関係なく多いが、他はすべて上・超級
レベルに多かった。その他、上級・超級レベルに多かったのは、《概念 26、39、53、66、
68》で、中級に多かったのは《概念 22、60》であった。LJは、日本語レベルのいかんに
関わらず、敬語や専門用語に代表される様々な言語形式レベルの問題を抱えており、日本
!"'&!
語母語話者の言語的補助を要望している。中級レベルには一般事務職が多いため、日本的
な経営や人事、通訳時の問題といった現実的な面に対する意識が多い。一方、上・超級レ
ベルでは、ビジネス接触場面を通して、言語行動の相違や多言語・多文化社会といったメ
タ認識が必要な抽象的な概念に関わる意識が多いという傾向がある。	  
	 以上のように、第７章の情報だけから LJ像を描くことは難しい。なぜなら LJは、日本
語レベルの変化や留学・日本駐在などの機会を経て変容し、その過程も一人一人異なるか
らである。本研究は特定の LJ像を描くことを目標にしているわけではない。それぞれの
条件下ではどのようなことが意識される可能性が高いかを知ることで、学習者に寄り添っ
た学習的補助ができるようになればと願うものである。 
	 そのためのより詳しい分析と考察は、第８章の比較分析で行うが、最後に、まとめの追
記として、LJの属性と 69の《概念》の関係を、レーダーグラフを利用し、９つのタイプ
に分類した結果を記す。 
	 【図 11】は、LJの属性のうち、日本語レベルが上級であるか中級であるかと、日本で
の滞在経験の有無という４点をレーダーグラフの項目とした《概念》タイプのイメージと、
９つの《概念》タイプ（A〜E-2）の説明である。 
 
	  
【図 11】	 レーダーグラフを用いた《概念》タイプのイメージと９つのタイプ 
 
	 例えば、ある《概念 X》のバリエーションが 10件あった場合で、上級６件、中級４件、
そのうち滞在経験有が７件、滞在経験無が３件の《概念》タイプは、【図 11】の太線のよ
うなイメージになり、タイプとしては B−２となる。このように、69の《概念》を一つ一
つレーダーグラフにすると、９つのタイプ（A~E-2）に分類できる。69の《概念》それぞ 
れのレーダーグラフは別冊資料８として添付した。 
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	 【表７】は、69の《概念》を９つの「概念タイプ」に分類した表である。網掛けがある
《概念》には、10名以上、斜体は８〜９名のバリエーションがあることを表している。 
	 この表は、各《概念》に分類されたバリエーションを、「働いている学習者の意識を知 
り、教材を考えたい」といった教育対象別教材開発や、「一緒に働く現地スタッフの考え
を知りたい」といった現地スタッフの意識の理解の手がかりとして、本研究の分析シート
を利用する際に、優先的に参照すべきバリエーションを効率的に探す為のインデックスと
して利用できる。例えば、Aタイプの《概念》は、どのタイプの日本語スタッフにも当て
はまり、日本語を話す現地スタッフが身近にいる日本語母語話者には、優先して知るべき
内容があると予測される。仮に、「現地スタッフは中級レベルで留学経験はない」と言う
情報を得たら、まずは A、B-2、C2、E2と E-1を参照するといった利用の仕方ができる。	  
	 しかし、本来、多様な様相を示す《概念》の特徴をタイプ化することは、各バリエーシ
ョンを参照する際に偏見を与える可能性があるので、研究の際には、下記の【表７】の９
つのタイプを見るよりも、【表６−１】、【表６−２】の各《概念》の数値を自ら確かめた
上で、一つ一つのバリエーションとその発言者のプロファイルを参照することが望ましい。 
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【表７】	 LJの日本語レベルと滞在経験による９つの「概念タイプ」 
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7.2.3	  JF（Japanese in Foreign Language）のデータ分析と考察（データ③） 
	 業務で現地スタッフと日本語以外の言語（主に英語）を使用する JF16 名へのインタビ
ューから全 201件の基礎データが得られた。分析の結果、54の《概念》が生成された。
【図 12】は、カテゴリー名とそれぞれのカテゴリーに振り分けられたバリエーション数と
全体を占める割合を表している。 
	 目の前の現実的問題を扱っているのが【Ⅰ．言語能力・言語学習】と【Ⅱ．実務上の問
題】である。JFは、仕事で調査地である香港の公用語の一つである英語を使用しており、
接触場面の相手である現地スタッフも JFも母語を使用していないという面で同等である
という意識から【Ⅰ】は全体の 6.0％とかなり低い。業務上のスキルに関わる問題を収集
した【Ⅱ】も 8.5％と低い。これは、双方が理解できる第三言語を使用することで、コミ
ュニケーション上の問題が減る可能性を示唆する。 
	 文化的、社会的な比較に関わる内容を扱っているのがカテゴリー【Ⅲ〜Ⅵ】であるが、
これらの合計は全体の 85.5％に達する。特に、企業レベルにおける異文化に関する意識を
集めた【Ⅳ．接触場面の背景】は、全体の 39.5％を占め、JFの自国の企業に対する問題
意識の高さが如実に現れている。接触場面を通し、社会文化行動の相違に向けられた意識
を集めた【Ⅴ．異文化適応】（19.9％）と【Ⅵ．多言語・多文化社会】（12.9％）の合計
も全体の３割強であった。JFの意識は、ビジネス接触場面を通し、言語形式や実務スキル
といった目の前の現実的問題から、文化や社会の客観的比較、すなわち、グローバル社会
の理解という、よりメタ認知が必要な事柄に目を向けていると思われる。それは、JFのバ
リエーションには、接触場面の相手である LFに対する意識の他に、日本語母語話者に対
する客観的な意識が多く見られることからもわかる。 
 
【図 12】	 JFの基礎データ 201件の分類（６つのカテゴリーと 54概念） 
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    以下の【表８】は、54の《概念》の名称と、各《概念》に分類されたバリエーション数
とその割合である。バリエーション数が多いのは（3.0％以上）、《概念 17、26、35、41、
43、58、66、68、70、71、72、74》の 12の《概念》であった。これらの 12の《概念》
を中心にカテゴリー別に分析と考察を行う。 
 
【表８】	 JFの基礎データ 201件の分類（６カテゴリー、54概念、バラエティー数） 
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【Ⅰ．言語形式、言語能力】（3概念	 バリエーション件数 12件	 6.0％） 
	 本カテゴリーに分類された JFの意識は、12件と少ないが、以下の３つの《概念》に集
約されている。《概念 1．言語形式》では、現地スタッフの英語の発音が分かりにくいと
いうこと。《概念 3．敬語》では、日本語母語話者の敬語に対する問題意識があげられて
いる。《概念 6．パラ言語》では、現地スタッフのパラ言語（公共の場における大音量、
外国人にとって不快なフィラー等）に対する不快感である。これらのパラ言語が英語使用
という環境においても JFから淘汰されない規範であるとすれば、バリエーション数は多
くなくとも、日本語母語話者と現地スタッフの双方に有効な教育内容としての汎用性が高
いと思われる。 
 
【Ⅱ．実務上の問題】（7概念	 バリエーション件数 17件	 8.5％） 
	 Ⅰ同様、このカテゴリーにもあまりバリエーションが見られない。JFの意識の特徴とし
てあげられるのは、意識の向う先が、現地スタッフよりも、日系企業や日本人などの自文
化側に広がっている点である。特にバリエーションが多いのは《概念 17．ビジネスマナ
ー》である。 
《概念 17．ビジネスマナー》6件 
	 《概念 17》では、メール、電話応対、話題の選択、気配りなどのマナーについてあげら
れている。メールのマナーに関しては、現地スタッフに限らず、一般的にマナーの混乱に
よる不都合が語られている。電話応対では、日本語が話せない現地スタッフには、日本語
ではなく始めから英語だけで取り次いで欲しいという要望が見られる（JF11−16）。定型
的な日本語による電話対応を聞いた顧客は、「この人は日本語対応ができる」と誤解し、
一気に要件を話し初めてしまう。ある程度話したところで、「実は、日本語できませんの
で、担当者にお繋ぎします」と言われ、相手が変わり、顧客はもう一度要件を言わせられ
る。これは失礼で非効率的だという。多言語社会においては、航空機のキャビンスタッフ
のように、使用可能な言語の提示というマナーが必要かもしれない。また、管理職レベル
の現地スタッフのビジネスマナーについてプラスのイメージについても述べられている。 
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【Ⅲ．対照言語行動】	 （9概念	 バリエーション件数 26件	 12.9％） 
	 対照言語行動に関わる JFの意識とは、英語による接触場面においても、JFから離れが 
たい日本語文化圏の行動規範を反映している。しかし、自分の行動規範を客観視でき、変
わらないことを自覚している JFの姿も見られる。各《概念》のバリエーションは 1〜2件
と少なく、個別の様相を示しているが、《概念 26．謝罪》は 11件（6名）のバリエーシ
ョンが見られる。 
 
《概念 26．謝罪》11件 
	 《概念 26》11件のうち９件は、期待される場面で現地スタッフからの謝罪がないこと
について語られている（JF9–3他）。また、日本人の謝罪に真摯さが感じられないと香港
人に言われた例や（JF1–28）、謝り過ぎだと現地スタッフに言われる JFの意識も見られ
た（JF5−20）。日本語母語話者にとって、謝罪という言語行動は、最も日本人の深層部ま
で刷り込まれている行動規範であるようだ。 
 
 
	 バリエーション数が少なかった他の 8概念についての考察はここでは行わないが、JFに
おいても残る日本語文化圏の言語行動は、汎用性の高い教育内容として考慮されるべきも
のであると考えられ、第 8章の総合比較分析⑨において詳しく考察を行う。 
 
【Ⅳ．接触場面の背景】（24概念	 バリエーション件数 80件	 39.8％） 
	 接触場面に於ける JFの意識のうち、日本社会、特に日本企業の特色に関する 80件のバ
リエーションが 24 の《概念》に分類されている。6つのカテゴリーのうちバリエーション
数も《概念》数も最も多く、JFのバリエーション全体の約 4割を占めている。【Ⅱ．実務
上の問題】と同様に、現地スタッフだけではなく、日系企業に対する客観的な意識が多く
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見られる。24の《概念》は、更に、その関連性により大きく Aから Gの７つにまとめら
れる。他のカテゴリーでは、バラエティーや発言者の多い概念を中心に考察してきたが、
本カテゴリーにおいては全体を占める割合が大きいので、この７つのグループを説明した
上で、その中で特に件数の多かった《概念 35、41、43、58》を中心に説明を加える。 
 
A．《概念 35．経営・人事管理》＋６つの下位概念（概念 36〜41）合計 28件 
	 人材育成、チームワーク、職務範囲、人件費の予算が採用できる現地スタッフの日本語
レベルを限定してしまう現実など、日本的な経営や管理方法に関するバリエーションが分
類されている。全般的に日本的経営が海外支店に及ぼす影響について客観的な意識が多い。
グループ Aで多かったのは【概念 35】と【概念 41】である。 
 
《概念 35．経営・人事管理》８件 
	 《概念 35》では、日系商社を欧州の企業と比較した場合の疑問点を客観的に捉えようと
する JFや（3件）、いろいろな国に支店があることと国際企業とは同意義なのかと疑問を
持つ JFの姿が窺える。JFは日本的な経営・人事管理の方法に疑問を感じる一方（JF4–
13）、日本的な方法をよしとする意識も見られた。例えば JF1は、現地スタッフから昇給
を要求すべきだと言われても、経験無しで入社し、３年して仕事がちゃんと出来るように
なったからといって昇給を要求するの恩義に反すると考えている（JF1–16）。給料には将
来の価値が前倒しで含まれているので、数年は奉公すべきという日本的な雇用の在り方を
体現していると言えよう。 
 
 
《概念 41．職務範囲の捉え方》7件 
	 職務範囲、責務の範囲に対する理解が異なると様々な支障や誤解が生じる（JF13–2）。
ここでは、日系企業に勤める JFからは、日本的な職務範囲の捉え方を基準に据える意識
が見られる。例えば、100％の努力を傾けない現地スタッフの様子に苛立つ JFや、日本的
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なグループワークが浸透し、カバーし合う働き方が出来る現地スタッフに対し安堵する JF
などである。一方、外資系に勤める国際弁護士は、日本人感覚の顧客に対応しているとコ
ストパフォーマンスが下がるという。具体的には、海外案件は通常、顧客の案件を処理す
るのに何時間かかるという見積もり計算をするので、職務範囲は決められた時間で出来る
範囲という事になる。しかし、日本人顧客は案件の周辺事項を追加する場合があり、しか
も関連事項なのでそれを含めたすべてをパッケージとして処理してもらえるという感覚で
いるという（JF13–4）。日本では「自分ができる完全な成果」を約束して仕事を受けるが、
香港では「自分がある時間内の成果」を価格に換算して仕事を受けていると考えられる。
外国語を仕事で使う JFであるが、勤務先がグローバル化のどの段階にあるかにより、意
識の内容も異なっている。 
 
 
B．《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》＋５つの概念（概念 43〜47）合計 17件 
	 ここには、日系企業がグローバル化のどの段階にあるかが窺えるバリエーションを分類
した。バリエーションの特徴は JFの属性で異なる。いずれからも、日系企業はグローバ
ル化が進んでいないという印象を受けるが、現地採用の JFはそれを問題視しているのに
対し、駐在員である JFは問題視していない。それはグループ Bに駐在員のバリエーショ
ンが少ないことからも窺える。グループ Bで件数が多かった《概念 43．駐在員システム
の功罪と現地化》と、《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》を考察する。 
 
《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》５件 
	 《概念 42》で、現地で採用され、待遇も現地並みの「現地採用」と言われる JFは、駐
在員制度に対し否定的で、日系企業の非グローバル化を嘆いている（JF2–15）。一方、グ
ローバル化初期段階の象徴的存在である駐在員 JFは、事務の現地スタッフが長年勤める
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ことで事務処理方法が刷新されにくい傾向を危惧しながらも、現状を問題視していない印
象を受ける（JF11–5）。 
 
 
《概念 43．駐在員システムの功罪と現地化》7件 
	 《概念 43》に分類されたバリエーションは、すべて現地採用の JFの発言である。駐在
員システムは、有能なスタッフのやる気を削ぎ、転職を誘発し、結果、上昇志向の希薄な
安定志向のスタッフだけが日系企業に残り、マネージメントが育たないという事態を招く
原因であると述べている（JF1–4）。こうした功罪は現地スタッフだけではなく、現地採
用 JFにも同様に作用している。また、駐在員自身も、顧客が日本人、あるいは日本にい
るため、海外にいながら視線はいつも日本を向いている。ここで急に海外市場にターゲッ
トを変えても現地を見据えていない駐在員には適応が出来ないと指摘する（JF15–1）。 
 
C．《概念 48．規則》＋２つの下位概念（概念 49、50）合計７件	  
	 現地スタッフの時間感覚に対する不満と理解の双方が見られる。基本的に JFも日本と 
取引をするために、時間に厳格で、何事も早めに準備しておくことを良しとしているが、 
その一方で現地スタッフも日本のやり方に合わせようとしていることや、日本も歩み寄っ 
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てもいいのではないかと考えることもあることを吐露している。 
 
 
D．《概念 51．第三の企業文化の形成過程》＋６つの下位概念（概念 52〜57）合計 9件 
	 企業における異文化接触が生み出す第三の企業文化に関連するバリエーションを分類し
ている。残業や接待は日系企業の特徴のように言われることが多い。しかし、JFはどの世
界でも職位の高い人には当然の事項であると言及している。また、オーナー企業にありが
ちな公私混同と、朝食をオフィスでとる習慣には、他の属性同様に否定的である。 
 
E．《概念 58．高い完成度》＋２つの下位概念（概念 59、60）計 9件 
	 《概念 58》には、結果として見える完成度だけではなく、完成度を高める要素（事前の
不確実性の排除、対処ではなく対策、計画性、選択肢の多さ等）に関する意識を分類した。
現地スタッフの仕事の完成度は、日本を基準とする JF の期待に応えていない（JF5–23）。 
一方、日系企業は市場を日本から海外に移行するために、売れ筋商品の完成度を、現地の
低めの標準に合わせて、価格を抑える必要がある。しかし、日本本社には、その気がない
と不満を感じている（JF15–7）。このように、高い完成度を求める日本の気質は、質が問
われる製造においては強みであるが、営業や政治においてはマイナスであるという言及も
見られた（JF14−14)。 
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F．《概念 61．社会と個人》＋２つの下位概念（概念 62、63）合計 7件 
	 業務上の人間関係の在り方についての意識が分類されている。仕事上の割り切った人間
関係より、人間同士として本音で話せる人間関係を望んでいることが窺える。また、日本
社会は閉塞感があるという意識も見られた。 
  
G．《概念 64．企業の要望》＋１つの下位概念（概念 65）計 3件	  
	 グループ Gには、企業からの要望に関するバリエーションが分類されている。バリエー
ション３件は少ないが、２件は現地企業に勤める高度人材であり、現地企業は高度人材に
対し、高い言語能力は当然で、その他に高い実務能力を求めていることが窺える。また、
日系企業の社内においては、日本語能力よりも日本の企業文化を理解し、日本的な対応が
できる「日本人マインド」を持っている人材が好まれるようだ。しかし、日本語文化圏で
養われる「日本人マインド」を、共通語という文化的に中立的な言語を使う現地スタッフ
に求めるとすれば、誰がどのような社員研修を行えばいいのであろうか。 
	 多言語多文化社会における言語行動は、選択するものある。様々な文化圏の言語行動の
知識という選択肢の中から自ら選ぶものである。どのような働き方をするかを教えるのは、
ビジネス日本語教育が担う部分ではないものの、日本語文化圏という選択肢を増やすこと
は日本語教育の領域である。 
 
【Ⅴ．異文化適応】	 （7概念	 バリエーション件数 40件 	 19.9％） 
	 接触場面に於ける JFの意識のうち、異文化間の問題に個人レベルでどのように考え、
対峙しているのかについて述べている 40件のバリエーションが、７つの《概念》に分類
されている。そのうち５つの《概念》にバリエーションが集中している。もっとも多かっ
たのは《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》10件で、続いて《概念 68．日本人の変
容》《概念 70．異文化適応能力の低さ》《概念 71．グローバル人材》《概念 72．相手の
言語ができるメリット》である。 
 
《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》計 10件 
	 グローバル社会の中で異文化間コミュニケーションに携わる人材には、一般的に L 人材、
GR人材、G人材と言語人材という４種類の人材あると述べた（第３章）。それぞれ期待
されるスキルは異なる。しかし、４種類の人材の概念はいまだ一般的ではなく、市民の間
!"**!
でもその役割を混同する傾向にあり、様々な問題に発展する。《概念 66》では G人材で
はなく、GR 人材あるいは言語人材のいずれかである JF の具体的な悩みが収集されている。 
 
	 現地と日本の調整役でもある GR人材は、英語や現地語が出来るために、専門外の翻訳
や通訳を簡単に頼まれてしまう。そのため、中間管理職として職務の時間が削られること
に、不快な思いをしている。また文化の橋渡しを行っても、上層部の上司がそれを受け入
れず、現地の考え方だけで業務推進を行うことがあり、「グローバル企業」と言われてい
る勤務先に対する失望と、GR人材としての自分の存在価値を空しく感じる姿も窺える。
これは GR人材を雇いながらも、人材を生かしきれない企業側に、人材活用の面で問題が
ある事を示唆する（JF7−15）。 
	 ２カ国間の言語と文化の橋渡しを行うのが GR人材であるが、現地の日系企業に勤める
GR人材は、日本人であれば日本側には評価されやすい。しかし、よほど現地文化に精通
していなければ、現地側からも認められるのは難しい。その結果、橋渡しというスキルに
対する対価を、現地スタッフから「同じ仕事をしているのに、日本人だから給料が高いの
はおかしい」という避難を受ける可能性が生まれる。また、GR人材としてのスキルを期
待されていたが、言語人材に近く、言語能力だけでは GR人材になれないと自戒する姿も
窺える（JF3–3）。 
 
 
《概念 68．日本人の変容》７件 
	 《概念 68》では、現地化の方向に変容する JFの意識が現れている。変容にはその内容
により２つに分かれる。１つは現地のやり方を採用した方が有効であるから、便宜上日本
的方法より現地的方法を採用するようになる例である。例えばメールの書き方では、日本
語のビジネスメールのような配慮表現や待遇表現にこだわらず、 ”YES or NO” をはっきり
と答えなければ意味が通じないので、自分の英語も、どんどんぶっきらぼうになるといっ
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た JF1−11の事例がそれに当たる。これは、実務の都合上から、不本意ながら望ましくな
い方に合わせるという変容である。 
 
	 もう１つは、現地の価値観に優位性を見いだし、これまで自分が従っていた日本的な価
値観から転換する例である。例えば、下記 JF5−12であるが、問題が発生した場合、日本
語文化圏のビジネス習慣では、問題がすでに解決していようが、発生理由を追及するのは、
普通のことである。それは管理上必要であるからである。しかし、現地企業では解決すれ
ば問題もなかった事になる。現地企業に勤める JF5は、原因追及に価値を見いださない現
地スタッフに無理を言ってレポートを出してもらう気苦労から、日本的な方法を面倒だと
思うようになった。《概念 68》には、汎用性や有標性を探るヒントが隠されている。 
 
 
《概念 70．異文化適応能力の低さ》６件 
	 ここでは、「異文化を受容できない人びと」の様相を伝えている。JFから見た「異文化
を受容できない人びと」とは、日本的価値観を理解できない現地社員について言及してい
るバリエーションが多いが、それを語る JF本人が、現地の文化を受容できない人である
例や、自文化以外を受容できない日本人についての意識も見られた（JF2–18）。 
 
	 こうした異文化を受け入れられないことは社会生活上だけではなく、業務上の大きな支
障となる。JF14−18のコールセンターの立ち上げでは、日本の高級百貨店のコールセンタ
ーでは、録音対応がなく、担当者がすぐに出るという事実を伝えても、GR人材になりき
れない香港人上司は香港の標準から離れられず、録音対応が絶対必要であると主張するの
で、市場にあったサービスを提供できないと嘆いている。《概念 66》に分類した JF7−15
（別冊資料９）もその事例としてあげられるので、ご参照いただきたい。 
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《概念 71．グローバル人材》７件 
	 《概念 66》ではブリッジ人材（GR人材）について述べたが、ここではグローバル人材
（G人材）について述べる。第２章の 2.2.3で、グローバル人材＝G人材について説明を
行ったが、自文化と他文化を客観視でき、多文化間の調整ができることがグローバル人材
の大前提になる。《概念 71》には、それを示す内容が集められている。異文化に長く接し
ていると、母語文化を理想化してしまうこともあるが、JF15–6では、自文化と他文化を
客観視し、日本の将来を危惧している。グローバル人材はこうした客観性が必要とされる。 
 
 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》６件 
	 《概念 72》では、接触場面において相手の言語ができるメリット、できないデメリット
について述べている。多言語社会である香港においても第三言語である英語よりも、現地
語である広東語を話した方が、言い換えれば、相手の言語を制した者が、情報量、正確さ、
人間関係構築の面で大きなメリットを得ることができると述べられている（JF5–4）。 
 
	 また、英語が公用語の１つである香港においても、英語で充分なビジネス会話ができな
い現地スタッフもいる。そのような場合、JFに現地語能力があれば意思疎通は簡単である
が、現地語ができない場合には、英語がわかる現地スタッフが必要となる。これは相手の
言葉がわからないデメリットである（JF1−5）。 
 ." 6n\ KJGHFGI
tTeoNnoNN$&hol3WzqTWSSdgST=?hNtr_$&
>o}A~hN'l}A~hiSTWSdpSRznoWx{gSgNVVNhoNPWQk
SnW*knlNkSqTWSSNkSqTWSSi:S2ZgSznlNE+oRznWayOMLt`TSTPWkSq
TWSSQ5U#lkdgXgSgN7DokS#W8SiST	lkdgXgSgNknlNjT]gtuyaScvTnhN
WD}%Sa~h^mO-o}dgOhN
@4;nnl;]g(]SdgXa~bZjN`{lnWeSgS
gN4;hVxkVdax$&n[[lC<]gNin}5l]gmdgRda~bZjNC<]axN^hl
DokYdgN/!3WzO`{hni[|lSdgNP0oQtTt:dgah]wTdg:dgtNBlC<]gszr
h)fVkSOE+n?o`TbZjN$&nojTk~bdg:T9,l1dgkSVxNcwdimO
 Z^_\] 21,-*.
`LJUI7M8:"7K9=U4PXIL7DE$8XF>Ta@8F=S84O?3!NWNWF=S4!DE'
=EQ,+99V=4
Y[YJ%<V4:AG;5,0//6L35Y[YL6LIBGDEV<H	%
<AIGDEA43 DEI74(FQJCA7GDE7A<H3LJQ=E7I74:RDE#<
VKL&K)4
	 E "0@1LXYTU ('&#%
E@$CP@73B)F$"@):ED"O	6?*@G)D"@!7A)8>A"@6;*\
EF5,@)/CK>?./M;P@73B)4MF@H>?/C,A3C,A>?)EA/J
!66?/J)CPH)+P;"!9;P<> NM?):M/JRWZ[S[E
A/"D!6;2C,/J)"
@VQT? >??)CPAC2 >?L4A/L/J,,/+>?)H>?L-=D/LI-DC>;A,-/*
!"*+!
 
 
【Ⅵ．多言語・多文化社会】（ 4概念	 バリエーション件数 26件	 12.9％） 
	 バリエーション 26件のうち 22件は《概念 74．グローバル社会と言語》に分類されて
おり、香港という多言語・多文化社会において、言語がどのように扱われているのかに対
する JFの関心の高さが窺える。【Ⅵ】には、日本が多文化共生社会を目指す時に、参照
に値する内容が多い。 
 
《概念 74．グローバル社会と言語》	 22件	  
	 バリエーションの半数は、現地スタッフの英語の文法レベルの低さ、表現のきつさ（丁
寧さの欠如）、発音等についての意識である。多言語・多文化社会である香港の英語リン
ガフランカ、あるいは普通語（中国語）を判断する際、JFは自分が学んだ英語や中国語の
母語話者の英語を基準にしていることが窺える（JF1−10）。また、JF１は英語が堪能で、
香港人の家に間借りし、現地の友人も多く、現地生活に馴染んでいる人物であるが、現地
との距離が短い故のストレスのためか、その本音には現地の文化を日本文化圏の基準で、
否定的に判断する傾向が見られた（JF1−7）。これは、上述で現地スタッフの英語を評価
する際に使用する基準が高い事にも関連する。 
 
	 一方、コミュケーション上の言語の正確性に対しては、かなり緩く、くだけた英語でも
通じる香港では、英語が得意な JFにおいても、香港の英語リンガフランカは基本的には
要件が通じればよく、英語母語話者の英語より楽だという意見も見られた（JF12−2 等）。
そのため香港には、英語と同様に中級レベルの日本語能力（旧３級レベル相当）でも日本
語ビジネス場面で通用すると安易に判断する経営層も多く、N４レベルでカスタマーサー 
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ビスとして雇用しているという問題も見られた（JF14−10）。 
 
	 また、JFは現地スタッフの言語能力だけではなく、日本人駐在員や JF自身の英語や現
地語に対する不安と、母語話者の言語とそれを基礎にしたリンガフランカの存在を漠然と
であるが認識していることが窺える。JFの言語能力の判断基準であるが、現地語を使う
JF5も英語を使う JF13も、社内ではタスクを成し遂げるために通じればいいというレベ
ルで問題ないが、対外的なコミュニケーションとなると母語話者レベルに変わる。これは
JJが LJに対する基準と同じである。それで、母語話者と話す JJには、自分の外国語に
対する不安がつきまとう。他方、先に述べたように現地スタッフは、一般的に対外的なコ
ミュニケーションにおいても通じれば良いという判断をしている。この差は、日本語母語
話者にはリンガフランカというツールとしての言語の概念がまだ薄いために起きているの
ではないか。JF13−7では、英語は母語話者のものだけではなく国際コミュニケーション
のツールなので、外国人の不完全な英語に対する許容度が高いことを期待している。 
 
	 言語能力をどのように捉えているのかが、現地と日系企業の対比ができる内容も述べら
れている。言語の経済効果については、香港では「英語＋もう１つの言語」がすぐに給料
に反映されるのに対し（JF2−2）、日系企業では現地に通訳がいれば駐在員は日本語だけ
で海外支店を経営できると考えられてきた（JF5−25、JF2−4）。これは香港社会が言語能
力に対価を支払うことと大きく異なる。そのため、JFの言語能力が即報酬に還元されるこ
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とはなかった。こうした安易な考えのもとに、一部の社員だけが現地語と日本語を理解で
きるという環境ができあがる。JF3−1は「意図は正しく伝わっているのか」という不安が
常につきまとうので、英語などの共通言語が必要であるという警鐘を鳴らしている。 
 
 
	 以上、JF16 名に対するインタビューから得た 201件のバリエーション 54の《概念》、
6種の【カテゴリー】に分類し、バリエーションの多い代表的な《概念》を中心にカテゴ
リーごとに大まかな特徴を述べた。本節の始めに JFの特徴として、全体的にはバリエー
ションの 40％弱が【Ⅳ．接触場面の背景】に集中し、その次は【Ⅴ．異文化適応】と、メ
タ認知力が発揮されたグローバルな視点からの意識が多いことをあげた。本節のまとめと
して、JFの意識の傾向を、LJ同様に「二面性」というキーワードで記述する。JFも日本
国内と現地の日系社会および現地の母語が使用される香港社会の橋渡しを行うが、JFのア
イデンティティーには、広東語を母語とする社会で仕事する外国人としての JFと、日本
国外で G人材あるいは GR人材として働く日本語母語話者としての JFという二面性があ
る。JFも 7.2.2で述べた LJと同様に、２つの言語圏文化間だけではなく、２つの自己ア
イデンティティー間でも、頻繁に調整を図っている。 
広東語文化圏⇔外国人としての JF ⇔ 海外の日本母語話者としての JF⇔日本語文化圏 
	 JFは現地スタッフとのビジネス・コミュニケーションにおいて支障はない。しかし、英
語が公用語である香港においても、相手の母語を解する事に大きなメリットがあることを
意識している。しかし英語を使用するためか、JF自身は現地化しようとする意図はあまり
見られない。JFの基礎データからは、相手の文化を理解しようとする意志が比較的に強く
作用するため、ほとんどが日系と現地のバランスを取ろうとする内容（オフィスでの朝食
や、勤務時間外の付き合いや接待等）が多い。しかし日系の基準をよしとし（完成度や職
務範囲等）、現地の習慣に対し否定的（時間感覚、公私混同等）な JJ的な面と、日本語
文化圏に対し懐疑的（日本社会の閉塞感、日本人の非国際性等）な LJ的な面といった二
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面性も認められる。前者は日系企業に勤める JFが多く、後者は現地企業や他の外資系に
勤める JFに多く、二面性は勤務先や取引先という要素にも左右される。また二面性の形
成過程には、良いと思っている事を環境に合わせて変容せざるを得ない場合と、現地のや
り方に実利や合理性を見いだし積極的に変容する場合がある。英語能力については、JF自
身の英語能力についてはあまり触れず、現地スタッフの英語力の低さに言及しつつも、そ
うした低いレベルでもビジネス・コミュニケーションが成立する香港の英語リンガフラン
カの恩恵を享受している。一方、言語に自己実現性を見いだす JFからは、それだけでは
物足りない、幼稚な英語は話したくないといった意識も窺える。以上、様々な二面性を持
ち合わせた海外で活躍する人材の理解には、内在する２つの自己間のずれを考慮する必要
があると思われる。 
 
7.2.4	 LF（Japanese in Foreign Language）のデータ分析と考察（データ④） 
	 業務で日本語を除いた母語以外の言語（主に英語）を使用する現地スタッフ LF10名 
（日本語母語話者の部下７名、日本語母語話者の上司／同僚／取引先３名）へのインタビ 
ューから 116件の基礎データが得られた。基礎データは 47の《概念》に分類された。 
 
 
	 【図 13】	 LFの基礎データ 116件の分類（６つのカテゴリーと 47概念） 
 
	 前頁の【図 13】は、カテゴリー名とそれぞれのカテゴリーに振り分けられたバリエーシ
ョン数と全体を占める割合を表している。そこから LFの意識は、言語形式や実務スキル
といった目の前の現実的問題だけに留まらず、文化的、社会的な比較というメタ認知が必
要な理解にまで到達していることが窺える。類似の傾向は 7.2.3 に記述した JF にも窺える。 
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	 目の前の現実的問題を扱っているのが【Ⅰ．言語能力・言語学習】と【Ⅱ．実務上の問
題】である。LFは調査地香港の公用語の１つである英語を主に使用しており、接触場面
の相手である日本語母語話者と英語でビジネス上の基本的なコミュニケーションは取れて
いることから【Ⅰ】は全体の 5.2％とかなり低い。業務上のスキルに関わる問題を収集し
た【Ⅱ】も、日本語を使用した場合に起きるであろうビジネス上の問題を差し引くような
形で 10.3％と低い。文化的、社会的な比較に関わる内容を扱っているのが【Ⅲ】、【Ⅳ】、
【Ⅴ】、【Ⅵ】であるが、これらの合計は全体の 84.5％に達する。特に、企業レベルにお
ける異文化に関する意識を集めた【Ⅳ．接触場面の背景】（34.5％）と、接触場面を通し
て、社会文化行動の相違に向けられた意識を集めた【Ⅴ．異文化適応】（20.7％）の合計
は、全体の 55％を占め、メタ認知力が発揮された LFの意識を窺うことができる。この傾
向は《概念 51．第三の企業文化の形成過程》（6.9%）、《概念 71．グローバル人材》
（6.0%）、《概念 74．グローバル社会と言語》（6.9%）にバリエーションの割合が多い
ことからも裏付けられる。 
	 さて、考察に入る前に、LFの属性の面で留意すべき点として、英語能力と職位と性別
という３つの属性の面で、LFが２分類されていることを挙げておく。 
	 まず、LF10名のうち７名は女性で、日本人の部下で職責が比較的に軽いか職位が低い
ビジネスパーソンである（以下、LF部下と略す）。英語で、オフィスにおける日常的、
定型的なビジネスタスクが達成できる一般的事務職にある。直接、経営や管理に携わるこ
とがなく、比較的に英語能力が低い日本人上司のもとで働く一般的、補助的職責にある。
同僚は現地スタッフであるため、香港の企業文化に近い環境と、日系企業の福利厚生を満
喫する安定志向の高いローカル人材（L人材）である。 
	 残りの３名は男性で、日本人の上司である場合や、LF自身が部長などで、職責が比較 
的に重く、職位が高いビジネスパーソンである（以下、LF上司と略す）。取引先も同僚 
も部下も英語使用が当然のグローバルな環境で通じる高度な英語力を備え、複数の文化圏 
の中の自国や日本という捉え方ができる G人材である。 
	 LF部下では、【Ⅳ．接触場面の背景】が 40.7%と最も多く、次に【Ⅴ．異文化適応】 
の 22％、【Ⅱ．実務上の問題】の 15.3%と続く。LF上司では、【Ⅳ．接触場面の背景】
の 28.1%が最も多いが、次は【Ⅵ．多言語・多文化社会】の 22.8%、【Ⅲ．対照言語行動】
の 19.9%、【Ⅴ．異文化適応】の 19.3%、となっている。LF部下、LF上司ともに【Ⅳ】
の企業文化に対する意識が多いことがわかる。LF部下と LF上司の間で、バリエーション
!"-&!
の件数の割合がともに高い《概念》は、《概念 51、53、71、74》の 4つであった。バリ
エーションが共に多い【Ⅳ】ですら、《概念 51、53》の二つに過ぎない。これらから LF
部下と LF上司の間には相違があると言える。上述の特徴が、英語能力、職位や職責、性
別のうち、どれに帰するものかは、残念ながら本調査のサンプル数が少ないため、考察 
の判断要素にできなかったことも明記しておく。 
【表９】	 LFの基礎データ 116件の分類（6カテゴリー、47概念と職位との関係） 
 
	  
【表９】は、各《概念》に振り分けられたバリエーション数とその割合を LFの職位（LF
部下であるか、LF上司であるか）で分けて表記したものである。47の概念のうち、バリ
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エーションの割合が LF の合計で多かったものは、《概念 30、35、51、53、63、71、72、
73、74、80》であった。また、LFの合計では多くないが、LF上司あるいは LF部下で多
かったものは、LF上司で《概念 22、23、75》、LF部下で《概念 14、57、66、70》であ
った。これらの《概念》を中心に、カテゴリー別に考察を加える。 
 
【Ⅰ．言語形式・言語学習】（4概念	 バリエーション件数 6件	 5.2％） 
	 接触場面に於ける LFの意識のうち、直接的に言語形式、言語能力、言語学習面に関わ
るバリエーションが分類されている。本カテゴリーのバリエーション件数は 6件と少ない
ため、LFが部下であるか上司であるかの分析はできない。LFの意識は、主に日本語母語
話者の英語能力に対する指摘であった。LF自体の英語能力について言及したものは 0件
であった。英語は調査地香港の公用語の１つであることから、社会においても英語が普及
しており、一般的に日本人より香港人のほうが英語運用力において優位にあると考えられ
ている。こうした背景のもと、LFは日本人母語話者との英語によるコミュニケーション
上、発音、アクセント、語彙力、文法力に問題を感じているが、件数自体が少ないことか
ら、さほど問題が生じていないとも解釈できる。言語形式ではない学習内容として、《概
念 9．受けたい教育内容》において、G人材である LF3は「人間学」という言葉を用い、
ビジネス言語教育として、「文化差（対照言語行動的な内容）」などを学ぶべきだと言及
している（LF3−21）。日本人と英語で仕事をする LFがこのように言及するにはそれなり
の理由があろう。まず、こうした内容が、従来の英語教育や日本語教育には取り入れられ
ていなかったということが読み取れる。そして、日本人との意思疎通において、英語を使
用しても残っている日本語文化圏の言語行動の影響を理解するために、言語教育に対照言
語行動的な内容を盛込む事は、大きなメリットあることを示唆する。
 
 
【Ⅱ．実務上の問題】（6概念	 バリエーション件数 12件	 10.3%） 
	 接触場面の参加者各個人の実務能力（スキル）に関わる意識 12件が 6つの《概念》に 
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分類されている。実務上使用されている言語が英語であることから、日本語文化圏で有効
な企業文化、具体的にはビジネススキルやマナーに関する意識が上がってこないのは当然
のようだが、英語を使用した場合でも、基本的に現地スタッフと日本語母語話者の考え方
や期待する／される実務上のスキルなどは変らないはずである。それでも LF側からあま
り意識が上がってこないのは、日本語を使わなければ、考え方や実務能力などの相違は現
地スタッフに意識されにくくなるのではないかと予想している。（一方、英語を使う JF
は気にしているようである。この点は第８章の総合比較分析⑨で取り扱う。）こうした英
語で仕事する環境でも LFに意識されている内容は、母語に関わらずビジネスにおいてま
ず一番に留意すべき点であると思われる。《概念 11．理想的日本人上司》では、暖かい人
柄と部下の説明をすぐに分かってくれる上司を好ましいとし、《概念 13．指示》《概念
14．確認》《概念 15．電話とメールの補完関係》では、時には難解な上司の指示を理解し、
期待通りに遂行するために、確認作業の重要さを自覚し、口頭、電話、メール、またはそ
れらの組み合わせによる確認を常に心がけている LFの様子を窺うことができる（LF8−
4）。《概念 16．不快感を与える言動》では、日本人に対する感情的な不快感が語られて
いる他に、G人材である LF1自身が同僚の日本人に与える可能性のある不快感についての
内省が言及しており（LF1-4)、自己の客観視、メタ認知が接触場面で行われていることを
示している。《概念 20．上級日本語話者の悩み》では、G人材である LF2が日本語では
なく英語を使う理由として、日本語でハードセール（押し売り）をすると思われたくない
という理由があげられていた（LF2-6）。 
 
 
【Ⅲ．対照言語行動】（8概念	 バリエーション件数 17件	 14.7％） 
	 接触場面に於ける LFの意識のうち、対照言語行動に関わる 17件の意識が 8つの《概 
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念》に分類されている。香港人の言語行動は、英語が公用語の一つであっても、英語を母
語とするアメリカ人やイギリス人の行動規範に則った言語行動ではなく、広東語文化圏の
行動規範をより多く含んだ言語行動であると思われる。例えば、一般的に香港人は「巧遅
拙速」、熟考するよりも即断実行をよしとする傾向があり（《概念 31．香港人のスピード
嗜好》）、その基準から判断すると多くの日本人の決断は遅く、それでは気を逸するとい
う評価になる。このように、LFが英語を使用しても、自分の持ち合わせている行動規範
とは異なると意識されたものがバリエーションに現れる。 
	 一方、日本語母語話者にとって英語は、完全に外国語である場合が多い。また、コミュ
ニケーションの場が香港という外国であることも加味し、英語によるコミュニケーション
においては、日本語文化圏の言語行動が減少すると考えられる。たとえば、”Nice to meet 
you.”と言いながらお辞儀をするのは難しい。したがって、英語による日本語母語話者との
コミュニケーションにおいても、現地スタッフが意識する言語行動とは、日本語母語話者
の骨身にしみ込んだ日本語文化圏の行動規範であると考えられる。そこから日本語文化圏
の言語行動の特性が浮き上がってくると考えられ、それは、まず始めに教育内容として取
り扱うべき内容とも言える。ここで割合が多かったのは《概念 30．挨拶》と《概念 22．
曖昧表現・婉曲表現》と《概念 23．意志の伝達・交渉》である。 
 
《概念 30．挨拶》4件 
	 カテゴリー【Ⅲ】の中で、最もバリエーション多かったのが《概念 30》の 4件で、部下
からの意識が多いが、挨拶する・しないには統一された傾向は見られなかった。英語を使
用しても、①出社時は挨拶するが退勤時には挨拶をしない、②日本人に接する自分は出社
時も退勤時も挨拶するが、日本人に接しない現地スタッフは両方しない者が多い、③部署
によって異なるといった違いが見られる（LF9−2）。 
 
 
《概念 22．曖昧表現・婉曲表現》と関連する《概念 23．意志の伝達・交渉》 
	 カテゴリー【Ⅲ】で次に多かったのが、《概念 22．曖昧表現・婉曲表現》とその関連
《概念》として《概念 23．意志の伝達・交渉》で、すべて LF上司のバリエーションであ
った。様々な曖昧で婉曲的な表現が、意志の伝達や指示等の英語にも使用され、分かりに
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くいという意識である（LF2–8）。これは日本語母語話者の英語における、日本語の母語
干渉があると思われる。しかし、LF上司の方はそれを問題視しているわけではなく、多
様性の一つとして捉えており、G人材として多文化環境にある職場のスタッフ（部下）を
理解しようとする意識が窺える（LF3-11）。同様な傾向は、上司の意識が多かった《概念
26．謝罪》、《概念 29．報告》、《概念 31．香港人のスピード嗜好》にも見られる。 
 
  
【Ⅳ．接触場面の背景】（17概念	 バリエーション件数 40件	 34.5％） 
	 接触場面に於ける LFの意識のうち、日本社会、特に日本企業の特色に関する意識が 17
の《概念》に分類されており、６つのカテゴリーのうちバリエーション数も《概念》数も
最も多い。17 の《概念》は更に、その関連性により、以下の A〜E の５つにまとめられ注４、
LFと接触場面の日本語母語話者との関係（日本語母語話者スタッフの部下であるか、上
司であるか）により有意差が見られた。個別にバリエーションが多かったのは《概念 35、
51、53、63》であった。 
 
A．《概念 35．経営・人事管理》＋６つの下位概念（概念 36〜41） 
	 職務範囲の捉え方、職業観、決定権、駐在員システムなど経営や管理に関わるバリエー
ションを分類している。バリエーション 8件中 7件が部下からの意識であった。グループ
Aで多かったのは《概念 35．経営・人事管理》の 6件である。 
 
《概念 35．経営・人事管理》6件	  
	 《概念 35》では、業務能力に関わらず、日本語が話せないと仕事のチャンスも減るので、 
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最終的には会社を辞めた方がいいというマネージメントに対する不満や（LF10−1）、経営
者の高邁な理想を理解しようとせず、自分勝手な理由で経費を無駄にする日本人スタッフ
への不満を募らせる LFの姿が窺える（LF5−5 他）。米系企業より上司の数が少ない日系
企業のほうが働きやすいといった意識も見られた（LF6−7）。 
 
 
B．《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》＋５つの下位概念（概念 43〜47） 
	 《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》では、LF上司から日系企業のグローバル
度の低さについて、以下は全て LF部下のバリエーションで有るが、《概念 43．駐在員シ
ステムの功罪と現地化》では、駐在員が変わることによるデメリット、《概念 47．権限委
譲の低さ》では、決裁に時間がかかることについて述べている。バリエーションの内容は
LJのバリエーションと似ており、英語で業務に携わっていても、日系企業の問題点につい
ては LJと同じように意識していることがわかる。 
 
C．《概念 48．規則》＋２つの下位概念（概念 49、50） 
	 グループ Cに属する《概念》には、LFのバリエーションが少なかった。しかし、時間
感覚については、JJが LJに対してクレームを付ける代表的内容であるので、LFについ
ても少し記述する。２件しか無かったが、日本語スタッフは現地スタッフの２倍の昼休み
を取っていると疑心暗鬼になっている LF（LF7−7）と、出社時間を守らない現地スタッフ
に問題を感じる LF（LF5−5）の意識があげられている。どちらとも、「日本人は時間にう
るさい」という一般的な印象とは反対に、時間を守らない日本人、時間厳格を求める現地
スタッフという姿を浮かび上げている。 
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D．《概念 51．第三の企業文化の形成過程》＋６つの下位概念（概念 52〜57）計 18件 
	 グループ Dには、異文化接触が生み出す第三の企業文化に関わるバリエーションを分類
している。《概念 51．第三の文化の形成過程》のバリエーションは LF上司、LF部下共
に多いが、《概念 52、53、56、57》では、LF部下が形成された企業文化を具体的に語っ
ている。バリエーションが多かった《概念 51．第三の企業文化の形成過程》8件と《概念
53．勤務時間外の付き合い・接待》4件について記述する。 
 
《概念 51．第三の企業文化の形成過程》8件 
	 《概念 51》では、第三の企業文化の形成過程で、LFが異文化についてどのように考え
ているのかが窺える。LF上司と LF部下とでは捉え方が大きく異なっている。 
	 LF上司からのバリエーション 5件（2名）からは、グローバル社会では仕事の効率を上
げるためにまず、相手の文化を尊重し、違いを理解する努力が必要であり、その上で第三
の文化が構築されると述べている。そのために、定期的にコミュニケーションをとる、焦
らず時間をかけるなどの努力をしていることが語られている（LF1–4、LF3–17.)。 
 
	 部下である LFからのバリエーション 3件（3名）からは、勤務先は日系企業であって 
も、社内の具体的な現象から感じ取れる企業文化は「香港っぽい」と理解し、それを歓迎
していることが読み取れる（LF8-5、LF4−1、LF6−18）。国際都市香港では、英語で話す
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ぐらいでは、現地の企業文化は消えない。ここから考えると、英語を使って仕事をしてい
るからといって、オフィスのグローバル化が進んでいるとは限らず、逆に現地文化色が強
い場合もあり得ることがわかる。 
 
 
《概念 53．勤務時間外の付き合い・接待》4件 
	 現地の企業文化を具体的に示す内容は、《概念 52．残業》、《概念 53．接待》、《概
念 55．お茶汲み》、《概念 56．朝礼》、《概念 57．オフィスで朝食》などがあげられる
が、バリエーションの多い《概念 53．勤務時間外の付き合い・接待》4件を取り上げる。
4件のバリエーションのうち 2件は上司である LFからで、LF3−7では、香港ではあまり
一般的ではない勤務後の付き合い、いわゆる「飲みニュケーション」を関係構築の面で有
効であると考え、積極的に取り入れて、日本企業の文化との融合を図っている。これは上
述《概念 51》の第三の企業文化形成の具体例でもある。一方、日系企業の求める接待には、
グローバル企業としての基準では絶対に認められないレベルの内容が未だに存在し、それ
を危惧する LFの姿も窺える（LF2−19）。グローバル社会で受け入れられない習慣は、
LFの立場からではなく、日本企業側の方から、淘汰していくものと期待する。 
	  
	 勤務時間以外の付き合いは、基本的には嫌だとする考えが一般的であるが、部下である
LFからは、現地スタッフだけで二次会を楽しむために経費を出してくれる日本人上司の
姿も語られている（LF4-5）。 
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E．《概念 58．高い完成度》＋２つの下位概念（概念 59、60）合計 3件	  
	 Eに分類された全バリエーションは、LF上司からのものであるが、結果としての完成
度に対する感想ではなく、完成度を高めるための要素（事前の不確実性の排除、対処では
なく対策、計画性等）に関して述べられている。これらの要素は、柔軟性とのバランスが
必要であるが、ビジネスでは有効であるので、香港人が学ぶべき点であると述べている。
 
 
F．《概念 61．変容における社会と個人の関係》＋２つの下位概念（概念 62、63）計５件 
	 グループ Fには、個人の変容と社会の関係や、業務上の人間関係の在り方についての意
識が分類されている。割合が多かったのは《概念 63．人間関係の在り方》4件であった。 
 
《概念 63．人間関係の在り方》4件 
	 《概念 63》4件中１件は、部下からで、職場の日本人との会話は殆どなく、暖かい人間
関係がないという。日本人上司は、現地スタッフの英語人材に対して、表面上は丁寧だが、
距離感があって寂しいという。共通言語があれば身近な業務を果たすだけの仕事は可能で
あるが、特に上司側の共通言語のレベルが低い場合は、会話を面倒がり、暖かい人間関係
が構築されにくい傾向があるのではないか（LF6–13）。 
 
	 残りの 4件中 3件は、日本人を取引先とする LF上司からで、LFと様々な国籍の顧客
との人間関係の在り方について、比較して述べられている（LF2−10.11.14）。日本人もそ
の中の一つという考えのもと、取引を行う場合においても互恵関係を重視する日本的な人
間関係は好ましいと語っている。 
	 日本語母語話者との人間関係の在り方に対する LFの評価は、日本語母語話者とどのよ
うな関係にあるのか、また JFや LFの英語能力により異なることが示唆される。 
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【Ⅴ．異文化適応】（7概念	 バリエーション件数 24件	 20.7％） 
	 カテゴリー【Ⅴ】には、LFや接触場面の相手が異文化間の問題に個人レベルでどのよ
うに考え、対峙しているのかについて述べている 24件の基礎データが７つの《概念》に
分類されている。6つのカテゴリーの中では２番目に多く、バラエティーの割合は LF部
下と LF 上司がほぼ二分する。異文化接触場面における具体的な事例を挙げているものは、
10年以上日本語母語話者と働いている LF部下で、特に《概念 66．ブリッジ人材の責務
と悩み》、《概念 70．異文化適応能力の低さ》が多い。しかし、バリエーションのほとん
どが LF５一人なので、個別な内容であると判断し、ここでは取り取り扱わない。一方、異
文化理解に対する前向きな考えが窺える基礎データは、LF 上司のバリエーションが多く、
《概念 71．グローバル人材》6%、《概念 72．相手の言語ができるメリット》3.4%、《概
念 73．日本語教育の範疇》3.4%に分類され、本カテゴリーで割合が高いのもこの３つの
《概念》である。 
 
《概念 71．グローバル人材》７件 
	 《概念 71》には、G人材に必要な要素が窺えるバリエーションを分類した。LF上司は
グローバル社会におけるプロジェクトの成否は、異なる文化的背景をもった複数の人びと
とうまくやって行く事にかかっていると述べている。それは G人材に必要な要素であり、
ブリッジ人材との違いが読み取れる（LF3−4/15）。また、異なる文化背景を持つ人びとと
うまくやって行くには、何語を流暢に話すかだけで、話している言語の文化圏の規範で話
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しているとは判断せず、その人の民族的な背景や個性考慮した上で、相手の考え方を推し
量る必要があると述べている（LF3−15）。こうした異文化に対する適応能力の重要さにつ
いては LF部下も言及しており、グローバル社会で欠かせない要素であることがわかる。 
 
 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》４件	  
	 《概念 72》には、相手の言語ができるメリットと、できないデメリットについて述べら
れているバリエーションを分類した。《概念 71》の下位概念で、LF上司からのバリエー
ションが多い。LF上司は、G人材として相手の言語を知る事には大きなメリットがある
と考えている事が窺える。L人材である場合には、ビジネス日本語教育で学ぶような業務
そのものに直結する内容が役に立つ。しかし G人材にとっては、業務そのものではなく、
人間関係構築に有効であると述べている（LF2–16） 
 
 
《概念 73．日本語教育の範疇》４件 
	 《概念 73》では、LFが言語教育に対してどのようなイメージを抱いているのかが窺え
る。全般的に言語教育と文化の教育を切り離して考える傾向が見られ、それは LFがこれ
までに受けてきた言語教育では、言語行動に関する内容が取り上げられてなかったことを
示唆する。《概念 71》でも述べたように、ある言語が話せる人に出会うと、その言語の母
語話者は、自動的にその人は行動規範まで習得済みであると期待する（LF2-12）。すなわ
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ち、それは言語と文化が表裏一体であることの表れである。しかし、言語教育では、言語
と文化が一体化した教育はまだまだ途上である。また、共通語（リンガフランカ）は、文
化的中立である必要がある。英語が、国際語としての役割をはたして行けるのは、すでに
文化的な中立性が確立しているからである。今後、日本が多文化共生社会に移行し、リン
ガフランカが構築されるのであれば、市民リテラシーを発揮させるための言語も、現在の
社会人基礎日本語から日本語リンガフランカに移行するであろう。そのときは日本語教育
の内容も変わる必要性も出てくるであろう。 
 
 
【Ⅵ．多言語・多文化社会】（5概念	 バリエーション件数 17件	 14.7％） 
	 接触場面に於ける LFの意識のうち、多言語・多文化社会に関わる内容を述べているバ
リエーション 17件が、５つの《概念》に分類されている。LFは、LJと同様に、香港と
いう 100年間イギリスの植民地であった多言語・多文化社会を生き抜いてきた広東語母語
話者の文化を受け継いでいる。筆者は、LFたちの意識から、人口減少のため移民を受け
入れる国家へと移行するであろう将来の日本社会に対する、何がしのメッセージを受け取
れるはずであると考えている。こうした考えのもと、この【Ⅵ．多言語・多文化社会】と
いうカテゴリーをまとめた。このカテゴリー全バリエーションの 75％は LF上司の意識で
あった。特にバリエーションが多かったのが《概念 74．グローバル社会と言語》と《概念
80．使用言語の選択上のマナー》と《概念 75．多言語・多文化社会の諸相》であった。 
 
《概念 74．グローバル社会と言語》８件 
	 《概念 74》では、香港という多言語・多文化社会において、LFが言語に対し、どのよ
うな意識を持っているのかを収集した。LF上司、LF部下ともに意識が多い。日本語母語
話者の英語について、LF部下からは「メールは問題ない（LF6−16）」、「会話において
はまだ不足がある（LF7−5）」、LF 上司からは「業務上の支障はない」という意識の他に、
相手の英語力に対する評価ではなく、LF側の言語能力について「関係向上には顧客の母
語の理解が必要」といった意識があげられている（LF3−8）。これは、グローバル社会に
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おいて、英語で業務上の支障がなくとも、顧客の言語で会話ができるスタッフが必要であ
ることを示唆する。G人材は、会社では様々な背景のスタッフと経営方針を共有しつつ、
自分と同じ母語を使う取引先とは、母国のビジネス文化を尊重しつつも所属する会社の経
営方針との妥協を図って行かなければならない。G人材は、複数の文化背景における調整
能力と、母国の文化とグローバル社会の間の調節という２重の調整が求められている。 
 
 
《概念 80．使用言語の選択上のマナー》4件 
	 次にバリエーションが多かったのは《概念 80》では、グローバル社会では、どのように
使用する言語の選択が行われているのかが語られている。社内では共通語でコミュニケー
ションを取るのがグローバルスタンダードであるが、顧客に対しては、顧客の母語話者ス
タッフを配置することから、顧客の文化を尊重していることが示唆されている（LF2−17）。 
 
 
《概念 75．多言語・多文化社会の諸相》３件 
	 英語リンガランカと様々な言語が行き交う多言語・多文化社会で、多言語使用が社会に
与える影響はどうであろうか。ここからわかることは、様々な人びとに接するグローバル
環境の中では、お互いの文化背景を尊重し、相手に自国文化を期待しないという姿勢が香
港の国際的な企業の中で、すでに培われているということである。（LF2−22）。 
 
	 以上、ボリュームが多い３つの《概念》をまとめると、２つのことが窺える。 
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	 まずは、接触場面の相手の捉え方についてである。接触場面で共通語を使用しても母語
文化の影響はコミュニケーション上に現れ、人々はそれを話者の個性であると捉えがちで
ある。しかし、LFは、接触場面の表面に現れた言語行動を個人に帰すのではなく、話者
の母語文化と個性の双方であることを理解している。多言語多文化社会では、こうしたこ
とを自然と受け入れる姿勢が培われる可能性が高いことを示唆する。 
	 つぎに、多言語・多文化社会に必要な言語について述べる。国際的経済活動の確実性を
高めるため、英語など国際語の能力が不可欠であるという大前提とともに、取引相手との
コミュニケーションをより効果的にするため、相手の母語文化を理解することが必要であ
るという認識が共通してある。そこから、多言語・多文化社会では、ビジネス上重要な相
手の母語文化は尊重される傾向が見られると言える。 
 
	 本節では日本語以外の言語（主に英語）で日本語母語話者と仕事をする現地スタッフ
LF10名に対するインタビューから得た 116件の意識を 47の《概念》、６つのカテゴリー
に分類し、LFが日本語母語話者の部下である場合と、日本語母語話者の上司か同僚か取
引先である場合の比較を手がかりに、それぞれの大まかな特徴を述べてきた。そこからは、
LF２種類のイメージが浮かび上がる。１つは国際社会で十分通じる英語レベルではない日
本語母語話者を上司に持った現地スタッフで、直接経営や管理に携わることはなく、上司
の指示のもとで働く一般的、補助的職責であるが、日系企業の福利厚生と香港の企業文化
に近い環境を満喫する安定志向の現地スタッフである。もう 1つは、取引先も同僚も部下
も英語使用が当然のグローバルな環境において企業において比較的重要な職責を担い、異
文化を自国と日本の間だけではなく、複数の文化圏の中の自国と日本という捉え方ができ
る高度人材である。それぞれの意識を考察して見えてくるのは、ビジネスではまだ両方の
タイプの現地スタッフが必要であるということである。それは今後、日系企業が日本語文
化圏の企業文化を継続させるのか、あるいはダイバシティを生かせる国際企業へと変容し
て行くのかによってその比率は変わるであろう。ビジネス日本語教育の内容も、それに左
右されていくであろう。 
 
７.３	 第７章のまとめ 
	 本研究は、ビジネス日本語教育現場の改善に向けた教育内容の「汎用性」と「地域性」
を探る為の質的調査研究である。71名に対する半構造化の面接調査で得た 1038件の基礎
!"..!
データを、KJ法を参考にグルーピングし、M−GTAを参考に概念化した。その結果、81
の《概念》が生成され、それらが何に対する意識であるかで６種類のカテゴリーに分類し
た。第７章では、調査結果を、調査協力者の４種の属性別に分けて、基礎分析として属性
別の特徴を記述した。 
	 属性のいかんにかかわらず、基礎データには【Ⅳ．接触場面の背景】に分類された企業
文化に対する意識が最も多いことがわかった。しかし、日本語を使う JJと LJの基礎デー
タでは、【Ⅴ．異文化適応】、【Ⅵ．多文化・多言語社会】に分類されるものが少なく、
日本語以外を使用する JF と LF の基礎データでは、【Ⅰ．言語形式・言語能力】、【Ⅱ．
実務上の問題】に分類されるものが少ないという特徴が見られた。 
	 第７章の４種の属性別考察を基礎分析として、第８章では、それぞれの属性の特徴を総
合的に比較分析し、ビジネス日本語教育の教材内容の「汎用性」と「地域性」を探る。 
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第７章の注釈 
注１：日系企業の人気 
	 経産省 T@<9!4@K@I9@!!6778:;;<<<,J@7#,NB,D8;8C@99;%0"*;0%;%0"-0%0*00&;%0"-0%0*00&,8EG（%0"-年 %
月 "0日参照）によると、若手外国人材にとって日本は滞在したい所であるが、日系企業は就職先として人
気がないことと、その理由が調査されている。%0"0年ビジネス日本語研究会では日系企業の変容が必要で
あると議論をしていたが、日本語教育からの提言はまだ時期尚早という感があったが、上述の調査の実施な
ど、変容を受け入れる企業側の下地は整ったと思われる。職場の日本人ができる日本語サポートの具体例を
まとめて提供する等、日本語教育側から企業に働きかける時期になったと言えるのではないだろうか。 
 
注２：OECDilibraryのデータによると年間平均実働労働時間は、下記の表の通りである。 
 
http://www.oecd-ilibrary.org/employment/data/hours-worked/average-annual-hours-actually-
worked_data-00303-en	 (2016.Feb.4 参照)	 この表は、各国間で計算方法が統一されていないため、国家
間の比較には適さないが、各国の労働時間のトレンドの経年変化が分かる。イギリス、アメリカはあまり変
化が見られないが日本、ドイツは３％以上の減少となっている。 
 
注３：あまり好まれない社会・生活習慣 
	 以下の記述は、筆者が 1993年から 2012年まで、香港に在住した経験から語る内容であり、すべて香港
人にあてはまる習慣ではないが、目につく言動であった事を断っておく。外国人からよく思われない香港社
会での言動には、「出退勤時の挨拶」や「オフィスでの朝食」の他に、1993年当時には、①地下鉄の乗降
時、降車者を待たずに乗り込む、②タクシーや乗車券販売機の順番を待つために並べない、③路上に吐痰、
ゴミを捨てる、④朝、寝巻のままレストランで飲食、⑤公共の場に置ける大声、⑥デパート、会社等のトイ
レの使い方が雑、⑦トイレの手を洗うシンクで子どもに用を足させる等があげられる。2016年現在、①⑤
は未だ変らない。②1993年当時はタクシーに乗ろうとドアを開けたら他の人が乗ってしまう事は珍しくな
かったが、銀行で並ぶ習慣ができてから、タクシーの順番待ちも常識となった。③は、まだ見られるが改善
した。④⑦は、とても中国大陸的な行動であると思われるが、1995年には、完全に見られなくなった。⑥
については、男性駐在員が多い日系企業ではあまり問題視されにくい内容である。調査データとして採用し
なかったが、そのひどさを 30分に渡り語り続けた大手衛生ゴム製品会社の女性駐在員は、日本人男性上司
にそれを理解してもらうために苦慮したとの事であった。靴のまま便座に上がり用を足すために、床が汚れ
る上に、便座が常に壊れてしまう状態であったという。便座の消毒用品を設置しても変らなかったとのこと。
日本人顧客に使用させられないレベルであったため「来客用」と称し、来客用の鍵を準備したとの事だが、
すぐに現地社員差別であるとの問題が起きたという事であった。トイレの使用方法といった生活習慣の相違
が差別問題に発展しうるという事例で、日本の地域社会においても起きうる問題であろう。とくに生理的感
覚に基ずくものは、共生を掲げるのであれば、一つの社会規範にたどりつくまで徹底的に話し合わなければ
ならない。 
 
注４：【Ⅳ.接触場面の背景】に概念が最も多くなった理由 
	 	 【Ⅳ.接触場面の背景】は、基本的には７つのグループ（中概念）とその下位概念（小概念）で構成されて
いる。当初、下位概念全てのバリエーションを、６つの中概念に分類しようと考えていたが、４つの属性間
で、バリエーション数に差があり、独立させなければ考察する際に問題が起きると考えた。以上、【Ⅳ.接
触場面の背景】に概念が最も多くなった理由である。 
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第 8 章  ４種の属性の総合的な比較分析の結果と考察	  
	 第７章では、「ずれ」の主体である調査協力者 JJ、JF、LJ、LFに対する半構造化面接
調査から抽出された様々な意識を、KJ法、M-GTAを参考に、調査協力者の属性別に分析
し、それらを基礎データ①〜④として、大まかな傾向とバリエーションの割合が多い《概
念》の考察を記述した。本研究の主な目的の１つは、ビジネス日本語教育内容として汎用
性と地域性を見いだすことである。そのために第７章に記述した４種類の属性間の「ずれ」
の様相を探るためには、第８章では、２種類の属性間の比較分析を４つと、全属性間の総
合的な比較分析を行った。これらの比較分析は第６章の６.３の「期待される９つのデータ」
で述べた⑤〜⑨のデータであるが、その名称と内容を再度、ここに記する。 
 
⑤	 JJと LJ（データ①と②）の比較分析  
	  	 海外で日本語を使用した時の異文化間の問題を、JJと LJの共通点と相違点から検証 
⑥	 JFと LF（データ③と④）の比較分析 
	 	 海外で共通語を使用した時の異文化間の問題を、JFと LFの共通点と相違点から検証 
⑦	 JJと JF（データ①と③）の比較分析  
	 	 使用言語で異なる日本語母語話者の意識を、JJと JFの共通点と相違点から検証 
⑧	 LJと LF（データ②と④）の比較分析 
	 	 使用言語で異なる現地スタッフの意識、LJと LFの共通点と相違点から検証 
⑨	 全属性の（データ①〜④）の総合的な比較分析	 	 	 	 	 	     
「ビジネス日本語教育」の内容として、どの《概念》に汎用性と地域性があるのかを、
詳細な質的分析により検証 
 
	 ⑤〜⑧の２種類の属性間の比較の結果は、概要の記述に留め、それらの詳細は⑨の総合
的比較分析の記述に含めた66。 
	 ⑨の総合的な比較は、《概念》と４種類の属性にどのような関連性があるか、以下の３
つの観点（A〜C）から段階的に考察を進めた。これら A〜Cの段階的な作業を経て抽出し
た複数の概念は、「ビジネス日本語教育」の内容として汎用性と地域性が高く、ビジネス!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!--研究を丁寧に行うため、まず、「JJと JF」、「JJと LJ」、「LFと JF」、「LJと LF」という４種類の
比較分析を行ってから、４種類の属性すべての総合比較分析を行った。しかし、本論文の記述にあたっては、
「JJと JF」といった２種類の属性間の比較分析は、概要の記述に止めた。それそれ単独の論文として記述す
るにはいいが、２つの属性間の詳細な分析と考察を４種類記述すると、重複する内容や、全体を比較するまで、
問題点を保留しなければならないこともあり、読み手に負担をかけると判断したためである。２つの属性間の
比較分析の詳細は、「JJと JF」について比較分析をした粟飯原（2012a）や、「LFと JF」について分析し
た粟飯原(2018a)（2018c）と同様、別な機会に単独で論文化するとし、本論文では割愛する。 !
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日本語教育の改善に貢献できるものと判断し、教育内容としてはどのように役に立つのか
と言う視点から、バリエーションの内容から詳細な記述を行う。 
 
A：まず、４種類の属性別に、各カテゴリーの基礎データ数の割合から、各属性の関心に
どのような傾向があるのか、大まかに掴む（８.１）。次に、考察の際に考慮する２種類
の属性間の比較を行う。各《概念》の分析シートに記載されたバリエーション数と概念
間の関連を手がかりに、以下の観点から各《概念》を、「共通点（比較対象の属性間で
共通する意識）」、「相違点（比較対象の属性間で共通せず、一方だけに特有、あるい
は内容が相反する意識）」「その他（双方を取り巻く環境等の使用言語以外の要因で共
通点や相違点が見られる意識）」という分類を行い、２種類の属性間の相違について全
体的な解釈を記述した。 
 
B：総合的な比較のパターン分析 
	 	 全属性の概念別総合比較から各概念の教育内容としての意味を大まかな傾向を掴む
（８.２）。第７章では、カテゴリーと概念を分類の基準にしたが、第８章では、「ある
概念にはどの属性のバリエーションが見られるか」というパターン分析を比較の大枠と
して用いる。Aの考察においては、２種類の属性の比較において「共通点」、「相違
点」、「その他」で分類した。しかし４種類の属性間で比較を行う場合、３つの分類項
目では不十分であるため、その進化型としてパターン分析を行うことにした。パターン
分析は汎用性や地域性の判断基準となる。パターン分析からは「汎用性」が高い《概
念》がわかる。 
 
C：汎用性や地域性が高い《概念》の抽出 
	 Bの「ある概念にはどの属性のバリエーションが見られるか」という分類パターンを
もとに、Cでは、各《概念》のバリエーションの量を分析に加え、８.４の質的分析で扱
う汎用性や地域性が高いと考えられる《概念》を抽出する（８.３）。 
 
	 第８章の８.１では、Aの観点から２種類の属性の比較分析の概要を述べる。８.２では、
B の観点から、バターン分析を用いて総合的な比較分析を行う。８.３では、C の観点から、
５つの比較分析の考察の結論として、「ビジネス日本語教育」の教育内容として「汎用性」
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と「地域性」が高い《概念》を抽出する。８.４では、Cの考察で教育内容として貢献でき
るものとして優先順位をつけた《概念》を、本研究の目的であるビジネス日本語教育の内
容としての「汎用性」や「地域性」が高い内容を含む《概念》として、バリエーションを
具体的な内容として挙げ、詳細に記述する。 
 
８.１	 A．２種類の比較分析の全体像の把握 
	 考察 Aでは、JJ、JF、LJ、LF各属性間のカテゴリーとバリエーション数の割合に見ら
れる類似性について、別冊資料９と、それをもとに２種類の属性間で比較分析したデータ
⑤〜⑧の４つのグラフをまとめた【図 14】をもとに記述する。 
	 ４つの比較分析は大きく２つに分かれる。１つは【図 14】の左の 2 つのグラフ（⑤と⑥）
である。異文化間コミュニケーションの参加者である日本語母語話者と非日本語母語話者
の双方に必要な「気づき」、すなわち同じ場面においても、異文化間で生ずる意識にどの
ような「ずれ」があるのかを探ることができる。【図 14】からは、 同一場面の参加者間
では共に意識が向う先の割合は類似していることが読み取れる。⑤の日本語ビジネス接触
場面では、より具体的な内容のカテゴリーⅠ〜Ⅳに、⑥の英語ビジネス接触場面では、メ
タ認知力が発揮された社会や文化的な内容についてのカテゴリーⅣ〜Ⅵにバリエーション
が多いことが窺える。しかし、意識の向う先は同じでも、内容が同じであるとは限らない。
考察 Aでは、同じ場面で生じる意識にどのような「ずれ」あるのかに注目して考察を進め
たい。	  
	 もう１つは【図 14】の右２つのグラフ（⑦と⑧）で、内容的に類似した異文化間コミュ
ニケーションにおいて、使用言語が異なる同母語話者間に現れる意識の相違から、グロー
バル性とローカル性を探ることができる。同母語話者間でも、日本語を使用するグループ
と、日本語以外を使用するグループでは意識の向う先が異なることが窺える。⑦の日本語
母語話者間では、英語を使用する JFの意識と、⑧の現地スタッフ間でも公用語ではある
が母語ではない英語を使用する LFの意識の双方が、メタ認知力と関連のあるカテゴリー
Ⅳ〜Ⅵに多いことが読み取れる。しかし、ここで単純に「日本語母語話者も広東語母語話
者も外国語を使用するからメタ認知力が働くようになる」とは言えない。なぜなら、日本
語という外国語を使用する LJのグラフが、JFや LFのようなグラフの特徴を示さないか
らである。日本語は、広東語母語話者にとって、公用語である英語以上に外国語である。
筆者はこの調査結果に、日本語の有標性と、リンガフランカの差異が見いだせるのではな
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いかと考えている。考察 Aの比較分析では、使用言語の違い、厳密に表現すると英語とい
うリンガフランカを使用する場合と、日本語という特定言語を使用する場合で、意識にど
のような変化をもたらすのかを考察し、汎用性と地域性を導きたい。 
   	 各カテゴリーにおける基礎データの割合の比較を、8.1.1 では、⑤JJ と LJ の比較分析、
8.1.2では、⑥JFと LFの比較分析、8.1.3では、⑦JJと JFの比較分析、8.1.4では⑧JF
と LFの比較分析の概要を記述する。 
 
 
【図 14】 	 ２種の属性間によるカテゴリー別基礎データの割合の比較 
           
8.1.1 	 ⑤JJと LJ（データ①と②）の比較分析  
 ⑤JJ-LJ では、業務で日本語を使用する日本語母語話者と非日本語母語話者の異文化間の
ビジネス接触場面の問題を示唆する。日本語母語話者と現地スタッフという異文化間の日
本語ビジネス接触場面は、海外、特にアジアにある日系企業に多いケースである。これま
で、職場で期待される日本語は、日本語母語話者間のビジネス会話や企業文化をスタンダ
ードとし、それに基づいた「企業の要望」を JJの意識に探ることが主流であった。LJの
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意識も「企業の要望」に沿うために何が足りないかといった視線での収集が多かった。し
かし、本研究では、JJと LJの意識の比較を、グローバル社会において、相互理解のため
に知るべき事という視点から行う。そうする事で、LJだけではなく JJに対する日本語教
育の内容が浮かび上がると期待する。 
	 JJが 195件、LJが 526件67で、合計 721件のバリエーションと、80の概念間で比較し
た２つの属性間では、各カテゴリーの全体を占める割合は、類似していることが【図 10】
の⑤からわかる。日本語を使用する場合は、JJ、LJ共に言語形式や日本的な実務、言語
行動に関する意識が多く、グローバル社会に対する意識は低い。 
「共通点」41の《概念》 
	 JJでは、敬語やビジネスマナー等、海外においても母語文化圏の言動を基準に考える
という傾向が見られる。LJには、言語形式と言語行動（謝罪や曖昧表現）と、日本的な
企業文化について意識しているバリエーションが多い。 
「相違点」39の《概念》 
	 バリエーションが JJのみの《概念》より、LJのみの《概念》が多い。LJは日本的な
企業文化の他に、多言語・多文化社会についても多く意識している。それに対し、JJは
母語を使用できる労働環境にいるため、海外という異文化環境にありながらも、LJの意
識に気がついていない可能性がある。 
 
8.1.2	 ⑥JFと LF（データ③と④）の比較分析 
	 JFと LFの比較からは、業務で母語以外を使用する日本語母語話者と非日本語母語話者
の意識の間に、どのような共通点、相違点が存在するかがわかる。 
	 英語は香港の公用語であるため、LFにとって完全な外国語であるとは言いがたい。ま
た、接触場面も自国で行われるため行動規範や、企業文化なども広東語文化圏寄りであろ
う。しかし、英語は母語である広東語と同じレベルで使われているわけではない。広東語
使用時に比べて、よりタスク達成に主眼が置かれるため、母語文化の影響は多少薄れると
考えられる。このように JFと LFの意識は、それぞれ母語文化圏の規範から離れた環境
で生まれる。こうした意識は、よりグローバルな行動規範であるか、または母語文化から
離れた環境においてもなお、意識に強く影響する母語文化圏の規範である。教育内容とし !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-.LJの母集団の数に関する資料はないが、調査での情報によれば、JJ（上司）１人に、平均 LJ（部下）が２
〜３人の場合が多く、本研究のサンプル数１対３でも適正であると考えた。第６章の注釈１に詳細を記した。!
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しての汎用性や地域性の指示するデータとして期待される。 
	 ⑥JF-LFでは、 JFが 207件、LFが 142件で、合計 349件のバリエーションと、68の 
《概念》を比較した。⑤と同様に、２種類の属性のカテゴリー間では、類似する割合を示
している（【図 14】⑥）。６種のカテゴリーの中で一番データ数が多いのは【Ⅳ】で、
LF・JFともに全体を占める割合は 40％前後であり、ビジネス接触場面を通して、背景と
なる企業のあり方や社会についての意識が、多くの基礎データから窺える。２番目に多い
のは【Ⅴ】であるが、LFのバリエーションが JFより若干多く、異文化に対する関心は外
国にいる JFより、自国にあってもグローバル社会に生まれ育った LFの方が若干高い。 
「共通点」33の《概念》 
	 33の《概念》のうちバリエーションが多いものは８つである。共通点には大きく２つ
の特徴がみられる。まず、「グローバル社会に求められるもの」を示唆する《概念 35、
51、66、71、72、74》である。次に「ビジネス日本語教育」のモデルとして残る可能性
が高い内容を示唆する《概念》である。これには、２種類あり、①JFに多く、日本文化
圏の有標性が高いため、日本語リンガフランカからは外れる可能性が高い《概念 26》と、
②LFが JFから学んだ点として、グローバル社会での汎用性が高く、日本語リンガフラ
ンカに残る可能性が高い《概念 58》である。 
「相違点」40の《概念》 
	 JFだけのバリエーションが見られる《概念》は 24で、LFだけの《概念》は 16であ
った。⑥の比較において「相違点」の《概念》数は多いが、バリエーションの数が多か
ったのは、JFでは《概念 17.ビジネスマナー》や《概念 68.日本人の変容》であるが、
LFでは、あまり多くない。あえて言えば、共通語の中にも現れる日本人の曖昧表現につ
いて言及している《概念 22》が挙げられる。バリエーション数が少ない《概念》は、汎
用性は、低いことになるが、地域性が高い可能性もあるので研究上の留意は必要である。 
 
8.1.3	 ⑦JJと JF（データ①と③）の比較分析 
	 ⑦の比較分析からは、現地スタッフとのビジネス接触場面において、使用言語が異なる
日本語母語話者間に、どのような共通点、相違点が存在するかがわかる。 
	 JJの問題意識には、香港での接触場面であっても日本語を使用するため日本語文化圏の
行動規範に沿ったものが多くなる。その中にはグローバルな行動規範も含まれるが、そこ
と日本語文化圏の有標性の高いものとを分けるための手がかりとして、JFの問題意識との
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比較を試みる。JFの規範意識も母語文化圏の規範であろうが、英語を使用するという点か
ら、日本語という変数要因が省かれる分、より汎用性が高い内容が得られると期待してい
る。しかし、このようにこの方法には限界がある。ここで得られた汎用性が高い内容には、
日本語母語話者が日本語文化圏でどうしても譲ることの出来ない地域性の高い行動規範と、
その中に存在するグローバルな行動規範（人類として共通するもの）の２つが混在してお
り、本研究では分離することができないことを述べておく。 
	 ⑦JJ-JFでは、JJが 195件、JFが 201件で、合計 396 件のバリエーションと、66の
《概念》を比較した。JJと JFのカテゴリーの割合は異なり、使用言語が異なると、接触
場面における関心が以下のように大きく変化する傾向が見られる。日本語を使用する接触
場面では、【Ⅱ】、【Ⅲ】、【Ⅳ】の日本語の言語形式や日本的な実務に関して述べてい
るバリエーションが多い。一方、英語を使用する場合は、特に【Ⅳ】異文化適応と【Ⅴ】
のグローバル社会に関して述べているバリエーションが多い。その理由は８.４で考察する。 
「共通点」41の《概念》 
	 バリエーション数が多かった《概念》は 6つであった。そこには２種類の傾向が見ら
れる。１つは、日本語母語話者が、母語以外を使う接触場面の中にさえ持ち込む日本語
文化圏の規範が見られる《概念 1、3、17、21、26》である。もう１つは、現地における
ビジネス接触場面を通して、日本語母語話者が示す G人材あるいは GR人材としてのグ
ローバル化が窺える《概念 74》が挙げられる。 
「相違点」20の《概念》 
	 使用言語による相違が見られるものは、２種類ある。まず、JJに多いのが《概念 10、
65》で、JFに多いのが《概念 66、72》で、ともに外国語能力にかかわる内容である。
もう１つは、JFの《概念 43》で、日本企業のグローバル化に関する内容である。 
 
8.1.4	 ⑧LJと LF（データ②と④）の比較分析 
	 ⑧の比較分析では、日本語母語話者とのビジネス接触場面において、使用言語が異なる
現地スタッフの間に、どのような共通点、相違点が存在するかを探る。 
	 LJ、LFともに、第一言語の広東語を使用しない接触場面における意識の比較なので、
汎用性という点で、⑦以上に精緻化されたデータが得られると期待している。しかし、現
時点で分かっている変数要因として、100年に及んだ植民地時代の英語使用が広東語や香
港人の言語観に与えた影響があげられ、それを加味すると⑧で得られる考察には、香港と
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いう多文化・多言語社会において、日本語文化圏の行動規範がどのように捉えられている
のかが窺えると考えられる。 
	 ⑧では、LJが 526件、LFが 116件で、合計 642 件のバリエーションと、74の《概
念》を比較した。⑦と類似する傾向を示しているが、最多の【Ⅳ】は、使用する言語にか
かわらず、日本人に接する現地スタッフが意識する内容であるという点から、教育に最も
優先される内容であると考えられる。⑦との違いは、使用言語の如何にかかわらず、接触
場面の背景に最も関心があるという点である。LJは、具体的な個別な事情（カテゴリー
【Ⅰ】〜【Ⅲ】）に意識が向いており、これは言語形式など言語教育で対処しやすい部分
なので、教育に生かすべき内容であろう。LFは、文化等のメタ認知を必要とする事象
（カテゴリー【Ⅳ】〜【Ⅵ】）に意識が向き、汎用性が高い内容である可能性が高い。	  
「共通点」36の概念 
	 使用言語に関わらず共通するのは、母語で日本語母語話者との異文化間コミュニケ−シ
ョンを経ても消失しない現地スタッフの考え方や行動規範の特徴を示唆する。それらに
はまだ、国際基準と現地の基準が混在しているが、調査地においては汎用性が高く、
《概念 1、22、51、66、71、74》のバリエーションが多い。ともに外国語を使うため、
言語に関わる内容と、日本人と働く上で、グローバル社会の一員として第三の文化を築
こうという意識が見られる。こうした「共通点」の《概念》にあるバリエーションの内
容は、特に外国人と接する日本語母語話者に対する情報として価値があると思われる。 
「相違点」25の概念 
	 使用言語による相違が見られるものは、調査地において現地語や現地語文化圏の有標
性や、国際性に対する「ずれ」を示唆しうる内容であり、LJのバリエーションがある
《概念 2、4、51》、LFのバリエーションがある《概念 73、74》があげられる。 
「その他」13の概念 
現地スタッフを理解するときの背景知識となる。その他には《概念 10.11.30》がある。 
 
８.２	 B．パターン分析と教育内容 
	 考察 B では、「81 の各《概念》にはどの属性のバリエーションが見られるか」という、
４種類の属性のバリエーションの有無による《概念》のパターン分析を行い、各パターン
が、教育内容としてどのような意味を包括しているかを全体的に掴むための考察を行う。
この考察は８.４のバリエーションの解説で行う考察の視点を明確にするための作業でもあ 
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る。これを怠ると、バリエーションの考察を読み進むに連れて、各バリエーションの「お 
もしろい小話（アネクトード）」としての魅力に捕われ、教育内容の改善の材料としての 
視点を忘れてしまうからである。 
	  
 
【図 15】	 ４種類の属性のバリエーションの有無による《概念》のパターン分析 
	  
	 【図 15】は、４種類の属性のバリエーションの有無の組み合わせでできる 15種類のパ
ターンを図解してある。15種類のパターンは、３種類以上の属性のバリエーションがある
グループ❶と、２種類の属性のバリエーションが見られるグループ❷と、１種類の属性の
バリエーションがあるグループ❸の３グループに分けた。各パターンが教育内容として、
どのような意味があるのかを❶〜❸のグループ別に説明する。 
 
8.2.1	 ３種類以上の属性のバリエーションがあるグループ❶ 
	 4-A、3-A、3-B、3-C、3-Dは、３つ以上の属性のバリエーションが見られるパターンで
ある。このグループに分類された《概念》は、多くの属性のバリエーションがある、つま
り全属性の人々が意識しているという点で、共通して留意しなければならないものと考え
られ、教育的な内容としての汎用性が高いと判断される。また、各属性のバリエーション
の数が多い概念ほど、教育内容としての汎用性が高いと考えられる。以下、パターン別に 
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考察する上での本研究の考え方を記す。 
	 4-A	 	 	 ：全属性の人々が意識しているという点で、留意に値する《概念》 
	 3-Aと 3-B：母語以外を使用する者に意識されない内容を含んだ《概念》 
	 3-Cと 3-D：母語を使用する者に意識されない内容を含んだ《概念》 
 
8.2.2	 ２種類の属性のバリエーションがあるグループ❷ 
	 2-A、2-B、2-C、2-D、2-Eは、特定の２種類の属性のバリエーションがあるパターンで
ある。❷には、特定の属性間で、互いに分かりにくい「ずれ」を含んだ《概念》が多いと
予想される。その認知には、何らかの働きかけが必要であるという意味で、特定の属性に
対する汎用性が高いと考えられる。 
	 2-Aと 2-B：使用言語により、母語話者間でも「ずれ」が大きい《概念》 
	 	 	 	 	 	 	 同じ言語を使う者同士では、母語のいかんによらず共通点が見られる。 
	 2-Cと 2-D：使用言語にかかわらず異文化間で「ずれ」が大きい《概念》 
	 	 	 	 	 	 	 母語が同じ者同士では、共通点が見られる。 
	 2-Eと 2-F：母語以外を使用する者同士、あるいは、母語を使用する者同士で共通点が 
	 	 	 	 	 	 	 見られる《概念》 
 
8.2.3	 １種類の属性のバリエーションがあるグループ❸ 
	 1-A、1-B、1-C、1-Dは、単独１つの属性の調査協力者だけにバリエーションが見られ
る《概念》である。バリエーションの割合が低い場合は、調査協力者の個人に帰する内容
である場合も見受けられる。しかし、割合が高い場合は、特定の属性に見られる地域性の
高い意識として、教育内容として、下記のように考慮される対象になる可能性が高い。 
	 1-A：JJだけに意識される内容の《概念》。日本語文化圏の特徴の可能性が高い。 
	 1-B：JFだけに意識される内容の《概念》。JFの変容に関する特徴の可能性が高い。 
	 1-C：LJだけに意識される内容の《概念》。日本あるいは現地の非国際性の可能性。 
	 1-D：LFだけに意識される内容の《概念》。LFの変容に関する特徴の可能性が高い。 
 
	 81の概念をパターン別に分類した表が次ページの【表 10】である。81の《概念》は 15
パターン中、2-F と 1-D 以外の 13 パターンに分類された。❶に分類された概念は 50 概念、
❷は 18概念、❸は 13概念である。 
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【表 10】	 81の《概念》と 13のパターン 
 
 
8.2.4	 「汎用性」と「地域性」 
	 分析に入る前に、教育内容としての「汎用性が高い」と「地域性」という本研究の用語
の意味を説明したい。 
	 まず、「汎用性が高い」というのは、言語形式のように、常に正解であるから全員に教
えるべき内容という意味だけではない。一つは日本語母語話者、現地スタッフ、使用言語
といった属性の違いに関わらず、多くの人々に意識される内容なので、教育内容として取
り上げるべきであるという意味である。もう一つは、特定の属性間で意識の「ずれ」が大
きく、互いに誤解を招く可能性が大きいので、互いに知る必要性が高いと考えられ、教育
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内容として優先すべきであるという意味である。前者は、❶にあたり、【図 15】の 4-A〜
3-Dに分類された概念で、バリエーションが多いものは特に汎用性が高い。意識する場面
が共通なので、「ずれ」に対する気づきは比較的に容易であろう。しかし、ここには地域
性の高い内容がまだ未分化のまま存在する。後者は、❷にあたり、【図 15】の 2-A〜2-F
に分類された内容である。異文化間や使用言語間で内容に大きな「ずれ」が内容を含んで
おり、双方に気づきが起こりにくいため、気づきを促すためには、なんらかの教育的補助
が必要であるので、❶とは違った意味で調査地においては汎用性が高いと思われる。 
	 次に「地域性が高い」というのは、ある特定の地域に特有な内容であるという意味で、
２種類ある。１つは「日本という地域における特徴」で、例えば、❸の《概念 55．お茶汲
み》は、日系企業の女性の新入社員だけがさせられる業務である。これは香港の企業文化
にはなく、日系企業に残る日本の企業文化であることから、日本の地域性が高く、ビジネ
ス日本語教育の内容としては、どの国の人々も知る価値は高いという意味から、汎用性も
高い内容である。もう１つは「調査地という地域における特徴」で、例えば、❶の《概念
57．オフィスで朝食》のように、日本ではありえないが、調査地ではよく見られる習慣で、
調査地の地域性が高く、調査地の全属性に対しては有益な教育内容となるが、他の国では
有益であるかどうかは、他国の調査を待たねばわからないといった内容を指す。 
	 考察 Bのパターン分析の結果、81の概念は【表 10】の通り、13のパタ−ンに分類され
た。バリエーションの属性が多い《概念》ほど汎用性が高いと考えられる。パターン分析
では、汎用性が示唆されたが、考察 Bのみでは、地域性、つまり誰に対する教育内容であ
るかは判断することはできない。例えば、3-Dに分類された《概念３．敬語》は LJと JJ
のバリエーションが多く、《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》では JFが多いと
いった、属性間のバリエーション数に差がある。また、２-Cに分類された《概念 36	 企
業内人材育成》では、JJと JFの双方からバリエーションがあるが、使用言語のいかんに
かかわらず、駐在員からはなく、「現地採用になった日本語母語話者」からの意識のみで
あるという属性の限定が見られた。そこで、誰に対する教育内容という点を明らかにする
ために、各《概念》を詳細に考察する必要がある。本来は 81のすべての《概念》を詳細
に考察すべきであるが、本論文においては、８.４の「各《概念》の教育的価値」	 におい
て❶〜❸のうち、バリエーション数の割合が多い《概念》を中心に、質的分析・考察を行
う。そのため、８.３の考察 Cでは、考察 Bのパターン分析に従い、バリエーション数の
割合が多い《概念》を選ぶ作業を行う。 
!"/"!
８.３	 C．「汎用性」や「地域性」の高い《概念》の抽出 
	 本項では、考察 Bのパターン分析に従い、バリエーション数の割合が多い《概念》を選
ぶ作業を行った。選出の基準は、以下の通りである。 
１）JJ・JF・LJ・LF４つの属性のうち、バリエーションが占める割合が 2％68以上の
属性が１つでもある概念を抽出する。 
２）１）で選出された《概念》の「汎用性の高さ」を探るために、さらに、バリエーシ
ョンの割合が 2％以上の属性が多い順位を出した。この順位が高いほど、「汎用性」
が高いと判断する。 
 
	 これらの方法で、選出されたのは、81概念のうち 46概念（❶で 35の《概念》、❷で 9
の《概念》、❸で 2の《概念》）である。下記の３つの表は、46の《概念》を、バリエー
ションの割合が２％以上の属性の数で分類した表である。【表 11】は、グループ❶の 4-A、
3-A、3-B、3-C、3-Dから選出した 35の《概念》、【表 12】はグループ❷の 2-A、2-B、
2-C、2-D、2-Eから選出した９概念、【表 13】は、グループ❸1-A、1-B、1-C、1-Dから
選出した二つの《概念》である。８.４の考察では、この順で詳細な質的考察を行う。 
 
【表 11】	 グループ❶の 4-A、3-A、3-B、3-C、3-Dから選出した 35の《概念》 
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-+!81の概念にバリエーションが平均的に分布すると仮定した場合、割合は 1.2％となる。その２倍に当たる
2.4％はバリエーションが多い概念として、第７章の各属性の《概念》を取り上げるときに採用した基準である
が、第８章では、より多くの概念を紹介することを念頭に置き、主に 2％以上の概念を考察の対象とした。!
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【表 12】	 グループ❷の 2-A、2-B、2-C、2-D、2-Eから選出した９の《概念》 
 
 
【表 13】グループ❸の 1-A、1-B、1-C、1-Dから選出した２つの《概念》 
 
 
８.４	 「汎用性」や「地域性」が高い内容を含む《概念》の詳細な質的分析	  
	 本項においては、8.3 の考察 B と C の作業を経て選出した 46 の《概念》は、「汎用性」
や「地域性」が高い内容を含む《概念》と判断し、《概念》別に詳細に考察する。考察は、
8.4.1で、グループ❶【表 11】、8.4.2で、グループ❷【表 12】、8.4.3で、グループ❸
【表 13】の、それぞれに示した属性の多い順に行う。 
 
8.4.1	 グループ❶	 35の《概念》 
	 グループ❶には、50の《概念》が分類されているが、このうち、本研究で詳細な考察を
行うのは 35の概念である（【表 11】）。属性に関わらず意識される《概念》では、属性
間でバリエーションの詳細は、類似したものが多いと予測されるかもしれないが、実際に
は逆である。例えば、《概念 26．謝罪》では、JJは「現地スタッフは謝罪しない」、LJ
では「日本人の謝罪は意味が無い」といった意識の内容に相違が見られる。こうした、一
つの《概念》で、同じ対象に対する意識に見られる相違が、「ずれ」を生じさせる要因の
１つである。 
	 以下、【表 11】に従い、パターン別に、バリエーションの割合が２％以上の属性の数が
多い《概念》の順から考察する。 
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【表 11】	 グループ❶の 4-A、3-A、3-B、3-C、3-Dから選出した 35の概念 
 
１）パターン 4-A  
	 JJ 、JF、 LJ 、LF全属性からのバリエーションがあるパターン 4-Aから、【表 11】に
ある 16の《概念》について述べる。 
 
《概念 74．グローバル社会と言語》 
	 《概念 74》は、グローバル社会で使用される言語の価値について、JJ7件（3.6%）、 
LJ13件（2.5%）、JF22件（10.9%）、LF8件（6.9%）のバリエーションが見られる。
《概念 74》の割合は 81の《概念》中、最も多いが、数値を押し上げているのは、母語以
外を使用する JFと LFである。 
	 まず、JJを見ると、大きく、日本語話者が必要な人材と、日本語以外でもコミュニケー
ションが取れる人材という２種類の JJがいることに留意する必要がある。《概念 74》に
分類された JJの意識は、すべて後者の意識であった。言い換えれば、共通点としての扱
いは、外国語ができる JJと母語以外ができるその他の属性の間に限定される可能性も高
い。そうであるならば、《概念 74》の内容は、外国語ができない JJに「気づき」が必要
な内容であると思われる。母語以外の言語ができる属性の意識には重なる点が多い。まず、
どの属性でもグローバル社会においては英語ができるだけではなく、現地語や取引先の言
語や文化を理解する事が、実務上も経済効果の面でも必要であると認識している。（JJ4-3 
他 4、LJ1−29、LF3−8） 
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	 そうした認識のもと、共通言語の不在がもたらす不利益についての言及は（JJ3−5他 2
件、LF3−6、JF3−1）、LJ以外の属性にも見られる意識であるが、日本人の英語能力の低
さについては JJ と仕事をする LJ と JF に見られる（LJ20−3 他 3 件、JF2−1）。しかし、
LFは逆に、日本人との英語によるコミュニケーションには問題はないと語っている（LF1
−2）。LJと JJの間では、グローバル社会における日本語の経済的価値の低さ（JJ2−13、
LJ15−10）が共通している。
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	 特定の属性に単独で見られる内容としては、LJからは、多言語・多文化社会である香港
社会における英語リンガフランカの問題点（LJ16−15他 2件、JF1−22）と、JJからは、
英語と比較した場合の日本語の問題（JJ4−16）、LFからは国際英語の限界（LF3−10）が
語られており、国内のグローバル化を推進する日本社会における日本人の英語と外国人の
日本語について、教育面での留意点となろう。 
 
 
《概念１．言語形式》    
	 《概念１》は、様々な言語形式や言語能力について、JJ5.6%、LJ4.2%、JF2.5%、
LF2.6%のバリエーションが見られる。《概念１》については、第７章においても、JJ
（11 件）、LJ（22 件）の考察で、それぞれの特徴を取り上げた。JJ においては、助詞、
カナ、否定疑問文、漢語を使った表現等、現地スタッフの様々な言語形式面の他に、日
本語母語話者の日本語の乱れ（助数詞 JJ2−18等）にも意識を向けている事が窺える。 
 
	 LJにおいては、日本語学習者として苦手な部分に対する個別の様相を呈し、上級レベ
ルからの意識が多いことから、上級学習者向け自律学習の手段として WEB 等を利用し、
個別に対応できる教育的補助が有効ではないかと述べた。本章 JJと LJの比較分析にお
いては、言語形式に関わる意識は JJと LJの間で重なるものが多い。例えば、助詞の難
しさや（LJ1−12、JJ1−3他）、カナが苦手であるという認識（LJ4−3、JJ4−8）、否定
疑問文（LJ23−6、JJ11−1）等は、JJも LJも類似した内容のバリエーションがある。 
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	 共通点と判断された概念のバリエーションを個別に見て行くと、上述のように JJと LJ
の双方にバリエーションが見られるものがある一方、どちらかにしか見られない内容もあ
る。LJの言語形式に対する問題意識は、すべて苦い経験から「ずれ」に対する「気づき」
が生じた事例である。それらが JJから類似した内容がなくとも、LJが苦い経験をしてい
るのであれば教育内容としては取り上げるべきものであろう。同様に、LJから類似した内
容がなくとも、JJが意識しているものは、JJがそれについて LJに伝えない場合が多いた
め（筆者修士論文）、LJが気付いていない言語形式的誤用であるか、日本語教育で十分な
手当が出来ていない内容である可能性もある。前者には「承知いたしました（LJ4−13）」
の意味、「いいです、結構です（LJ16−24）」「あげる（LJ25−13）」「ともに（LJ27−
7）」「9時 15分前はいつ（LJ27−8）」等があげられる。後者としては「「ですね」と
「でしょうね」の違い（JJ2−16）」や、コミュニケーション能力について言及している
JJ7−10、JJ11−6等があげられる。これらは別冊資料 9で、各バリエーションの詳細をご
覧いただきたい。 
 
	 《概念１》の JJのバリエーションで、特に取り上げたいものに、日本語母語話者間で
あっても、世代により言葉の重みや使用方法が変化していくことに言及した下記の JJ16−
10があげられる。これは、一見、日本語教育に無関係の内容あるように思われるが、日本
語教育は、序論で述べたように、もはや非母語話者のみが対象ではない。日本国内のグロ
ーバル化において日本語リンガフランカが形成されるという筆者の仮説のもと、それを理
解して行かなければならない日本語母語話者に対する日本語教育の存在も念頭に置きたい。 
 
	 JJ16−10では、日本語教育について大学院で学んだ日本語教師ですら、属する世代や社 
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会の中で、身に付いた言語運用を、懐疑的に捉える事の難しさを語っている。言語は生き 
物であり、筆者は変化の内容に正誤があるとは考えていない。むしろ、日本語リンガフラ
ンカにおいては、単語の用法の変化だけではなく文法の変化など、よりダイナミックな変
化があり得るという構えで、変化に対処する必要がある。こうした内容は、外国人の日本
語を理解しなければならない日本語母語話者の心構えとしての教材に利用できる。 
	 LF（3件）は、日本語母語話者の英語の発音が分かりにくいという内容で、JJや LJと
は重ならない。JF（5件）は、すべて欧米系企業に勤めるマネージメントクラスの JF14
の意識であるが、電話による日本人顧客向けカスタマーサービスの人材育成に関わってい
るため、この概念において JF14の立場は JJに近いと思われる。 
 
《概念 26．謝罪》 
	 《概念 26》は、謝罪に関するバリエーションが分類されている。JJは 4.1%、LJは
3.2%、JFは 5.5%、LFは 0.9%というバリエーションの割合で、LFのバリエーションが
少ないという特徴がみられる。 
	 謝罪に関するバリエーションは JJの 8件、LJの 17件と共に多い。JJ8件中の 6件に
は、現地スタッフの不適切な謝罪に関する内容や謝罪の意味の相違についての意識が多い
他に、日本人の「謝罪好き」という内省的な内容もあった。LJ17件では、JJと同様に謝
罪の意味の相違に起因する様々な問題、必要以上に謝罪をする日本人という印象が語られ
ている。また、日系企業文化に適応するため謝罪の行動規範を変容させて行く LJの姿が
窺える。 
	 このように JJと LJで重なる点は多い。まず、謝罪に対する意識の前提として、「日本
人の謝罪を求める傾向」（JJ2−3、LJ6−22）という共通認識があげられる。 
 
	 こうした共通認識があっても、両者においては、謝罪が期待される場面や、謝罪に伴う 
責任、謝罪の対象である過ちの所在（イベントか、個人の性質か）等の相違が存在し、そ 
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れに対する理解の「ずれ」が、「謝らない現地スタッフ（JJ1−7他、LJ7−11）」、「誠意
のない日本人の謝罪（LJ13−15）」等の言語行動上の問題を作り上げる構造となっている。 
 
	 また、これまで述べて来た事例の背景で留意すべきは、日系ビジネスにおいて、LJの日
本の「謝罪」を受け入れる姿（LJ1−6 、LJ29−2等）は見られても、香港で仕事をしてい
る JJには現地の謝罪に対して理解しようとする姿勢が見られないことである。謝罪に見
られる相手の言語行動を理解しようという態度の「ずれ」は、日本人の異文化間コミュニ
ケーションに対する非グローバル化を示唆するとも言えるのではないだろうか。 
 
 
《概念 70．異文化対応能力の低さ》 
	 《概念 70》には、異文化に接してもなかなか自文化から離れられない日本人や現地スタ 
ッフの諸相に関するバリエーションが分類されている。JJは 2.6%、LJは 1.7%、JFは 
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3.0%、LFは 2.6%というバリエーションの割合から、大まかに以下の考察が可能である。 
	 まず、同母語話者間で比較した場合、日本語母語話者では、接触場面で共通語を使用す
る JFの方が、バリエーションの割合が多い。JFでは人種を問わず、周囲の異文化対応能
力の低い人物についての言及が多い（JF14−19）。現地スタッフでも、割合上では LFが
多い。しかし、バリエーションは全て１人からのものなので、単純な比較は難しいが、日
本人は香港にいても日本式を強制すると述べている（LF5−2）。共に共通語を使用する LF
と JF の意識が多いのは、共通語を使うことで、文化を客観的に捉えることが可能となり、
周囲の異文化対応能力の低さの認知が容易になるからではないか。しかし、JFでは、客観
的に異文化対応能力が低い人物に対する言及が多いのに対し、LFは主観的に、現地では
現地の文化に従うべきと考え、それに反する日本人への避難となっている。 
 
	 次に、接触場面で比較した場合、使用言語にかかわらず、日本語母語話者である JJと
JFのバリエーションの割合のほうが、LJや LFより多い。単純に考えると、すべての接
触場面は香港であることに帰するのではないか。LJや LFの母語文化圏なので、現地の文
化が当然優先されると潜在的には考えていることが LJや LFのバリエーションから見ら
れ（LF5−2）、それに対して JFや JJからは、現地スタッフと日本人の双方に対する意識
が見られる（JJ7−3、JJ2−17）。 
 
	 《概念 70》を全体的に考察すると、母語文化の中にいる属性では、留学経験の有無や使
用言語に関わりなく、母語文化寄りの基準で捉えがちになることが示唆される。それは日
本に住む日本人が海外でも日本の基準を求めることからも窺える。その結果、異文化を否
定しがちになる。第７章 JFの項で述べたように、グローバル社会において、異文化を受
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け入れないことは、ビジネスに大きな損失をもたらす。その点からも、「ビジネス日本語
教育」において、異文化理解の重要性は汎用性の高い教育内容である。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 !
	 ここで忘れてはいけないことは、２つある。１つは、個人の性格や個性に帰する特色を
文化に帰するものと誤解してはいけない（LJ27−16）ということである。それを見分ける
能力が多言語多文化で生きる市民には必要である（LJ16−9）。 
 
	 次に、異文化理解のため何が教育内容となるかである。「自国のいいところを受け入れ
ない他国の人」と言う言及に沿って、相手の文化を無批判で取り入れることではない。そ
れがインターナショナルでもいいと思われる場合においても、最終的には多数決の論理で
ある。職場では、G人材は異文化が良いと思われる理由を、時代や場に応じて、必要性と
効果の面から説明できなければならない。《概念 70》にあるバリエーションを事例として、
異文化理解を進める教育が必要であろう。 
	 	  
《概念 71．グローバル人材》 
	 グローバル人材（以下、G人材と略す）は、自文化・他文化を客観的に捉えることがで
き、異なる文化背景を持つ複数国の人々の中で、意見の調節ができ、第三の文化を構築で
きる人材である。《概念 71》には、グローバル人材の考え方や、グローバル人材に必要な
性質について述べているバリエーションを分類した。バリエーションの割合は、JJは
1.0%、LJは 1.0%、JFは 3.0%、LFは 6.0%で、母語以外を使用する属性のバリエーショ
ンの割合が大きい。《概念 71》の JFは外資系の高度人材あるいは日系企業の現地採用マ
ネージメントレベルである。LFも３名のうち２名は日本と取引がある企業の高度人材で
ある。また、《概念 71》の JJは、日本語で仕事をしてはいるが、現地で起業し、駐在員
ではないという点で他の JJとは異なり、JFに近い。LJは、現在はまだ高度人材ではな
いが、GR人材から G人材に移行する兆候を示している。こうした高度人材からは、G人
材の具体的な姿が読み取れる。以下、グローバル人材の考え方や、グローバル人材に必 
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要な性質について箇条書きにする。 
・言語の背景にある文化を学ぶことに意義があることを知っている（LJ1−39、LJ22−19、
LF2−23） 
・母語文化圏の規範を説明することができる（LF6−3） 
・複数の異なる考えを持つ人々なので、うまくやっていける（LF3−4） 
・個性と文化の違いを区別できる（LF3−15） 
・生き残る力（問題解決能力＋コミュニケーション能力＋知識）と言語能力を持っている 
・エリート意識などの偏見を持たない（JJ16−3） 
・異文化も自文化も客観的に捉えることができる（JF4−2、JF15−9） 
・外から情報を得ることに積極的である（JF14−20） 
・自分のアイデンティティーをしっかりと持てる（JF14−15） 
 
	 従来、ビジネス日本語教育では、どのような人材を学生として想定してきたのか。一般
的には深く考えることなく日本人上司に仕える現地スタッフを想定していたのではないか。
本調査には、取引先の日本人と業務上では共通語を使うが、共通語があっても、日本語を
学び、相手の考え方を理解しようとする高度人材の姿が見られた。このような学習者に特
化したビジネス日本語教育はこれまであまり見られない。しかし、今後、日系企業のグロ
ーバル化が進み、多くの日本人が日本語以外の共通語でビジネスをする時代がくれば、海
外のビジネス日本語教育は、部下ではなくこうした G人材向けの日本語教育が初級から必
要になってくるだろう。 
 
《概念 51．第三の企業文化の形成過程》 
	 《概念 51》は、JJは 2.1%、LJは 0.8%、JFは 1.0%、LFは 6.9%のバリエーションの
割合であった。《概念 51》には、第三の（企業）文化形成過程の基礎である、相手の文化
と自分の文化を知る必要性の自覚を窺わせる内容が分類されている。「第三の文化」の形
成には、大きく①双方が妥協をする、②良いと思う文化に自然に傾く、③納得の上で相手 
の文化を受け入れるなどがある。例えば、時間厳守などは日本側がほぼ妥協せず、香港側
が受け入れている。（何らかの力関係が関与し、片方の文化を強制する同化は、第三の企
業文化に含めない。）第三の企業文化となったものは、グローバルルールに近い性質か社
会人基礎日本語として言語行動として有標性が高いものか、いずれにしても教育内容とし 
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ては重要である。《概念 51》では、下位分類の《概念 52〜60》も一緒に扱う。 
	 JJ5−11と LJ6−12では、母語ではない日本語を使う LJ6と、現地スタッフと日系企業
を繋ぐ人材派遣に勤める JJ5が、第三の文化形成に関する一般論、理想を語っている。互
いに歩み寄り、納得のいく第三の文化を形成すべきであると述べている。また、接触場面
での言語行動は、相手の個性による場合も多く、特定人物の言語行動だけをもとに、ある
国民のステレオタイプを形成すべきではないとも述べている。 
 
	 では、「第三の文化の形成が必要である」という掛け声は果たしてどのように実現され
ているのであろうか。具体例は、いずれもあまり多くはないが、《概念 51》の下位概念の
《概念 52〜57》に現れている。JJ以外、特に LJや LF部下は、残業、接待、オフィスで
の朝食の他に、勤務中の公私の区別（LJ20−5）、お茶汲み（LJ23−4）、朝礼（LJ22−3）
等の身近な具体例について述べている。 
 
	 LF上司は、日系企業／日本語母語話者の期待する行動規範との妥協点を見つけるため
の努力や考え方について語っている（LF3−1、LF1−6）。 
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	 一方、JJでは《52．残業》に１件（JJ5−62）、《54．勤務中の公私の区別》に 1件 
（JJ16−11）、どちらかといえば LJに対する否定的なバリエーションしか見られない。 
	 	 	 	 	  
	 JJのバリエーションの少なさは、第三の文化の形成への掛け声に反し、日系企業や日本
語母語話者はあまり積極的に取り組んでいないか、あるいは、その必要性を感じないぐら
い現地スタッフを日本的な企業文化に同化させていることを意味するのではないだろうか。
妥協点を見つけるという作業は、「相違の気づき→自文化の客観視」、時には、「否定→
妥協点の模索」という自己と向き合う過程であるため、その過程を経た内容は容易に意識
に上がってくるはずである。しかし JJ においては、上述の 2 件だけで、他の接待や朝食、
お茶汲み、朝礼、朝食に関しての意識は皆無である。たまたま JJからの意識が収集でき
なかったという事もあり得るが、筆者は、多くの日系企業の場合、「日系なので日本式」
が前提になっていると考えている。それは日系企業のグローバル化の段階が初期段階にあ
る事と一致し、それ故に人材派遣の JJ5は、タテマエにおいて、第三の文化の大切さを日
系企業に対し語りかけているのではないだろうか。《概念 51．第三の文化の形成過程》に
おいては、全属性のバリエーションがあるのでパターン 4-Cとなったが、その下位概念ま
で拡大して考察すると、JJと LJの意識の間に大きな「ずれ」が存在する事が窺える。JF
からのバリエーションが多いのは、JFの仕事現場がよりグローバル化された環境であるか
ら、日系企業に特有な企業文化は取捨されている可能性が高く、そこで母語文化を背景と
する企業文化との対比が明確になり、意識として上がってくるからではないだろうか。 
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《概念 35．経営・人事管理》 
	 《概念 35》は、人材育成、チームワーク、職務範囲、人件費の予算が採用できる現地ス
タッフの日本語レベルを限定してしまう現実など、日本的な経営や管理方法に関するバリ
エーションが分類されている。バリエーションの割合は、JJは 1.0%、LJは 0.4%、JFは
4.0%、LFは 5.2%で、JFと LFという母語以外を使用する属性に偏りが見られる。 
	 全般的には全属性ともに日本的な経営や人事に関する問題意識が多いが、日本的な方法
をよしとするバリエーションも見られる。以下、問題点を中心に記述する。 
	 問題点として 4点あげる。①日本語能力に関わる問題である。業務能力に関わらず、LJ
は日本語が話せても、日本人でないだけで不利であると言い（LJ6−9）、JFは日本ができ
ないと仕事のチャンスが減り、昇進に支障が出るので最終的には会社を辞めた方がいいと
いう意識を持っている（LF10-1）。②日本のビジネス習慣が煩雑である（JF4−11）。③
②で日本人がやったほうが早いと考えるので、マネージャレベルの人材育成を行っていな
い（JJ5−14）。④昇給システムが現地と異なり、スタート地点では競争力があるが、２〜
３年後になると現地あるいは外資の方が高くなるため、優秀な人材は転職する（JJ5−26）。 
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	 一方、上記のように日本的な経営・人事管理の方法に疑問を感じる一方、日本的な方法
をよしとする意識も見られた。例えば、JF1−16は、研修期間中にも給料が支払われる日
本の雇用制度を肯定的に捉えている。また、米系企業より上司の数が少ない日系企業のほ
うが働きやすいといった意識も見られた（LF6-7）。 
 
	  
	 以上、《概念 35》の内容は、直接「ビジネス日本語教育」の教育内容にならないかもし
れないが、海外の「ビジネス日本語教育」の背景を知ることができる。 
 
《概念 58．高い完成度》 
	 《概念 58》は、結果として見える完成度だけではなく、完成度を高める要素（事前の不
確実性の排除、対処ではなく対策、計画性等）に関するバリエーションが分類されている。
バリエーションの割合は、JJは 0.5%、LJは 2.5%、JFは 4.5%、LFは 1.7%で、LJと
JFという母語からより遠い言語を使用する属性に偏りが見られる。 
	 LFの全バリエーションは、G人材からのものでもあるが、結果の完成度ではなく、完 
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成度を高める要素（事前の不確実性の排除、対処ではなく対策、計画性等）に関し、述べ
られており、日本の完成度の高さを肯定的に捉えている。 
 
	 一方、JFは、高い完成度を求める日本の気質の、強みと弱みについて述べた上で、現地
スタッフの仕事の完成度に対する不足を述べている。また、基準としている完成度を現地
の標準に合わせる気配もないと感じている（JF14-14）。 
	 LJは「まじめ、丁寧、細かい、正確、計画性、完成度」といったキーワードを用いて日
系企業で求められる完成度を表し、恩恵を受ける側としては肯定的、完成度を求められる
側としては「面倒だ」という否定的な意識がみられる（LJ11−11）。JJ１件では、そうし
た LJの意識に対応するように、現地スタッフは日本人が求める「踏み込んだサービスが
できない（JJ1−8）」と述べている。 
 
	 興味深い点は、母語から遠い言語で仕事をする LJと JFに意識が多く、母語あるいは公
用語で仕事をする JJと LFの意識が少ない事である。完成度の高さに関する意識が日本語
文化に強く関わるのであれば、JFではなく JJに多いはずである。なぜ同じ接触場面で
LJは意識するのに、JJは意識しないのか、LFは意識しないのに JFは意識するのか。母
語を使うとなぜ意識しないのか。考えられるのは、以下の理由である。LJは、JJに期待
する完成度に沿うように努力し、それが認められているため、JJの意識にはあまりのぼら
ない。しかし、日本のスタンダードが強要できない文化の中で、JFは母国のスタンダード
が満たされない状況に多数遭遇するため、多くの意識が上がってくる。LFにおいては自
国の基準で動くため、問題意識は起こらない。このように、JFが外国の企業文化の中でも
離れる事が出来ない基準だと判断できるので、「ビジネス日本語教育」の内容として汎用
性が高いと思われる。また JJ以外に見られる共通点として、日本的な完成度は、グロー
バルスタンダードではないことが上げられているが（JF２件、LF１件、LJ１件）、G人
材 LFからは、好ましいものとして捉えられていることもあげておく。 
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《概念 69．日本語母語話者への要望・協力》 
《概念 69 》は、職場における言語学習のサポートに関するバリエーションが分類されて
いる。バリエーションの割合は、JJは 3.1%、LJは 3.0%、JFは 1.0%、LFは 1.7%で、
日本語を使用する属性（JJと LJ）」に多い。 
	 《概念 69》では、すべての言語の学習者とその母語話者という対立で考察ができる。バ
リエーションが少なかった LFと JFでも、母語話者は常に学習者に対し優位な立場にあ
るが、サポートに対し、実務にかかわらない範囲では、積極的である印象を受ける。しか
し、バリエーションが多かった JJや LJでは、日本語能力が業務の達成に関わってくるた
め状態は変わってくる。 
	 LJの意識の多くは、日本語に関するサポートが思うように得られず（LJ22-18 、LJ30− 
11、他 5件）、それらは人材派遣に勤める JJがあげた日本語母語話者や日系企業に気づ
きが必要な内容（JJ5−62）と重なる。 
 
	 現実的には、会社は日本語学校ではないので、仕事現場で日本語サポートを強く求める
事は難しいが、日本語サポートが双方にもたらす利益は少なくない。それを理解している
JJのサポートが《概念 69》で語られている。具体的には表現、助詞、カナといった言語
形式的な内容の他に、簡単な日本語に言い換える、方言を避ける、意味の誤解を指摘する
等の JJ側の努力もあげられている（JJ4-13、JJ4-9）。こうした内容は、LJが幸運にも
受けられた日本語サポートと重なっている（LJ1−43、LJ4−6）。 
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	 上述から、職場の JJ は、LJ が望むサポートを十分満たせることが示唆される。しかし、
ここで大事なのは、JJ5−56で「双方向が大事」というように、良い関係の構築には日本語
母語話者や日系企業が LJの要望や意識に対する「気づき」が必要であるいという点であ
る。LF7−5や JF5−6に見られるように、言語的なサポートは、JFばかりではなく、LF
や JFも日本語母語話者に対し英語や広東語のサポートを行っており、この点を忘れては
いけない。 
 
 
《概念 30．挨拶》 
	 《概念 30 》は、様々な場で行われる挨拶に関するバリエーションが分類されている。 
バリエーションの割合は、JJは 1.5%、LJは 2.3%、JFは 1.0%、LFは 3.4%で、という
現地スタッフ（LJ と LF）に偏りが見られる。全属性ともに挨拶の重要性は認めているが、
会社における挨拶には対照言語行動の視点から大きな違いがある。以下、日本語母語話者
と現地スタッフという視点から記述する。 
	 現地スタッフは、出社、外出、退勤の際、日本には挨拶のマナーが存在するが、香港で
は言わないのが一般的だと語る（LJ6−19）。その背景として、挨拶は他人行儀（LJ28−6）
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という「親しき中に礼儀なし」といった基本背景のもと、朝の挨拶は遅刻に対する警告
（LJ25−21）、日本的な退勤の挨拶では仕事を頼まれる（LJ29−4）等が上げられている。 
 
	 一方、日本語母語話者では、１件は LJと同じ内容であるが、２件は取引先など力関係
が存在する場合の相手に対する挨拶、とくに日本的な深いお辞儀を伴った挨拶は難しいと
指摘している（JJ8-3）。ただし、日本語母語話者は現地スタッフとの文化的な相違を理解
した上での言及なので、日本的なお辞儀を現地スタッフに強要しているわけではない。 
 
	 LJ は、日常生活に近いところの挨拶については、対照言語行動上の相違を理解した上で、
日本語接触場面においては、日本的な基準で挨拶をしていると思われる。そのため、JJか
らのバリエーションも少ないと思われる。ただし、日系企業の社員として取引先の現地ス
タッフとの接触場面では、面子やビジネス上の力関係の在り方に関わる規範は現地に則っ
ている。これは LJには自然なことなので意識されていないが、JJには日本の行動規範に
反するとして意識されている事から分かる。「ビジネス日本語教育」では、「おはようご
ざいます」「失礼します」「よろしくお願いします」といった簡単な挨拶一つにも、背景
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に大きな違いが存在し、それがどのような言語行動の相違を生み出し、どのような誤解を
招くのかを具体例を通して伝える義務がある。 
《概念 29．報告》 
《概念 29 》は、業務上期待される報告に関するバリエーションが分類されている。バリ
エーションの割合は、JJは 3.6%、LJは 2.5%、JFは 0.5%、LFは 0.9%で、日本語を使
用する属性（JJと LJ）が多い。 
	 JJは現地スタッフに対し、いつ何をどのように、何のために報告するのかを分かってい
ないと語っている。具体的には中間報告など期待されるところで報告がない、あっても提
示の順番や、事実と推測の分別等報告の仕方に問題があると述べている。 
 
	 一方、多くの LJは、日本企業の求める報告は面倒だという。具体的には、香港の報告
は結果だけであるのに対し、日系企業では結果報告の前に、過程や対策が含まれる中間報
告もあることや、香港では職務は個人に帰属し、グループワークではないため情報共有と
いう考えがないため、現状報告を行う会議には積極的ではない等がある。 
 
	 しかし、問題が起きた場合には、過程が問われる事もあり、そこで中間報告の欠如が、
原因究明の遅延に繋がる。LJの中には、そうした報告の価値について言及したバリエーシ
ョンも見られる。 
 
	 ここで《58．高い完成度》、《59．計画性と危機管理》における LJの意識を突き合わ
せると、報告を面倒がる現地スタッフに、その意味を伝える事ができる。LJは日本企業の
完成度や危機管理に対する評価は高く、それを可能にしている要素の一つに日本企業の報
告の習慣があることを、現地スタッフに説明する機会があれば、現地スタッフの報告に対
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する評価も変化するかもしれない。ここで、筆者が疑問なのは、英語を使用する属性（JF
と LF）のバリエーションが少ないことである。何語を使用しても業務上における報告の必
要性は、同じはずである。特に、現地スタッフの報告の仕方に問題を感じていた日本語母
語話者が、英語を使用する企業文化に入ると、報告に対する期待が変わるのであろうか。
バリエーションは少ないが、JF、LFともに、相手側に合わせていることを窺わせる内容
が語られている（JF5–8、LF3–20）ことを挙げておく。 
 
  
《概念 63．人間関係の在り方》 
	 《概念 63》は、業務上の人間関係の在り方についての意識に関するバリエーションが分
類されている。バリエーションの割合は、JJは 1.0%、LJは 0.4%、JFは 2.5%、LFは
3.4%で、共通語を使用する属性 JFと LFに多い。 
 	 全属性に共通することは、社内・社外を問わず、個人に温かみのある人間関係を望んで
いることである。LF上司は共通語で日本人と十分に会話ができ、取引先ともビジネスラ
イク（数値）ではなく、人間関係が考慮される日本的なビジネス関係を好ましいものと捉
えている（LF2−10）。同様に LJも日本の顧客に対する対応を「親切」と形容し、人間関
係を重視している。 
 
	 一方で、JJと LFは望ましくない人間関係についても述べている。JJは声をかけても
乗ってこない若い世代の態度から、人間関係が希薄になったことを感じている（JJ16-9）。
LF部下は、共通語は仕事をするには困らないが、それだけでは暖かい人間関係ができに
くいと述べている（LF6-13）。これは、現地スタッフは外国人に本音を言わないと述べて
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いる JF1-17とも共通した内容であり、共通語を使うコミュニケーションではタスク達成
に留まり、人間関係の構築の面でマイナスである可能性を示唆する。 
 
 
《概念 41．職務範囲の捉え方》 
	 《概念 41 》は、自分の仕事の範囲はどこまでであるかという職務や職責の範囲につい
ての意識に関するバリエーションが分類されている。バリエーションの割合は、JJは
1.5%、LJは 1.5%、JFは 3.5%、LFは 0.9%で、特に JFに多い。 
	 職務範囲、責務の範囲に対する理解が異なると、バリエーションに見られるような様々
な支障や誤解が生じる。外国語で仕事を行う JFであるが、勤務先がグローバル化のどの
段階にあるかにより、意識の内容も異なっている。まず、グローバル度の低い日系企業に
勤める JFからは、日本的な職務範囲の捉え方を基準に据える意識が見られる。例えば
100％の努力を傾けない現地スタッフの様子に苛立つ JF1−21や JJ1−10である。また、日
本的なグループワークが浸透し、カバーし合う働き方が出来る現地スタッフに対し安堵す
る JF11−11などもある。 
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	 一方、グローバル度が高い外資系に勤める国際弁護士は、日本人感覚の顧客に対応して
いるとコストパフォーマンスが下がると述べている（JF13−3）。具体的には、海外案件は
通常、顧客の案件を処理するのに何時間かかるかという見積もり計算をするので、職務範
囲は決められた時間でできる範囲という事になる。しかし、日本人顧客は案件の周辺事項
を追加する場合があり、しかも関連事項なのでそれを含めたすべてをパッケージとして処
理してもらえるという感覚でいる。そのため、外資系で働き日本の顧客をもった場合は、
勤め先あるいは取引先に対し、経費の計算の仕方などを説明する必要がある。 
 
	 職務範囲に対する LFのバリエーションは少ないが、ここで、興味深い LFのバリエー
ションを紹介する。JJが JFのことを無責任であると意識するケースは多いが、JFを無
責任であると意識するケースが、LF5−12に見られた。JJの意識は LJの職務範囲の捉え
方の違いに起因すると筆者は考えているが、それをベースにこのケースを解釈すると、グ
ループでの責任なので、個人が責任をとる香港スタイルからすると、グループに責任転嫁
し、個人は責任を負わないという感じがするのだろう。あるいは直面した問題の処理に長
けた香港人には、まず原因解明に走る日本人は、問題を放置し、解決を先送りにする無責
任に映る可能性を示唆する。日本語母語話者との「ずれ」と考えられ、留意が必要である。 
 
 
《概念 23．意志の伝達・交渉》 
	 《概念 23 》は、自分の意志の伝え方ついての意識に関するバリエーションが分類され 
ている。バリエーションの割合は、JJ は 1.0%、LJ は 1.7%、JF は 0.5%、LF は 2.6%で、 
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特に LFに多い。 
	 全属性からは、現地スタッフは、事実や意志をはっきり素早く告げることで、相手から
の情報を引き出し、次の自分の一手を出せると考えていることが窺える。一方、日本人は
聞き手の気持ちや、聞き手の次の一手を慮り、伝達方法に腐心する。 
 
	 LF1-5では、日本語母語話者にとっては耳に痛い発言であると知りながらも、経営とい
う目的のために、現状把握と対処を求める発言を、感情抜きに行っている。しかし、それ
に対する日本語母語話者職員は、期待された説明がなく、LF1−5は残念だと考えている。
LJ16–23では、日本育ちの現地スタッフが、日本と現地の意志伝達のスタイルの相違につ
いて述べている。「ビジネス日本語教育」の内容として大切な項目であると考えられる。 
 
《概念 15．電話とメールの補完機能》 
	 《概念 15 》は、重要な伝達媒体である電話とメールに関するバリエーションが分類さ
れている。バリエーションの割合は、JJは 1.5%、LJは 1.9%、JFは 0.5%、LFは 0.9%
で、日本語を使用する属性（JJと LJ）に若干多い。 
	 電話とメールは、教科書では独立して教えられることが多いが、仕事現場では相互に補
完機能が高い二大コミュニケーションツールである。とくにインターネットによるコミュ
ニケーションが発達した現在、ビジネスでは、電話よりもメールによるコミュニケーショ
ンのほうが重視される傾向も見られる。 
	 電話の掛け方や、メールの書き方は、「ビジネス日本語教育」のみならず、日本語母語
話者にとっても訓練が必要なビジネススキルである。一般的に、電話とメールは独立した
教育内容として扱われている。本研究においても、概念生成の課程において電話とメール
は独立していた。しかし、電話に関するバリエーションを見ると、全属性のほとんどがメ
ールとの絡みである事が分かり、《概念》の名称を変更した経緯がある。 
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	 具体的な内容としては、2種類ある。1つは JJ（3件）で、謝罪・催促はメールの前に
電話が大事（JJ13-3）だが、書き方に注意が必要で、それができなければ、日本人が書く
という内容である。もう 1つは LJ（10件）で、電話など音声によるコミュニケーション
には自信がないので、時間をかけてきちんと書いた文によるコミュニケーションのほうが
楽だいう心理的な背景のもとで（LJ4-10）、音声コミュニケーションの確認をメールで行
うといった内容が見られる。これは JF5-7や LF2-2からのバリエーションにも共通し、ビ
ジネススキルとしては当然だと思われる。ただ、《概念 14．確認の方法》にあげたように
「確認」に対する抵抗も考慮しなければならない。 
 	 《概念 15》から言える事は、仕事では、電話会話とメールは一連の作業である事が多
く、第７章 LFの節でも述べたように、電話会話をメモして、メールの文に変換させる練
習が有効ではないかと思われるが、第８章においてはもう 1つ提案がある。それは電話に
よるコミュニケーションの理解向上を目的にした学習の強化である。LJのバリエーション
から、メールの書き方はある程度自律的に学習ができると思われるが、そもそも電話会話
の聞き取りができないためにメールに頼る傾向が出てくると考えられる。口頭伝達に対す
るメモ書きに始まり、内容の再記述を箇条書きにする一連の聞き取り練習を作成する必要
があろう。メールに対する意識は《概念 5．メールの書き方》を別冊資料 9にてご参照い
ただきたい。 
 
《概念 24．指示・催促》 
	 《概念 24》は、指示・催促に関するバリエーションが分類されている。バリエーション
の割合は、JJは 2.1%、LJは 0.4%、JFは 0.5%、LFは 0.9%で、特に JJに多い。 
	 JJ4件中 3件は、「念押し」である（JJ8-2、JJ13-2、JJ14-2）。「念押し」は香港で 
 >5fk2= JIE@CBA
 >5fk2= IHF@G
 >5fk2$- JHD@D
>5ffgatSTe[RrbnukS)e[jLfNNo[RKVvfTlkS)L5[fTlKo
MK
	
	L>5e[f <ShNe[RtKh#7So[YK,TupK,TwhNfTpNe[L
|Xy`f*RNZqhNe[RK7ervkbdZqhNRhbd^Ohye[sLi5YdvfTl/Ny
e[VgK}kbdK^WRtzYdNUki<;PSMb_tvRtK\07eYdKXbTKWO4b_
RtbdLe&6Yd1UbdZe[j^Oe[L+lwvye[sL^ONO K}lVu
xUwo[Risvye[VgK(UwvlNcpUwvVgKhNpNo[jLihuo]yRMuo[L^ONOfT
lK9Uwvoe:vRK"9ShUdp.	Sx:bdQVmKMfe?SMb_ iK':bdQN_
kihyeWOYdUwhRb_kbd4PvyeL
lx[v lKNcp~kek{x!To[jL>5e5[fK83S%ZvRpYwhN
YK<;b_tihvRpYwhNfNoYdL
!%"-!
は親切な行為として好意的に受け入れられるが、中国語の念押しを日本語に直訳すると
「いつも忘れる人に対する忠告」に近いニュアンスを言外に感じるため、日本語母語話者
を不快にするケースが多い（JJ8−2）。一方、LJから「念押し」についての言及はない。
同じ場面でも意識している事が異なる典型である。「念押し」は、意図せぬ誤解を避ける
ために「ビジネス日本語」の教育内容として取り入れるべきであろうが、現在「念押し」
を対照言語行動として取り上げているテキストは、筆者の管見の限り見当たらない。 
 
	 では、LJは指示や催促、念押しにおける LJの意識はどうだろうか。LJ27–5では、日
本語では催促にも指示にも「お願いします」という依頼表現を使用するが、そのまま中国
で使用すると、催促にも指示にもなりえず、逆に軽く見られると語っている。はっきり言
うことをよしとするコミュニケーションスタイルでは、「依頼」で「指示・催促」をまか
なうことはできない。「念押し」は現地では親切であっても、失礼ではない。「催促」も
当然の権利に基ずく行為なので、日本ほど相手の心理に配慮することはないようだ。こう
した内容は、日本語母語話者が知っておくべき内容である。 
 
	 筆者は、対照言語行動における JJと LJの認識の「ずれ」、特に同じ場面で双方とも意
識しているにもかかわらず内容が異なる場合は、丁重に扱うべきだと考えている。《概念．
24》で、指示・催促そのものに関するバリエーションは、JJ、LJともに全体を占める割
合が低く、第７章では、取り上げられていない。《概念 24．指示・催促》として割合が低
くなったのは、筆者の分類法による影響が大きい。LJは、対照言語行動に大きく関わる
「指示・催促・断り」に対する疑問を、JJのように言語行動上の問題として理解できない
ため、「はっきり言わない」という理由で一括りにし、《概念 22．曖昧表現・婉曲表現》
に多数分類されて可能性が高いからである。《概念 22》を占める LJ のバリエーションは、
22件と多い。すべてが《概念 24》に関わる内容であるとは言いがたいが、その具体的な
内容は、《概念 22》に分類されてしまった内容も解決し得る鍵であると考えられる。JJ
以外の属性においてはバリエーションが少ないが、詳細に見て行くべき内容であると考え
られる。 
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２）パターン 3-A 
	 パターン３-A は、LJ からのバリエーションはなく、JJ 、 LJ 、LFからのバリエーシ
ョンで構成されている。２つの《概念 73．日本語教育の範疇》と《概念 42．日本企業の
グローバル化の現実》について述べる。 
 
《概念 73．日本語教育の範疇》	  
	 《概念 73》は、言語教育に携わらない人びとは、日本語教育の範疇に対して、どのよう
な認識をしているのかに関するバリエーションが分類されている。バリエーションの割合
は、JJは 1.0%、LJは 0.0%、JFは 1.5%、LFは 3.4%で、特に LFに多い。《概念 73》
では、LFが言語教育に対してどのようなイメージを抱いているのかが窺える。 
	 	 	 	 	 	 	  
	 全般的にビジネスパーソンは、言語教育と文化教育を切り離して考える傾向が見られ、
それはビジネスパーソンが、これまでに受けて来た言語教育では、言語行動や異文化間コ
ミュニケーションに関する内容が、あまり取り上げられておらず、言語形式の教育を中心
としてきたことを示す。ビジネス日本語教育では、文化教育は読み物としてテキストに掲
載されることが多いが、言語行動に関しては、企業の要請に従い、日本語文化圏の行動規
範を模範とするような傾向が見られた。今後は中立的な教え方を考えるべきであろう。 
 
《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》 
《概念 42》は、日系企業のグローバル化の遅れに関するバリエーションが分類されている。 
バリエーションの割合は、JJは 1.0%、LJは 0.0%、JFは 2.5%、LFは 0.9%で、特に JF
に多い。	  
	 企業のグローバル化にはいくつかの段階があるとされ、谷口（2005）によると日本のグ 
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ローバル化は様々な現象から検証すると、まだ初期段階にあるという。《概念 42》のバリ
エーションからもそうした状況は窺える。グローバル化初期段階の象徴的存在である駐在
員 JFからは、事務の現地スタッフが長年勤めることで事務処理方法が刷新されにくい傾
向を危惧しながらも、現状を問題視していない印象を受ける（JF11−5）。一方、現地で採
用され、待遇も現地並みの「現地採用」と言われる JFは、駐在員制度に対し否定的で、
日系企業のグローバル化の遅れを嘆いている（JF15−3）。後者の意識は《概念 43．駐在
員システムの功罪と現地化》によく現れている。また、グローバル化の進んだ企業に勤め
る LF や JF も日本企業のグローバル化の遅れを具体的に語っている（LF2−20、JF5−5）。
日系企業が長期に渡り、グローバル化初期段階に留まっているにもかかわらず発展を遂げ
られてきたのは、対象としてきた主な市場が日本国内であったと分析されるが、第２章で
述べたように、今後、日本社会の人口減少とグローバル化が進み、市場が国外に移るとと
もに、駐在員を中心とした海外進出経営システムは変わっていくだろう。そうした中で、
ビジネス日本語教育もグローバル化の段階に適応した変化が求められる。 
 
 LiSÂáûýðùÂ^5 
 LiSÂáûýðùÂ^5 
 LiSÂáûýðùÂ^5 
 LiSÂáûýðùÂ^5 
µ¥¼²Á¢½Ò£¦³~±ÔÄ¤¤Î¼¡Î¹»¤ÓØ¼þ	ÂK½¤¥ÂÃðëàÞñÚæ×Î¹»¬Ô»ÓØ¼²¨ÿ(ObÀÃµ
¥¼²Á¢ðëàÞñÚæ¼ÌÂãôýì¼¡cIçýùæ×°¶Ò½¨½¤¥ÂÃ¡LO©¡§6¯ØÌLO¿Â¼Fnª
¿Ø¨Ãûýßù+¼l°»Î¹»ÓâýæÌ£ÒÉ²Á¢þaEÂf!¯ØÃ¤É²¨ÿûýßùÃ¤¿¤¼²¢LO¨ÑQ»¤
ÓÂÃ!aE¼¢þ5ÃLO¨ÑQ¶K©Î¹»¡b¿®½Ãûýßùÿµ¥µ¥¡µ¥¼²¢þ·¨ÑKÃtz©QÔÄ
¤¤½¢ÿ
µÔÀR½[×XÇ¶Ñ¡[ÂÈ¥©òûñÝëäøíù¿0EÂ©J\.¤¼²¢k3°»¤»§4¯Ø©¤Ñ¹°ÍÓK
¼¯¦¡×mn°»¤É²¢ÂA¼¡7À:¹»¡4¾ÌÂ½¨¶¬¯Ø°¿¤½u­¿¤®½©£ÓÖ­¼¡0E·­¼Ã
¿¬aEÌ±¼²¢þRÐÒÌ[ÂÈ¥©¬_*½°»Ã¤¤¼²Áÿ0EÎs¤çýùææèëñÆÂ6Â9CÎG¤Ã¡R
¼Ã£ÉÒr¬¿¤¼²Á¢¤É·<À8Ó½®Õ©/ª¤¼²Á¢¦Ä¡ÂoÃĀ¼¡èÛìùÃéÛúàèýþÿ¿Ø
¼²­¾¡ðýàúýÌ¤¼²¨Ñ¡dC¨¿½§Ì¹»¤É²©¡RÊ¶¤¿½®Õ¼Ã¡Â<¼ÃµÔÃ£ÒB¿¤Ø¼°Ï
¥Á¢R¼®Âôåäøü·½V½¨¡V½¨¢·¨ÑRÀu¹¶M¡RÂçýùæ¼Â®½×\eÑ¿¤Ã¡g×³¤
ÅØå÷îÙ·½D¥Ø¼²Ð¢É£¡O=ÀäîÙ½¤¥Ö­¼Ì¿¤Ø¼²©¡RÞñÚæ×w#°¶M¡ÀÐ¹»Ã×å÷îÙ
G¤°»¡5ÀÃ?ÑÂÈ¥©gÐÒå÷îÙ·¹¶Ò²ÓØ¼²­¾Á¢°¨Ì?ÑÂÈ¥©<©¼Á¢
±Í£¡[©¤¤Â¨Ă¹»gÃµ¥ÌD¹»¿¤¼²­¾¢É£¡>½°»LOb¿jÊ×H¹»Q²«»U2|°»¿¤S
Ã©p¸À¬¤¼²Á¢§¹°ÍÓ½§Ò°¤]YÀ¿¹»¤ÓØ¼²Á¢þ<
ÀLiS©[ÀªÃ±Ë»¡<¡®
¥°¶®½ÃqÓÈ¾vÖÔ»¤É²ÐÁ¢¼Ì¾¥°»-ÖØ¿¤Ø¼°Ï¥Á¢ÿáûýðùõïýåöüì©ÎÃÒ°¹¨Ò°»¿¤Ø
¼¡U2|×u¥¨¾¥¨¼¡}hÀU2|×²Ó¨°¿¤¨¼¡LOOf©×·´¿¨¹¶Ò°»¡^)Ì{ËÓ¡µ°»
Ā¡ā<¶¹¶Ñ:¹»QÓ¢¼¡#©W¹»¤¬âýæ©;À.¤¼²Á¢
 fÃ¡%Âìëò×¹¶MÂPÃ¡É³¡LO¼<$S×Î¹¶¢LOzÉ³y´Ó¹»®½·ÐÁ¢µÔ½¡^'À
Z²Ó½ªÃ¡LO&!½±@À²Ó¹»v¥®½¢±Í¿¤½§¨°¤¼°Ï¢¼ÌÁ¡Âf·½¡¾Ø¿ÀLOz¼ª»
Ìµ¤º©%·¹¶Ñ¡ÜêÂ©v¥Ø·­¾LO©¾Ø¿Â1ª½¨¡r¤½¨¤¹»Ì%ÀÖ¨Ò¹®¿¤¹»v¥Ø
¼²Ð¢ÑÃ" Âúóù¡®ÔÃ·Ë·Õ¥¹»NÀ¨Ó±Í¿¤¼²¨¢¼ÌÉ¼Â`ªT©¹»¤ÓÀ¨Ó­¿
¤ÎÕ¹»v¥Ö­¼²Ð¢µÒÍ¡¨Ó­¾¡µÔv¹¸Í·Ë¼°Ï¥¢µÔ¼Ì¨ÓjÊ×Ø¿ªÍ¡µØ¿®½LO©
ÎÑ¿ªÍu­¿¬¿Ó¼°Ï¢É£¡LOÀ,ÓÖ­·¨ÑµÔ¼Ìr¤­¾¡[À,Ó½¨%À,Ó¿Ñ´»ÔÄ¤¤x
¼²Ð¢
!%"/!
３）パターン 3-B 
	 パターン３-B は、JF からのバリエーションはなく、JJ 、 LJ 、LFのバリエーション
で構成されている。ここでは《概念 16、22、14、2》の４つについて述べる。英語で仕事
をする日本語母語話者の意識が見られない《概念》は、日本人が母語から離れると意識し
なくなる内容を示唆する可能性がある。 
 
《概念 16．不快感を与える言動》 
	 《概念 16》は、接触場面で感じる不快感に関するバリエーションが分類されている。バ
リエーションの割合は、JJは 2.1%、LJは 2.1%、JFは 0.0%、LFは 2.6%で、３つの属
性ともに多い。業務上で発生する不快感は、コミュニケーション上のマイナス要因である。
不快感のうち、その原因が言語に関わるものに対し、言語教育で対処するため、JJと LJ
および LF共通の不快感の原因を探った。その結果、次の 3つがあげられる。①待遇を抜
きすぎたフォリナートーク（日本語）、②現地社員を恊働相手として認めず、異文化間コ
ミュニケーションを放棄した態度、③母語の言語行動への傾倒などである。 
 
	 まず、①待遇を抜きすぎたフォリナートークについて述べる。LJ の不適切な待遇表現は、
表面的には待遇表現に関わる意識であるが、日本語と香港におけるバイヤーとサプライヤ
ーの力関係の違いが背景にある。日本では、バイヤーもサプライヤーも同等パートナーと
いうポリシーの企業が多い。しかし、香港では「バイヤーの立場は上」という考えがある。
JJ8−5は、電話口でサプライヤーである JJ8の待遇を下げる事で、電話を聞いている上司
からよい評価を得ようとした取引先（バイヤー）のマナー違反に対し不快感を表している。
また、不快感の対象は直接的には「自分のほうが上位だ」と感じられる言動にある。これ
は、LJにも見られ（LJ3−4）、こうした言動はどの属性からも受け入れられないようだ。 
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	 こうしたビジネス文化の相違に起因するものは、言語形式の教育のみで対応する事は難
しい。しかし「ビジネス日本語教育」としては、最低日本の企業文化を教育内容とし、学
習者が母国の企業文化と対比できるようにすべきであろう。 
 
	 次に、②現地社員を恊働相手として認めず、異文化間コミュニケーションを放棄した態
度について述べる。LJの不快感を引き出すのは、日本語母語話者の異文化間コミュニケー
ションの放棄である。LJ1−10は、電話会話の後、内容確認を安易にするため、LJの同僚
や上司である日本語母語話者に転送させる取引先の日本語母語話者の話である。LJは、自
分の日本語の間違いについて教えられることは歓迎しているが、業務上で日本人が「日本
人に電話を回して」という行為は、ある程度日本語はできる言語人材にとっては、社内に
おいて LJの面子をつぶす非常に不快な行為である。しかし、英語や広東語など日本語以
外で確認が出来る共通言語がない日本語母語話者は、実務上の確認を取るために手軽な方
法として日本語母語話者との会話を求めてしまうことはよくある。JJ2−8では、同僚 LJ
のメールの内容確認が回ってくると言及している。また、LJ26−6では、メールを出して
も日本人にしか返事をしない取引先の日本人が、現地スタッフの面子を潰している。 
 
	 LJの不快感も、日本人に再確認しなければならない取引先の手間も、どちらも愉快なも
のではない。実務上、外国語による接触場面において、確認は避けられないプロセスであ
るが、なぜ日本語母語話者と確認が必要となったか、言語形式や言語運用の面から説明し、
不快感を LJの日本語能力向上への機会へと変容させられれば理想的である。それが現場
で行われるの期待する事は難しいので、事例を集め、研究する必要がある。 
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	 最後に、③母語の言語行動への傾倒について述べる。交渉方法の相違（JJ6−5、JJ8−6）
に起因するものが見られる。具体的な内容としては、言いにくい事をいきなり紙面で通達
する JJに対する不快感（LJ2−9）、本音を語らない JJに対する不快感（LJ15−2）、香港
の交渉方法を JJに強制する LJ上司に対する不快感（JJ6−5）などがあげられる。 
 
	 LJの対となるバリエーションが LFに見られる（LF1-4）。LFは自分の直接的な交渉
方法が日本人同僚に不快感を与えているのではないかと意識している。 
 
	 不快感は、ビジネスに直接支障をきたす要因ではないが、長い目で見ればコミュニケー
ションに深い支障を残す要素であり、優秀な人材が転職するきっかけともなろう。そうし
た不快感は共通しているため、《概念 16》を事例として討論などに利用する教材として有
効であると考えられる。 
 
《概念 22．曖昧表現・婉曲表現》 
	 《概念 22》は、様々な曖昧表現や婉曲表現が、意志の伝達や指示、催促、断りの中で使
われており、分かりにくいといった内容が分類されている。バリエーションの割合は JJ
は 0.5%、LJは 4.0%、JFは 0.0%、LFは 2.6%で、現地スタッフ、特に LJに多い。 
	 LFと LJの意識には相違が見られる。LFは日本語母語話者の曖昧な表現に気がついて
いるが、それを問題視しているわけではなく、多様性の一つとして捉えており、LFのほ
とんどが上司であることから、多文化環境にある職場のスタッフ（日本人部下）を理解し
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ようとする意識が窺える。こうした傾向は、上司の意識が多かった《概念 26．謝罪》、
《概念 29．報告》、《概念 31．香港人のスピード嗜好》にも見られる。 
	 一方、第７章で、現地スタッフがコミュニケーションにおいて曖昧、婉曲と感じる場合 
の原因として、①日本語能力不足、②省略の影響、③言語行動の違い、④情報提示方法の
違いなどが考えられると述べた。①や②に対しては言語学習面から、③に対しては比較言
語行動面からの日本語教育からのサポートが可能である。①〜③には LFのバリエーショ
ンしか見られない。しかし、④に関しては、LFや海外勤務に慣れた JJからのバリエーシ
ョンが見られる（JJ4−14）。 
 
	 「ビジネス日本語教育」の具体的な補助として考えられるのは、どの言語にも曖昧性が
存在するが故に、異文化間での日常的なオペレーションでは直接的な表現を心がけること
（LF3−11、LJ1−37）、特に否定的内容の伝達に気を使うこと（LF2−9、LJ28−9）、情報
開示を十分に行う（LF1−3、LJ16−23）等である。日本語を使用しない場面においても意
識される日本語母語話者の曖昧性は、グローバルコミュニケーションにおける日本語の有
標性、インターナショナル性に対する違反を意味すると思われる。 
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《概念 14．確認》 
	 《概念 14》は、業務上の確認に関するバリエーションが分類されている。バリエーショ
ンの割合は、JJは 0.5%、LJは 1.3%、JFは 0.0%、LFは 2.6%で、現地スタッフ、特に
LFに多い。3−Bには分類されているが、JJは 0.5%であり、実際には LJ、LFだけの 2−
Dに近い。 
	 「確認」は業務遂行の要であるが、LJは、日本語能力に自信がないため確認が必要と考
え、LFは日本人の英語に問題があるので確認が必要と考えている。現地スタッフにとっ
て確認が必要だった内容としてあげているのは、作業の順番、決定事項、禁止事項の不理
解等である。確認の方法は LF、LJ共に「言葉を繰り返す」ことになるが、心理的背景は
異なる。 
 
	 LJは日本語母語話者の言語を話してあげているにもかかわらず、言語能力が十分ではな
いという心理的な負い目から、確認すること自体に「自己の評価を下げる」ような気持ち
を持ちやすい。そのため、確認に対し消極的になる（LJ7−20）。また、確認を受けるのを
嫌う上司に対する方略で苦労している LJの姿も見られた（LJ18-10）。 
 
	 一方、LF6−10では、確認の必要性を当然のように語っている。これは、LFは日本語母
語話者と共通語を使用するため、言語面では対等な立場を確保できるところから、確認し
やすいのではないかと思われる。 
 
	 JJからは、確認してほしい（JJ12-1）という内容が１件見られるだけである。これは、
現地スタッフが業務遂行に支障を起こさない程度に確認を行っていることを意味するので
あろうか。筆者はその逆であると考えている。指示を出す側である JJは、確認が必要で
あることを認識しているので、「私の言った事が分かりましたか」と常に確認をしている 
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と思われる。こうした理由から、JJ や JF からのバリエーションが見られないと思われる。 
 
	 以上から、「確認」に関しては、業務に直接関連があることから、以下の２点が「ビジ
ネス日本語教育」のポイントとなろう。一つは、LJに対する日本語教育として「確認」の
仕方を教えること。もう一つは、日本語母語話者に対し、LJが確認しやすい環境と、非母
語話者に分かりやすい指示をしているかを振り返ることをお願いしたい。 
	 《概念 14》に関わる課題は、日本語母語話者の「指示」の仕方のデータの収集である。 
 
《概念 2．専門用語》 
	 《概念２》は、業務上の確認に関するバリエーションが分類されている。バリエーショ
ンの割合は、JJは0.5%、LJは2.5%、JFは0.0%、LFは0.9%で、JJ、LFからも見られるが、
主にLJのバリエーションが多い。 
 
	 専門用語に対する意識の過多は、その専門知識の過多と比例すると思われる。JF以外の
属性は専門用語の難解さについて述べている。様々な職業、職種に携わるLJのバリエーシ
ョン13件では、一様に専門用語に対する不安が語られている。JLのバリエーションが多い
理由は、LJ1-13やLJ22-12から読み取れる。LJは日本語ができるというだけで現在の職に
つき、専門知識が少なく、専門用語の意味から学ぶ必要があったためである。第７章LJの
項において、「競合他社のサイトの紹介など、各自に必要な専門用語を自律的に学習でき
る能力を養成しなければならない」と述べたが、小宮（2007）で経済学入門の学習に必要
な語彙がコンパクトにまとめられているように、多様な専門性を持つ学習者に対応できる
「ビジネス日本語教育」の専門用語として取り上げられるべき語彙集が必要である。それ
は、日本社会の一員として期待される社会人基礎日本語の語彙集であろうと考えている。
海外で必要な語彙は日本国内のとは異なることは考慮しなければならないが、専門用語の
教育について、小宮（2007）では、「専門語が必要な学習者には、外国語教育の専門家で
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ある日本語教師による入門的な指導が有効と考える」（下線は筆者による）とあるように、
ビジネス日本語教育において、入門的な指導に当たるのが、社会人基礎日本語の語彙集と、
より高度な専門用語を自律的に学習できる能力である。学習者の属性がある程度共通する
場合は、授業開始の事前準備が必要となるが、各種専門用語辞典や業界誌などから必要な
語彙を抜き出す等、教員の方で可能な補助もある。 
	 ここでなぜ入門的な指導で許容されるのかを、JJのバリエーションから説明したい。JJ
のバリエーションは、LJ13件に対し、１件に過ぎない。それは、母語話者でないことが専
門用語の知識不足をもたらすのではなく、その業界や職務における実務と研修という経験
を通して充実して行くものであると考えられているからではないだろうか。JJ自身もすべ
ての専門用語を知っているわけではない（JJ4−7）。ましてや、LJには、徐々に覚えても
らえればいいと考えているだろう。ビジネス日本語教員として、日本企業に要請したいの
は、○○社××部の専門用語帳の作成である。専門用語教育は、LJの意識だけを判断材料
にすると、「ビジネス日本語教育」でサポートしなければならない項目として教員を悩ま
せる。しかし、LJとJJの意識を比較することで、入門的な指導を重要な専門用語教育と認
め、教員の精神的なストレスを減じることが出来ればと願う。 
 
 
４）パターン 3-C 
	 パターン３-C は、JJからのバリエーションがなく、 LJ 、JF、LFのバリエーションで
構成されているパターンである。《概念 66、49、53、57、80、43、65》の７つについて
述べる。英語で仕事をする日本語母語話者の意識はあっても、日本語母語話者に見られな
い《概念》は、JJが当然だと思っていても、実はグローバル社会の規範から外れている日
本的な企業文化の内容を示唆する可能性がある。 
 
《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》 
	 《概念66》は、二つの文化を繋ぐブリッジ人材の責務と悩みに関するバリエーションが 
分類されている。バリエーションの割合は、JJは0.0%、LJは4.0%、JFは5.0%、LFは 
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2.6%で、特に外国語を使う属性（LJとJF）からのバリエーションが多い。 
	 母語を使用する JJのバリエーションがないことは、ブリッジ人材に対する配慮の欠如
を示唆する。言語人材としての対価を払っているとはいえ、JJに欠けた言語能力を補って
いる日本語人材の業務がスムーズに行くかどうかは、母語を話してもらっている側の配慮
にあると思われる。《概念 66》からは、どのような点に配慮すればいいのか、日本語母語
話者へのアドバイスが窺える。特に JFと LJに共通する内容がもっとも有益な内容であろ
う。具体的には、企業文化や言語行動の相違に関わる内容（LJ4−17、JF5−19他）、言い
にくい内容、罵倒などを通訳させる（LJ30−15、JF3−2、LF5−10）等が上げられる。 
 
	 片方のバリエーションしかないが、留意すべき内容として２つのバリエーションを紹介
する。JF7−13では、専門外の翻訳・通訳を安易に依頼され、本業に支障が出ると述べて
いる。LJ15−8 では、２つの文化間の理解を深めようと説明を試みているにもかかわらず、
母語文化側の肩を持つと誤解され、困惑し、失望する LJの姿があげられている。 
 
	 以上は、多言語多文化化が進み、異文化に向き合わざるを得ない日本語母語話者にとっ
て、知る必要がある内容である。 
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《概念 49．時間感覚》 
	 《概念49》は、期限やタイムマネージメントに関するバリエーションが分類されている。
バリエーションの割合は、JJは0.0%、LJは2.5%、JFは2.5.%、LFは1.7%で、特にLJとJF
からのバリエーションが多い。 
	 第７章では、LJは、業務上、日本的な時間感覚の有益性を認めていると述べた。LJだ
けではなく LF5-7では、現地の時間感覚では業務に支障が出るという指摘しており、日本
的な時間感覚を肯定的に捉えていると考えられる。一方で、個人的な生活においては、香
港的な時間的なおおらかさを好ましいとし、日本的な時間感覚は柔軟性に欠けるという意
識が多く見られる（LJ25-18）。また、日系企業は終業時間に関しては時間厳守を適応せ
ず、都合がいい場合のみ時間厳守を利用しているという指摘（LF7-7）も見られる。	 こ
うした指摘は香港だけではなく、現在筆者が住むベトナムや、タイ（パチャリー2005）で
も見られ、日系企業が留意しなければならない点であろう。 
 
	 JJのバリエーションが見られないのは、日系企業では日本的時間感覚を基準とし、現地
スタッフも従っているからだと思われる。一方、JFは現地寄りの行動規範の中で働いてい
るので違和感を感じことが多いのではないか（JF5−10）。つまり、時間厳守は、日本語母
語話者が生きる日本社会にとって、妥協できない行動規範であることが窺える。 
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	 多言語多文化社会における時間厳守は、公私で基準を変えられる柔軟性を持たせ、異文
化間では早めに妥協点を探る事が求められる。 
 
《概念 53．勤務時間外の付き合いや接待》 
	 《概念 53》は、勤務時間外の接待や付き合いに関するバリエーションが分類されている。
バリエーションの割合は、JJは 0.0%、LJは 1.0%、JFは 1.0%、LFは 3.4%で、特に LF
からのバリエーションが多い。 
	 バリエーションの割合が高かった LFのうち、上司である LF3は、勤務後の付き合い、
いわゆる「飲みニュケーション」を関係構築の面で有効であると考えている（LF3−7）。
一方、日系企業の求める接待には、グローバル企業としては絶対に認められない内容の接
待が未だに存在すると言及し、それを危惧する LFの姿が窺える（LF2-19）。 
 
	 日本では、勤務時間外の関係構築（同僚との飲み会、付き合い、顧客との接待など）は、
仕事の延長として参加すべきという考え方が、現在でも一般的である。香港でも、遠方か
らの来客など上層部に対する接待はあるが（JF7-5）、同僚や上司とのアフター５の付き
合いは一般的ではない。しかし、《概念 53》に分類された LJや LFのバリエーションを
見ると、部下である LFからは、勤務時間以外の付き合いは、基本的には嫌だとする考え
と、上司との関係が良ければ楽しいとする意見も半分を占めており（LF7-6）、現地スタ
ッフだけで二次会を楽しむために経費を出してくれる日本人上司の姿も語られている
（LF4-5）。香港人は、付き合い嫌いと言われているが、「付き合い嫌い」なのではなく、
「嫌でも付き合う」という感覚は低いと解釈できる。 
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《概念 57．オフィスで朝食》 
	 《概念 57》は、現地スタッフがオフィスでとる朝食に関するバリエーションが分類され
ている。バリエーションの割合は、JJ は 0.0%、LJ は 1.7%、JF は 1.0%、LF は 3.6%で、
特に LFからのバリエーションが多い。 
 
	 朝食をオフィスでとること自体は、小さな生活習慣の違いであるが、分かりやすい異文
化差である。日本も香港も、共に譲れない習慣なので（LJ22-4、JF10-3）、妥協点が必要
である。多くの日系企業では、時間厳守の習慣にも関わるため、食べる場所については揺
れているが、始業時前なら食べてもいいという妥協が成立している所が多いようだ。実は、
そうすることにより、遅刻防止にもつながるので、日本側にとっては有益な妥協であろう。 
 
《概念 80．使用言語の選択上のマナー》 
	 《概念 80》は、グローバル社会では使用言語を選択する際にどのような配慮が行われて
いるのかに関するバリエーションが分類されている。バリエーションの割合は、JJは
0.0%、LJは 0.4%、JFは 1.0%、LFは 3.4%で、特に LFからのバリエーションが多い。 
	 多言語・多文化社会における使用言語の二面性についてであるが、国際的経済活動の確
実性を高めるため、英語など国際語の存在が不可欠であるという大前提とともに、取引相
手とのコミュニケーションをより効果的にするため、相手の母語文化を理解することが必
要であるという認識が共通している。それは、顧客の母語話者スタッフを配置することに 
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現れており、それにより顧客の文化を尊重したやり方への配慮が示唆される（LF2−17）。 
グローバル企業では、取引先や同僚との人間関係は、直接経済的実利とつながるため、関
係者の母語文化は尊重される傾向が見られる。しかし、シンガポールのように、尊重され
る文化が多言語・多文化社会の市民全員の母語文化となるかどうかは、定かではない。 
 
 
《概念 43．駐在員システムの功罪と現地化》 
	 《概念 43》は、日系企業における駐在員システムの問題に関するバリエーションが分類
されている。バリエーションの割合は、JJは 0.0%、LJは 0.4%、JFは 3.5%、LFは
0.9%で、JFのバリエーションが多い。駐在員システムは、有能なスタッフのやる気を削
ぎ、転職を誘発し、結果、上昇志向の希薄な安定志向のスタッフだけが日系企業に残る傾
向を生み、マネージメントが育たないという事態を招く（JF1−4）。こうした功罪は現地
スタッフだけではなく、現地採用 JFにも同様に作用している（JF2−10）。また、駐在員
自身も、従来、顧客が日本人、あるいは日本にいるため、海外にいながら視線はいつも日
本を向いている。しかし、企業が現地を向かなければ生き残りが計れない状況にある現在、
現地を見据えていない駐在員には適応が難しいと、JJ自身で気がつく必要があろう。 
 
 
《概念 75．多言語・多文化社会の諸相》 
	 《概念 75》は、英語リンガランカと様々な言語が行き交う多言語・多文化社会の日常の 
諸相に関するバリエーションが分類されている。バリエーションの割合は、JJは 0.0%、
LJは 1.0%、JFは 0.5%、LFは 2.6%で、LFのバリエーションが多い。 
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	 LJと同様に、香港という 100年間イギリスの植民地であった多言語・多文化社会を生
き抜いて来た広東語母語話者の文化を受け継いでいる LFたちの意識からは、人口減少の
ため移民を受け入れる国家へと移行するであろう将来の日本社会へのメッセージを受け取
れるはずであると考えている。多言語使用が社会に与える影響はどのようであろうか。待
遇表現の簡素化（LJ1−15）、ダイバシティの活用（LF3−13）、言語能力より文化理解を
重視し、母語話者同士でも母語が異なる人がいる場合では、共通語を使う習慣など（JF1−
1）、様々な特徴が見られる。様々な人びとに接し、それぞれを受け入れ、うまくやってい
こうという姿勢が、香港や国際的な企業の中で培われていることが窺える。 
 
	 香港では、多様な背景の国民があまり干渉し合わずに共生している。英語リンガフラン
カは、そうした文化的に中立なコミュニケーションツールとしての役割を果たしている。
しかし、日本語能力を日本語母語話者のためのみに使用してきた日本人は、「日本語能力
＝日本文化の理解」と誤解する傾向があった。しかし、国内に外国人定住者が増えるにつ
れ、日本語母語話者側には、ある能力が求められる。それは、日本語を流暢に話す外国人
に会った時、彼らが持つ異文化を背景にしたアイデンティティーを、認知し、尊重できる
能力である。その能力が持てない場合は、日本語リンガフランカは存在できず、日本が多
文化共生社会に変わることも難しいだろう。 
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５）パターン 3-D 
	 パターン 3-Dは、共通語を使う LFのバリエーションが見られない６つの《概念》であ
る。日本語を使用しなければ意識されない内容である可能性が高く、日本語文化圏の有標
性が高い内容が期待される。以下、《概念 17、3、68、34、27、44》の順に考察する。 
 
《概念 17．ビジネスマナー》 
	 《概念 17》は、ビジネスマナーに関するバリエーションが分類されている。バリエーシ
ョンの割合は、JJは 8.7%、LJは 1.7%、JFは 3.0%、LFは 0.0%で、JJのバリエーショ
ンが多い。 
	 まず、筆者の 20年の参与観察から述べると、ビジネスマナーに対する現地スタッフの
考え方が、2010 年前後から変化していることが挙げられる。一般的に香港にはビジネスマ
ナーは存在しないと言われてきたが（粟飯原 2009）、2012年のインタビュー時点では
「香港にもマナーはある」という意識が見られるようになった（LJ19−4）。それは、
2000年以降増加した中国大陸からの旅行者のマナーを反面教師として、特に豊かな 90年
代に生まれた香港の若い世代を中心に、より国際的なマナーが意識されるようになったた
めであると考えられる（LJ28−11）。同じ指摘は JFにも見られる（JF14−8）。 
 
	 このような背景のもと、日本国内の日本語母語話者と接する機会の多い LJは、日本の
ビジネスマナーは煩雑であるが、仕事上必要な知識であると捉えている（LJ22−1）。しか
し、JJから期待される日本のビジネスマナーレベルには達していないので、JJはもっと
学んで欲しいと述べている（JJ5−53）。 
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	 LJが指摘されたと意識しているマナーとしては、電話の受け答え、挨拶、改まった表現
の使用があげられ、JJが指摘するマナー違反としては、名刺の扱い方、態度、声のボリュ
ーム、整理整頓、言葉遣い、舌打ち、相手に会わせた話し方があげられている。JFからは
メールの送り方、話題の選び方などがあげられている。JJ、LJともにビジネスマナーに
意識が向ってはいるが、JJのバリエーションの多さから、LJが知らない日本のビジネス
マナーが多いことが窺える。ビジネスマナーというテーマを利用して、ビジネス日本語教
育を行うとすれば、JJの指摘にある LJが知らないマナーを優先して教育内容に取り入れ
るべきであろう。しかし、これら日本語母語話者に期待されるビジネスマナーが、グロー
バル社会で汎用性があるものであるとは限らず、相手に合わせるものであることを JJ自
身が言及している（JJ5−54／JJ16−14）。グローバル社会で活動する日本語母語者は、日
本的ビジネスマナーを国際的視点から熟考する必要があることを示唆する。 
 
	 LFからのバリエーションが見られないのは、非常に興味深い。日本語から離れ、英語
を使用するビジネス接触場面では、JJが意識していたマナーについてはすべて解消されて
いるのであろうか。LF上司は日本特有のマナーから離れた国際的なマナーに従い、LF部
下は、あまり日本人と接する機会がないところで、現地スタッフ同士、現地のマナーの中
にいると考えられる。であるから、LFからのバリエーションが少ないと思われる。 
 
《概念 3．敬語》 
	 《概念 3》は、敬語の言語形式に関するバリエーションが分類されている。バリエーシ 
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ョンの割合は、JJは 5.1%、LJは 2.3%、JFは 1.5%、LFは 0.0%で、JJのバリエーショ
ンが多い。敬語に対する意識は JJ、LJ共にバリエーションが多く、日本語ビジネス接触
場面においては、双方から重要であると考えられていることがわかる。少ないながらも JF
の意識もみられるが、現地スタッフに対してではなく、日本語母語話者に対しての内容で
あるのが特徴である。英語を使用すると、当然、敬語の言語形式に対する意識はなくなる
が、海外の日本語使用場面においても、規範から消えない要素であると考えられる。 
	 以下、バリエーションが多かった JJと LJの比較を行う。内容的に JJと LJで対応す
るものが多く、具体的には、敬語の不使用や不正確さについての意識（JJ6件、LJ11件）
や、過剰敬語について（JJ2件、LJ1件）があげられる。 
	 まず、敬語の不使用や不正確さについてであるが、広東語には人称で敬意を表現する方
法はあるが、日本語の敬語体系のように動詞の変化により敬意を表す言語体系はないと言
い切る香港人が多い。そのため、下記のバリエーションのように LJとって敬語文法の難
易度は高く、不使用や誤用が散見される。 
 
	 相手の過剰敬語に対する内容も、JJ、LJ共に見られる。JJ1−4では、形式的には正し
いが不自然に高い待遇が、逆効果となっている事を語っているが、現地スタッフの場合は、
敬語教育に問題がある場合が多いのではないか。また日本人の過剰敬語についても LJ4−1
で述べられている。我々は日本社会で使われるであろう２つの日本語、つまり母語話者の
日本語と日本語リンガフランカに、どのような敬語を残していきたいのであろうか。それ
とも自然の淘汰に任せるのであろうか。《概念 34．待遇表現》と共に日本語文化圏の言語
行動に大きな影響がある点なので、ビジネス日本語教育の内容として目が離せない項目で
ある。 
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《概念 68．日本人の変容》 
	 《概念 68》は、多言語・多文化社会の諸相に関するバリエーションが分類されている。
バリエーションの割合は、JJは 3.6%、LJは 1.1%、JFは 3.5%、LFは 0.0%で、日本語
母語話者のバリエーションが多い。日本語母語話者は全員、香港を含めた海外での就労経
験を通し、自分がどのように変容したかについて語られている。第７章 JJの節では、日
本人の変容には２種類あると述べた。１つは、自分がよしとする考え方や習慣を、別な社
会で生き残るために、変容せざるを得ない場合（JJ6-7他）と、価値観や方法など新しい
ものが既存のものよりも優れており、自分や社会に利益をもたらすと判断し、積極的に採
用し変容する場合である（JJ2−19他）。JJ16−5には、こうした自分の変容を振り返り、
一抹の悲しみを感じている JJの姿が窺える。
 
	 それに対し、JJの変容が前者であるか、後者であるかに関わらず、LJは日本人の変容
に対し否定的な意識はなく、むしろ微笑ましく捉えている（LJ6−20、LJ25−19）。LJが
指摘する日本人の変容は、「ギリギリの出社や遅刻」、「給料アップや有給の要求」、
「謝らない」等で、JJが好ましく思っていない現地スタッフの行動である。否定していた
にも関わらず、受け入れるには必ず社会的な必要性が存在するからであろう。 
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	 人びとの移動、異文化接触は、人の生き方に大きな影響を及ぼす。日本人の変容とは、
個人の中における第三文化の形成である。《51．第三の企業文化の形成過程》が、異文化
間接触が日常であるオフィス内での最低限の共通ルールの形成であるとすれば、《概念
68》は、個人レベルで取捨選択が実行される個人に取っての新しい行動規範を扱っている
といえる。それは、会社や他人が強制できない個人に内在化される規範である。これが集
合体になると社会規範となる。 
 
《概念 34．待遇表現》 
	 《概念 34》は、待遇表現に関するバリエーションが分類されている。バリエーションの
割合は、JJは 5.1%、LJは 2.3%、JFは 1.5%、LFは 0.0%で、日本語を使う属性のバリ
エーションが多い。《概念 3》と《概念 34》は、ともに待遇表現についての意識を分類し
たものである。《概念 3》は三分法や五分法と言われる敬語文法を中心に、言語形式に関
する意識を分類し、《概念 34》は広東語文化圏と日本語文化圏における待遇の在り方の相
違に関する意識を分類したものである。 
    JJと LJに共通する内容は２つであった。１つは、上級レベルの LJに対する日本語母
語話者の間違った言語ストラテジーである。誤解を避けるために明確に話そうという目論
みで、待遇表現を省き、急にスピーチレベルを落としたため、LJは「相手は怒っているよ
うだ、何が問題だったのだろうか」と誤解した。日本語母語話者の意図した明確性とは逆
に、混乱を生み出している（JJ4-12、LJ4−9）。 
 
	 もう１つは、日本社会における過剰敬語に対する懐疑的な見方である。異文化体験が豊
富な JJや LJは、待遇表現のレベルは業界により様々な様相を呈すると述べた上で、敬語
を好む業界に対し、多少批判的な見方をしている（JJ16−12、LJ4−11）。 
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	 JJと LJの意識で内容的に重ならないものに、日本語の待遇表現の難しさに対する認識
の違いがあげられる。JJ5は現地スタッフに対し、場をわきまえた敬語を使って欲しい
（《概念 3.敬語》の JJ5−57）と簡単に言うが、非母語話者にとっては難易度が高い。ビ
ジネスコミュニケーションにおいて英語が重視するのは、タスク達成のための簡潔性、分
かりやすさであるので、書きやすい。英語だと「ため口」の流れで、語彙を変え、ちょっ
と付け加えるだけで、丁寧さを表現できる。しかし、日本語では丁寧さを加えるには、流
れの部分から書き変えて行かなければならず、手間がかかると述べている（LJ25−10）。
LJ25は、敬語が言語形式の変換といった狭義の敬語だけではないことを認識している。 
 
	 しかし、日本語には要件以外の要素も入るため、煩雑で、国際言語としては非効率であ
るように感じられる。ここで言う要件以外の要素とは、様々な力関係や仲間意識等を敬語
で明示的に表現する必要性のことである（上記 LJ4−11）。学習者にとって、その点が敬
語文法以上の待遇表現の難しさとなっている。しかし、一般的に日本語母語話者の方はそ
れに気がついていないのではないだろうか。 
	 では、待遇表現は学習者から不要で嫌なものと思われているのであろうか。筆者の経験
による判断に過ぎないが、大学生、社会人、西欧人、アジア人を問わず、待遇表現をない
がしろにする学生はおらず、むしろ、大変ではあるが積極的に学ぼうとする姿勢が見られ
る。同様に、LJにも、積極的に敬語を使いたいという意識が見られる（LJ22−16）。 
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	 また、他者への配慮を表現できる日本語の待遇表現を、自分のアイデンティティーの表
現方法として体得している LJ25は、母語である広東語では自分らしさを表現できず、ス
トレスを感じる（LJ25−23）と語っているように、敬語は、自己実現に不可欠なツールと
位置づけられる。また、待遇表現を使った「親しみを表すテクニック」（LJ4−12）は余り
教育現場で教えられておらず、上級者に対する待遇表現教育内容の見直しが必要になろう。 
 
	 外国人とのコミュニケーションツールとしての日本語において、敬語をどのように残し
ておきたいのかという問いに対し、正解は存在しない。しかし、外国人に日本語を話して
もらいたければ、日本語母語話者は一度考えなければならない課題である。 
 
《概念 27．助言・忠告・叱咤》	  
	 《概念 27》は、助言・忠告・𠮟咤に関するバリエーションが分類されている。バリエー
ションの割合 JJは 1.0%、LJは 2.9%、JFは 2.0%、LFは 0.0%で、LJと JFのバリエー
ションが多い。 
	 日本語母語話者にとって、助言、忠告、叱咤の意味は異なり、少なくともグループワー
クの中で、助言は相手に対する期待を込めた好意的な言語行動（JJ16−2）であり、叱咤は
個人の不手際を指摘する意味合いが強い言語行動である。しかし、人材育成の概念が薄い
香港社会では、特定の業務能力を雇い、責務も個人に帰属するために、アドバイスは基本
的に存在しない（LJ9−13）。あるのは、給料という対価にふさわしい雇用水準に達してい
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ないことの指摘（叱咤）である。《概念 27》では JJが２件、LJは 15件と LJの割合が
高い。そこから、JJは、自分が行うアドバイスは、感謝されることはあっても、LJに不
快感を与えている可能性があることに気がついていないと考えられる。「ビジネス日本語
教育」の内容として、LJに日本語文化圏の助言の意味を確かめておくとともに、JJに対
しては、なぜ日本語母語話者は助言するのか LJに説明し、共通認識が確認できてからア
ドバイスすることを提言したい。共通認識ができることで、日本的な助言を好意的に考え
るようになる例もある（LJ8-17、LJ21−9）。若い世代の LJはアドバイスを受けたがらな
い傾向にあるが、LJ21−9のように日系企業が長く、日本的なやり方に慣れ、首にもなら
ないことを知っている場合は、「アドバイス」は良い物として受け止められるように変容
する可能性が窺える。	  
 
	 また、助言に関わるどのような言動が誤解されやすいのかが窺えるバリエーションを紹
介する。人前で助言をすること（LJ3−11、LJ14−12、LJ14−13、LJ21−8）、日本企業が
期待する完成度が高いため、日本側の質の追求に関わる指示や命令をいじめと捉える傾向
があること（LJ29−3、LJ28−3、LJ20−1）などがあげられる。 
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《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》 
《概念 44》は、現地スタッフのキャリア形成に関するバリエーションが分類されている。
バリエーションの割合は、JJは 1.5%、LJは 2.1%、JFは 0.5%、LFは 0.0%である。 
	 第７章の LJの節でも述べたように、香港社会のキャリア形成には２つの特徴がある。
１つは、キャリアの初期段階における１年未満の転職はマイナス評価にならないため、比
較的若い現地スタッフは職種や条件が合わなければ、早々に転職すること（LJ1−40、JF4
−1）である。もう１つは、能力に応じたポジションと対価は、与えられるものではなく、
自ら求めるもの（LJ6-8）と理解されていることである。いずれも日系企業でのキャリア
形成には合わない。説明がなければ現地スタッフは、日本的なキャリア形成を理解するこ
とができない。その結果、日系企業では出世することができないと考え、転職をする。 
 
	 LJ11件の内容は、ほとんど後者に関連する。日系企業は業務においても能力が高い GR
人材を求めているにも関わらず、現地に権限を持たせる必要ないと考えているようだ。そ
れは駐在員にすら限定的な権限しかないことからも窺える。そのため優秀な現地スタッフ
は、キャリア形成の半ばで、その道を閉ざされるため転職せざるを得ないのである。そう
した現地スタッフが抱える問題に対し、現地採用や駐在員からの意識は皆無である。それ
はなぜだろうか。現地スタッフに与える権限がなくて当然だと考えているのか、あるいは
おかしいと思っていても、本社の意向に意見しても意味がないと諦めているからであろう
か。本研究のバリエーションからは推し量る事は出来ない。いずれにしても JJや JFは、
転職を繰り返す現地スタッフを、日本の基準で判断しており、LJ の考えは理解していない。
「ずれ」を埋めるためには、LJのバリエーションを JJや JFに伝える必要がある。《概
念 44》の JJ３件のバリエーションはすべて人材紹介業に勤める JJ5からであった。JJ5
は、日系企業と現地スタッフ双方の意識に敏感であり、双方の「ずれ」に気がついている。
そして、日系企業の人材採用方針に対し疑問を持っている。日本的経営自体が現地社員の
採用方針を変えなければならないと自覚してほしい（JJ5−22）と述べている。 
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	 採用方針は日本企業のグローバル化に深く関連している。企業のグローバル化のレベル 
と自分が描くキャリア形成（言語人材でいいのか、グローバル人材を目指すのか等）を考
える機会を設けることも、ビジネス日本語教育がキャリア形成に関わる教育内容として提
供できることではないかと思う。JJ5が言うように、日系企業が就職市場においてどのよ
うな評価を得ているのか、現状を正直に語っていくことが大切であると考える。海外にお
いては日系企業が優秀な人材を求めて有名大学の日本語学科に求人をかけることが顕著に
なっているが、優秀な人材ほど日系企業には行きたがらない。経済的な要素が日本語学習
者の増減に大きな影響を与える。日本人が確実に減少し続ける現在、日本語母語話者だけ
で、日本的な価値観だけで経済活動が支えられる時はそうそう長くは続かない。日系企業
は商品管理だけではなく、キャリア形成の場、働く環境としても、外国人を惹き付けるも
のに変っていかなければ、「ビジネス日本語」は存在価値を失う。 
 
8.4.2	 グループ❷	 ９つの《概念》	  
グループ❷には、特定の２つの属性間で共通点や相違点が見られる 18の概念が、５つの
バターン（2-A〜2-F）に分類された。そのうちバリエーションが 2％を超える属性を持つ
《概念》は【表 12】の９つであった。本項では、この９つの概念を中心に考察を行う。 
 
【表 12】	 グループ❷の 2-A、2-B、2-C、2-D、2-Eから選出した９つの概念 
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１） パターン２-A 
	 パターン 2-A は、LF と JF のみにバリエーションが見られる《概念》が分類されている。
ビジネスレベルの英語ができる LFと JFの意識である。英語は、現地の公用語の一つで
あるが、現地スタッフの全員がその母語である広東語並みに英語を使用できるわけではな
い。一般的に、サバイバル・コミュニケーションレベルの英語は、日常的に使用されてい
るため、「英語で仕事ができる」と日本人が言う場合と、香港人が言う場合には、レベル
に大きな差がある。こうした環境の中で、2-Aにおける LFは、かなり上級の英語ができ
る現地スタッフである。母語以外の言語をビジネスレベルで操れる JFや LFは、グロー
バル社会における言語能力をどのように捉えているのであろうか。パターン 2-Aで、バリ
エーションが多かった《概念 72．相手の言語ができるメリット》を中心に考察する。 
 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》 
	 《概念 72》は、接触場面の相手の言語ができるメリットに関するバリエーションが分類
されている。バリエーションの割合は、JJは 0.0%、LJは 0.0%、JFは 3.0%、LFは
3.4%である。共通語で業務に携わる JF、LFともに、相手の言語を知る事には、大きなメ
リットがあると言及している。 
	 JFは、共通言語がある場合においても、相手の言語が分かれば、情報量、正確さ、人間
関係構築の面で大きなメリットを得られる（JF5−5）と述べている。LFは、それに加え、
グローバル企業の上司の立場から様々な文化背景の部下をまとめあげるためには、英語で
必要な意思疎通ができても、相手の言語を通し、考え方の違い等の理解を深めることがよ
いマネージメントの鍵である（LF2−7）と述べている。 
 
	 また、相手の言葉がわからないデメリットとして、通訳による誤訳の危険性があげられ 
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ている。他に媒介語のチェックができるスタッフがいない場合、通訳が情報の内容をコン
トロールするようになる危険性が指摘されている（JF2−5）。 
 
	 JFや、LFが述べているメリットは、実にその通りである。では、なぜ日本語ができる
LJからのバリエーションが見られないのであろうか。筆者は、そこから《概念 71》で述
べられている「メリット」は、英語という共通言語が存在して初めて活性化するものであ
るからだと考えている。 
	 JJは、母語である日本語を使用するため、無意識に日本語文化圏の基準で現地スタッフ
の言動を判断することで、グローバル社会における日本語文化圏のスタンダードを、前向
きに疑う好機を失っている。共通言語の存在は、異文化衝突を和らげ、文化差を客観的に
捉える姿勢を生み出している。グローバル性から言うと、JJ が現地スタッフを知るよりも、
LJが JJを理解する能力が上回っているが、多くの場合、JJが上司であるために、LJは
異文化間で意識する内容を対等に語り合えず、ストレスの原因ともなる。そうすると、LJ
にとって「相手の言語を理解するメリット」は《66．ブリッジ人材の責務と悩み》にある
ような「相手の言語を理解するデメリット」に変ってしまいかねない。そのような理由で、
LJの意識は《概念 72》よりも《概念 66》に多いのではないかと思われる。 
 
２）パターン 2-B 
	 パターン 2-Bは、日本語ビジネス接触場面の参加者間である JJと LJの意識である。パ
ターン 2-Bには《概念２．専門用語》《概念 14．確認》《概念 16．不快感を与える言
動》《概念 20．上級日本語話者の悩み》《概念 22．曖昧表現》《概念 25．断り》といっ
たビジネス日本語教育の内容に直結する６つの《概念》が分類されており、バリエーショ
ンの一つ一つは、教育内容として重要である。しかし、興味深いのは、バリエーションの
割合が多いのは《概念 4》のみで、ビジネス接触場面では、言語面に対する問題意識は、
あまり多くないことが示唆される。 
 
《概念 4．日本語の難解さ》 
	 《概念 4》は、日本語を難解にする要素に関するバリエーションが分類されている。バ 
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リエーションの割合は JJは 0.5%、LJは 2.1%、JFは 0.0%、LFは 0.0%で、日本語の難
解さについての意識なので、LJのバリエーションが多い。非日本母語話者にとって、分か
りにくい日本語母語話者の日本語に関するバリエーションを扱ったため、日本語を使わな
い JFや LFの意識は見られない。	  
	 具体的には、日本語を難解にする要素として、日本語母語話者の方言、ジェンダー、加
齢による声質の変化等が挙げられている。内容としては、日本語学習者と話す日本語母語
話者に対する日本語教育の参照となろう。特に、方言については、内容が分からない場合
には業務に支障がでる（LJ15−7）。また、日本語母語話者のアイデンティティーと関連が
深いため、聞き返しが難しい（LJ16−18）とも述べている。LJは JJの気がつかない苦労
を強いられていることが窺える。《概念 4》における JJの意識の少なさから判断すると、
JJは LJの問題に気がついておらず、配慮した事がないと考えられる。JJは自分の日本語
が非母語話者にどのように受け取られているのか、考えてみる機会を設けると、相互理解
がより進むのではないだろうか。 
 
 
３）パターン 2-C 
	 パターン 2-Cには、日本語母語話者である JJと JFのみに見られる３つの《概念》があ
る。考察にあたっては、JJのバリエーションが多い《概念 21、64》と、JFのバリエーシ
ョンが多い《概念 38》の違いに留意した。 
 
《概念 21．日本語能力の判定基準（社内／社外）》 
	 《概念 21》は、日系企業が日本語人材を雇用する際の基準に関するバリエーションが分
類されている。JJは 6.7%、LJは 0.0%、JFは 1.5%、LFは 0.0%で、日本語で仕事をす
る母語話者である JJのバリエーションが圧倒的に多い。 
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	 第７章の JJの項で述べたように、日本企業において日本語能力は、まず「取引先との
コミュニケーション」を任せられるかどうかで、「社内のみ（N２以下）」と「社外も可
（N１レベル）」という２種類の判断基準で表現されることが多い。日系企業は、よほど
上級レベルでないかぎり、日本人取引先には、接触させない傾向が見られる（JJ9−1、
JJ11−3）。これは、コミュニケーション上の誤解を避けるためや、日本人顧客への配慮か
らの判断であろうが、日本人が潜在的に持つ「外国人の話す日本語への非寛容性」を示唆
する。これが駐在員の必要性や、現地スタッフの地位向上の妨げとなってきた可能性もあ
る。一方、社内では文法的な間違いにも寛容であり、「うち」の関係においては外国人の
日本語を受け入れる素地があることを示している（JJ7−7）。この点は、英語を国際語と
して受け入れている英語母語話者と変わりなく、「うち」の判断基準が「そと」にも拡大
すれば、日本社会にも日本語リンガフランカが形成される可能性を窺わせる。 
 
	 さらに、職場では、N１や N２といった試験のレベルよりも、どの言語行動に対応可能
であるかにより、言語能力が判断されていることがわかるバリエーションを紹介する。
JF14は、外資系企業で働くグローバル人材である。日本語対応ができるカスタマーサー
ビスを雇用する際、謝罪のあり方が異なる香港人に、クレーム対応は難しいと判断し、日
本語母語話者を雇用した（JF14−6）。つまり、N１ではなく、社会人基礎日本語を理解し
ているかどうかで、日本語能力を図っているとも言える。日本語母語話者の雇用に際し、
JF14は、上司であるアメリカ人や香港人を説得するのに苦労したと語っている。英語母
語話者の感覚では、カスタマーサービスは特に専門性を要しない職務なので、旧３級（N4）
で、十分であると判断している。上司が言語行動の基礎とする英語リンガフランカでは、
英語文化圏の有標性の高い言語行動は、すでに淘汰され、文化的に中立的な言語になって
いるため、N３程度に相当する中級レベルの英語でも、オペレーション業務には十分なの
である。しかし、日本語はリンガフランカではないため、オペレーターにも日本語文化圏
の言語行動の理解が求められる。JJ14は、そうした地域性を考慮できない上司に対する、
言語に関する認識を変えてもらうための説明に時間を割いている。 
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	 通常、日本語レベルは、JLPTで評価するにもかかわらず、職場の日本人から「文法能
力じゃないんです。コミュニケーション能力です」とよく聞かれるのは、これまでの中級
レベルに、社会人基礎日本語に関わる教育内容が不十分であったからである。言い換えれ
ば、早い段階での社会人基礎日本語教育が行なわれていたら、英語と同様に中級レベルの
日本語でもオペレーターとして対応できるようになるのではないだろうか。 
 
《概念 64．企業の要望》 
	 《概念 64》は、日系企業から現地スタッフへの要望が読み取れるバリエーションを分類
した。JJ3.1％（6件）、LJは 0.0%、JF1.5％（3件）、LF0.0%の割合であった。この
《概念 64》は、部下に対する要望であるため、日系企業の部下である LJや LFからのバ
リエーションは見られない。JJのバリエーションは JFの倍であるが、内容的には類似し
ている。香港の日系企業の外国人材に対する要望は、日本の行動規範の理解、それを踏ま
えた日本語によるコミュニケーション能力と、実務能力である。 
	 まず、日本語を使うスタッフには、基本的なコミュニケーションを能力が求められてい
ることが読み取れる（JF14−3、JJ5−27）。しかし、「基本」という言葉の背景には、
「場を読む（JJ5−8）」といった日本社会に特徴と言われる「甘え」69を前提としたコミュ
ニケーションパターンに同化させようとする非グローバルさも見え隠れしている。 
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!-/!「甘え」は『「甘え」の構造』（土井 "/."）「周りに好かれて、依存できるようにしたいという感情であ
ると定義されている。筆者は「場を読む」とは、複数の人の共通した希望を、明示的に言われなくとも自ら気
づき、それに対応出来ることを意味すると考えている。この「言われなくても気づく」ことが正当化されるの
は、「甘え」が社会の特徴であるからであろう。!
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	 次は、問題解決能力、視野の広さ、情報収集能力、事務処理能力（JF7−9）といった社
会人基礎力である。そして「日本人マインド（JF1−2）」といった日本社会で歓迎される
抽象的なものも求められている。 
 
	 こうした要望にかなう外国人材は、まさしく高度人材であるが、その卵である香港人大
学生にはグローバル度の低い日系企業を嫌う傾向が見られる。この傾向は筆者が大学の国
際管理学科で教えていた 2006年当時、日系企業に行くことに疑問を感じると相談しにき
た学生が複数いたことからも窺える。ウォーカー（2015）も類似したシンガポールの事例
を紹介している。それにもかかわらず、日本企業の要求水準は高い。こうした要望は、第
５章 5.1.1の１）の③で述べたように、「ビジネス日本語」と社会や企業の関連の強さか
ら考えれば、教育内容として十分に配慮すべきものであるが、盲目的に従うべきものでは
ない。日本語教育で扱うべき内容であるかどうか、あるいはどのように扱うべきかは、そ
の時代、社会の要請という視点から再考し、「ビジネス日本語教育」が企業に提言できる
ようになる必要があろう。 
 
《概念 38．採用条件としての言語能力》 
	 《概念 38》は、日系企業が日本語人材を雇用する際の基準に関するバリエーションが分
類されている。バリエーションの割合は、JJは 1.5%、LJは 0.0%、JFは 2.5%、LFは
0.0%で、興味深いのは、現地スタッフと英語で仕事をしている JFのほうが、日本語で仕
事をしている JJよりもバリエーションの割合が高いことである。 
	 現地スタッフの日本語能力は、JJにとって業務遂行に関わるため、採用の大前提（JJ4−
2）なので、あまり意識されず、言及が少ないのであろうか。その代わりに「日本語能力よ
りも実務能力（JJ10−2、JJ8−4）」があげられており、一見、言語能力よりも専門知識を
重視しているのかといった誤解を招く。しかし、JJが意味する「実務能力」とは、日本の 
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商習慣をわきまえ、それに従い国内の日本人とスムーズに仕事ができる言語行動上の能力 
が前提となっており、実務能力だけではなく言語能力が含まれているのである。 
 
	 一方、現地において英語で仕事をしている JFが、日本語能力を採用条件とするのは、
JFのためではなく、日本本社や日本の顧客と直接コミュニケーションを取らせるためであ
る。また、JJに見られない内容として、採用条件としての言語能力は、そこにどのくらい
のコストが掛けられるかに左右される事が語られている（JF4−15）。JFにとって、日本
語人材にかけるコストとその効果について、JJよりも客観的に判断できるため、意識化さ
れやすかったのではないかと思われる。 
 
 
４)	 パターン 2-D 
	 パターン 2-Dは、日本語能力の有無に関わりなく、現地スタッフが日本人に対して抱く
意識で、異文化間の相違が大きく見られるバリエーションが分類されている。【表 10】の
2-Dに分類される《概念》は３種類に分ける事ができる。１つ目は、《概念９．学習者が
望む学習内容》、《概念 11．理想的日本人上司像》といった現地スタッフの内心である。
２つ目は、《概念 56．朝礼》、《概念 59．計画性と危機管理》といった日系企業の企業
文化に対する評価である。この２つのグループは現地スタッフの内心や評価であるため、
当然、JJや JFからのバリエーションは見られない。３つ目は、《概念 67．現地スタッフ
の変容》、《概念 77．社会人基礎日本語の形成過程》、《概念 81．高度人材の言語教
育》といった人々と社会の大きなつながりに関する意識である。パターン 2-Dのうち、バ
リエーションが多かったのは、３つ目の《概念 67》と《概念 77》である。この２つの概
念を中心に考察を行う。 
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《概念 67．現地スタッフの変容》 
	 《概念 67》は、LJ2.7％（14件）と LF0.9％（1件）のバリエーションからなる。LJ
の変容は、日本国内では日本語文化圏寄りに、海外では現地と日本の間で取捨選択が行わ
れる。海外における変容は、LJは母語の文化圏にありながらも他言語の文化圏の要素を取
り入れて行く過程である。その取捨選択の過程を垣間見ることは、将来日本語リンガフラ
ンカの形成過程で行われる取捨選択の予見に寄与できるのではないかと考えている。ここ
では、現地スタッフの変容の内容と変容の理由について述べたい。 
	 まず、取捨選択された内容について考察したい。現地の母語文化とは異なるが、日系企
業で現地スタッフに受け入れられている日本的な言語行動には、「謝罪（LJ1-41）」、
「報告（LJ7−7）」、「挨拶（LJ7−10）」、「完成度の高さ（LJ11−3）」、「時間管理
（LJ26−2）」、「ミス発生後の処理方法（LJ24−18）」等があげられる。 
 
この他に、《概念 48〜60》の企業文化関連のバリエーションでも、目に見える企業文化で
受け入れられているもの、受け入れられないものが言及されており、参照すべき内容であ
る。受け入れられていないものは、おそらく、日本語文化圏で有標性が高い習慣の中で、
例えば「お茶汲み」など、いずれは淘汰されてゆくものではないか。 
	 日系企業が現地文化と妥協しているのが「オフィスで朝食（LF7−6）」である。香港の
日系企業では、現地スタッフが日本語圏の基準に沿った変容をしていることが窺える。
 A  ¡¢¥#) jia_da
 A  ¡¢¥#) jif_f
 A  ¡¢¥#) jif_a`
 A  ¡¢¥#) jiaa_c
 A  ¡¢¥#) jibe_b
 A  ¡¢¥#) jibd_ag
9Z&lo
F©Wtnlh9r}k©l©LYsm}l§o2n}r¨o5{
sk|{}u2n{lWOvn}l§]@ª¨r9Z&okQn
}l
^8=\sTt9kBCstEk§0kTtno¨*H{onos8=s$2n}l
§?Ttnok¨pkxstrn"*t~l§]@¨]@kx7Pª
{}l8={}lkx7{rlG=/.{{kx'On2n
}l
8=|}lrk}x{{n2n}l{;nn}l1{n9k%2n}l§%2
o}}r¨k{osn}l<0kK+kMpnn2n}l<0l
§8=}yvqU}wkmko2n}ª¨n3|k{qr{n2r}
s¦¦¦D64-sXoNnxml]@kR{n9Xo}l:V2o}sl
!}svznQ}sk3|xm}r¨kGs8=
F
tnkrnkEnkozn2nl§n8I	>}r¨<X
}wkko8Ia`,J¦¦¦§s:V¨o}l
^xq(z[vn}rkS}lnn[sw¤£ sn}rl
!%*0!
LF7の会社は現地社員も出世できるような比較的現地化が進んだ会社である。香港人にと
って、朝ご飯は会社で食べるもののようだが、日本人は朝食は妥協しても９時から仕事と
いう線は崩したくないことが読み取れる。しかし、この生活習慣の有無に日本人の存在は
関係がないという言及や、LF７が現在勤める日系企業しか知らない点、すでに９時前にパ
ントリーで朝食いう習慣が自文化化している点で、変容は日本人との接触によるというよ
り、現地自体が多少日本よりに変容し、そこで現地スタッフが社会化したと思われる。 
 
	 つぎに、現地スタッフが変容した理由について述べたい。その理由として、下記の２つ
の要素が考えられる。 
	 １つは、グローバル社会にふさわしいインターナショナル・ルールを日本の行動規範に
見出し、取り入れる場合である。これは LJに受け入れやすい。若い世代は前世代よりも
日本的との意識が見られたが、それは日本的行動規範を通して得られた国際的な規範のこ
とを指していると思われる。例えば「挨拶」はこれにあたる。 
	 もう１つは、日系企業が譲らない日本的な行動規範である。例えば「謝罪」などがこれ
にあたる。では、なぜ現地にいるにも関わらず日本語圏寄りの変容が起こるのであろうか。
筆者は経済的な力関係の存在が大きな影響を与えていると考えている。雇用側の文化背景
は常に上位に立つ。LJはその言語能力を生かして日系企業で活躍することも可能であり、
日系企業文化を受け入れやすくなる。 
	 日系企業は、現在もまだ、経済的に優位な力関係にあると誤解している。そして、日本
的な言語行動をインターナショナルなスタンダードであると誤解している。第７章 7.2.2
の LJの項で、その取捨選択を垣間見ることは、社会人基礎日本語に関わる社会文化行動
の予見に寄与できると述べたが、それは日本的な言語行動に学習者を盲従させるためでは
ない。日本語母語話者が現地スタッフに無意識に従わせている内容が日系企業のグローバ
ル化に逆行していないかどうかを考える機会とするためでもある。 
	 筆者は、日系企業に勤める現地スタッフの変容については、LJ自身だけではなく、現地
スタッフと接している JJにも語られるのではないかと考えていた。しかし、JJは海外の
日系企業に日本語文化圏の文化を持ち込んだ本人であるにもかかわらず、それがスタンダ
ードだと考えているので、現地スタッフの変容に気がつかないのである。だから、JJや 
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JFからのバリエーションが皆無なのではないか。 
 
《概念 77．社会人基礎日本語の形成過程》 
	 《概念 77》は、LJ1.9％（9件）と LF0.9％（1件）のバリエーションからなる。第７
章 7.2.2の LJの項では、社会人基礎日本語の要素は非日本語母語話者においても、社会人
として初めて社会化が起こる場の影響を強く受ける（LJ18−1）と述べた。LFにおいては
バリエーションが１件であるが、LJに呼応するように、どのような文化圏で教育を受けた
かによって考え方や行動規範は異なる（LF3−16）という考え方が述べられている。 
 
	 では、その具体的な内容はどのようなものであろうか。LJのバリエーションには、LJ
が香港という母語文化を日常の背景に生活しているにも関わらず、日系企業のリテラシー
が LJの社会人リテラシーとして刷り込まれる内容が窺える。「前向きな態度（LJ14−
6）」、「謝罪（LJ8−11）」、「敬語使用（LJ25−6）」などが上げられている。 
	  
	 これらは、日本語文化圏に社会人として住む日本語母語話者にとっては当然で、社会人
基礎日本語の中でも、重要だと意識される内容であると考えられる。JJの意識としてあが
っていないのは、上記で LJたちが述べているように、日系企業内で現地スタッフがそれ
らに従っているからではないだろうか。ここで重要な点は、JFのバリエーションが見られ
ないことである。そこから、社会人基礎日本語の中には、グローバル社会の行動基準では
ないものが存在する可能性を示唆し、「ビジネス日本語教育」はそこを注視すべきである。 
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５）パターン 2-E  
	 パターン２−E に分類された《概念》には、JF と LJ のみのバリエーションが見られる。
JFと LJは接点がなく、一見共通点がないように見えるが、ともに母語以外で業務に携わ
るという共通点がある。バリエーションが多い《概念 6、12》を考察するが、母語文化圏
の影響が薄れた所でも意識される内容は、深く刻み込まれた母語文化であると考えられる。 
 
《概念 6．パラ言語》 
	 《概念 6》のバリエーションは、JF2％（4件）、LJ1.3％（7件）からなり、JFからは
現地スタッフの不快なパラ言語、LJからは指摘されるまで問題だと気がつかなかった広東
語文化圏のパラ言語（声の音量、日本語母語話者にとって不快なフィラー）について述べ
ている。 
	 JFと LJが指摘したパラ言語の内容は、公共の場における大音量（JF5−14、LJ27−4）
や、日本語母語話者にとって不快な「は〜」というフィラー（JF10−5、LJ5−1）で一致し
ている。LJでは相手との物理的距離感（LJ18−2）についても言及されている。 
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	 これらのパラ言語が、特に JFが英語使用という環境においても JFから淘汰されず、
LJも日本語母語話者に指摘されている内容であるとすれば、バリエーション数は多くなく
とも、日本語母語話者と現地スタッフの双方に有効な教育内容としての汎用性が高いと思
われる。また、地域性については、あくまでも筆者の経験知から、「声の音量」や「不快
なフィラー」に関しては、日本語母語話者だけではなくヨーロッパ言語母語話者からも好
まれていないことを語ることはできるが、調査地が香港だけであるため、残念ながら正式
な考察として加えることができない。この２点を香港の地域性として断言することはでき
ないが、更なる調査のポイントとして記載しておく。このように汎用性の高い内容には地
域性が未分化のものが多く含まれている。 
 
《概念 12．好ましくない上司》 
	 《概念 12》には、JF部下や LJからの日本語母語話者上司に対する不信感が述べられ
ている。JF（１件）と LJ（12件）であった。不信感の原因は、上司個人に起因する場合
と、日系企業文化に起因する場合の２つが考えられる。 
	 まず、上司としての能力不足に起因するものである。その具体的な内容として、現地ス
タッフよりも早く帰る（LJ24−8）、コミュニケーションを取りたがらない（LJ8−6）、LJ
や JF（現地採用）の提案に対する不適当な対応（LJ30−16）等があげられている。 
 
	 もう１つは、日系企業の駐在員制度にも関わるものである。短期間で繰り返される上司
の交代や、仕事量について問題を感じているが（LJ27−19）、実はそれは根本的な問題で
はなく、上司が好ましくないから問題として表出することを示唆している。また LFから
のバリエーションが見られない事からも、日系企業に特有な事情であると考えられる。例
えば、JF2−20では、駐在員は駐在員同士のテリトリーや習慣を優先し、現場の仕事を顧
みないと述べられている。 
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	 また、JJからのバリエーションが見られないことから、JJは LJの意識に気がついてい
ないと考えられる。《概念 12》の内容は、JJのマネージメント能力と日系企業の経営方
針に対する不信感であるだけではなく、JFからの意識もあることから、日系企業に対する
海外からの不信感でもある。それらは、日本側が知るべき「ずれ」として JJや日系企業
に提示できる内容であろう。（本調査では、現地スタッフを上司に持った日本語母語話者
は２人に過ぎず、彼らからのバリエーションが見られない事から単純に広東語母語話者上
司に対する不快感が無いという考察には至らないことを明記しておく。） 
 
8.4.3	 グループ❸	 ２つの《概念》	  
	 グループ❸には、特定の属性のバリエーションしか見られない 13の《概念》が分類さ
れている。バリエーションの属性に偏りがあるが、それは教育内容として有益である。例
えば、就職面接をする側の意識は、JJからのみであるが、それらは日系企業に就職したい
者にとっては有効な情報であるばかりではなく、その内容から日系企業がグローバル化に
おいてどのような位置にあるのか等を探る手がかりになる。❸で、2％以上の割合を持つ
《概念》は、パターン 1-Aの JJのみにバリエーションが見られる《概念 65．就職活動》
と《概念 10．日本語母語話者が望む学習内容》の 2つの概念である。双方とも香港の人材
バンクに勤める JJ5一名のバリエーションであるが、他の JJとは異なり、業務上、日系
企業や現地スタッフの意識を客観的に掌握していると思われるので、参照に値すると考え
られる。 
 
１）パターン 1-A 
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【表 13】	 グループ❸の 1-A1-B1-C1-Dから選出した２つの《概念》 
 
 
《概念 65．就職活動》 
	 《概念 65》は就職活動に関する内容を述べており、バリエーションは、JJの 5.1％（10
件）のみである。第７章 7.2.1の JJの項でも述べたが、《概念 65》は《概念 64．企業の
要望》の下位分類である。具体的には、《概念 64》では「場を読む力」、「情報収集能
力」、「視野の広さ」、「基本的コミュニケーションスキル」、「問題解決能力」などが
あげられていたが、《概念 65》では、「やる気」、「積極性」、「社交性」、「マナー」、
「人柄」「自己内省力」、「みだしなみ」等が企業の要望としてあげられている（JJ5−6、
JJ5−61、JJ5−28等）。 
	  
	 調査で収集された内容は、あくまでも企業の要望であり、就職活動、特に面接指導には
有益な情報である。しかし、すべてが日本語教育で担うべき内容でも、学習者に正解とし
て教えるべき内容である訳ではない。 
	 しかし、現実的には日本語母語話者も就職活動では高い言語能力を要求され、適応に苦
労する中、「採用に関しては留学生も日本人も同じ」と言う日系企業の前で、母語話者レ
ベルに達していない学習者に対し、日本語教育担当者に期待される就職活動のサポートの
範囲は大きくなっている。 
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	 企業の要望を学習者に伝えることは難しくない。しかし、どのような表現や言語行動が
企業の要望にあったものなのか、あるいはもっとも自分らしいのか、それを補助すること
は難しい。例えば、「やる気」や「積極性」を伝えることができる表現は、学習者の母語
文化圏と日本語文化圏では異なるかもしれない。自分がよしとする表現が日系企業ではよ
く評価されないかもしれない。教師はまず、そうした違いの有無を知った上で、情報を与
え、学習者の選択を尊重して行かなければならない。 
 
《概念 10．日本語母語話者が望む学習内容》 
	 《概念 10》は《概念 9．学習者が望む学習内容》と対であり、より深い考察のために、
ここで共に考察を行う。《概念 10》には JJのバリエーションが 7件ある。第７章 7.2.1
の JJの項で、日本語母語話者が日本語教育に望む学習内容の具体例として、待遇に関連
する表現としての常套句（JJ5−45）や漢語、スキルとしてのプレゼンテーション能力
（JJ5−64）、確認や報告など分かりやすい情報の伝達に必要な要約力（JJ5−44）等をあげ
た。要約力については、報告において重要な能力であるにもかかわらず、JJも LJもそれ
が言語能力であると意識しておらず、筆者の知る限りビジネス日本語教育からも、抜けて
いる部分である。それが、《概念 29．報告》で「話し方が下手。何が言いたいのか分かり
にくい。日本語が下手というわけではない（JJ7−8、JJ11−5）」という結果を招いている。
こうした内容は、JJが接している現地社員に欠けていると感じる能力であるから意識され
るのである。一方、《概念 9》で LJが教育機関で学んで役に立った学習内容としてあげら
れているのは、就職活動の面接における自己紹介と、オフィスでの電話対応等（LJ1−18）
であり、《概念 10》の JJのバリエーションとはかみ合わない。更に LJ7−26では、職場
の日常場面で受けて役に立った日本語教育（＝上司が気にした部分）として、ジェンダー、
ビジネスマナー、敬語、メールの書き方などがあげられている。 
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	 これらは、すなわち、就職前に十分学習ができなかった教育内容（社会人基礎日本語に
関連する）を示唆する。また、第７章 7.2.1の JJの項でも述べたが、LJ（《概念 9》）で
見られず、JJ（《概念 10》）に指摘された必要な学習項目として、「でも」の使用に気を
つけること（JJ5−40）、反論は代替案の提示を伴うべき（JJ5−65）が上げられる。2項目
ともに否定的な内容の表現方法に関わる内容である。昨今、高等教育におけるビジネス日
本語は様々な努力が払われていることがわかるが、既存のビジネス日本語教育で見落とさ
れている内容は、個々の関連研究を参考に「ビジネス日本語教育」に取り入れて行かなけ
ればならない。 
 
８.５	 《概念》とビジネス日本語の教育内容の種類	  
	 ８.４では、４つの属性の人びとの意識をもとに、ビジネス日本語教育の内容として考慮
すべき内容を概念ごとに考察した。８.５では、汎用性、地域性、教育方法、教育対象とい
うキーワードのもとに、8.４で取り上げた《概念》をまとめる。 
	 8.5.1 では、「汎用性の高い教育内容」について、8.5.2 では、「地域性の高い教育内容」
について、8.5.3では、「日本のグローバル化に関する内容」について、8.5.4では、「既
存のビジネス日本語テキストの適合性」について述べる。 
 
8.5.1	 汎用性の高い内容	  
	 汎用性が高いと思われる概念は、❶と❷で、特に割合の多かった概念であるが、内容に
より教育の対象や教育方法が異なるため、４つに分けて割合の多い順に提示する。 
①学習者に対する言語形式 
	 《概念 2．専門用語》 
	 《概念 3．敬語》 
	 《概念 1．言語形式・言語能力・言語学習》 
 
②日本語母語話者、学習者に対する異文化間コミュニケーション教育 
	 言語形式と共に、対照言語行動的視点に基づいた指導が必要な《概念》は、以下の９
つである。このうち、《概念 25．断り》、《概念 33．依頼》は、テキストなどでよく
取り上げられているためか、バリエーションが少なかった。他の《概念》も教育内容が
充実すれば、接触場面でそれらが問題として意識されるバリエーションは減るだろう。 
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	 《概念 26．謝罪》 
	 《概念 29．報告》 
	 《概念 23．意志の伝達・交渉》 
	 《概念 24．指示・催促》 
	 《概念 30．挨拶》 
	 《概念 22．曖昧表現、婉曲表現》 
	 《概念 34．待遇表現》 
	 《概念 17．ビジネスマナー》 
	 《概念 27．助言・忠告・叱咤》 
 
	 言語形式としては教材化が難しいが、日本語学習者と日本語母語話者の双方に対する事
例や討議のテーマとして提示できるものとして、以下の 18の《概念》があげられる。 
《概念 49．時間感覚》 
《概念 35．経営・人事》 
《概念 41．職務範囲の捉え方》と《概念 39．チーム・ワーク》： 
《概念 51．第三文化の形成過程》と《概念 55．女性のお茶汲み》と《概念 56．朝礼》 
《概念 58．高い完成度》と《概念 59．計画性と危機管理》 
《概念 70．異文化対応能力の低さ》 
《概念 71．グローバル人材》 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》 
《概念 74．グローバル社会と言語》 
《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》 
《概念 16．不快感を与える言語行動》 
《概念 67．現地スタッフの変容》 
《概念 69．日本語母語話者への要望・協力》 
	  《概念 44．現地スタッフのキャリア形成》 
 
③多言語・多文化社会化が進み、人口減少問題を抱える日本社会への提言としての内容 
《概念 71．グローバル人材》 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》 
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《概念 74．グローバル社会と言語》 
《概念 42．日系企業のグローバル化の現実》 
《概念 47．権限委譲の低さ》 
 
④日本語教師、研究者の教材作成や研究の参考となる《概念》 
	 《概念 73．日本語教育の領域》 
	 《概念 10．日本語母語話者が望む学習内容》 
	 《概念 9．学習者が望む学習内容》 
 
8.5.2	 地域性の高い内容：ビジネス日本語教育の地域化に貢献しうる具体的な内容 
	 5.4.1で述べた教育内容として汎用性の高い内容には、地域性の高い内容も未分化のまま
になっている。本研究は香港だけが調査地であるため、地域性を抽出するための比較対象
データがないためである。他の文化圏の調査結果と比較分析しなければ、香港特有な視点
と、双方の国際的なルールへの違反を分ける切り口が提示できないからである。また地域
性の高い内容は、バリエーションが多いものとは限らない。これが本研究の限界である。 
	 しかしながら、あえて地域性について述べたいと思う。筆者の 20年に渡る香港市民と
しての生活から得た知見を、社会言語学研究の観察参与として見なすことで、地域性につ
いて述べることをご容赦いただきたい。 
	 例えば、現地の企業文化に関わる《概念 51〜57》では４種類の属性全員からの意識があ
り、その中でも比較的バリエーションが多い《概念 57．オフィスで朝食》は、地域性が高
いと判断している。その理由として、まず、オフィスで朝食をとれることが外資系企業の
現地化の試金石のように考えられていることがあげられる。つまり、「現地スタッフはオ
フィスで朝食」は現地の文化であると自覚している。しかし、これだけでは地域性が高い
とは言い切れない。２つ目の理由は、2015年から 2018年ベトナムに滞在し、そこで収集
した情報にある。ベトナム国内では朝食をオフィスで食べる習慣はないこと、そして、香
港人はベトナムに駐在する時は「オフィスで朝食」をとらないという情報である。３つ目
の理由は、日本語母語話者だけではなく、現地の会社に勤める様々な国籍の知人らも、こ
の習慣に対して違和感を感じていることである。これら３つの情報を参考に判断すると、
「オフィスで朝食」は香港に特有の習慣、つまり地域性の高い概念であると判断すること
ができるのではないか。 
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	 朝食に関する習慣はこの 20 数年で、JJ と LJ の間で歩み寄るように変化した。例えば、
当初は食べてはダメであったものが、９時前なら食べてもよいに変わった。食べる場所も、
自分の机からパントリーへ移動した。地域性の高いものは、それと交わる他文化の影響を
受け姿を変える。同じように地域性が高いと思われるものは以下の通りである。 
 
	 《概念 6．パラ言語》 
	 《概念 38．採用条件としての言語能力》 
	 《概念 29．報告》 
	 《概念 30．挨拶》 
	 《概念 31．香港人のスピード嗜好》 
 
8.5.3	 日本国内のグローバル化に関する内容 
	 日本国内のグローバル化、多言語・多文化化が進むことを前提に、日本語母語話者が自
文化を客観視するための材料として、【Ⅲ．対照言語行動】・【Ⅴ．異文化適応】・【Ⅵ．
多言語・多文化社会】のすべての属性のバリエーションをあげる。!
	 異文化間コミュニケーション教育では、以前より接触場面の参加者全員への教育が語ら
れている（宮副 2003）。しかし、ビジネス日本語教育の分野では、日本語母語話者への日
本語教育についての言及は、2010年以降、学会などで遠慮しながら、控えめに語られてき
たにすぎない。しかし、今後は、専門日本語教育の研究や海外における「ビジネス日本語」
の研究成果を日本語母語話者にも還元しなければ、「ビジネス日本語教育」の効果は発揮
されない。世界経済における日本の位置が変遷すると同様に、世界における日本語の位置
も変わる。「ビジネス日本語」は、社会の変容を予測しながら、教育内容をデザインする
必要がある。 
	 日本語学習者は日本の社会に溶け込んで働く者ばかりではない。自文化を保持しながら
他文化と折衝しようとする存在でもある。このような日本語使用者が増えていくことを前
提にすれば、日本語母語話者への日本語教育は不可避である。今後は、あくまでも理想論
であるが、未知なる言語圏の文化に歩み寄り、そこから新しい価値観を構築できる日本人
であることが求められて行く。そのために、筆者の研究データは、日本語学習者のみでは
なく日本語母語話者への日本語教育にも貢献できるものと考えている。 
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8.5.4	 従来のビジネス日本語教育の内容の改善 
	 既存のビジネス日本語テキストには、言語形式の教育においては、汎用性が高い概念に
分類された以下の《概念》が、かなり扱われている。しかし言語行動の教育としては、ま
だ十分とは言いがたい。 
 
《概念 26．謝罪》 
《概念 29．報告》 
《概念 23．意志の伝達・交渉》 
《概念 24．指示・催促》 
《概念 30．挨拶》 
《概念 22．曖昧表現・婉曲表現》 
《概念 25．断り》 
《概念 3．敬語》 
	  
	 また、＜事例や討議のテーマとして提示＞にあげた《概念》のうち、以下のものはコラ
ム等の読み物として扱われているテキストも少数あるが、討論などのテーマとしてどのよ
うに扱えばいいのかを扱ったテキストは少ない。筆者の管見の限り、『ビジネスコミュニ
ケーションのためのケース学習』近藤他（2013）と、『ロールプレイで学ぶビジネス日本
語』村野他（2012）の２冊のみである。以下の内容を、事例研究や討議のテーマの教材と
して日本語教育に取り入れて行くことにより、従来の言語教育がより効果的に生かされる
ようになると思われる。 
 
《概念 49．時間感覚》 
《概念 35．経営・人事》 
《概念 39．チーム・ワーク》 
《概念 41．職務範囲の捉え方》 
《概念 51．第三の企業文化の形成過程》 
《概念 58．高い完成度》 
《概念 59．計画性と危機管理》 
《概念 70．異文化対応能力の低さ》 
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《概念 71．グローバル人材》 
《概念 72．相手の言語ができるメリット》 
《概念 62．企業における配慮の諸相》 
《概念 66．ブリッジ人材の責務と悩み》 
《概念 20．上級日本語話者の悩み》 
《概念 16．不快感を与える言動》 
《概念 67．現地スタッフの変容》 
《概念 64．日本語母語話者への要望・協力》 
	  
	 本稿冒頭で、「教材改善のための教育内容の汎用性と地域性をデータに探る」と述べた。
汎用性についてはある程度探ることができたが、地域性については、本研究のデータだけ
では比較分析・考察ができる材料がなく、次の国別調査を待たなければならない。今後の
課題は、アジア諸国の JJと JF、そしてビジネス接触場面の一方の参加者である非日本語
母語話者ビジネスパーソン（LJや LF）の問題意識を詳細に調査し、各国の傾向と、各国
間の相違を探ることである。こうした一連の研究結果が示されて初めて、筆者が目的とす
る２つの「ビジネス日本語」の教育内容、つまり、「A．最大公約数的な汎用性の高いも
の」と「B．使用言語の文化背景に応じた地域性の強いもの」を目に見える形で、ビジネ
ス現場と教育現場に提示することが可能となるであろう。本研究は、海外のビジネス教育
のみならず一般的日本語教育においても日本語母語話者が接触場面において意識する問題
の傾向を知るための調査方法の参考にもなることを期待する。 
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第 9 章	 研究を現場に生かすための実践研究	  
	 本研究の動機は「A：ビジネス日本語とは何か」、「B：ビジネス日本語の教育内容に対
する疑問」という２つの疑問であると序論で述べた。Aに答えるため、第４章と第５章に
おいて「ビジネス日本語」の定義と領域の現状把握と再構築を行った。Bに答えるため、
第７章と第８章では、ビジネス日本語の教材の改善・開発のため、教育内容の汎用性と地
域性をビジネス接触場面の当事者たちへの面接調査の結果に探った。これらはすべて、ビ
ジネス日本語接触場面におけるインターアクション上に生じる問題、つまり、接触場面の
当事者が抱えている問題の内容を明らかにするための作業であった。問題が明らかになら
なければ解決策を講じることができない。「ずれ」の解消はここから始まる。しかし、問
題がわかっただけでは何の解決にもならない。Bに答えるには、研究の結果を教育現場と
職場に生かすために、具体的な教育内容として提示する必要がある。 
	 そこで、第 9章では、ビジネス接触場面における「ずれ」に「気づき」を促し、職場で
第三の企業文化の構築を可能とする「ビジネス日本語教育」を目指し、研究結果の教材化
とその実践を行う。本実践は研究結果を職場と教育現場へ還元するものである。具体的に
は、筆者が担当するビジネス日本語コースを実践の場とし、ビジネス接触場面で生じる
「ずれ」を、①教育内容としてどのように教材化し、②「ずれ」を解消するためにビジネ
ス現場と教育現場をどのように結びつけ、③実践の結果と問題点を３つの実践研究として
報告する。本章では３つの教育実践を報告するが、９.１では、３つの教育実践に共通する
方法と３つの教育実践の簡単な概要について述べる。各実践の詳細は、実践１は９.２に、
実践２は９.３に、実践３は９.４に記述した。最後に９.５では、第９章のまとめと教育実
践についての課題を述べる。 
 
９.１	 教材化と教育実践の骨組み 
	 第８章で得られた結果を、教育実践に移す際に、筆者が抱いていた大きな疑問について
述べたい。それは、これまでのように、教員が「正解」を与える形の教育方法でいいのだ
ろうかというものであった。「JJ と LJ、あるいは JF と LF の間には、このような「ずれ」
があります」といった第８章の各《概念》の考察の内容を、事例紹介や読み物として加工
したものは、これまでも既存のテキストに存在してきた。しかし、事例紹介だけでは学習
者は自分自身にも生じるうる問題として共感することができない。どのような場面で、ど
のような形で「ずれ」に起因する問題が起こるのか思いつかない。知識として他人の「ず
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れ」を知ることは面白いだけで、言語学習としてはあまり効果的でない。そのため、これ
までは、各自が苦い経験をするまで「ずれ」を自覚することができなかったのである。 
	 そこで筆者は、本研究のキーワードである「ずれ」自体を教材の一つとして活用できな
いかと考えた。その結果、「ビジネス日本語教育」の教員が、日本語母語話者と日本語学
習者の間に入り、「ずれ」を起こさせ、双方に気づかせる触媒の役割を担うという考えに
至った。しかし、学習者と、彼らが実際に接する職場の日本語母語話者の間に入ることは
容易ではない。また、学生の中には、まだ就職していないものも多かった。では、どのよ
うにこの２者を連携させることができるのであろうか。 
	 ビジネス日本語教育分野における連携・協働に関する研究については、筆者の管見の限
りでは、堀井（2007）が産学恊働の実現に向けて、留学生に対するビジネス日本語教育の
課題について述べている。ビジネス日本語の実践研究については、ビジネス接触場面の当
事者双方の問題意識を具体的に取り扱った実践研究として近藤・金（2010）がある。そこ
では、日本人・外国人双方のビジネス関係者の間に、教師が「調整者（coordinator）」と
して登場し、接触場面を作り、そこで当事者同士がさまざまな事例を示すことで問題提起
を行い、一つの課題について考え討論しあう「場作り」を行うことを提唱している。粟飯
原（2009）は、ビジネス接触場面で発生する問題の具体例を取り扱っている。そこでは教
育現場のビジネス日本語担当者や、職場で日本語を使用する非日本語母語話者にとってわ
かりにくい日本語母語話者の問題意識を調査し、ビジネス日本語教育の内容を改善するた
めの基礎研究が行われている。しかし、実際のところ、近藤の提言する「当事者同士が問
題提起を行い、討論しあう「場作り」」という理想的なイベントの実現は非常に難しい70。
そこで、本研究では、実際の接触場面における「調整者（coordinator）」ではなく、教師
が接触場面を共有することのない複数のビジネス関係者の「媒介」として積極的に関与す
ることで、問題解決の「触媒的役割」を果たそうという方法で実践研究を行った。 
	 本研究では「第三者（ビジネス日本語教員）が、直接接触する機会のない者（日本人と
現地スタッフ）の間に入り、双方から得た情報（学習者の書いたものや日本人のコメント!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.0様々な理由が考えられるが、特に会社の了解を得て行ったインタビューでは、「ウチは問題ありません。う
まく行っています」との回答が多かった。JJは会社の代表としての立場から、規範意識が働き、「オフィス内
は、望ましい状態にある」と述べる可能性が高い。その背景には現地スタッフとの間の問題を、企業としては
第三者に知られたくないという気持ちがあると考えられる。しかし、ビジネスパーソンと個人的に親しくなり、
それからインタビューに持ち込むと、オフィスで起きたことも個人としての立場で語ってもらえる場合が多か
った。また、非日本語母語話者の日本語の問題を学習者だけの問題と捉えている人々がまだまだ多いため、こ
うしたイベントに積極的に参加する一般市民はまだ少ない。 
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等）などの統合／分析を行い、双方に連続的にフィードバックすることで、最終的には双
方に共通した目標を達成に近づけること」を、「ソフトな連携71」と称し、９.２〜９.４で
は、その実践と運営に関する実践研究を報告する。 
	
	
	
	
	
	
【図 16】	 二つの現場と「ソフトな連携」イメージ図	
	 	
	 グローバル化せざるを得ない日本企業に必要なことの１つに、第三の企業文化の構築が
挙げられるが、それがビジネス接触場面においてどのように起こるのかを調べた論考は筆
者の管見の限り見当たらない。そこで筆者は社内の日常場面の中にある例を取り上げ、日
本語母語話者と学習者がお互いに気がつかない文化の相違を確認し、そこから第三の企業
文化を構築する過程を、３つの実践の中で擬似的に発生させたいと考えた。 
	 本研究の３つの実践研究の共通点は、いずれも教材としてメールによるビジネス接触場
面を想定していることである。「書く・読む」場面において、日本人が学習者に期待する
日本語使用度は低いが、その中でメールは、例外的に使用期待度が高い。メールで起きて
いる問題の多くが、「謝罪」や「断り」、「念押し・催促」で発生し、実務に深刻な支障
を与えるという点で見逃せない。これに呼応するように、学習者のメールに対する問題意
識も高くなっている（粟飯原 2009a）。以上がメールを教材として選択した理由である。 
	 実践１、実践２は、ビジネス接触場面における学習者の言語行動の選択能力の養成を目
的としている。その方法として、①本研究の結果に示唆されたビジネス現場で生じる問題
の解決に有効な教材を考案し、②それを使用する教育の過程で教師が「媒介」となり、職
場と教育現場の往復を行った。本稿では、「ソフトな連携」という言葉をキーワードに、
①と②で、どのような作業を行ったかを、実践１は９.２において、実践２は９.３において !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!."!広辞苑で「連携」という言葉を引くと 「同じ目的を持つ者が連絡をとり、協力して物事を行う」とある。一
般的には「組織的な合意のもとに行われる個人レベルでの協働」というイメージがある。本論文で報告する一
連の教室活動では、直接的には目的を共有しないビジネス現場と教育現場の間を、教師が物理的に往復し、二
つの現場をつなげてはいるが、二つの現場は直接的に協力して物事を行っていない。そのため「ソフトな連携」
という言葉を使い、２つの現場をつなぐ教員の役割を表した。!
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実践の工夫とその問題点を、詳細に報告する。 
	 実践３は、同じメールに件名をつけるという課題を JF、JJ、LJにしてもらい、属性別
回答を比較した。メールの件名と言う日常的な作業に現れる異文化を、どのように捉えて
いくか、９.４において詳細に示す。この試みは学習者と職場の日本語母語話者のみならず
教師の異文化適応能力を養成する実践研究でもある。 
 
９.２	 実践１：支払い延期の依頼に対する返信に関わる言語行動 
	 実践１では、メールを用いた「依頼」に対する返信にふさわしい言語行動を選択する力
の養成を目的とした教育実践を報告する。9.2.1では実践１の背景について、9.2.2では実
践１の対象と実践協力者と実践方法について述べる。実践の内容については時系列および
実践の場ごとに３つに分け、9.2.3では教育現場での作業１、9.2.4では職場での作業２、
9.2.5では教育現場での作業３の詳細な報告を行う。9.2.6では実践１のまとめを行う。	 	 	  
 
9.2.1	 実践１の背景 
	 「依頼」は、日常生活の中で非常に身近な言語行動であり、本研究の調査地である香港
のビジネス場面においても現実的なトピックである。依頼する内容の重さによって、表現
も微妙に変わる。また、依頼の表現は「指示」や「催促」、「督促」にも使われるため、
学習者にとっては混乱しやすい表現である。ビジネス日本語のテキストにも、「依頼」に
関わる会話場面がよく取り上げられている。例えば、初級向けビジネス日本語のテキスト
の「頼む・断る」という項目には、「上司に日常的なことを依頼する（書類に目を通す、
サインをもらう等）」、「取引先に値引きを依頼する」、「アポイントを依頼する」、
「伝言を依頼する」等が挙げられている。上級向けテキストでも基本的には同様な場面に
おける依頼があげられている。メールの書き方のテキストにも、依頼とその返信に関わる
項目は取り上げられていることが多い。しかし、モデルの数が非常に限られおり、依頼表
現に重きを置いているテキストが多く、返信に関しては十分な説明がない。また、依頼と
同じ学習項目に「催促」など日常的なビジネス場面ではあまり使用しない表現なども載っ
ている場合もある。それらを参考にした学習者の依頼や依頼に対する返信は、表現自体に
間違いがないにもかかわらず、不必要にきつい表現になっている可能性が高い。 
	 こうした教材で依頼表現を学んだ非日本語母語話者の「依頼」に対する日本語母語話者 
の評価はどうであろうか。下記は、納期延期を依頼した日本語母語話者に対する非日本語 
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母語話者の返答の態度が、「承諾」であるにもかかわら、心理的にわだかまりを残すよう 
な表現であったことが窺える。 
 
	 	 「自分がバイヤーだから、上座からものを言おうとする取引先の日本駐在中国人。電話などで、
おそらく彼の周りにいる上司などに「自分は中国のサプライヤー（話者の勤務先）になめられ
ないようにやっている」と言うのを示したいという彼の事情は分かるが、こちらも日本人なの
で非常に不愉快ですね。」（粟飯原（2009）p.67の表の C5から抜粋） 
 
	 本研究において、依頼は《概念 33》で扱っているが、いずれも「依頼」に関わる表現に
ついてではなく、「依頼」のあり方について述べられている。 
 
 
	 そもそも、「依頼」とは、他人の利益となることを有償・無償にて、精神的、時間的、
経済的、肉体的に負担を負うように、相手に働きかけることである。テキストでは日本語
の「依頼」の言語形式は教えていても、「依頼」という言語行動が日本語文化圏ではどう
捉えられているかは教えられていない。例えば、日本人は他人に負担をかけることを回避
したいという傾向が比較的に強いので、日本語文化圏で生きる者にとって、「依頼」を気
軽に行える文化背景の人からの依頼は、図々しいと映る可能性もある（JJ16−8）。また、
そうした国の人にとっては、依頼をしない日本人はよそよそしいと思われるかもしれない。
その背景には「断る」という言語行動のあり方が関わっている。断りについては《概念
25》で扱っているように、日本語文化圏では直接の「断り」はできるだけ回避したい言語
行動であるため、依頼もできるだけ断りやすいように配慮する。このように、「依頼」と
いう言語行動は、依頼表現だけでは成り立たないことを、教育側は意識する必要がある。 
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	 このことは、本研究の《概念 33》のバリエーションにおいて、上述の JJのみから３ 
件であったことにも表れている。どのテキストにも「依頼」が取り上げられているにもか
かわらず、バリエーションが３件しかないことが示す事は、「依頼」が問題視されていな
いということではなく、「依頼」に付随する様々な言語行動に広がっているため、「依頼」
として分類されていないためであると筆者は考えている。こうした問題の多くは、依頼表
現そのものではなく、依頼に対する「承諾」、あるいは「断り」に具現化する（上記 C
５）。依頼に対する返信という言語行動に関わる他の《概念》には、《概念 5．メールの
マナー》、《概念 15．電話とメールの補完関係》、《概念 23．意志の伝達》、《概念 23．
謝罪》、《概念 25．断り》など、多岐に渡る。接触場面の参加者の双方から解決に導くた
めに、こうした要素をできるだけ多く含んだ教材を開発し、教育実践を行う必要がある。 
	 以上の背景を踏まえ、実践１では、依頼に対する返信（承諾、あるいは保留）メールを
教材とすることにした。 
	  
9.2.2	 実践１の協力者および方法 
	 実践１では、9.2.1で述べた背景のもと、依頼に対する承諾、あるいは保留する返信のメ
ールを作成し、教育現場と仕事現場を教員が行き来することで、擬似ビジネス接触場面を
作り、学習者と日本語母語話者の間に気づきをもたらすための教育実践を行った。本実践
の対象は、2012年当時、筆者が担当していた「ビジネス日本語「読む・書く」コース」の
社会人ビジネス日本語学習者 19名で、日本語レベルは中上級である。所属していた大学
付属の成人教育機関に許可を取った。試作テキストに対する評価と学習者の書いたメール
に対するコメント、及び内省に協力してくれたのは、香港の日系企業で働く日本語母語話
者３名（JJ6、JJ7、JJ12）である。本来であれば、日本語母語話者側は JJと JFの両方
で調査し、比較すべきであるが、JFとの連携が実現せず、JJのみとなった。【図 17】は
実践１の流れである。 
	 作業１については、9.2.3で、作業２については、9.2.4で、作業３については 9.2.5、最
後に 9.2.6でまとめを述べる。実践１については、ソフトな連携の方法を提示すること自
体が目的でもあるので、実践過程で収集した情報の分析や考察とともに、実践をどのよう 
に行ったのかという流れを時系列的に詳細に述べることにも重点を置いた。 
 
!%-/!
 
【図 17】	 実践１の「ソフトな連携」の流れ	  
9.2.3	 教育現場での作業１	  
１）教師の作業：ビジネス接触場面の疑似体験用教材作成	  	  
	 まず、「日本人が意識した問題」を再現できる教材を作成する。 本実践では問題意識を
疑似発生させる場面として、「支払い延期の依頼」に対する「返信」、ただし先方が支払
い延期を当方に依頼しなければいけなくなった原因は当方にあるという複雑な設定の電話
会話（次頁に掲載）を「実践ビジネス日本語会話」（スリーエーネットワーク）から拝借
した。場面の説明を与えるのではなく、電話会話から理解する設定を選んだのは、現実の
ビジネス接触場面に近いと考えたからである。こうした複雑な内容は、メールよりもまず
は電話で伝達するほうが誤解が少ないというのが日本語母語話者の考えである。しかし、
学習者にとっては逆で、《概念 15．電話とメールの補完関係》にもあるように、聴解に自
信がない学生が多いため、まずメールで連絡することを好む傾向がある。そこで、重要な
情報の確認のための聞き返しの練習が必要であり、電話会話による状況の理解は有効な教
材であると判断した。 
	 次に、依頼自体を課題とせず、依頼に対する返信を課題とした理由は、前述の通り、既
存のテキストでは「依頼」の言語形式についてはよく取り上げられているが、返信につい
ては十分な説明がないと判断したからである。現実のビジネス接触場面では、依頼の数だ
け返信があり、特に断る場合には様々な配慮が必要であり、その練習が必要である。本研
究の《概念 23．意志の伝達・交渉》や《概念 25．断り》、《概念 26．謝罪》のバリエー
ションからもその必要性が窺える。 
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ビジネス接触場面擬似体験用音声教材スクリプト 
 
（スリーエーネットワーク「実践ビジネス日本語会話」pp.88〜89を借用） 
 
	 本実践において教材の果たすべき役割は、日本人に問題なく受け止められる配慮表現や
依頼の言語形式を教えたり、練習問題を提供することではない。教師が「ソフトな連携」
を実現させる物理的な媒体であるとすれば、教材は実践の中で「ずれ」となる原材料その
ものである。これまで仕事現場で現実に発生し、苦い体験をすることでしか気づくことが
できなかった「ビジネス接触場面におけるインターアクション上の問題」を、事前に擬似
体験させるための材料である。上記のような複雑な設定における依頼への「返信」で、表
現上どのような配慮が必要となるか、メール作成を通して自ら考え、対応できる力を養成
することが、本実践の教材が果たすべき役割であると考えている。 
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２）教育実践：疑似体験用教材の使用	 	  
	 １）で準備した教材の使用にあたり、単純な事例で「依頼」→「承諾・断り・保留」→
「お礼・断り・保留の了承」を事前に学習済みであり72、特に「依頼」に対する「断り」
では、断る側に十分な理由・正当性があろうとも相手の心情に配慮していることを示すク
ッションことばなどを使用することを導入している。教育現場における作業１での活動は
以下の手順で進めた。 
 
（1）用意した会話文をテープで数回聞かせてから、内容に関する質疑応答（起きた事を
時系列的に説明させる）で大意をつかんでいるかどうかを確かめる。次に会話文の
スクリプトを渡し、内容の詳細が理解できていたかを、再度確認をする。 
（2）先方からの支払い延期の依頼について、どう思うかを話し合わせる。 
（3）依頼された側の立場で、会話文に基づいた「返信」のメールを書く。そのとき何を
参照してもよい。授業で終わらない場合は宿題にする。 
（4）次回の授業までにメールで提出させる。学習者が書いた「返信」（以下、成果物と
称す）の回収が終わったら、コメントを得るため日本人に見せる許可を得る。 
 
（1）電話会話は、学習者は苦手とする項目である。教室では、音声で分からないところは
「〜というのは〜の意味でしょうか」、「〜について、もう一度お願いします」等、現
実のビジネス接触場面を模して、CDを止めながら適宜質問させることで内容を確認し
ていくことで、２回目には電話会話の内容が把握できた。聞き返しが多かった部分は、
先方の支払い延期の理由が自分側にあるという設定と、誰がどんな書類を誰に送るかと
いう点であった。学習者が大事な点として誤解しないように確認していたことが窺われ
る。 
（2）先方からの支払い延期の依頼については、自社側にも非があるので、理解できるとい
う意見が大半であった。依頼に対する返答については意見が分かれた。「断る」と考え
たものはいなかったが、即承諾が９名、検討するというものは 10名であった。 
（3）次に依頼に対する返信メールを宿題とし、１週間後にメールで回収した。19名の学
習者から 19件の成果物が収集できたが、４件は全く見当違いの場面に対する内容であ!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.%!使用教材は、別冊資料 ""として添付した。別冊資料 ""には、使用教材の他に、日本人向けビジネス書『史
上最強のビジネスメール表現事典』（2007）を、本研究の比較用資料として添付した。 !
!%.%!
り、実践１の考察からは外したが、そのまま日本語母語話者に見せることにした。以下
は考察対象 15件のうちの二例である。 
 
    成果物１  !
      ソンさん!
      いつもお世話になっております。 
      メールとファックスを拝受いたしました。 
  
      当社の製品に欠陥が見つかりまして、約半分の製品について取り替えた            
      という経緯がありましたので、建設工事が遅れたと存じております。!
      この度はお詫び申し上げます。 
      社内で至急相談しまして、改めてお電話させていただきます。 
      取り急ぎ、ご連絡まで。!!
	 	 	 	 伊藤    !
    !
    成果物２!!
      B 設備販売 ソン様 
      いつもお世話になっております。 
      資料を急ぎ送ってくだだき、ありがとうございます。 
  
      お電話したように、契約にの支払い期限は今月末で、 
      ご依頼のは、期末をまたいで売掛金が残ることになります。 
      それに部品交換の時点ではそういうお話ではありませんでした。 
      一応、資料を拝見してから社内で至急相談しまして、改めてお電話させていただきます。 
 
      取り急ぎ、ご連絡まで。 
	  
（4）成果物の提出後、書面にて日本人に見せる許可を取った。その際、数名から、なぜ日
本語教師ではなく一般的な日本人に見せるのかという質問を受けた。その回答として、
「１つは、実際のビジネス接触場面で皆さんが体験すること、すなわち、教員ではな
い日本人が皆さんの日本語をどう思うかを事前に知る機会を作ること。２つ目は、そ
れに対し皆さんがどのように感じるかを自覚すること。３つ目に日本人のコメントや
学習者自身の内省を日本語学習に如何に生かすか考えること」と答え、理解を得た。 
 
9.2.4	 職場での作業２73	 −	 教育現場から職場へ	 – 
	 教育現場での作業１の終了後、作業２では、まず、学習者の作成物を職場に持ち込み、 
３名の日本語母語話者（本実践では本研究の協力者である JJ）から評価・コメントを収集 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.&!ここで「職場」と呼んでいる場とは、日系企業に勤める JJ が実際に働く職場を意味しているわけではない。
現役ビジネスパーソンからコメントを集めることを、擬似接触場面上の「職場での作業」と呼んでいる。 
!%.&!
し、どのような基準で評価をしているのか、類似した内容で分析した。 
 
１）職場からコメント・修正案を収集 
	 （1）作成物のコピーを日本人協力者の書き込み用（協力者数分）と言語形式的間違いの
修正用（教員書き込み用）に１部ずつ準備する。 
	 （2）予め協力を要請している日本人（JJ６、JJ７、JJ12）に面接し、作成物のコピー
19部を読んでもらい、コメントと修正案を求める。評価や修正の書き込みには時
間がかかり、協力者の負担も大きい。また情報量は音声情報のほうが多いので、了
解が取れた場合は録音で対応する。無理な場合は筆者が記入した74。以下は、前述
の成果物１と２へのコメント例である。 
 
      成果物１へのコメント（協力者１）!!
 ちょっと変な所もあるけど、このままでも大丈夫、なぜならちゃんと謝ってるし、流れが自然。!
 自分が修正を手伝うことは可能だと思う。!
     !!
      成果物２へのコメント（協力者１）!!
 このままでは取引先に出せない。事情は書いてあるその通りなんだけど、不快感を与える。!
 それは事情に対する配慮が欠けているせいだろう。香港の典型的な書き方（悪い意味で）。!
 具体的には、自己防衛だけが先に立つから。表現の中の「一応」って、どういうニュアンスを!
 与えるのか知らないで使っていると思う。!
 この状態だと、自分ではアドバイスがむずかしいので、直せない。!
 
２）成果物を分類する職場の基準 
	 １）で収集した成果物に対する日本語母語話者のコメントは、以下の５種類に分類され
た。①配慮が感じられ、好ましい表現が見られるもの（３件、うち１件は③と重複）、②
配慮は感じられないが全体的に無難なもの（１件）、③余計な表現があり、不適当な表現
があるもの（12件）、④承諾なのか、保留なのか不明なもの（６件、うち６件は③と重
複）、⑤全く別な場面についての返信になっているもの（４件）である、これをもとに教 
育現場の作業３では、学習者へのフィードバック教材を作成する。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.'	 作成物の見せ方は二つの方法がある。一つは、作成物を類似傾向別にグループにして見せる方法、もう一
つは、傾向などで分けずに見せる方法である。協力者に時間があるときは、後者を選んでいる。協力者がどの
ように問題を分けるのかが窺えるからである。一方、時間が制限されている場合は、前者の方法をとる。面接
時間を節約でき、協力者の考えはあまり窺えないが、筆者の分類に対し同意か不同意かが分かる。また、成果
物に対するコメントを得る方法として、メールを使用する方法もある。作成物をスキャンあるいはタイプし直
したものをメールに添付して、電話や添付したものに書き込んで返信してもらう方法もあるが、筆者の経験上、
あまり詳しい内容が得られないことが多かったので、以来、直接面接し、録音する方法をとっている。 
!%.'!
いつもお世話になっております。!
【表 14】成果物に対するコメントの内容と当てはまる成果物の番号 
!
 
9.2.5	 教育現場での作業３	 −	 職場から教育現場へ	 − 
	 教育現場の作業３では、１）フィードバック用の教材作成を行い、次に、２）「気づき」
を促す作業と、３）「言語行動を選択する能力の養成を目標とした教室活動を行う。２）
と３）の作業で、学習者が JJのコメントをもとに自ら「ずれ」に気づき、どのように対
処するのか、自ら選択できるようになれば、実践１は有効な教育方法であると言える。 
 
１）フィードバック前の教師の作業：職場からの情報の教材化	  
	 9.2.4で分類したコメント・修正案をもとに、学習者へのフィーバック用に以下の例のよ
うな A〜Eの５つの資料を準備する。使用法については、作業過程の説明で行う。 
	 	 資料 A：言語形式的間違いに訂正箇所を記した作成物のコピー 
	 	 資料 B：日本人が指摘した箇所に下線だけを入れた作成物のコピー（【表 15】の A） 
	 	 資料 C：日本語母語話者からの代表的なフィードバック（【表 15】の B） 
	 	 資料 D：日本人の好感を得た作成物（成果物番号 1、3、7）のコピー 
	 	 資料 E：学習後、学習者の内省を記入するシート（【表 16】） 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 資料 Aの例（成果物３）	  	 	 	 	 	 	  
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!) 設備販売 ソン様 !
                              !
       いつもお世話になっております。!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!! 
                                           !
       早速ですが、3 商事用空調設備支払いの件に関する                                                           !
       メールとファックスを拝見いたしました。                    
                                            
       部品交換の件で、ご迷惑をおかけして申し訳ございませんでした。          
       貴社の事情をご理解しており、至急社内でご相談しております。!!!!!!!!!!!!
       相談した結果を分かり次第、改めてご連絡させていただきます。!
                                                                                                   
       どうぞ、よろしくお願いいたします。!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!b 電器製作所 伊藤  !
 !
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【表 15−1】	 資料 B・C．日本語母語話者からの代表的なフィードバック（抜粋） 
①配慮が感じられ、好ましい表現がある返信 
 
 
【表 15−2】	 資料 B・C．日本語母語話者からの代表的なフィードバック（抜粋） 
②特別に配慮を感じる表現はないが、無難な返信 
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【表 15−3】	 資料 B・C．日本語母語話者からの代表的なフィードバック（抜粋） 
③余計な一言・状況にふさわしくない表現がある返信 
 
 
 
【表 15−4】	 資料 B・C．日本語母語話者からの代表的なフィードバック（抜粋） 
④承諾なのか、保留なのかはっきりしない返信 
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２）「気づき」を促すための作業 
	 資料 A〜D（資料 Eはフォーマットのみ）ができたら、日本人からのコメント、修正を
教育現場にフィードバックする。 
（1）まず、教員により文法間違いが指摘された各自の作成物のコピー（資料 A）を渡し、
各自で訂正を行う。 
（2）そのあと、日本人が「気になる部分」として指摘した部分に線だけが引いてある各自
の作成物のコピー（資料 B）を渡す。個人あるいはグループでそこに指摘がある理由
を考えさせる。その後、感想を出し合うと、「教科書通りに書いた（成果物 4）」
「文法は間違っていないのに、どうしてだめなのか分からない（成果物 5）」「広東
語や英語では大丈夫なので、間違っているといわれると気分が悪い（成果物 2）」等、 
指摘に対する疑問や不快感といった負の感想が聞かれる。つまり、日本人が気になる
ところを指摘するだけでは、学習者の文化背景から判断すれば正しいことなので、
「気づき」にならないことが窺える。これに類する例は、《概念 23．意志の伝達・交
渉》のバリエーションに見られる。香港では事実をはっきりと言われることに日本ほ
ど抵抗がないため、成果物２、５（【表 15−3】参照）などの表現も適当な返信となる。 
（3）次に、日本人の視点を学生とともに探る作業に入る。教員用の資料として作成した
【表 15】には、15件の成果物をコメントの種類別に分類と、A：作成物に具体的な指
摘部分を示した成果物（資料 B）および、B：JJのコメント・訂正例（資料 C）が記
載してある。まず、【表 15】の「A：成果物の具体的な内容」だけをプロジェクター
等で映し出し、帰納的に日本人の問題意識を探る作業に入る。グループで話し合って
もよい。例えば、成果物４を例に話し合った時は、下線部が不適当とされる理由を
「この状況では「貴社のやむを得ない事情」を使うと、自分も原因に関わっているの
に他人事みたいだと考えているのかもしれない」や「「次回から」は、相手だけを責
めて、自分の非は問わない感じなので、この状況では失礼な文になるのではないか」
といった日本人の問題意識の傾向が漠然と見え始め、日本人と自分の意識の違いに目
が向き始める。 
（4）次に、【表 15】の「B：JJのコメント」（資料 C）を見せ、（3）で学習者が帰納的
に導き出した憶測と、日本人が指摘をした理由との照合を行う。この作業で、学習者
は自分が理解していた定型表現やことばの意味が、日本人の感覚と違っていたことを
発見する。 
!%.+!
３）言語行動の選択能力を養成するための作業 
	 照合が終わったところで、一応の「気づき」が促されたと見なし、ここで日本人に指摘
された部分（下線部）の訂正を、学生全員で試みる。 
（1）まずは、学習者の手元にある自分の作成物（資料 B）の修正を試みる。しかし、大半
の学習者はまだ戸惑うことが多い。日本人の問題意識の存在やその理由が理解できた
としても、日本人がどのような表現から配慮を読み取るのかを分からないため、適当
な表現を引き出す選択肢がないからである。また、余計な表現を削除するという方法
も難しい傾向が見られた。日本人にとって何が余計であるのかがわからないからであ
る。つまり、「気づき」の促進は、言語行動の選択能力養成に欠かせない要素である
が、あくまでも言語行動の違いを学ぶ土台ができた状態にすぎないことを示唆する。 
（2）そこで、日本人の好感を得た成果物（成果物番号 1、3、7)のコピー（資料 D）を、
自分で修正できる能力をつけるためのモデルとして提供する。資料 Cの指摘があるバ
リエーションに、何が多すぎたのか、何が足りなかったのか、資料 Dと比較しながら
できるだけ学習者に修正案をあげさせ、それが日本人のコメントに応じているかどう
かを、クラスの中で考えながら訂正していく。この時、必要に応じ、言語形式的な間
違いも一緒に訂正していく。 
（3）修正が終了したら、本実践に対する内省を行う。内省するときのポイントは以下の通
りである。内省はまず、個別に資料 Eに記述してもらう。それからグループで話し合
ってから、その内容をまとめて発表する。 
	 	 ❶	 日本人の問題意識、あるいは指摘ポイントについてどう感じるか。 
	 	 ❷	 自分が日本人の視点でバリエーションを修正してみてどう感じたか。 
	 	 ❸	 同じようなメールを実際に書く機会があれば、日本人の視点でメールを書くかど 
	 	 	 	 うか。その理由も説明させる。 
（4）クラスの中で内省が行なわれている間、教員は成果物別に意見を資料 Eに書き込ん
でいく。あとで学生が書いた資料 Eと合わせ、【表 16】のようにまとめる。これは実
践１に対する学生の評価として、参考にする。 
（5）理想的には、スケジュールに余裕があれば、実例を基にした類似問題に取り組むこと
を勧めるが、実践１に於いては時間の都合上、（4）で作業を終えた。 
 
 
!%./!
【表 16】	 資料 E．学習者の内省（抜粋） 
 
 
9.2.6	 実践１の結果とまとめ	  
	 日本語母語話者と学習者の間には問題意識の「ずれ」が存在する。その具体的な内容に 
対する「気づき」をどのように起こすか、また「言語行動を選択する能力」を養うために、
どのような教室活動を行えばよいのか、実践１では「ソフトな連携」という言葉をキーワ
ードに、教育実践方法を時系列的に紹介した。 
	 ２つの現場を結ぶ「ビジネス日本語教育」の担当者の役割とは何であろうか。実際に香
港で働くビジネスパーソン（職場）と教育現場を物理的に往復し、加工すべき情報の往復
を実現させることはもとより、得た情報を教材化し活用することが、教師の「媒介」とし
ての重要な作業であり工夫が必要な部分である。自律的な「気づき」を促すために、何を、
どのような手順で提示すべきかも、考えなければならない。得られた情報を一気に与える
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だけでは、学習者は気づかない。既存のテキストにも、気づいて欲しい日本の企業文化が
読み物やコラムなどで書かれてはいるのだが、読むだけでは「面白い知識を得た」という
認識で終わってしまう。それが現実のビジネス接触場面では、どのような言語行動となっ
て現れ、どのように対処したらいいのかを自分の問題として考えるまでの学びに至らせる
には、「ソフトな連携」によって、教師だけではなく、日本人からのコメント・修正案を
受けるという現実のビジネス接触場面に近い機会を設定することが有効である。 
	 実践１のような一連の作業を経た教育内容は、自分で「気づき」を持つという点で、既
存のテキストだけで学習した場合よりも、教室外での学習者の自律的学びを促すだろう。
また、問題場面の疑似体験により、現実では大きな失敗なくしては気づかない場面を、事
前に体験し、問題発生を事前に回避することが可能となる。コース終了後も学習者の問題
の実例が持ち込まれる機会が増えた。言い換えれば、学習者たちは問題を捉える感覚を身
につけて、接触場面における自分と日本人の言語行動の違いに気づくことができるように 
なり、どうしたらいいのか考え始める段階にまで成長したと考えられる。 
 
９.３	 実践２：納期遅延に対する「問い合わせ・念押し・催促」に関する言語行動 
	 実践２では、Eメールによる「問い合わせ・念押し・催促」を行う際の言語行動にまつ
わる問題を取り上げ、実践１に引き続き、ビジネス接触場面で発生した「ずれ」に気づき、
自律的に言語行動を選択できる力を養成することを目的とする。9.3.1では実践２の背景、
9.3.2では実践２の協力者及び実践方法、9.3.3〜9.3.5では実践の結果と考察、9.3.6では
実践２のまとめを行う。実践１では、主に「ソフトな連携」の実践方法を説明することに
主眼を置いたが、実践２では、実践の結果と、考察に主眼を置いて記述を進める。 
 
9.3.1	 実践２の背景 
	 筆者修士論文（2008）では、香港のビジネス接触場面に生じる問題の土壌として、実務 
で日本語を使う日本語母語話者（以下、日本人と称す）が実務で日本語を使う非日本語母 
語話者（以下、学習者と称す）に期待する日本語運用レベルは二つの段階があると述べた。 
	 第一段階では社内における「簡単な日本語」しか期待されず、不適切性を指摘される機 
会が少ないため、日本人が意識する問題を学習者が自覚することは難しい。第二段階では
対外的接触場面を期待されるため、日本語文化圏の言語行動を前提とした高度な日本語運
用能力が求められ、第一段階で指摘されなかった問題を含め、それまで見逃されてきた言
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語行動や日本的企業文化にまつわる問題が表面化する。また学習者の問題意識は、どの段
階を期待されていようが言語形式に集中し、日本人の視点とは大きく異なっており、特に
第二段階を期待される学習者は、問題の存在を意識しながらも対処を見出すのに困難を感
じている。しかし、粟飯原（2009a）では、誤用をあまり指摘しない日本人でも、以下の
環境下では指摘を行うと述べている。すなわち、A．学習者が業務能力に対し高い期待を
持っており、B．学習者に対し外部との接触を期待している。そして、C．学習者の日本語
運用能力を高く評価をしている場合である。こうした日本人の意識を踏まえながら指摘さ
れた内容を、分類すると以下の 3つに分けることができると述べている。 
 
	 	  ①    誤用が直接、社内での実務上の支障につながる可能性を内包する問題 
	 	  ②	 社内における業務手順、範囲、マナー等を含んだ企業文化にかかわる問題 
 	 	 ③	 原因の如何によらず良好な取引関係に支障を与える可能性を内包する問題 
	 	  
	 実践２で扱う Eメールによる「問い合わせ・念押し・催促」という言語行動にまつわる
問題は、上述の③に当たる。「問い合わせ・念押し・催促」にまつわる意識は、《概念 24．
指示・催促》にすべての属性のビジネス関係者の意識が分類されており、本論文の第８章
考察 C においても、教育内容として汎用性の高い概念のひとつとして取り上げられている。 
 
	 上述のように、《概念 24》に分類された JJのバリエーションを見ると、JJは取引先か
らの念押し・催促メールに対し、強い不快感を示しているが、JJ14-2のように、必ずしも
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JFに指摘しているわけではないことがわかる。また、香港では軽い念押しはごく一般的で
親切な行為であり、上級日本語レベルの LJ7–8は、「親しくない人や嫌いな人には直接に
言います」と言うように、日本とは異なる言語行動について述べている。このように「問
い合わせ・念押し・催促」という言語行動は、両者間に大きな相違を呈し、相違に起因す
る問題の影響の大きさを考慮すると、第８章の考察 Cの結果通りに、教材とする優先順位
は高いと考えられる。 
 
9.3.2	 実践２の協力者と方法 
	 実践２の協力者は、実践１と同様に 2012年当時、筆者が担当する上級ビジネス日本語
会話の受講者で、業務で日本語を使う学習者 15名（日本語能力試験 1~2級程度）と、業
務で日本語を使う日本語母語話者ビジネスパーソン 10人（JJ1.3.4.5.8.9.10.13.14.15）で
ある。 実践方法は基本的に実践１と同様に、職場と教育現場を「ビジネス日本語教育」の
担当者が媒体となってつなぐ「ソフトな連携」を行う。双方の「ずれ」を意識させるため
の教育的補助として、「ソフトな連携」が有効であるかを、具体的に調査・分析する。 
	 【図 18】は、実践２の流れである。基本的には実践１と同じであるが、実践１との違い
は、作業３で自律的な修正活動を２度行ったことと、２度目の修正の前に、本研究の調査
結果を利用して作成した類似問題を、練習問題として使用した２点である。実践２の記述
においては、作業３の「気づき」の促しと、自律的な修正能力の養成を試みる作業につい
て記述を厚くする。作業１は 9.3.3で、作業２は 9.3.4で、作業３は 9.3.5で述べる。 
 
【図 18】	 実践２の「ソフトな連携」の流れ 
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9.3.3	 教育現場での作業１ 
	 教育現場での作業１は、以下の３つのステップで実施した。 
	 １）ビジネス接触場面の擬似体験用教材 Aの作成 
	 ２）教材 Aを使った教育実践 
	 ３）成果物の収集 
 
１）ビジネス接触場面の擬似体験用教材 Aの作成 
	 実践２では「問い合わせ・念押し・催促」に関する問題意識を擬似発生させる場面とし
て、「納期遅延」を選択し、下記のような教材を試作した。「納期遅延」は多くのメール
の書き方のテキストに取り上げられていることから、教材として汎用性が高い内容である
と考えられる。 
 
教材 A：「納期遅延」に関するメールの作成のためのビジネス接触場面擬似体験用教材 
	 問題： 以下の情況をよく考えてから、問い合わせ・念押し・催促のメールを書きなさい。 
  あなたは香港商事の購買のスタッフです。3 月 25 日付けで日本商事に商品番号「RT203」を 20 ケース
注文しました。納期は 4 月 20 日です。今日は 4 月 25 日ですが、まだ商品も連絡もありません。納期に遅
れたのは今回が初めてです。日本商事の担当者佐藤さんに連絡をしてください。日本商事と香港商事は
比較的に親しい取引関係にあり、あなたは佐藤さんと何度も取引をしたことがあります。 
 
	 上記のように「初めての納期遅延で、これまで商売上の関係も良好である」場合、日本 
語母語話者同士では、まず、電話で「まだ、納品されていないようなんですが、確認して
いただけませんか」といった推量表現を使った「状況の確認」を担当者に行い、相手方の
出方を探ることが多い。そうした電話の後で「先ほどの電話でお伝えした件、ご確認よろ
しくお願いします」といった軽い「念押し」を兼ねた「確認・問い合わせ」のメールが送
られることが多く、始めからメールで連絡が取られることは少ない。しかし、このような
日本語母語話者間では一般的な言語行動については、テキストでは説明されていない。ま
た、テキストではどのような状況に対するメールであるのかも説明がない状態で、モデル
として１〜２例の提示がある場合が多い。学習者の周辺に日本語母語話者がいて、アドバ
イスをもらえればいいが、そうではない場合、学習者は自分の母語文化圏の規範に従い、
日本人とは異なる言語行動をとる可能性が高い。また、「納期遅延」が深刻な内容である
からこそ、学習者には取引先とのコミュニケーションにおいては、待遇表現を含めた日本
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語の完成度を上げたいという思いがある。そのため、学習者は、電話ではなく、メールに
よる意思伝達を選んでしまう傾向があるのだ。その際に、学習者が頼りとするのはテキス
トのモデル75である。学習者は手に入れることができるモデルで対処せざるを得ない。上
記のような状況をつくりだす試作教材は、問題があるビジネス接触場面の擬似体験用とし
ては現実性が高い教材であると考えられる。 
 
２）教材 Aを使った教育実践 
	 教室での実践は以下の手順で進めた。 
	 （1）擬似体験用教材の内容の理解 
	 （2）教材の状況についてグループによるディスカッション 
	 （3）ディスカッションの内容の発表 
	 （4）課題の提示 
	 （5）成果物を教室外の日本人に見せる許可を取る 
 
（1）擬似体験用教材を渡し、教室で読み合せて、学習者の状況の理解を確認しておく。状
況の理解は、比較的簡単であった。しかし、通常、納期遅延の可能性があるときは事前
に連絡があってしかるべきなのに、本教材では連絡がないと言う非現実的な設定に対す
る指摘はなかった。この点について、後日学生と JJに確認したら、香港ではありえな
い話ではないとの認識から気がつかなかったとの回答であった。後付けであるが、初め
から「ずれ」が生じている例として利用できるので、教材としては許容範囲であると判
断した。 
 
（2）教材の状況について、３つのグループ（各５名）によるディスカッションでは、以下
の４点について話し合って、意見をまとめさせた。 
	 ①似たような経験はあるか。 
	 ②このような状況で、どのような行動をとるか。 
	 ③このような状況で、日本語で対処したことがあるか。 
	 ④対処しなければならない場合、電話とメールのどちらを選ぶか !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.*実践２で学習者が参照したと考えられるテキストのモデルは、別冊資料 11 に記載した。これらは 2012年当
時、香港で手に入りやすいテキストから抜粋したものである。また、授業のために作成した教材も記載した。 
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（3）ディスカッションの内容をまとめて発表させた。３グループの意見は類似していた。 
	 ①似たような状況の経験は、社会人学習者のほとんどが経験済みであった。本研究の
《概念 50．納期》に見られるように、現地において納期遅延は日常茶飯事で、特に驚
くことではないが、納期遅延はまだ序の口で、支払い期限の遅延も少なくないとのこと
である。しかし、一般的に日本企業は納期には厳格であると意識している学習者がほと
んどであった。 
	 ②こうした状況下、どのような行動をとるかという問いに対する学習者の回答は、現地
ではスピード嗜好（《概念 31》参照）から、すぐに電話で確認をとるとのことであっ
た。最重要事項は、できるだけ早く相手の対処を引き出すことであるため、事実だけを
述べて、どのような言い方をするかは、重要ではないので、考えないとの反応が半数以
上であった。また、問題がこじれるまでは上司にも報告しないと答えた学習者も少数な
がらもいた。 
	 ③日本語でこうしたことに対処した経験があるかという質問に対しては、皆無であると
回答した。半数の学習者は日本企業と取引がある現地企業、半数が日系企業に勤めてい
るが、こうした場面を担当する機会がある職務ではないこと、あるいは日本語母語話者
が担当するとのことであった。 
	 ④そこで、日本語で対処しなければいけない場合、こうしたことを香港人同士のように
電話で伝えられるかと聞くと、ほとんどの学習者は自信がないと回答した。必要があれ
ば、時間をかけてメールで丁寧に伝えたいと述べている。これは《概念 15．電話とメ 
	 	 ールの補完機能》のバリエーションの内容と類似性が見られる。 
 
（4）発表で母語文化圏における言語行動を確認した上で、学習者に課題を出す。課題は教
材に書かれている通りに香港商事の佐藤さんに出すメールを書いて、１週間後の授業の
前にメールで提出するというものであるが、そのために特に「問い合わせ、念押し、催
促」に関するビジネスメールの指導は行わない。課題を渡す際に指導なしで情況のみを
与えたのは、実践１と同様に、実務でのタスク達成にできるだけ近い情況を体験させる
ためである。実務では、学習者は目の前のタスクを達成（今回の場合は「問い合わせ・
念押し・催促」メールの作成）するため、自律的に対処しなければならない。学習者は
その過程において、様々なテキスト、サイト、周りの日本人の助言等を参照していく。
実践２は、そうした実務に近い状態で、学習者が自らの対処能力と、努力の結果が日本
!%+-!
人からどのような評価を得るのかという実体験を通し、両者の間に生じた問題意識のず
れを実感し、それが何に起因するのかを考えさせ、自律的に対処できるようになること
を目的としている。 
 
（5）本実践では、日本人母語話者からコメントをもらうために、提出された課題を校外の
日本人に見せるため、学習者の許可が必要である。そのため、本実践の意義を説明し、
見せる際には学習者の個人情報は一切明かさないことを条件に、日本人に見せる許可を
口頭でもらう。学生は本実践に対して、総じて前向きで、現役ビジネスパーソンのコメ
ントを得ることを楽しみにしている様子であった。そのことは作業３の振り返りに記述
されている。 
 
３）成果物の収集 
	 	 １週間後、学習者から 15件のメールを回収した（別冊資料 12）。これを成果物と呼
ぶ。ほとんどの学習者は、インターネットとテキストから状況に相応しいと思われるモ
デルを探し、参照して書いたと述べている。また、日本語母語話者（友人や筆者以外の
日本語の先生）に確認してもらったという学習者も散見された。 
 
9.3.4	 職場での作業２ 
	 実践２の作業２においては、作業１で収集した成果物をビジネス接触場面の擬似体験に
変えるために、日本語でスタッフと仕事をする日本語母語話者 10名（JJ）に見せ、コメ
ントを収集し、内容の分析・考察を行った。手順は以下の通りである。 
	 １）成果物に対する JJのコメントの収集 
	 ２）収集したコメントの分析・考察 
	  
１）成果物に対する JJのコメントの収集 
	 本作業は筆者が JJ10人の昼休みや退勤後に面会し、教材 Aと 15件の成果物に対す
るコメントを求めた。その際の主な質問は以下の通りである。 
・	成果物はこのまま使えるかどうか 
・	使えない場合、その理由はなにか 
・	修正するとしたら、どのようにするか 
!%+.!
	 １）の作業で筆者は、JJが成果物ごとにコメントもらえることを期待していたが、実際
には JJは初めのいくつかの成果物を入念に見て、あとはそれに類似するものとして大雑
把に分けるだけという傾向が見られた。そのため、筆者は成果物を提示する順を意図的に
変え、成果物全てにコメントが得られるように工夫した。また、各 JJから少なくとも６
つのコメントが頂けるように心がけた。この点は、こうした調査では１人の協力者が短時
間でコメントできる数に限りがあることを意味し、JJの人数をもっと増やすべきであった
ことを筆者自身が学習したが、実際のところ、成果物を収集してから一週間以内にコメン
ト集めるには JJ10名が最大の人数であった。こうした作業の結果、成果物 15件に対し、
合計 61件のコメントを得ることができた（別冊資料 13）。 
 
２）収集したコメントの分析・考察 
	 収集したコメント 61件の分析・考察を行った。分析結果は、（1）成果物に対するコメ
ントと修正案、（2）現地スタッフの意識に対する JJの内省の２つに分けて記述する。 
（1）JJからの成果物に対するコメントと修正案 
	 成果物に対する JJ10名のコメント 61件は、要約すると、問題は言語形式や文の稚
拙さに起因するのではなく、「初めての遅延」、「親しい間柄」という情況でのメール
としては表現がきつく、また受け手の事情への「配慮」が欠けていることから不快感を
覚えるとまとめられる。また、テキストやサイトのモデルにあるような一見うまく書か
れたものが、最も慇懃無礼に感じるというコメントもあった。 
	 次に、詳細な分析を述べる。まず、成果物はこのまま使えるかどうか、その理由はな
にかという視点から分析すると、次頁の【表 17】のように３つに分類された。まず、
使用の可否を言語行動の種類から見ると、成果物は「問い合わせ」と「催促」の２つに
分類された。教材の状況下でメールとして使用できるものは「問い合わせ」のみで、
「催促」は言語形式に問題がなくても使用できないとの結果となった。また、「問い合
わせ」でも、使用できるものと使用できないものがあり、その理由もあげてもらった。
以下、それぞれの代表例をあげて説明を行う。 
【表 17】	 JJからのコメントの分類 
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	 ①問い合わせ：少し修正すれば「問い合わせ」としてなんとか使えるもの 
	 修正すれば使用可能と判断された成果物は、15件中の 2件（13.3%）であった。共に
言語形式的には正確ではないが、事実確認を行う「問い合わせ」の形になっており、受
け手に対してあまり失礼ではないという点が評価基準になっている。 
!
	 上記は、少し修正すれば送信できると判断された成果物２つのうちの１つである。下
記のように、JJが指摘した修正部分は、表現上の問題だけで言語行動上の問題はなか
った。 
	 	 	 納期は４月２０日に決まりました	 	 	 	 	 	 →	 	 納期は４月２０日でしたが、 
	 	 	 ところが、まだ商品を受け取っていません	 	 →	 	 まだ商品を受け取っていないようです 
	 	 	 どうなっているのかご連絡ください	 	 	 	 	 →	 	 ご連絡いただけませんでしょうか 
 
	 もう１件の成果物４では、「まだ届いていない」とすべきところが「また届いていな
い」という誤記と、「大至急連絡してください」の「大至急」の削除が修正案に挙げら
れている。「問い合わせ」段階における「大至急」や「速やかに」は、控えるべき表現
であることが JJのコメントから窺える。 
 
	 ②問い合わせ：１回目の「問い合わせ」としてはきつすぎて、使えないもの 
	 「問い合わせ」にはなっているが、言語形式の間違いが少ないにもかかわらず、使え
ないと判断されたものは 15件中の 3件（20％）であった。いずれも、１回目の問い合
わせとしては「きつい」と判断された要因は、①と同様に３件とも「至急」という表現
を使っていることだけではなく、「当社の信用に影響するおそれ（成果物 13）」、
「苦情を避けるため（成果物 14）」、「注文をキャンセルされる（成果物 11）」とい
った自分側が被る不利益を文面に出すことで、暗に相手を責めるニュアンスを伝えてし
まっていることにある。下記の成果物 13は、言語形式の面からは大きな問題もなく、
むしろ、テキストのモデルのように整っている。しかし、①の成果物 2と比較するとわ
 
 	
	 
 :SK 
 
 ]H\_FVORT-20320/60+ME#	 
 QI!^H\[FL#'#	*#?>+=<#,	 
 J9	U"( 
XR	 
 
 -.20 
    XXO 
 
)&!TBP@	YJJ15355Z 
7DE$8%'	YJJ9Z 
#N(	YJJ13514Z 
GC EA(;(	YJJ15Z 
413W#%	YJJ4Z 
 
 
!%+/!
かるように、問い合わせの他に「納期を明記してお願いしていたのですが、何かの手違
いがあったのでしょうか」と間接的に相手のミスをほのめかし、「当社の信用にも影響
する」と責めていると受け取られかねない表現が記されている。教材の状況では、こう
した表現・内容は全て削除されるべき内容であることが、コメントから窺える。こうし
た言語行動に関連する問題について、JJは現地スタッフに説明しにくとの感想を述べ
ていた。調査地では、一般的な行動であるからである。 
 
 
	 ③催促：１回目なのにきつい「催促」となっており、使えないもの	 	 10件（66.6％） 
	 内容が「催促」になっている成果物 10件（66.6％）は全て、使用できないものと判
断された。実践２の教材の問題文には「問い合わせ・念押し・催促」といった言語行動
の選択肢が表示されている。しかし、「初めての遅延」・「親しい間柄」といった本教
材の状況では「問い合わせ」が適当であり、「催促」は１回目のビジネスコミュニケー
ションとしては不適当であるという JJ全体の一致した考えが窺える。ここで JJが 10
件の成果物を「問い合わせ」ではなく「催促」であると判断した理由は、コメントから
判断すると以下のように考えられる。成果物に見られる「納品するように」、「納品の
お願い」、「いつ納品する／できるか」、「出荷願います」、「納期の手配をするよう
に」、「納品予定日をお知らせください」、「納品をお済ませいただきたく」といった
表現は、「相手方が出荷を行っていない」ことを前提にした「依頼」を意味する。そこ
から、書き手の行為は状況確認を飛び越え、一方的に「納品していない」と決めつけ、
「依頼」の言語形式であっても、「納品しろ」という「催促」をしていると判断された
のである。 
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	 10件の「催促」を、修正する場合にはどうするかという質問に対し、具体的なアド
バイスはあまりなく、「とにかく、納品してくださいは削除して、状況確認程度の文に
すること」といったおおまかなアドバイスがほとんどであった。例えば、下記の成果物
１では、「未だ到着しておりません」を「到着していないようです」に変え、それ以下
の部分は全部削除してから、「ご確認いただけませんでしょうか」を書き足すというの
が一般的な修正例であった。 
 
 
	 （2）現地スタッフの意識に対する JJの内省 
	 JJからのコメントには、成果物に対するコメントばかりではなく、JJ自身への内
省や日本語教育の内容への疑問が 61件中各２件と少ないながらも見られた。 
	 日本語教育の内容への疑問として JJ13は、成果物 7を見ながら「「至急」が好き
ですね。使うように教えたんですか」、成果物 9では「かっこよく書けたのにねえ。
日本語の先生としてはこれでいいのかもしれませんが」と成果物の問題点が、日本語
教育の問題であるのではないかという疑念を投げかけている。 
	 内省としては、JJ5と JJ1が自文化の客観視を窺わせるコメントをしている。JJ5
は成果物 12 を見ながら「考えてみたら佐藤さんが悪いんですよね。その通りなんです。
なのに私達はなんで〈成果物 12に〉嫌な気がするんでしょうね」と自分の評価を振り
返っている。JJ1は成果物 14を見ながら「〈現地スタッフは〉書かないと気が済まな
いというか、ここ〈香港〉では書かないとわかってくれないからですよね」と、相手
の感情などあまり配慮せずに現状報告ができる現地の文化を理解した上で、そこが基
準であれば、メールの文面が成果物のようになることを振り返っている。 
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9.3.5	 教育現場での作業３ 
	 作業３では、成果物とそれに対する JJのコメントを突き合わせることで、学習者にビ
ジネス接触場面を擬似的に体験させる作業を行う。擬似体験した問題を、どのように捉え、
どのように解決していくかを学ぶための作業３の流れは以下の通りである。 
 
	 １）フィードバックのための前作業（資料 Aと資料 Bの作成） 
	 ２）フィードバックと修正の試み（１回目。資料 Bの使用） 
	 ３）類似問題で練習（練習用の教材 Aと教材 Bの使用） 
	 ４）修正の試み（２回目。資料 Aの使用） 
	 ５）作業後の学習者の内省（資料 Cの作成） 
 
１）フィードバックのための前作業（資料 Aと資料 Bの作成） 
	 作業２で得た JJのコメントは、別冊資料 1376のように便宜上、JJがそのコメントを言
った時に見ていた成果物に記載されているが、特定の表記や表現の指摘を除けば、その成
果物の前後の類似したものへのコメントでもある。つまり、【表 17】の①〜③の各グルー
プについて述べているものがほとんどである。従って、別冊資料 13を個別のフィードバ
ックとして学習者に渡せないため、①〜③の評価別にコメントと成果物をまとめた資料 A
を作成した（次頁【表 18】）。学習者が提出した成果物の原本は、教員の方で言語形式的
な間違いに編み掛けと、JJが指摘した箇所に下線だけを入れた 15件の成果物を個別に返
却するために資料 Bとして準備した。 
 
 
 
 
 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.-!資料 "&は、便宜上、作業１で収集した学習者が書いたメール（成果物）と、作業２で収集した成果物に対
する 11からのコメントが一緒に記載されている。!
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【表 18】	 資料 A：４つの評価別コメント表 
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２）フィードバックと修正の試み（１回目。資料 Bの使用） 
	 言語形式的誤用に編み掛けし、JJから指摘があったところに下線を付した 15件（資料
B）を個別に返却し、引かれた下線に対する感想を聞くと、以下のような感想が聞かれた。
学習者は「別の日本語の先生に見てもらったのに」「サイトを見て、そのとおりに書いて
みたのに」「テキストを参考にしたのに」といった実践１と同様の意外・不承の意を示し
た。また、文法的にも間違いがない文面がなぜ問題があるのかと疑問を持つ学生がこの時
点では多く、実際のビジネス接触場面でも同様の反応を示す可能性を示唆する。 
	 次に、下線部を自力で修正するように指示をする。この時点では、まだ資料 Aは提示し
ない。ほとんどの学習者は、言語形式を変えてみたりするだけで、JJのコメントに沿うよ
うな修正を行ったものは少数であった。こうした１回目の修正の試みの結果は、学習者は
JJが問題であると意識したところを指摘されただけでは、自力では修正できないことを示
唆する。修正にはその箇所がどのような理由から問題であると理解できる能力が必要であ
る。では、どのような教育的補助があれば、自力で修正ができるようになるのであろうか。 
 
３）類似問題で練習（練習用の教材 Aと教材 Bの使用） 
	 そこで筆者は、JJの指摘した箇所を修正できるようになるための教育的補助として、日
本人が問題としてあげた 2つの事例（《概念 24》の JJ13–2と JJ14–2）を、「ずれ」の
修正を目的とした事例研究の教材として、次頁の教材 A と教材 B を作成した。使用に際し、
事前に JJ10人に２つの教材の発生状況、人間関係（親疎）などを説明した後、内容に問
題を感じるかどうか、感じる場合はその理由と訂正例も尋ねた。教材 Aと教材 Bに対して
10人中９人から、何らかの不快感を覚える、類似したメールをもらったことがあるとの回
答を得たので、教材としてふさわしいと判断した。この教材を使った修正練習が、２回目
の修正に対し、どのような効果があったかを見ていきたい。 
	 作成した教材 Aと教材 Bは、「問題があるメールの実例」として、１回目の修正ができ
なかったことを踏まえて、授業中に学生に配布する。まず、①学生に問題箇所をあげても
らい、②次に自力で修正作業を行う。③その後、教材別に指示を与え、再度訂正を試みて
もらった。教材別に与えた指示は、教材のメール内容に不快感を覚える日本人９人の訂正
方法を参考に筆者が考えた。この活動は「気づき」自体と、教育現場における補助がどの
程度、学習者の修正能力に影響するかを見ることが目的である。 
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	 教材 A	  
王の会社はバイヤーで、中国に工場がある佐藤課長の会社から部品を仕入れている。しかし最近、納品の遅
れが目立ち、王の取引先にも影響が出ている。そこで王は下記の念押しメールを書いた。	  
	 	 	 	  
	 	 	 	 Subject：ご依頼の件 
	 	 	       佐藤課長 
	 	 	 	   いつもお世話になっております。 
	 	 	 	   早速ですが、先日発注した商品番号 E345ですが、 
	 	 	    今度はちゃんと納品してくださいませんでしょうか。 
	 	 	    よろしくお願い申し上げます。	 	 	 	 	 	 	 	  
	 	 	 	   王	 	 	 	  
 
	   
    教材 B	  
陳は明日、近藤さんの会社で会議を予定している。この会議は陳が近藤さんに特に依頼したもので、陳は近
藤さんに感謝している。そこで陳はお礼を兼ねて、下記の“mild reminder”を書いた。 
 
	 	 	 	 Subject：明日のミーティングの件 
	 	              お忙しいところ、当方のお願いを受け入れてくれました。 
	 	 	 	 	  ありがとうございます。その日は明日です。 
	 	 	 	 	  約束をお忘れないようにお願いいたしたいですが。 
	 	 	 	  よろしくお願いいたします。	 	 	 	 	 	 	 	   
                   陳 
 
①教室で教材 Aと教材 Bの問題箇所を指摘させたところ、教材 Aでは「今度はちゃんと
納品してくださいませんでしょうか」、教材 Bでは、「約束をお忘れないようにお願い
いたしたいですが」の部分を問題箇所としてあげた。これは日本人が問題として指摘し
た部分と同じであるが、メール自体が短いので、比較的簡単な作業であったと思われる。 
②しかし、問題箇所として指摘した部分を自力で修正させると、「ちゃんと」を「正しく」
「予定通り」に変えるといった語彙レベル、あるいは「お願いいたしたいですが」を
「お願いいたします」に変えるといった文末表現を変える程度で、その修正では JJが意
識する問題点は、全く解決できない。JJが行った訂正、例えば「今度はちゃんと納品し
てくださいませんでしょうか」を削除し、「注文書は届きましたでしょうか」「生産情
況は如何でしょうか」などの婉曲表現に近い修正は、両方の教材において皆無であった。 
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③その結果を踏まえ、次に修正のためのヒントを与える。教材 Aに対しては「納品してく
ださいと直接言わないで、遠まわしに書く」というメタ言語的なヒント、教材 Bに対し
ては、「相手の記憶を確かめるような書き方はしない。「明日の会議に行く」という自
分の行動に置き換えて、それについて記述したり、どう感じているかを表現する形で書
く」という具体的な指示と共に、なぜそうするのかという説明を対照言語行動的な視点
から加えた。その結果、教材 A では全 15 件で新たな追加修正は見られず、教材 B では、
日本人が行った修正例「明日参りますので、よろしくお願いします」に近い修正が 10件
実現した。この結果から、修正に必要なのは、修正が必要な背景の説明と、具体的な言
語行動を明示的に説明することであると示唆される。ここから、学習者がこうした問題
を自律的に修正できるようになるには、日本語母語話者の言語行動を理解することが鍵
であることがわかる。 
 
４）修正の試み（２回目	 資料 Aの使用） 
	 ３）の教材 Aに対しても教材 Bと同じように具体的なヒントを与え、修正をするために
は、受け取る側の考え方を理解する必要があると認知したところで練習を終え、２）で行
った１回目の修正に戻る。４）では、３）の練習と同様に、ヒントの代わりに１）で準備
した資料 Aをプロジェクターで提示し、JJのコメントに詳細な説明を加えた。 
	 説明の主な内容は、9.3.4の職場での作業２の２）収集したコメントの分析・考察の内容
である。そのあと、①〜④の代表的な成果物のコピーを配布し、資料 Aと照らし合わせな
から、クラス全員で修正を試みた。その結果、１回目では修正できなかったほとんどの箇
所が何とか修正できた。クラス全体で４つの修正をしたあと、各自の成果物を修正するこ
とと、これまでの作業に対する感想を内省シートに書くことを次週までの宿題とした。 
 
５）作業後の学習者の内省 
	 ４）の２回目の修正とともに内省シートも提出してもらった。学習者 15名の内省は別
冊資料 14 として掲載したが、代表的なものを５つ抜粋して、次頁の【表 19】に記載する。
内省シートの質問事項は以下の３つである。 
	 ❶	 JJの問題意識、指摘ポイントについてどう思いましたか。 
	 ❷	 JJの視点を意識して、修正してみて、どう思いましたか。 
	 ❸	 同様なメールを書く機会があった時、どのように対処しますか。また、その理由は何ですか。 
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【表 19】	 資料 C：実践２を行ったあとの学習者の内省（別冊資料 14から抜粋） 
 
 
	 ❶については、文法以外の問題は、説明を受けるまでは全く気がつかなった学習者が多
く、また、場面の提示をしているにもかかわらず、モデルを探すうちに忘れてしまう傾向
が読み取れる。❷については、作業を通じて、場面を理解することの重要性が理解できた
が、それを書いたテキストがないので、❸今後日本語を書き続けるためには、自国と日本
の言語行動について、周りの日本人と話すことが重要であるとの内省が見られた。 
 
9.3.6	 実践２のまとめ 
	 以上の調査結果を、１）学習者の自律学習を支える参考書の問題、２）ビジネス現場に
おける言語行動の理解、３）教育現場での的確な指導の重要性の３つの点からまとめる。 
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１）学習者の自律学習を支える参考書の問題	  
	 作業１では、学習者は実務に近い状況下、様々なものを参照しながら、自律的な努力に
より「問い合わせ・念押し・催促」メールを書いた。しかし、作業２では、場面や相手に
対する配慮が欠けているという理由により、15件中 13件が JJから不適格であると判断
された。 
	 既存の学習者用のビジネス日本語テキストで、「問い合わせ・念押し・催促」を扱って
いるものは多いが、「問い合わせ・念押し・催促」に使用される表現形式のみを扱い、そ
れがいかなる状況下で使用できるかという説明は見られない。また、サイトから手軽に手
に入る催促文の書き方を参照する学生が多かった。実際に６つのサイト77で調べてみると、
「初めての催促」という場面について明確に説明してあるもの、「相手の事情に理解を示
す文章をひとつ挿入するといい」という内容について助言があるものは６件中１件であっ
た。また、１つの例文が催促状と督促状の例文を兼ねるものが多く、初めての催促状とす
るには表現が強すぎるものが大半であった。しかし、いずれの参照例文にも「本状と行き
違いの際には、何卒ご容赦ください」といった配慮を表す文が挿入されている。 
学習者のメールには、こうした強すぎる例文を参照したと見受けられるようなものが多
い。学習者は自力で例文を発見し、それに従い形式的には比較的間違いの少ない例文を作
成できたといえるが、１回目の催促であることや、相手の事情に対する理解を示す文を挿
入することに対しては十分な注意が向けられていなかった。また、「本状と行き違いの際
には、悪しからずご容赦くださいませ」といった配慮を表す文を挿入した学習者は１人も
いなかった。こうしたことからも、学習者と日本人の「問い合わせ・念押し・催促」に対
する意識の相違が大きいことを窺うことができる。 
	 日本人であるなら当然だと思われている受け手への配慮、あるいは婉曲的な表現から書
き手・話し手の真意を読み取る能力は、社会人基礎日本語に関わる内容であり、日本人と
は対人配慮の様式が異なる学習者に、説明なしで期待できるものではない。日本人が参照
することを想定して書かれた例文の提示だけでは、そのまま学習者が参照するテキストと
して不十分であり、相違について十分な説明をしたテキストを作る必要がある。 !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!..支払い等の催促・督促状の例文／書き方（2009年 8月 10日参照） 
①http://www.jp-guide.net/businessmanner/tool/saisoku.html、②http://bijinesubun.jugem.jp/?eid=136、 
③http://www.proportal.jp/tokusoku/tokusoku1.htm、④http://document.costplan.jp/2007/07/post_27.html、 
⑤http://template.k-solution.info/2006/07/01_23.html、 
⑥http://plaza.rakuten.co.jp/happy00008/diary/200906170014/ !
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２）ビジネス現場における言語行動の理解 
	 ビジネスは最近でこそ「ゼロサムゲーム」ではなく、「WIN・WIN」をその美徳とする
ようになったようであるが、基本的には利益の享受でなければならない。そうしたビジネ
ス場面における「問い合わせ・念押し・催促」とは、ウチの利益を優先し、損失を最小に
とどめようとする自己利益確保型の言語行動である。ビジネス場面に限らず、利益に関わ
る日本人の言語行動では、自己利益を前面に出す行動をよしとしない。そこで、婉曲的な
表現を使った念押しや催促で、こちら側の利益確保について、受け手が理解することを期
待している。念押しや催促を受けた方も、自分が相手の利益に反する状況を作り出してい
るとしても、そうなってしまった事情に対する相手からの理解や配慮があって然るべきと
いう考えの上に成立しているように思われる。配慮がある場合は、当然の契約を果たさな
かった側はその非を恥じるという当然といえば当然の意識にいたるが、配慮が感じられな
い場合は自分側が悪いにもかかわらず「失礼な態度を取られた」といった自己の価値を下
げられたような不快感を覚える。対外的ビジネス場面とは損得を固定する契約上に生じる
活動であり、損得の権利義務について言及することは本来当然であると思われる。しかし
日本語によるコミュニケーションにおいては、自分の利益に言及する際には、利益を提供
する側に対する相当の配慮が求められるということではないだろうか。どのようなコミュ
ニケーション場面においても利益は絡んでくるが、それが直接の目的であるビジネス日本
語を教える教育現場では、言語形式の正確さもさることながら、こうした言語行動に対す
る敏感さを持ち合わせていなければならない。 
 
３）教育現場における的確な指導の重要性 
	 教育現場の教師が媒介となり、これまで学習者に意識されにくかった日本人との意識の
ずれを認識させることは可能であると述べた。しかし作業３の２）１回目の修正でも、３）
の練習用教材 Aと Bの両教材でも、問題の所在を指摘することはできたが、自力で修正す
ることはできなかった。本研究においては「気づき」が必要な内容を明らかにすることを
研究目的の１つとしてきたが、「気づき」だけでは、修正への十分な教育的補助とは言え
ないことがわかった。そこで、教材 Aと教材 Bに、２種類の指示を与えて再修正を試みた
が、ふさわしい訂正が出来なかった教材 Aでは、教師から適当な指導が与えられなかった
と考えられる。「遠まわしに書く」や、作業２で JJがあげた「相手の事情に理解を示す
文章を入れる」、「自分の利益を前面に出さない」、「穏便な印象を与える」という意味
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をもった概念的な指示では説得力はあっても、目の前の問題箇所を修正するという現実的
対処法としては効果的ではない。一方、比較的にふさわしい訂正がなされていた教材 Bで
は、適当な指導が与えられたと考えられる。「相手の記憶を確かめるような書き方はしな
い。「明日の会議に行く」という自分の行動について記述する。あるいは行くことに関し
て自分がどう感じているか表現する形で書く」という具体的な指示が、学習者には必要で
あることがわかった。受け手が「配慮」を感じる表現を書く能力をつけるには、場面に応
じた如何なる具体的な婉曲表現が「問い合わせ・念押し・催促」の機能を果たしえるのか
を、教育的補助として提示する必要がある。 
 
４）今後の課題	  
	 日本人と学習者の対人配慮の様相・表現形式は異なる。その点を意識できなければ、自
らの努力が無駄になるばかりではなく、相手との関係に思わぬ心理的な距離をもたらしか
ねない。現役ビジネスパーソンである JJのコメントを収集した作業２を通し、ビジネス
接触場面で起こりえる意識の「ずれ」を学習者に実感させることが出来たと考えられる。 
	 本節では、ビジネス接触場面で比較的多くの日本人に意識されているメールにおける
「問い合わせ・念押し・催促」の場面を取り上げ、「気づき」から「修正」への一連の作
業を通じ、「ずれ」の修正には【図 19】に示したような流れの教育的補助が、いかに重要
であるかを示してきた。一連の作業に対する学習者の評価は高く、実践１と同様に活動後、
これまでビジネス接触場面で起きた問題のうち原因がよく分からなかったものを語り始め
る学習者や、言語形式ではなく言語行動にまつわる問題を解決する学習方法を求める学習
者が増えた。 
	 ビジネス日本語教育で、こ
れまで学習者と教師だけでは
解決困難であった問題は、学
習者と日本人の問題意識のず
れに対する「気づき」と、日
本人の問題意識の理解、的確
な教育現場での補助があれば	
解決の糸口を掴むことが可能	 	  
	 	 	 	 【図 19】	 実践２の全体の流れ（まとめ）	 	 	 	 であることが示唆された。 
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	 「問い合わせ・念押し・催促」の場面のみならず、すべての場面において、学習者が
「ずれ」に気づき、それを解消したいと考えた時、どんな表現を持って日本人が「配慮が
ある」と認識するかを、教育現場で的確な指導を与え、確認していく作業が必要である。
本実践においては、日本語母語話者の意識を、学習者に伝えることを主眼としてきたが、
今後は、学習者の意識を日本語母語話者に伝える機会を得ることができたらと願う。ビジ
ネス接触場面における問題意識のずれは、学習者・日本人・教育現場の三者が問題を共有
しなければ解決できない。 
	 より具体的な問題例の収集、その修正に有効な教材を作成することが「ビジネス日本語
教育」分野の今後の急務である。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
	 	 	 	 	 	  
９.４	 実践３：取消後の「謝罪」と「依頼」をめぐる本音と建前 
	 実践１〜３は共にメールによる接触場面で生じた対照言語行動に関わる問題意識を取り
上げている。実践１と２では、接触場面に生じた言語行動上の具体的な「ずれ」から、
「ずれ」の理解をメタ認知的な理解に引き上げる方向なので比較的に分かりやすい。しか
し、実践３で扱う「本音と建前」は、ビジネス日本語のテキストのコラム等で紹介される
テーマであるが、面白い小話といったメタ認知的な理解で終わる場合が多く、学習者が日
常業務の中で実感できる、具現化された場面がなかなか提示されない。そこで、メールの
件名というごく日常的な言語行動から、日本的な「本音と建前」を、英語圏の先行研究と
比較しながら帰納的に理解を促すことを目的として取り上げた。	
 
	 接触場面で日本語母語話者と非日本語母語話者の間に生じる問題は、さまざまな様相を
呈している。ある場面において、人がどのような言語行動を選択するかは、規範意識、言
い換えれば、人が社会の中で何を大切であるかと考えているかに影響されるのではないだ
ろうか。言語行動の目的には、２つの伝達意味がある。実務内容の遂行なのか、人間関係
修復なのか。言語教育で言語行動を教育するときに考慮すべき点には、この２つのうち、
どのような場合にはどちらが優先され、どのような言動が選択される傾向があるのかを教
える事も含まれる。実践３では、こうした言語行動の教育をどのように行うことができる
のか、メールの件名という身近な題材にその可能性を探る。実践３は、特に《概念 46．曖
昧表現・婉曲表現》や《概念 47．意志の伝達・交渉》にある LJや LFのバリエーション
や、《概念８．メールの書き方》にあるすべての属性のバリエーションと深く関連する。 
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9.4.1	 実践３の背景と目的 
	 筆者が上級日本語学習者を対象にビジネスメールの書き方を担当していた時のことであ
る。「謝罪・お詫び」がテーマであるメールを取り扱ったときに、学習者の多くがテキス
トの例と違う件名をつける傾向があることに気がついた。学習者のつけた件名に対し、数
名の日本語母語話者ビジネスパーソンに感想を求めると，何らかの不快感を覚えるので、
テキストの例のように「謝罪」を意図する表現が好ましいとのコメントであった。その裏
付けを取るため、同じ課題をテキストの例を見せずに日本語母語話者にしてもらうと、筆
者の予想に反し、学習者の件名に類似する件名が半数という結果になった。この結果を言
語行動の選択基準という視点から分析・考察を行う必要性を感じた。 
 
9.4.2	 先行研究とテキスト分析 
1）	 先行研究	   
	 実践３は、謝罪と依頼が同時に出現する場合の言語行動を取り扱う。山口（2000）は、
日本とアメリカそれぞれのビジネス接触場面で発生した問題を取り上げ、組織コミュニケ
ーション理論が異文化間の人々が相互作用するコミュニケーションにおいても有効である
のかを考察し、異文化間の価値観の融合方法の説明を４段階に分け提言している。 
	 また、本研究のビジネス接触場面では、行為指示表現の代表的なものである「依頼」と、
人間関係修復の方略である「謝罪」の両方を取り扱っている。それぞれ個別の研究は少な
くないが、頼（2005）では「お詫び・謝罪」が「依頼」の典型的な型の一つとして機能し、
台湾人と日本人ではその出現がどのように異なるのかを依頼内容の「当然性」や「負担度」
から詳細に述べている。 
	 しかし、我々は、依頼と依頼の発端となった謝罪済みの事実が同時に出現する場合、ど
のような言語行動をとるのであろうか。筆者はそれを、社会行動形式を論じるときによく
用いられる「建前」と「本音」という２つの要素から分析を試みたい。北山（2010）は 、
「建前」と「本音」を下記のように定義した上で、日米英の映画のビジネス場面における
呼称を調査し、呼称の変化に本音と建前がどのように表出するかを詳細に分析している。 
「建前：ある文化社会で遵守されるべき言動規範」 
「本音：各個人の持つ真の意向」 
本稿では、北山の定義に基づき、ビジネス接触場面に現れる言語行動の選択基準として
「建前」と「本音」のどちらを採用するかを分析する。 
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2）メールの件名に関する先行研究およびテキストでの扱われ方 
	 実践３の基礎データはメールの件名である。藤本（2006）は、英文メールにおける効果
的な件名の付け方について、件名の機能と、ガイドラインから説明をしている。特にビジ
ネスメールについては、件名の機能として文書の「主題」提示機能と「整理」機能、ガイ
ドラインとして「簡潔性」をあげている。これらは英文メールにおける例であるが、2005
年以降に発行されたメールの書き方を指南した日本学習者向けテキストを調べると、件名
についての記述には、藤本の指摘をカバーするように「メールの内容が具体的に分かる」
「あとで探しやすい」「20字以内」といった指導内容が見られる。 
	 では、こうしたテキストを使用すれば効果的な件名が書けるのであろうか。粟飯原
（2010）では、既存テキストの学習後、何を参照してもよい条件下、件名のないメールを
提示し、「Ｅメールの内容にふさわしい件名をつける」という課題（次頁）を与え、回収
した件名に対する日本人のコメントを分類している。そこでは謝罪表現を使用した「建前」
型の件名 28.8％が比較的好感が持てる件名に分類され、謝罪以外の表現を使用した「本音」
型 71.2％には、何らかの問題を感じるという評価であった。つまり、既存のテキストの説
明だけでは、学習者に言語行動面における選択肢を与えられてはいないことを示唆する。 
    実践３は粟飯原（2010）の調査結果を踏まえ、日本語母語話者や学習者が「建前」と
「本音」の狭間で、どのような要因が、どちらの言動規範の採用へと誘うのかを調査する。 
	
9.4.3	 実践３の協力者および方法	
	実践３では、2009年 10月から 2012年 5月、筆者が担当する上級ビジネス日本語コース
の受講者 85名（以下、FJと略称）と、香港在住の日本語母語話者ビジネス関係者 21名
（以下，JBと略称）に協力を依頼した。粟飯原（2010）と同様に、次頁のメールの内容
にふさわしいと思う件名を自由に記入してもらった。FJ には、何を参照してもよいと告げ、
JBにはなにも参照せずに書いてもらった。	
	
9.4.4	 調査結果と調査協力者別考察	
	 JB21名から 21件の件名、FJ85名からは 85件の件名が回収された。FJについては、
明らかにメールの内容と異なる件名 2件を除いた 83件を調査の基礎データとして採用し
た。合計 104件の基礎データは、件名の表現形式から得られる言語行動の種類を手がかり
に、次頁の【表 20】の８つの型に分類された。また考察では、件名選択の規範としてアポ
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のキャンセルに対する「詫び」を優先したものを「建前型」、メールを書いた本来の目的
である「アポの取り直し」を優先したものを「本音型」、双方が見られるものを「盛込み
型」と呼び、１）では JB のつけた件名、２）では FJ のつけた件名について考察を行なう。	
	
課題（『日本語 Eメールの書き方』129頁を一部を借用 し、改編した） 
【表 20】	 件名の型 
	
	
１）日本語母語話者ビジネス関係者がつけた件名	
	 調査の結果、JBがつけた件名は【表 21】のように、A 謝罪型 42.8％、AC謝罪＋提示
型 4.8％、AB謝罪＋依頼型 9.5％、B依頼型 4.8％、C主題提示型 33.3％、F名乗り型
4.8％となった。粟飯原（2010）では、JBは「謝罪」に触れていない件名に対して何らか
の不快感を覚えると評価していた。しかし、本調査では「謝罪」に触れている件名は 57％、
それ以外は 43％であり、JBが必ずしも“好ましい件名”を実際につけるとは限らないこ
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【表 21】	 日本語母語話者ビジネス関係者のつけた件名の型別割合と特徴 
建前型 盛込み型 本音型 
A  
42.8% 
AB  
9.5% ! F  4.8% C 33.3% B  4.8% AC  4.8% 
とが窺える。型／規範／使用言語の関係から見ると、①「謝罪」を A謝罪型で前面に出す
「建前型」は 42.8％で、ここに分類された 9件中 8件は日本語で仕事をする JBである。
②「打合せ」を B依頼型や C主題提示型で全面に出す「本音型」は 38.1％で、全員が他
言語で仕事をする JBである。③AB型や AC型で併記する「盛込み型」は 14.3％で、3件
中 2件は日本語を使用している JBである。	
	 以上、日本語を使用する JBにとって「建前としての謝罪」は不可欠であり、本音であ
る要件を併記する場合は、相手に決定を委ねる依頼型を取る傾向があると思われる。一方、
他言語を使用する JBの 11名中 9名は、建前よりも「本音である要件の記載」を言語行動
の基準として採用し、表現形式については 7名が C主題提示型を選択し、B依頼は 1名、
AB謝罪＋依頼型は 1人であった。これらを考え合わせると、日本語母語話者にとっての
「建前」は言語行動の基準として不変的なものではなく、使用言語の変化に伴い、「本音」
へと移行が可能な基準であり、しかも、この変化が他言語メールの件名ではなく、日本語
メールの件名である点や、「本音」を取り扱う言語形式が、待遇のある B型から待遇のな
い C型という大きな変化を伴っているという点から、「建前」から「本音」への移行が難
しいものではないことが窺える。	
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２）学習者の件名	
	 FJのつけた件名は、【表 22】のように、A謝罪型 41.7%、AB謝罪＋依頼型 10.1%、
AC謝罪＋提示型 3.4%、C主題提示型 24.9%、B依頼型 11.9%、D通知型 6.0%、E確認
型 2.0%であった。		
	 型／規範／使用言語から考察する、①「謝罪」を A謝罪型で前面に出す「建前型」は全
体の 41.7％で、日本語を使用する FJの 42.8％、他言語を使用する FJの 12％が A型を選
択している。②「打合せ」を B依頼型や C主題提示型、D通知型、E確認型で全面に出す
「本音型」は 40.9％で、ここに分類されたものは日本語を使用する FJの 5.7％、他言語を
使用する FJの 76.0％であった。③AB型や AC型で建前と本音を併記する「盛込み型」
は 13.5％で、日本語使用 FJでは 17.1％、他言語を使用する FJでは 10.0％であった。FJ
の件名で特記すべきことは、④C 主題提示型に“キャンセル”２件と“キャンセルと変更”
１件を主題としている件名が見られ（【表 22】の△部分）、謝罪という言語行動は採用し
ていないものの、謝罪の理由である「キャンセル」という建前に近いキーワードを選択し
ているという点から“キャンセル”２件を「準建前型」、“キャンセルと変更”１件を
「準盛込み型」とした。	
	 以上，日本人との実務体験がない他言語を使用する FJでは，テキストでメールの件名
について学習し、様々な資料を参照してもよいという条件下においても、「本音である要
件の記載」を言語行動の基準として日本語メールにも適応したことが窺える。言い換えれ
ば、他言語を使用する FJには、たとえ「本音」と「建前」という言葉を知識として知っ
ていても、実践３のような課題において「建前としての謝罪」を言語行動として取るとい
う選択肢自体が存在しないのである。一方、日本語を使用する FJでは、その 94.3％（35
人中 33人）が日本的な言語行動を尊重し、建前である「謝罪」に触れている。「まず、
日本人は謝りますから」というテキストには記載のない「何が建前であるのか」を経験か
ら帰納的に学んだ帰結であろう。他言語を使用する FJで「謝罪」に触れているのは、
24％（50人中 12人）であったが、いずれも同じ件名で、テキストにある類似問題の件名
を受動的に模倣したものであり、主体的に「建前としての謝罪」を選択基準として優先さ
せたとは言い難い。	
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9.4.5	 総合考察 
１）	 言語行動の選択基準としての「建前」と「本音」 
	 上掲【表 21】と【表 22】の帯グラフを比較すると、共に盛り込み型が 14％前後、あと
は建前型と本音型で二分するといった傾向が見られ、他言語を使用する JBは本音型、日
本語を使用する FJは建前型を選択している。これらの傾向、特に日本語を使用する FJが
建前型を選択している点が強く示唆していることは、①相手の言語を使用する接触場面で
は、行動規範は使用言語の選択基準に移行するという「使用言語文化圏における行動規範
の尊重」である。また、他言語を使用する JBが本音型を選択しているという点からは、
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H【表 22】	 日本語学習者のつけた件名の型別割合と特徴 FB>!!
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①の相手文化の尊重の他に、②使用言語の「建前」表現が未知である場合、行動規範は実
務遂行を意図とする「本音」に移行する可能性をも示唆している。 
	 以上、「本音」と「建前」は言語行動の絶対的な基準ではなく、JBと FJ双方に対し、
接触場面の条件にあった言語行動の選択肢として提示・解説されなければならない。 
 
２）「建前」と「本音」を表現する言語形式の選択 
	 JBに比べ FJが選択した言語形式の種類は多い。JBでは、基本的には A、B、Cとその
混合であるが、FJ では、少ないながらも JB には見られない D 通知型や E 確認型もある。
これは、①課題内容に適当な言語形式の選択能力が不安定であり、特に謝罪を件名に取り
上げているにもかかわらず「〜について」を付加したために謝罪ではなく主題になってし
まっている例や、日本語では通知型・確認型は主題型より待遇面で劣る点を知らないなど、
表現形式の意図は上級学習者であっても再学習が必要であることを示唆する。また②「本
音」の表現に JB、FJともに「主題提示型」を選択している点からは、メールの件名とし
て主題型に高い汎用性が見られそうだが、JBは「〜の件」、FJは「〜について」と違い
が見られる。同様に「謝罪」で、JBは「失礼しました」を使用しているが、FJではみら
れない。 
 
9.4.6	 実践３のまとめ	 （言語行動を選択する能力を養うには） 
	 日本的社会行動の規範としてよく言われる「本音と建前」は、ビジネス日本語教育のテ
キストでは、コラムといった形で日本文化の一つとして目にする機会が多い。しかし、そ
のままでは、単に面白い話で終わり、実際にビジネス接触場面でどのような形になって現
れ、学習内容としてどのような価値があるのかがわかりにくい。実践３では、一見「本音」
や「建前」とは関係がなさそうなメールの件名の選択基準に具現化された「本音」と「建
前」を、表現形式と使用言語の面から分析した。その結果、他言語を使用する JBの選択
した規範が「建前」から「本音」に移行していることを明らかにし、日本語母語話者は常
に「建前」を規範とするわけではないことが分かった。 
	 一方で、ビジネス日本語のテキストの多くは、日本で仕事をする場面を設定して書かれ
ているので、「建前」をメールの件名とした例だけを解説なしに記載している。確かに、
それに追従すれば、日本語母語話者の不快感を避けることはできるので、この面では有益
であると言える。しかし、「建前」を重視するという規範の存在を解説しなければ、学習 
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者は件名に含まれた「建前」に気がつくことなく、「本音」を優先した件名に書き換えて
しまう。 
	 さらに、筆者が言及したいのは、テキストが「建前型」だけを教育内容としていること
である。それ自体が、海外のビジネス日本語接触場面とビジネス日本語教育の間に存在す
る「ずれ」であり、「ビジネス日本語」の研究者はそれを自覚する必要がある。 
	 教育内容としては、「本音」と「建前」のどちらかを正解として扱うのではなく、学習
者の選択肢として提示することを提言する。「本音」と「建前」と同様に、詳細な研究を
必要とする言語行動は、多数残されている。具体的な今後の課題としては、「空気を読
む」、「言い訳」、「かまいません」や「大丈夫」の意味の相違などがあげられる。 
 
９.５	 ３種類の実践研究の総合考察および課題 
	 本節では、研究結果を教育現場へ反映させ、「ずれ」を修正する能力の養成は可能かど
うかについて、まとめたい。 
	 第９章では、３種類の教育実践を報告した。これらはいずれも、第７章、第８章で教育
内容として抽出された《概念》の一部を教材化したに過ぎない。同時に、筆者が香港で教
えてきたビジネス日本語コースの学習者たちが、日系企業の日常業務の中で抱く些細な問
題の一つに過ぎない。しかし、こうした些細な問題を一つ一つ解き明かしていくことが、
ビジネス接触場面の参加者間で発生する「ずれ」の認知を可能とする手段である。そのた
めには、異文化間コミュニケーションでは、接触場面に関わる全員にダイバーシティを享
受する視点と、自己を客観視できる能力が必要となる。「気づき」を促すため、言語教育
者が補助できることは、現実の接触場面で起きうる事例（第８章であげた教育内容として
優先すべき概念に分類されているバリエーション等）を、9.2〜9.4の教育実践の例で報告
したように、できるだけ多くの「ずれ」を教材化し、提示して行くことである。そして、
その材料を明らかにするため、「ビジネス日本語」の研究者は、日系企業への就職を凝視
していた目線を、市民リテラシーを支える言語としての「ビジネス日本語」の研究に移す
べきである。  
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第１０章	 結論  
	 第１章、冒頭で２つの研究動機を述べた。一つはマクロ的研究動機で、ビジネス日本語
教育を研究する中で抱いた「(：ビジネス日本語とは何か」という疑問である。問題の所
在はビジネス日本語の定義の曖昧性、領域の不明瞭性にあると考えた。もう１つはミクロ
的研究動機で、香港における筆者の日本語教師やビジネスパーソンとしての社会生活の中
で抱いた「)：ビジネス日本語の教育内容に対する疑問」である。問題の所在は日本語母
語話者、学習者、職場、ビジネス日本語教育、研究の間にある様々なビジネス日本語の教
育内容に対する意識の「ずれ」にあると考えた。	
	 この２つの疑問に対する解答が得られた時に、本研究の目的である、変容する日本社会
におけるビジネス日本語教育の新たな役割について提言を行うことができるのではないか
と考え、目的達成のため以下４点の研究課題①〜④を設定した。!!
	 ①	 疑問 (に答えるため、「ビジネス日本語」の定義と領域の現状把握と再考を行う。!
	 ②	 疑問 )に答えるため、教材改善を目的とした教育内容の汎用性と地域性の検討を行
う。	 	 !
	 ③	 疑問 )に答えるため、研究結果を教育現場に生かす手段として、実践研究を行う。!
	 ④	 ①〜③の結果を踏まえて、変容する日本社会におけるビジネス日本語教育の新たな
役割を述べる。!!
	 本章１０,１では、本研究の①〜③の研究課題が、(や )の疑問に対するどのような解答
となっているか、１０,２では、①〜③の研究課題が解答されることで可能となる④の研究
課題について述べる。１０,３では、今後の課題について述べる。!!
１０.１	 本研究の研究課題①〜③に対する結論 
	 課題①「「ビジネス日本語」の定義と領域の現状把握と再構築を行う」についての結論
は、"0,","の結論１で述べる。課題②「教材改善を目的とした教育内容の汎用性と地域性
の検討」についての結論は、"0,",%の結論②で述べる。課題③「研究結果を教育現場に生
かす手段としての実践研究」の結論は、"0,",&の結論３で述べる。!!!
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10.1.1	 結論１－研究課題①	 「ビジネス日本語」の定義と領域の再構築 
	 本項においては、疑問 A「ビジネス日本語とは何か」に答えるために、第４章と第５章
で論じた課題① 「「ビジネス日本語」の定義と領域の構築」に対する結論を述べる。!
	 まず、「ビジネス日本語」の定義であるが、以下の通りである。!!
「ビジネス日本語」とは、「日本社会における市民生活に必要な能力（市民リテラシー）
のうち、その生を支える最も典型的な活動である経済活動（ビジネス）に関わる日本語」
を意味し、それをモデルとした日本語教育分野が「ビジネス日本語教育」である。 
	
	 本定義における「日本社会」とは、グローバル化が進む国内と海外の２つの日本社会を
含み、「日本語」とは、従来は「社会人基礎日本語」であったが、将来は外国を背景とす
る市民の間で形成されるであろう「日本語リンガフランカ」が「社会人基礎日本語」に取
って代わる可能性を内包した日本語である。	
	
	 ビジネス日本語担当者を悩ませる「ビジネス日本語とは何か」という疑問は、そもそも
「ビジネス」という用語が経営学の定義においても「経営者の為の専門性の高い経営学」
から「些末なアドミン」まで全てに使用されるという曖昧性に端を発する。また、従来の
定義が「ビジネス日本語教育の内容としてのモデル」を定義しているだけで、現実に使わ
れているビジネス日本語を定義していなかったという点にも問題があった。それが定義の
曖昧性となっていた。筆者はモデルとしてのビジネス日本語の基礎となる言語を、日本社
会における市民リテラシーを発揮するために必要な社会人基礎日本語とした。そして社会
人基礎日本語は日本社会の変容とともに変化し、現実に使われるビジネス日本語に影響を
与えて行くものであると捉えた。	
	 この解答をもって、ビジネス日本語教育研究は、日本社会の変容とそこで使用される日
本語リンガフランカの実態を把握し、教育に反映させる義務を負うものとなった。また、
ビジネス日本語とは、社会の中で就労活動だけではなく消費活動を行う市民にも関わる日
本語教育であることも明示した。	
	 そうすると、ビジネス日本語教育の領域は非常に広くなる。しかし、それはビジネス日
本語という用語の持つ総称としての役割に起因する。また、産業界と日本語教育界におけ
る「コミュニケーション能力」と「コミュニケーションスキル」の混同があること、ビジ
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ネス日本語研究界においてもアカデミック・ジャパニーズとビジネス・ジャパニーズの混
同が見られることも混乱の要因である。したがって、ビジネス日本語の定義自体は総称で
ある限り、曖昧なものとならざるを得ないが、ESP理論を参考に、ビジネス日本語の分類
を示すことで、「ビジネス日本語とは何か」に対する解答が可能である。本研究における
解答は以下の通りである。	
	
	 ビジネス日本語の領域は広い。しかし、ビジネス日本語の教育内容として考えた場
合、ESP 理論を参考に作成した JSPの分類図の内の JOPの下位分類にある専門日本語
のどれか１つ以上と、社会人基礎日本語の組み合わせである。どの組み合わせになる
かはコースの目的や学習者の要望や専門性により決まる。	
	
	 この分類により、ビジネス日本語教育に携わる教員それそれが担当する「目的別日本語
教育」が、どの位置にあるのかを把握することが可能になる。また、ESP 理論にはない概
念の「社会人基礎日本語」を「職業のための日本語（JOP）」と「生活日本語・地域の日
本語」のすべての下位分類に共通するものとして位置付けることにより、「ビジネス日本
語」教育の担当者と「地域の日本語の担当者」が、それぞれ個別に行ってきた共通する部
分に」当たる「社会人基礎日本語」の学習が共有でき、効率的になる。	
	
10.1.2	 結論２－研究課題②	 教材改善を目的とした教育内容の汎用性と地域性の検討 
	 第７章と第８章で論じた課題②  「教材改善を目的とした教育内容の汎用性と地域性の検
討」に対する結論を述べる。 
	 本研究におけるビジネス日本語の定義と領域が再構築され、これまでビジネス日本語教
育内容として扱われてこなかった内容も、ビジネス日本語教育の内容に包括された。例え
ば、多言語多文化社会における共通言語の価値等であるが、こうした点を、社会との繋が
りにおいて考察する事が可能となった。そのため、粟飯原（2012）で行った JJと JFの
比較分析に比べ、《概念》が大幅に増えた。その中から、４つの属性の割合の合計が多い
《概念》と、一つの属性のみの《概念》でも一定値以上のバリエーションの割合があるも
のを、「ビジネス日本語教育」の内容として優先度が高いものとして、46 の《概念》を取
り出した。個々の考察を行った上で、以下の４つに分類した。	
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	 ①学習者に対する言語形式の教育内容	
	 ②異文化間コミュニケーション教育	
	 ③多言語多文化社会へ向かう日本社会への提言	
	 ④日本語教師と研究者への提言	
	
	 また、46 の《概念》が既存のビジネス日本語のテキストにそれだけ網羅されているかも
比較した。その結果、ビジネス日本語教育の内容としてこれまで取り上げられていたトピ
ックが的外れでなかった事は確認できたが、中には JFも LFもグローバル社会の言語行
動として懐疑的な見方を示す内容も浮き彫りになり、学習者ではなく日本語母語話者側に
理解を促したい内容として提示する準備が進んだといえる注2。	 	
	 「ビジネス日本語教育内容への疑問」への解答は、JJ、JF、LJ、LFの分析シートを総
合的に比較することだけで、解答が得られるわけではなく、ビジネス日本語の定義や領域
の再構築とも関わる内容である。しかし、変わりゆく社会人基礎日本語の様相を捉え、
「ビジネス日本語」の教育内容として反映させるための内容を提言するため、各属性の分
析シートを総合的に比較し、汎用性と地域性の高いものを抽出する作業は、教育内容の改
善を目的とした具体的な内容を 46 の項目として提示し、本研究の疑問 Bに一定の解答を
与えた。	
 
10.1.3	 結論３－研究課題③	 研究結果を教育現場に生かす手段としての実践研究 
	 第９章で述べた課題③	「研究結果を教育現場に生かす手段としての実践研究」に対する
結論を述べる。本研究の結果、特に第７章や第８章を基に、教育現場と仕事の現場をつな
ぐ３種の教育実践を行い、研究を教育現場に応用する方法を報告した。実践１では、支払
い延期の依頼に対する返信に関わる言語行動について、実践２では、納期遅延に対する
「問い合わせ・念押し・催促」に関する言語行動について、実践３では、取消後の「謝罪」
と「依頼」をめぐる「建前と本音」についてを、教材として教育実践を行った。	
	 ３種の教育実践の特徴は、教師と学習者という教室内だけの教育ではなく、そこに教員
が触媒となって日本語母語話者という教室外と教室を繋ぐ「ソフトな連携」を行った点に
ある。「ソフトな連携」を行うことにより、学習者が現実のビジネス接触場面での失敗や
気がつかない問題を、教室で事前に擬似体験することで、学ぶことが可能となった。また
副産物として、教員自身がなかなか知り得ない日本語母語話者ビジネスパーソンの視点を	
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学ぶことも可能となり、「ビジネス日本語教育」の内容を改善するために効果的であった。	
	
１０.２	 結論４－研究課題④	  日本社会における「ビジネス日本語教育」の新たな役割 
	 本節では、10.１で述べた３つの結論を踏まえ、課題④ 「日本社会における「ビジネス
日本語教育」の新たな役割に対する提言」を述べる。課題④は、本研究の目的でもある。 
	 本研究は、多言語多文化社会である香港を、国内のグローバル化が進む日本社会の先行
社会であると捉え、そこで使用されている「ビジネス日本語」の実態を、ビジネス接触場
面の参加者の意識を把握することから始まった。従来のビジネス日本語の定義や領域の曖
昧性や、実践されている「ビジネス日本語」との乖離をその現状把握と再構築することで、
先行社会である香港における研究が、香港における「ビジネス日本語教育」の改善に貢献
するだけではなく、多言語多文化化が進む日本社会で必要とされる日本語の変容を先取り
する効果があった。また、「ビジネス日本語教育」が、調査結果をどのように教育に反映
させ、どのように提供できるのか、３種の実践研究を紹介した。以上の研究課題①〜③へ
の解答から、ビジネス日本語教育が、日本社会に対していかなる役割を果たす事ができる
のか、本節において本研究の結論としての提言を行う。なお、「ビジネス日本語」が使用
されているのは、日本だけではなく世界に広がっているはいるが、本節においては、研究
結果を生かすべき場として、「ビジネス日本語」のモデルを形成する場である、変容しつ
つある国内の日本社会を中心に述べる。 
	 日本社会に対する提言は以下の３点から行う。10.2.1では、ビジネス日本語研究と社会
人基礎日本語及び日本語リンガフランカについて、10.2.2では、日本語を話す外国人と接
する日本語母語話者への日本語教育について、10.2.3   では、ビジネス日本語政策につい
て提言を行う。 
 !10.2.1	 「ビジネス日本語」の研究と社会人基礎日本語および日本語リンガフランカ	 !
	 従来、ビジネス日本語は、企業といった経営学におけるビジネスの主体に直接関わる社
員同士や取引先とのビジネスコミュニケーションのみが対象とされ、ビジネス日本語教育
の内容としては、日本国内における日本語母語話者間のビジネスコミュニケーションの在
り方が、そのモデルとして提示されて来た。そして、ビジネスコミュニケーションの在り
方というのは、社会人基礎力を発揮するために必要な言語能力、すなわち社会人基礎日本
語を基礎にするものであった。!
!&"'!
	 「ビジネス日本語」が日本国内のみで使用される時代であれば、「ビジネス日本語」の
教育内容はそれでも問題がなかったのかもしれない。しかし、「ビジネス日本語」の使用
現場は海外にも広がっている。使用されている「ビジネス日本語」は、日本におけるビジ
ネスコミュニケーションの在り方をモデルに出発したものであるが、ビジネス日本語が異
文化間コミュニケーションであるかぎり、異文化間において第三の文化が形成される過程
で、作り上げられて行くべきものである。!
	 また、仮に現代の日本社会が日本語母語話者のみで構成され、日本語の有標性が当然の
ように保持されていく時代にあったとしても、グローバル化が進む世界経済の中で、日本
の経済活動を維持するには、多様な文化背景を持つ人びととのビジネスコミュニケーショ
ンにおいて、自国のコミュニケーションの在り方だけで相互理解を実現する事は難しい。
まして、文化背景の異なる人びとが長期定住者として増加傾向にある日本社会の現実にお
いて、日本語がリンガフランカとして使用されるのであれば、ごく一般的な日本語母語話
者さえも、異文化間コミュニケーションとしての日本語を理解する必要に迫られる。!
	 ビジネス日本語は社会化の過程にあると述べた。社会はその成員が作り上げていくもの
である。社会の成員が多様化すれば、そこに存在する社会規範も変容する。現在、日本語
母語話者が日本文化を基に形成して来た社会人基礎日本語は、社会を構成する人びとの多
様化により、様々な文化の影響を受け、止揚という変容を繰り返すだろう。つまり社会人
基礎日本語は、日本語母語話者ばかりではなく，日本語リンガフランカを話す多様な文化
背景の人びとの影響を受ける事になる。社会人基礎日本語は、多言語多文化社会の日本に
とっては主流の言語ではあっても、日本語母語話者コミュニティーに典型的な日本語母語
話者のコミュニケーションスタイルに過ぎなくなるだろう。!!
	 このような背景の中で、「ビジネス日本語」も変化する。挨拶としてのお辞儀などは、
握手に取って変られて、お辞儀に伴う日本語表現が消えてしまうかもしれない。依頼表現
を多用する日本語の催促や念押しの表現が、\36IA?!FB>!!GBC!FB>C!CI8#E!I=7#BA!#A!IE$IA=@,\と
いった多少押し付けがましい英語表現の影響を受け「本依頼に対するご理解、ご対応に対
し、あらかじめお礼申し上げます」といった表現に変わるかもしれない。日本語母語話者
の社会人基礎日本語を基にした「ビジネス日本語」は、いち早く、非日本語母語話者の日
本語リンガフランカの影響を強く受けるようになるだろう。実際に使用される「ビジネス
日本語」の実態調査や、変容に対する意識調査から、我々は日本語リンガフランカの姿を
!&"*!
理解する手がかりを得られる。そして、それを理解しなければならない日本語母語話者に
還元する必要がある。!
	 国籍や母語の如何にかかわらず、日本社会の一員として定住する人びとに必要なのが!
「市民リテラシー（生きるために必要な能力）」である。「ビジネス日本語」の研究や教
育を担う者は、市民リテラシーを発揮するために必要な「社会人基礎日本語」の教育の一
端を担っているという責任を自覚し、変わりゆく日本社会の市民リテラシーを言語面から
支えて行かなければならない。!
	 多様なビジネスパーソンと、まだ就職していない学生に対応できるビジネス日本語教育
の内容として主に取り上げられてきたものは、英語教育でいう Pre-vocational Englishに
似た「社会人基礎日本語」であった。これらは看護や技能実習生の日本語などの他の専門
日本語教育とも共通するので、共有できる内容を確定することで「ビジネス日本語」や
「地域の日本語」の担当者や研究者は、専門性に関わる教育に時間を確保できるようにな
る。また、「社会人基礎日本語」は、同化すべき内容ではなく、各コミュニティーにおい
て削除や追加を繰り返しつつ形成される日本語リンガフランカ形成の素材になると思われ
る。移民先進国の多くの問題点として指摘されるものに、滞在国の社会から孤立した移民
コミュニティーの形成があげられるが、シンガポールのような分離を基本にした政策もあ
るので、グループ化自体が間違いであるとは言い切れない。今後、日本が平和な多言語・
多文化国家に移行していくには、日本人と外国人定住者の双方が日本における社会規範を
客観的に理解する必要がある。その一助として、社会人基礎日本語の学習を役に立たせる
ことができるのではないかと思われる。 
 
10.2.2	 日本語母語話者への日本語教育	  
	 本節では、日本語母語話者を、日本語を使用したグローバル・コミュニケーションへ誘
いざな
 
うことを提案する。 
	 今後、日本語の中に日本語リンガフランカが形成されていく可能性を考えると、日本社
会に必要なのは、日本語文化圏のコミュニケーションの在り方といった言語行動の押しつ
けから、日本語母語話者が日本語リンガフランカの形成に積極的に関わることを楽しむグ
ローバルコミュニケーションが不可欠である注１。日本語リンガフランカの形成に積極的に
関わることを可能にするには、日本語学習者だけではなく日本語母語話者に対する日本語
教育が必要である。日本語を学ぶ非日本語母語話者と日本語母語話者では内容は異なるが、
!&"-!
双方に重要な点は、母語話者が強い立場にあるのではなく、接触場面の、その場その場で、
双方が互いを「異文化の先生」として学んで行く姿勢の育成である。そうでなければ言語
教育も、異文化間コミュニケーションも、母語話者側の文化の押し付けとなる。本研究の
調査結果には、お互いに気づかない意識が多く示されている。特に、日本人の気づかない
非日本語母語話者の意識は、日本語母語話者に対する「日本語教育」の内容として利用し
ていただきたいものである。 
	 筆者が現時点で具体的に提言したいのは、現場の日本語母語話者と日本語学習者がとも
に学ぶことができるように、様々な現場で使用できる社会人基礎日本語の教材の作成を行
うことである。そのためには「ビジネス日本語」と同様に目的別日本語の下位分類である
「看護・介護の日本語」、「技能実習生の日本語」、「地域の日本語」の分野にも先行研
究を求め、更に共同研究ができれば、各分野の現場の参加者それぞれの学びを補助できる
教材の作成が可能である。 
 
10.2.3    「ビジネス日本語教育」と日本語政策の関係 
	 言語のグローバル化を考える時に、言語を使用するコミュニティーがどのようなところ
であるか説明しなければならない。そして、そこでどのような形で使用言語が保持される
べきかといった方針が言語政策であり、そこには言語政策を実施する機関がある。「ビジ
ネス日本語」においては、使用の場として国内と海外が考えられる。そして、言語政策の
実施機関としては、厚生労働省と経済産業省が考えられる。以下、場と機関に分けて「ビ
ジネス日本語教育」からの提言を行う。!
 
１）「ビジネス日本語教育」の場と言語政策 
	 「ビジネス日本語教育」の場と言語政策を考える時に、次の２つ観点から捉えると、分
かりやすい。１つは国外、もう１つは国内である。「ビジネス日本語」というと、海外に
おける日本関連の経済活動、あるいは、日本国内における海外関連の経済活動で使用され
る日本語を思い浮かべることが多い。「外国人材」を語る時には、必ず海外や日系企業が
取り沙汰されてきた。しかし現在、国内に定住する非日本語母語話者は、生きるために日
常生活上の経済活動を行い、その日本語は「ビジネス日本語」とも関わりが深い。こうし
たことから、ビジネス日本語教育は、グローバル化した日本経済（国外）と、安定した日
本社会の保持（国内）のために必要である。これらは個別に存在するのではなく、経済活
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動のグローバル化によりつながりが刻々と強くなっている。また「ビジネス日本語」の教
育内容のモデルが、日本社会における社会人基礎日本語である限り、２つの場は、海外を!
移動する人々（駐在員や留学生等）が運ぶ日本語を通じても緩やかに繋がっている。 
	 まず国内とは、非日本語母語話者が市民リテラシーを発揮させる言語として日本語を使
用する場である。現在、日本では定住者が増加傾向にあり、技能実習生の形で短期定住者
が激増している。そうした現状の中、日本がドイツやオランダ、フランスから学ぶことは
多い。これらの国が歩んで来た移民政策とその結果である現在の国内の状況、すなわち、
単純労働者として入国した短期の定住者のうち、長期の定住者にシフトした者が想定外に
多く、様々な社会問題が発生した先例から、日本が学ぶことは多々あろう。海外の事例を
注意深く調べ、日本の進むべき道を照らす光を見つけなければならない。そのためには、
グローバル化が進む世界の中で、どのような国家でありたいのかを描く必要がある。 
	 国外では、日本語母語話者の英語力や本社の方針の影響で、日本語を使用する企業の割
合はまだ大きい。故に日本語を学べば給料が高くなる国では、言語の経済的効果が高く、
日本語学習者は増える。しかし、日本語の経済的価値は、これまでの経済の流れから判断
すると、限定的であると思われる。香港では "/+0年代からバブル崩壊まで日本語を学べ
ば収入が増えた。現在でもオフィスワークレベルの仕事をするなら、現地企業より日系企
業のほうが給料は若干高い。しかし、市場の海外展開を迫られるグローバル経済では、日
系企業も他国籍の企業同様、企業のグローバル性が問われるようになってきた。中には、
採用に際し、日本語能力を問わない大企業も現れている。しかし、こうした時代の流れに
おいても、その真偽は別として、日系企業は「日本の企業文化を押し付け、現地社員は出
世できない」という悪いイメージを払拭できない状態である。そのため Y人材は求職の際
に、日系企業を避けるという傾向が現れる。現在、香港、シンガポール、韓国などではこ
うした傾向が顕著に見られる。しかし、現在筆者が住むベトナムや他のアセアン諸国では、
まだまだ日本語を学ぶ経済効果は高く、日本語を学ぶ学生は多い。このように英語も現地
語も話せない駐在員のために日本語話者が必要な日系企業でも、現地スタッフに取って日
本語の経済的効果が高いうちは、日本語で働いてもらえる。しかし、ある程度経済の成熟
が進むと、他の言語のほうが経済効果が高くなる時期が必ず来る。それは、現在ベトナム
での英語学習者数は、すでに日本語学習者の比ではないことからも窺うことができる。ア
セアン諸国における日本語の需要は多いが、"/+0年代の香港と違い、中国、韓国の経済的
勢力も強く、学習者を取り合うような状態である。スピードを上げながら成熟するアセア
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ン諸国でも、香港同様につぶしの効く英語のほうが選ばれていくようになるであろう。海
外において、日本市場向けではなくグローバル経済活動においても非日本語母語話者に
「ビジネス日本語」を使用してもらいたいなら、日系企業ならびに日本経済はそれなりの
価値を提示する必要がある。現在はそれができていないため、Y人材や優秀な大学生は日
系企業に就職することを躊躇し、日本語だけが売りという者が日系企業に残るという状態
を誘発している。海外におけるビジネス日本語教育政策があるとしたら、こうした理解の
上に考える必要がある。これはもはや日本語教育界から策を提言できるものではないのか
もしれない。しかし、今はまだ、日本と仕事をする国際人の嗜みとして、日本語学習を通
じて取引先である日本を知ろうとする優秀な Y人材がいる。そうした人々がいなくならな
いうちに、ビジネス日本語教育研究者としての筆者ができることは、これまで日本語学習
者側のみに理解を課していた日本的な言語行動を、これからは日本語母語話者に認知して
もらうことである。日本語と日本語文化圏の言語行動の有標性を知ることにより、どのよ
うな文化背景の人々とのコミュニケ−ションにおいて、使用言語に関わらず、より理解し合
い、第三の文化形成にいたる道に進むのではないだろうか。!
 
２）「ビジネス日本語教育」と言語政策の実施機関 
	 市民リテラシーに関わる言語政策は２つあるが、その実施機関は、建設や技能実習生を
扱う厚生労働省と、高度人材を扱う経済産業省である。 
	 まずは、厚労省について述べる。言語政策において技能実習生に関わる情報が筆者に与
えるのは、「企業が実習生を受け入れる法制は整備したので、実習に必要なコミュニケー
ションツール、すなわち日本語教育は企業のほうでやるように」という投げ出された状態
にあるという印象である。過去に短期単純労働者が予想外に多く長期定住化した移民先進
国を眺めると、この投げ出された状態に大きな予算を投じなければ、同じ轍を踏むことは
明らかである。厚労省は「長期外国人定住者と共生していく日本」というビジョンのもと、
それを実現させる方策を講じる必要がある。 
	 次に経産省では、一般社団法人海外産業人材育成協会（旧 hL_(、現 (53U）に対し、高
度人材への日本語教育プログラムへの予算が投じられている。第３章 &,&,&「留学生 &0万
人計画」で述べたよう高度人材と「ビジネス日本語教育」の関連の強さを考えれば、ビジ
ネス日本語政策は行われてきたといえる。アジア人材資金構想のコンソーシアムなどもこ
!&"/!
れに当たると思われる。しかし、実施したプログラムをまとめた事例集.+を見ると、どの
ような人材を育成するのかという軸が見られず、ただ「やってみた」という印象の事例も
ある。それは経産省におけるビジネス日本語教育政策として「人材育成モデル」が曖昧で
あったか、十分周知されなかったからではないだろうか。	 !
	 繰り返しになるが、両省ともに「長期外国人定住者と共生できる日本」というビジョン
が必要である。経産省においては、移民として望ましい高度人材を「どのように育てるの
か」というビジョンも必要であろう。以上の点が明確にならない限り、多文化共生社会と
呼べる日本社会の市民リテラシーは定まらない。 
	 本研究の調査結果は様々な文化背景の人々が共生できる日本社会というビジョンを、言
語政策面から支える材料を提供し得ると考えている。そして、その材料とは 15Wの下位に
分類される社会人基礎日本語と、それを変容される「ビジネス日本語」に関わる人々の意
識であると考えている。!!
１０.３	 今後の課題 
10.3.1	 複数国における調査と比較研究 
	 本研究の限界は、調査地が香港一カ所におけるデータのみという点である。81の概念か
ら抽出した汎用性の高い《概念》の中から、調査地の地域性を選り分ける際、根拠となる
データがないため、主として筆者の 20年に渡る調査地在住から得た経験知に頼らざるを
得なかった。もし香港以外のデータがあれば、複数の国の比較分析が可能になり、共通す
るものは、より国際性が高いもの、異なるものは地域性の高い内容として分別できる。
「ビジネス日本語教育」のグローバル化と現地化（汎用性と地域性）を目指す研究として
の分析結果を、どの国にも通用できるように精緻化をするには、同じ調査をまずはアジア
圏の複数国で行い、比較分析する必要がある。当初の計画では、同じ調査を複数国で行い、
日本語の有標性を複数国で具体的に確認するはずであった。ベトナムとマレーシアでの調
査を何度も試みたが、実現は大変難しかった。香港における調査の実現が容易であったの
は、長年現地で温めた人間関係のおかげであった。また日本語母語話者と非日本語母語話
者の「ずれ」をつきあわせる作業も、筆者自身が 20年余りの香港生活で得た経験知、す
なわち、「ずれ」を肌で感じていた事実が分析を助けたと思う。これらの経験から、ビジ!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!.+財団法人海外技術者研修協会『日本ビジネス・ビジネス日本語研修事例集』（%0"0）平成２１年
度経済産業省委託事業アジア人材資金構想!
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ネス日本語教育内容の精緻化と地域化には、現地の研究者が現地と向き合わなければ実現
できないものであると痛感した。しかしながら、「タイ語と日本語の対照言語行動研究の
論文」と、マレーシア人日本語教師に対するインタビューで得られた内容に共通点が見ら
れることや79、ベトナムで働く日本語母語話者の現地スタッフに対する意識80と、香港で働
く日本語母語話者の意識が類似している等、数少ない香港以外のインタビューからすでに
浮かび上がっている。こうした外側からの研究を通してでも、基礎データは蓄積され、テ
キスト化に向け徐々に精緻化を目指せるものと思われる。更に日本での有標性が指摘でき
れば、そこから淘汰され、形成される日本語リンガフランカの姿も見えてくるだろう。 
 
10.3.2	 社会人基礎日本語教育の具体的な内容の提示 
	 本研究においては、日本社会の市民リテラシーの発揮に必要な言語能力を社会人基礎日
本語と定義した。それは、社会生活に必要で、目的別日本語に共通する日本語であると述
べた。しかし、具体的な日本語教育内容項目として提示できなければ、教育現場の役に立
つ概念だとはいえない。「ビジネス日本語教育」の内容としての重要さを、汎用性と地域
性という視点から述べたが、今もなお、教材作成までに及んでいない研究結果の中の何が
社会人基礎日本語であるかを明確して、その教材化を進めなければならない。 
 
10.3.3   高等教育機関における他学部との連携	  
	 他学部との連携として２点、１）高度人材としての専門日本語教育の実現と、２）初年
度教育における日本語教育の活用を高等教育におけるビジネス日本語の課題としてあげる。 
 
１）高度人材育成としての専門日本語教育の実現 
	 高等教育機関には高度人材の育成という使命がある。JOPの下位分類である JPP
（Japanese for Professional Purposes）は、医学や法律や会計など専門によっては、大学
の特定の学術目的のための日本語（JSAP）と直結する。それらの学習は、現時点では、日
本語教育では扱っておらず、あるレベルに達した学生は、日本人と同じ専門科目に投げ込!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!./!タイ語の「マイペンライ」とマレー語の「だいじょうぶ」の意味は、「あなたの損失に対して、私は十分配
慮して、困らないように対処するから安心してくれ」といった「埋め合わせの保証」の意を含んでいる。一方
日本語では「大きな問題はないから、自分で対処できる。あなたに面倒はかけない」という「困難や問題の存
在の確認」である。タイ語とマレーシア語での「大丈夫」の意味の方が、アジアで一般的であるなら、日本語
のような意味の方が有標性が高く、地域性が高い内容である可能性もあり得る。!+0!現在、筆者が勤める機関の日本語母語話者５名にパイロットインタビューを行ったところ、問題点として①
②③④が挙げられた。!
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まれ、自助努力が一般的である。しかし、最近では、特に企業管理や法律の分野において、
JSAPを日本語教員との協力の上で行う大学も見られるようになった。特に、企業管理は
ビジネス日本語と直結する専門分野であり、日本語教師がビジネス日本語の名の下に「事
務職のための日本語」を教えるだけではなく、商学部や経済学等の他学部と協力し、専門
日本語教育の向上にも寄与することが可能である。 
 
２）初年度教育における日本語母語話者学生に対する日本語教育の活用 
	 日本で生活しようとするものは全て、日本の市民リテラシーを発揮するための言語能力
が求められる。その基礎となるのが、日本語母語話者の使用する「社会人基礎日本語」で
あり、外国人定住者はまずそれを学ぶ必要があるが、社会人基礎日本語とは、内なるグロ
ーバル化の深化とともに日本社会の中で淘汰され、日本語リンガフランカへと変容してい
くものである。将来、社会人基礎日本語と日本語リンガフランの関係は、英語母語話者の
英語と、シンガポールやインドの土着の言語の影響を多分に受けた英語の関係に近いもの
となるのではないかと予想される。しかし、日本語リンガフランカが、国際英語のように、
母語話者のいないところで形成されるようになるには、外国人長期滞在者や外国を背景と
する市民のボリュームによる。それでも、社会人基礎日本語は日本社会で生活する市民全
体の集団意思を反映するものである。多文化共生社会の萌芽期である現在、高等教育にお
いては、将来の日本社会を構成する外国人高度人材候補である外国人留学生と日本人学生
がともに国内のグローバル化について学び合うべきではないだろうか。 
	 言語には、長い時間をかけて醸成した１つの言語文化圏の特徴が凝縮されており、それ
が世界のダイバーシティを作り上げている。筆者は、ビジネス日本語を含む日本語リンガ
フランカに、できるだけ日本の特徴が良いものとして市民に選ばれ、残ることを望んでい
る。そこで国内の高等教育の初年度教育において、外国人留学生と日本人学生の異文化適
応能力を養成するために日本語教育を活用することが、ひいては、日本語リンガフランカ
に日本の特徴を良いものとして残すことを実現させる１つの方法ではないかと考えている。
そのために、外国人留学生がいる全ての学部に対して、日本語教育の活用の必要を説き、
全日本人学生を日本語教育へと誘
いざな
うことができれば幸いである。 
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第１０章の注釈 
 
注１：リンガフランカ形成を楽しむグローバル・コミュニケーション 
	 具体的には、個人の特性なども関係してくる。具体的な戦略を提示できなければ、意味ある提言とならない。
楠見（2008）では、異文化間コミュニケーションを楽しむに、まず批判的思考が必要とし、その育成として討
議活動９回の効果が測られている。以下は、筆者の個人的な憶測に過ぎないが、母語話者側のリンガフランカ
形成に対する関わり方が、その後の多文化国家としての成否に関わるのではないかと考えている。 
	 まず、移民先進国では、移民に対し各国の言語教育に予算を投じている。移民の世代が進むにつれ、そこの
言語は母語のようになって行くが、母語話者からは、移民を背景とする人びとだと分かるという。それはやは
りリンガフランカであるからではないか。言語と違い、文化の部分は継承されるのでやはり言語行動は異なる。
移民を受け入れた国の人びとがこれを認知し、彼らの話すリンガフランカがどのような文化背景を持ったもの
なのに対し配慮できないと、同じ言語を話していても理解し合う事はできない。対立を招くのではなく、止揚
に向うには双方の理解が必要である。 
 
注２：目的別日本語教育の下位分類同士の共同研究 
	 目的別日本語教育の下位分類に当たるビジネス日本語を研究するビジネス日本語研究会と、看護・介護の日
本語を研究する 看護と介護の日本語教育研究会は、協働実践研究会とともに 2018年 9月 8・9日、インドネ
シアのバンドンにて合同で「アジアと日本における外国人材の雇用と定着を考える」シンポジウムを開催予定
である。ビジネス日本語教育学会が、異なる専門分野と合同で研究会を開催することは初めてであり、ともに
外国人材という共通点以外に、日本語教育の具体的な内容においても言及されることが期待される。 
http://www.nihongoplat.org/event/「アジアと日本における外国人材の雇用と定着を-2/ 
http://business-japanese.net/archive/BJ_2018Bandung 
http://kyodo-jissen-kenkyukai.com/?news=協働実践研究会開催と発表エントリー募集のお知 
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『インスタントビジネス日英会話』（1997）ジャイルズ・マリー著、講談社インターナショナル 
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（1997）高見澤孟著、アスク講談社 
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Brennan. Kodansha International 
『Basic Business Japanese』（1998）Nancy Young. Kodansha International 
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『日本語の達人：仕事上の会話』（2000）田中則明著、アポヤンド 
『Business Japanese』（2001）Shoji Azuma and Ryo Sambongi. Georgetown University Press 
『Systematic approach to business Japanese』（2002）Masato Kikuchi. University Press of 
America 
『中上級日本語ディベート教材：ビジネスを中心に』（2003）須見恵二著、凡人社 
『ビジネス情報の見方・読み方	 基礎編』（2003）KIT教材開発グループ著、凡人社 
『オフィスで使える！マナーも身につく！映像で学ぶビジネス日本語．内定者編・新入社員編』
（2004）＜DVD＞、日本映像教育社 
『上級ビジネス日本語』（2005）香港中文大学日本研究学科上級ビジネス日本語編集委員会編、中
文大学出版 
『ビジネス情報の見方・読み方	 応用編』（2005）KIT教材開発グループ著、凡人社 
『ビジネス日本語慣用表現200＋50』（2005）田中則明著、心弦社 
『日本語 Eメールの書き方』（2005）簗晶子・大木理惠・小松由佳著、The Japan Times 
『ビジネス日本語会話：商談・取引編：「アポイント」から「クレーム」』（2006）田中則明、心
弦社 
『日本企業への就職：ビジネスマナーと基本のことば』（2006）岩澤みどり・海老原恭子共著、ア
スク 
『日本企業への就職：ビジネス会話トレーニング』（2006）岩澤みどり・寺田則子共著、アスク 
『ビジネスのための日本語 : 初中級 新装版』（2006）米田隆介・藤井和子・重野美枝・池田広子共
著、スリーエーネットワーク 
『商談のための日本語 : 中級 新装版 』（2006）米田隆介・ 重野美枝・藤井和子・池田広子共著、
スリーエーネットワーク 
『実用ビジネス日本語 新装版 』（2006）TOPランゲージ著、ALC 
『史上最強のビジネスメール表現事典』2007年ビジネス文書マナー研究会、ナツメ社 
『Crash course Japanese for business. Rev. ed. 』（2007）Rumi.Sei、ALC Press 
『ビジネス日本語Drills : 外国人のための「ビジネス敬語」から「会社 訪問」まで』（2007）松本	
節子・長友江美子・佐久間良子共著、ユニコム 
『しごとの日本語. 電話応対基礎編』（2007）奥村真希・釜渕優子共著、アルク 
『しごとの日本語. メールの書き方編』（2008）奥村真希・釜渕優子共著、アルク 
『しごとの日本語. ビジネスマナー編』（2008）釜渕優子著、アルク 
『しごとの日本語.IT業務編』（2008）村上吉文著、アルク 
『人を動かす！実践ビジネス日本語会話：上級』（2008）瀬川由美・紙谷幸子・北村貞幸共著、宮
崎道子監修、スリーエーネットワーク 
『にほんごで働く！ビジネス日本語30時間』（2009）宮崎道子・郷司幸子共著、スリーエーネット
ワーク 
『Basic Japanese for expats : a practical course in business Japanese book 1-book3』（2009）
Otemachi Language Group, The Japan Times  
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『Let's work it out! : office Japanese for beginners』（2010）宮崎道子・郷司幸子・栗田奈美・稲
垣由子・植松真由美共著、スリーエーネットワーク 
『日本語会話力トレーニングブック：ビジネスで必要な発信力を身につけよう！』（2011）奥村真
希・釜渕優子共著、アルク 
『課題達成のプロセスで学ぶビジネスコミュニケーション』（2012）近藤彩・金孝卿共著、アプリ
コット出版 
『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習：職場のダイバーシティで学び合う』（2013）
近藤彩・金孝卿・ムグダヤルディー・福永由佳共著、ココ出版 
『中級から伸ばすビジネスケースで学ぶ日本語』（2014）高見智子著、筒井通雄監修、The Japan 
Times 
『ロールプレイで学ぶ日本語ビジネスメール・ビジネス文書：適切にメッセージを伝える力の養成
をめざして：上級レベル』（2014）村野節子・向山陽子・山辺真理子共著、スリーエーネット
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『Nihongo express：practical conversation in Japanese ： basic 1』（2014）日米会話学院日本語
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